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建設コンサルタントは，社会資本整備をリードする自律した専門家集団
として，安全・安心な社会の構築と健全な国土の発展に貢献し，もって
社会的使命を果たすため次の事項を遵守する。

1．法令，社会規範及び契約の遵守
建設コンサルタントは，法令，社会規範及び依頼者との契約を遵守する。

2．品位の保持
建設コンサルタントは，名誉を重んじ，常に人格の陶冶を図り，品位の保
持に努める。

3．信用と信頼の保持
建設コンサルタントは，独立した立場を堅持し，誠実な行動により社会
及び依頼者の信用と信頼を保持する。

4．技術の向上と品質の確保
建設コンサルタントは，技術開発に努めるとともに，技術研鑽と技術継
承により高い技術力を常に保持し，高い品質のサービスを提供する。

5．持続可能な社会の構築
建設コンサルタントは，自然環境及び社会環境を良好に保全できる提案
を常に心がけ，持続可能な社会の構築を目指す。

平成 3 年 5月15日総会承認
平成 7 年 5月16日改正総会承認
令和元年 5月23日改定総会承認
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Ⅰ．建設コンサルタンツ協会の令和３年度の活動現況 

1．会員現況（令和 4年 3月末）

1-1 正会員数

令和２年度末会員数 495 社 

令和３年度入会会員数    7 社 

令和３年度退会会員数  4 社 

令和３年度末会員数 498 社 

1-2 正会員の都道府県別内訳

都道府県名 会員数 ％ 都道府県名 会員数 ％ 

北 海 道 35 7.0 滋 賀 6 1.2 

青 森 4 0.8 京 都 7 1.4 

岩 手 4 0.8 大 阪 25 5.0 

宮 城 6 1.2 兵 庫 10 2.0 

秋 田 5 1.0 奈 良 2 0.4 

山 形 8 1.6 和 歌 山 4 0.8 

福 島 10 2.0 鳥 取 2 0.4 

茨 城 2 0.4 島 根 0 0 

栃 木 8 1.6 岡 山 4 0.8 

群 馬 6 1.2 広 島 15 3.0 

埼 玉 6 1.2 山 口 1 0.2 

千 葉 1 0.2 徳 島 9 1.8 

東 京  92 18.5 香 川 3 0.6 

神 奈 川 4 0.8 愛 媛 8 1.6 

山 梨 4 0.8 高 知 6 1.2 

長 野 12 2.4 福 岡 41 8.2 

新 潟 12 2.4 佐 賀 7 1.4 

富 山 10 2.0 長 崎 3 0.6 

石 川 7 1.4 熊 本 10 2.0 

岐 阜 12 2.4 大 分 20 4.0 

静 岡 6 1.2 宮 崎 14 2.8 

愛 知 27 5.4 鹿 児 島 8 1.6 

三 重 6 1.2 沖 縄 1 0.2 

福 井 5 1.0 

合 計 498 100.0 
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1-3 支部会員数 

北 海 道 支 部 61 社 

東 北 支 部 106 社 

関 東 支 部 156 社 

北 陸 支 部 61 社 

中 部 支 部 100 社 

近 畿 支 部 116 社 

中 国 支 部 51 社 

四 国 支 部 55 社 

九 州 支 部 155 社 

計 861 社 

 

2．人 事 

(1) 就任理事(令和 3年 5月 27 日以降) 

天羽 誠二  新井 伸博  石田 東生 

上田  健  上田 直和  小田 秀樹 

金井 道夫  金崎 幸子  兼塚 卓也 

川村 栄一郎 木下 誠也  木原 一行 

佐藤 謙二  重永 智之  白石 真澄 

新屋 浩明  菅原 稔郎  田中  清 

寺本 邦一  中川  一  中村 哲己 

永冶 泰司  野崎 秀則  花岡 憲男 

保﨑 康夫  前川 宏一  森北 佳昭 

山縣 宣彦  吉津 洋一  酒井 利夫 

樋口 光良 

 

(2) 就任監事(令和 3年 5月 27 日以降) 

瀨古 一郎  間山 一典 

 

以上 就任 令和 3年 5月 27 日 

登記 令和 3年 6月 24 日 

任期 令和 5年総会時まで 

 

3．総会の議事 

月 日 議          題 

5.27 令和３年度事業報告(案)について 
令和３年度決算(案)について 
役員の選任について 
令和４年度事業計画について 
令和４年度予算について 

 

4．理事会の議事 

月 日 議          題 

4.28 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.27 
 
 

10.26 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.22 
 
 

第 59回定時総会の招集について(案) 
第59回定時総会に付議する議案につ
いて 
令和 3年協会表彰について 
正会員の退会について 
RCCM 資格制度施行規程等の改訂につ
いて 
支部活動報告事項等について(北海
道支部、四国支部) 
理事会等の開催日程(予定)について 
 
会長、副会長、専務理事、常務理事
及び常任理事の選任について 
 
理事会の権限の一部を常任理事会に
委任する事項 (案) について 
正会員入会規程の改正 (案) につい
て 
令和 3年度 B会費(案)について 
令和3年度協会活動(事業計画の中間
実績)について 
正会員の入会及び退会について 
常設部会等の設置及び運営に関する
規則の改正について 
令和 3 年度地方ブロック意見交換会
の概要について 
支部活動報告事項等について(北陸
支部、近畿支部) 
 
令和 4年度事業計画(案)について 
令和 4年度予算（案）について 
正会員の入会について 
CPD ガイドラインの改定について 
協会としてのＤＸへの取り組み検討
について 
支部活動報告事項等について(東北
支部、九州支部) 
インフラ整備 70 年講演会について 
斉藤国土交通大臣に対するご要望に
ついて 
「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置」
に係る賃上げ実績の確認の運用等に
ついて 

 

 

5．常任理事会・運営会議・常任委員会の議事 

常任理事会 
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月 日 議 題 

4.21 

5.19 

5.27 

6.16

7.21 

第 59回定時総会の招集について(案) 

第59回定時総会に付議する議案につ

いて 

令和 3年協会表彰者の決定について 

各部会提案・報告事項等について 

「技術士制度改革の動き」について 

管理技術者等の手持ち業務量の要件

緩和（要望）について 

正会員の入会について 

JCCA Web 講習システム利用規約の制

定について 

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・協会 DXの取組みについて

・協会全会員による「ノー残業デー」

の一斉実施について

正会員の退会について

運営委員の選任について 

部会長等の選任について 

倫理・表彰委員会委員長等の選任に

ついて 

委員会委員長の選任について 

部会委員の選任について 

特別委員会委員長等の選任について 

名誉会長、相談役、顧問の委嘱につ

いて 

JCCA Web 講習システム利用規約の制

定について 

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・協会としての DXへの取り組み検討

について

橋梁デザイントリエンナーレ 2020実

行委員会(準備会)について

「令和２年度 業務に関する運用指

針調査」(国土交通省)について

インフラストラクチャ―研究所_活

動報告について

関西のインフラ強化を進めるために

_第 9回シンポジウムについて

令和 3 年度災害時対応演習実施基本

方針について 

令和 3 年度中期行動計画に基づく支

部活動への助成金について 

DX推進特別本部候補者名簿(案) 

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・協会としての DXへの取り組み検討

について

月 日 議 題 

9.15 

10.20 

11.17 

令和3年度 地方ブロック意見交換会

の準備状況について 

発注者責任を果たすための今後の建

設生産・管理システムのあり方に関

する懇談会(令和3年度 第１回)につ

いて 

令和3年度 収入及び支出予算執行状

況 (6 月末)について 

正会員の入会について 

常設部会等の設置及び運営に関する

規則の改正について 

シビル コンサルティング マネージ

ャ(RCCM)登録規則(別紙)の改訂につ

いて

令和3年 10月理事会に付議する議案

について

・理事会の権限の一部を常任理事会

に委任する事項について

・正会員入会規程の改正について

・令和 3年度 B会費の決定について

各部会提案・報告事項等について

各委員会提案・報告事項等について

・協会としての DXへの取り組み検討

について

・令和 3 年度災害時対応演習につい

て(報告)

・「ノー残業デー」の一斉実施につい

て

・令和 2 年度「独占禁止法等遵守の

ための行動計画」実施状況報告につ

いて

令和3年度 会員資格要件の確認につ

いて

正会員の入会について 

運営委員の選任について 

部会委員の選任について 

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・協会としての DXへの取り組み検討

について

正会員の退会について

令和 3 年度収入及び支出予算執行状

況(9 月末)について

正会員入会資格審査規則第 5 条の別

紙「会員資格要件確認書」の書式の

承認(案)について 

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・協会としての DXへの取り組み検討

について
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月 日 議 題 

12.15 

1.26 

2.16 

・土木分野における新たな資格の創

設に関する検討経緯について

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・協会としての DXへの取り組み検討

について

正会員の入会について 

シビルコンサルティングマネージャ

(RCCM)登録規則(別紙)の改訂につい

て

CPD ガイドラインの改定について

委員会委員長の選任について

部会委員の選任について

各部会提案・報告事項等について

各委員会提案・報告事項等について

・協会としての DXへの取り組み検討

について

・『建設コンサルタントの倫理』及び

『建設コンサルタントにおける法令

遵守のための行動計画』の制定(案)

について

・総合評価落札方式における賃上げ

を実施する企業に対する加点措置に

ついて

・発注者責任を果たすための今後の

建設生産・管理システムのあり方に

関する懇談会維持管理部会(令和3年

度第 1回)について

・公共工事品質確保に関する議員連

盟総会(第 12 回)について

・創立 60 周年記念事業準備委員会

(案)の設置について

・令和 3年度 収入及び支出予算執行

状況 12 月末について

・令和 4 年度定例会議開催日(予定)

について

令和 4 年 2 月期理事会に付議する議

案について ～ 令和 4 年度 事業計

画（案）及び予算（案）について～ 

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・協会としての DXへの取り組み検討

について

・斉藤国土交通大臣に対する要望（業

務量の安定的な確保及び設計業務委

託等技術者単価の引き上げ等）につ

いて

・「総合評価落札方式における賃上げ

を実施する企業に対する加点措置」

に係る賃上げ実績の確認の運用等に

月 日 議 題 

3.16 

ついて 

正会員の入会について 

職員就業規則の改正(案)について 

各部会提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・発注者責任を果たすための今後の

建設生産・管理システムのあり方に

関する懇談会(令和 3 年度第 2 回)に

ついて

・正会員の退会について

・「建設コンサルタントが描く西日本

インフラ整備構想」(西日本 4支部)

運営会議 

月 日 議 題 

4.21 

7.21 

9.15 

第 59回定時総会の招集について(案) 

第59回定時総会に付議する議案につ

いて 

令和 3年協会表彰者の決定について 

各部会提案・報告事項等について 

各支部提案・報告事項等について 

RCCM 資格制度施行規程等の改訂につ

いて 

正会員の退会について 

政策提言(協会からの提案・意見)に

ついて 

「技術士制度改革の動き」について 

管理技術者等の手持ち業務量の要件

緩和(要望)について 

令和 3 年度災害時対応演習実施基本

方針について 

各部会提案・報告事項等について 

各支部提案・報告事項等について 

協会としてのDXへの取り組み検討に

ついて 

JCCA Web 講習システム利用規約の制

定について 

正会員の入会及び退会について 

令和3年度 地方ブロック意見交換会

の準備状況について 

発注者責任を果たすための今後の建

設生産・管理システムのあり方に関

する懇談会(令和 3年度 第 1回)につ

いて 

常設部会等の設置及び運営に関する

規則の改正について 

シビル コンサルティングマネージ
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月 日 議 題 

11.17 

2.16 

ャ(RCCM)登録規則(別紙)の改訂につ

いて 

理事会の権限の一部を常任理事会に

委任する事項について 

正会員入会規程の改正について 

各部会提案・報告事項等について 

各支部提案・報告事項等について 

協会としてのDXへの取り組み検討に

ついて 

令和 3 年度災害時対応演習について

(報告) 

｢ノー残業デー｣の一斉実施について 

令和2年度｢独占禁止法等遵守のため

の行動計画｣実施状況報告について 

正会員の入会について 

日本道路協会主催第34回日本道路会

議へのご参加及びご協賛の依頼につ

いて 

正会員入会資格審査規則第 5 条の別

紙「会員資格要件確認書」の書式の

承認(案)について 

各部会提案・報告事項等について 

各支部提案・報告事項等について 

協会としてのDXへの取り組み検討に

ついて 

正会員の入会及び退会について 

令和 4 年 2 月期理事会に付議する議

案について ～ 令和 4 年度 事業計

画(案)及び予算(案)について～ 

各部会提案・報告事項等について 

各支部提案・報告事項等について 

斉藤国土交通大臣に対する要望(業

務量の安定的な確保及び設計業務委

託等技術者単価の引き上げ等)につ

いて 

「総合評価落札方式における賃上げ

を実施する企業に対する加点措置」

に係る賃上げ実績の確認の運用等に

ついて 

シビルコンサルティングマネージャ

(RCCM)登録規則(別紙)の改訂につい

て

CPD ガイドラインの改定について

正会員の入会について

創立 60周年記念事業準備委員会の設

置について

令和 4 年度定例会議開催日(予定)に

ついて

常任委員会 

月 日 議 題 

4.14 

5.12 

6.9 

第 59回定時総会の招集について(案) 

第59回定時総会に付議する議案につ

いて 

正会員の退会について 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・広報戦略委員会活動報告について

・委員会及び専門委員会の委員公募

について

・統括技術委員会活動報告について

・「国土交通省直轄の事業促進 PPP に

関するガイドライン」について

・令和 3年度「品質委員会/品質セミ

ナー」支部でのエラー事例収集活動

のお願い

・令和 3年度 RCCM 資格試験の実施に

ついて

・「技術士制度改革の動き」について

・管理技術者等の手持ち業務量の要

件緩和(要望)について

・「基礎から学ぶインフラ講座」につ

いて

正会員の入会について 

正会員の退会について 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・広報戦略委員会報告について

・「災害時残業時間実態調査結果」に

ついて

・「人材確保に関するアンケート結

果」について

・統括技術委員会活動報告について

・カーボンニュートラルに関する講

演会について

・グリーンインフラについて

・技術士会 CPD 実績の管理・活用に

ついて

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・未来塾の検討課題と協会としての

DXへの取り組みについて

・広報戦略委員会報告について

・委員会及び専門委員会の委員公募

について

・「令和 3年度 独占禁止法等に関す

る講習会」の開催について

・「土木設計業務の契約等に関する検

討（中間報告）」について

・統括技術委員会活動報告について

・「令和 3年度 マネジメントセミナ
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月 日 議          題 

 

 

 

 

 

 

7.14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.13 

 

 

 

 

 

ー」の開催について 

・品質向上推進ガイドラインの追加

機能について 

・「令和 2年度 業務に関する運用指

針調査」(国土交通省)について 

 

令和 3年度中期行動計画に基づく支

部活動への助成金について 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・広報戦略委員会報告について 

・令和 2年度 所定外労働時間等に関

する実態調査について 

・「テレワークに関するアンケート調

査」及び「発注者との Web 会議に関

するアンケート調査」 

・標準委託契約約款に関する FAQの

協会 HP掲載について 

・統括技術委員会活動報告について 

・「品質向上推進ガイドライン」活用

ツールリリースについて 

・令和 3年度災害時対応演習実施基

本方針について 

 

正会員の入会について 

常設部会等の設置及び運営に関する

規則改正について 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・広報戦略委員会報告について 

・｢ノー残業デー｣の一斉実施につい

て 

・令和 2年度「独占禁止法等遵守の

ための行動計画」実施状況報告につ

いて 

・『履行期限(納期)の平準化』の実態

調査を受けたヒアリングのお願いに

ついて 

・「令和 3年度プロポーザル方式及び

総合評価落札方式」に関するアンケ

ート調査について 

・統括技術委員会活動報告について 

・令和 3年度災害時対応演習につい

て(報告) 

・令和 3年度会員資格要件の確認に

ついて 

 

正会員の入会について 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・広報戦略委員会報告について 

・統括技術委員会活動報告について 

・令和 3年度 マネジメントセミナー 

月 日 議          題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.19 

 

 

 

 

 

開催報告（概要速報）について 

・令和 3年度「品質確保に向けた取

組み」に関するアンケート調査につ

いて 

・令和 3年度品質セミナー実施計画

書について 

・協会本部会議室セミナー･講習会開

催タイムライン(案)について 

正会員の退会について 

 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・広報戦略委員会報告について 

・建設コンサルタント技術者の所定

外労働時間等に関する実態調査アン

ケートへのご協力のお願いについて 

・「建設コンサルタントの倫理」及び

「建設コンサルタントにおける法令

遵守のための行動計画」の制定につ

いて 

・統括技術委員会活動報告について 

・「品質確保に向けた取組み」に関す

るヒアリング調査へのご協力のお願

いについて 

・令和 4年度事業計画及び令和 4年

度所要額調書並びに令和 3年度事業

報告について 

・令和 4年協会表彰候補者の推薦に

ついて 

 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・広報戦略委員会報告について 

・インフラシステム海外展開国交省

セミナーについて 

・国土交通省関連の表彰及び業務評

定点に関する調査、データ提供のお

願いについて 

・統括技術委員会活動報告について 

・令和 3年度「PMセミナー 建設マネ

ジメント講習会」について 

・令和 3年度マネジメントセミナー

報告書について 

・条件明示チェックシートに関する

発注者対応の実態調査のお願いにつ

いて 

 

正会員の入会について 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・令和 4年度「白書」初稿への意見

徴収依頼について 

・広報戦略委員会報告について 
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月 日 議          題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.9 

・協会会員一斉ノー残業デー実施に

関する実態調査について 

・『建設コンサルタントの倫理』及び

『建設コンサルタントにおける法令

遵守のための行動計画』の制定 

・統括技術委員会活動報告について 

・アセットマネジメントに関するア

ンケートのお願い 

・総合評価落札方式における賃上げ

を実施する企業に対する加点措置に

ついて 

・発注者責任を果たすための今後の

建設生産・管理システムのあり方に

関する懇談会維持管理部会(令和3年

度第 1回)について 

・令和 4年度 定例会議開催日(予定)

について 

 

令和 4年 2月期理事会に付議する議

案について ～令和 4年度事業計画

(案)及び予算(案)について～ 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

・令和 4年度建設コンサルタント白

書(初稿)への意見聴取のご依頼につ

いて 

・広報戦略委員会報告について 

・「令和 3年度の発注者との Web会議

に関する実態調査」アンケート(ご協

力のお願い)について 

・統括技術委員会活動報告について 

・社会基盤情報標準化委員会「小委

員会検討テーマの公募」のご案内に

ついて 

・令和 3年度電子入札コアシステム

特別会員会議の報告について 

・斉藤国土交通大臣に対する要望(業

務量の安定的な確保及び設計業務委

託等技術者単価の引き上げ等)につ

いて 

・「総合評価落札方式における賃上げ

を実施する企業に対する加点措置」

に関する質問と回答等について 

・発注者責任を果たすための今後の

建設生産・管理システムのあり方に

関する懇談会(建設生産・管理システ

ム部会)について 

・創立 60周年記念事業準備委員会の

設置について 

 

正会員の入会について 

各支部提案・報告事項等について 

各委員会提案・報告事項等について 

月 日 議          題 

・広報戦略委員会報告について 

・就業環境改善施策(ウィークリース

タンス等)に関する情報提供のお願

いについて 

・就業環境改善施策(ウィークリース

タンス等)に関する実態調査アンケ

ートへのご協力のお願いについて 

・建設コンサルタントの倫理(案)に

ついて 

・建設コンサルタントにおける法令

遵守のための行動計画(案)について 

・統括技術委員会活動報告について 

・マネジメントシステム委員会活動

報告について 

・「品質確保に向けた取り組み」に関

するアンケート調査のお願いについ

て 

・発注者責任を果たすための今後の

建設生産・管理システムのあり方に

関する懇談会(令和 3年度第 2回)に

ついて 
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5-1 未来塾対応ＷＧ 

 

1. 未来塾対応 WG の概要 

(1) WG の活動目的 

未来塾は、国交省と建コン協がフリーな意見

交換を行う場としてスタートしたが、近年は、

各地方ブロック意見交換会における「要望と提

案」の内容の調整や様々な制度設計に関する課

題解決に向けた協議の場となっている。 

さらに、国交省において建設生産・管理シス

テムの上流段階となる業務（計画や調査・測

量・設計段階）やマネジメントに関する議論の

場となる「業務マネジメント部会」への対応を

行っている。この部会の審議事項は以下に示

す。 

a) 入札・契約方式について 

b) 品質の確保・向上について 

c) その他、業務（計画や調査・測量・設

計段階）やマネジメントに関する課題 

(2) WG の構成（委員） 

WG長は常任委員長、副WG長は常任副委員長、

その他委員は各主要専門委員会等の委員長等10

名で、総勢12名で構成されている。 

 

2. 主な活動の記録 

(1) WG の開催実績 

未来塾は6月16日、12月20日の2回開催した。 

(2) 主な検討課題 

今期は、協会の重要課題である8テーマを中

心に様々な制度改善に向けて、特に技術調査課

との個別協議を実施した。以下に重要課題8テ

ーマを示す。 

 

1.業務量の平準化 

2.ウイークリースタンスの推進 

3.受発注者協働による生産性向上（スケジュ

ール管理表、条件明示チェックシートの推

進） 

4.BIM/CIM の普及・推進 

5.詳細設計での総合的品質確保（施工計画に

おける成果の明確化等） 

6.プロポーザルの方式の拡大 

7.事業促進 PPP 方式の普及・推進 

8.入契制度改革（標準契約約款の見直し、損

害賠償請求額の上限設定） 

また、今期より、建コン協としてのDXへの取

り組み検討に着手し、技術調査課と基本的な取

り組み方針に関して協議を実施した。以下にDX

の取り組み検討4テーマを示す。 

テーマ1:受発注者協働による働き方改革に

資するDX推進 

テーマ2:i-ConstructionおよびBIM/CIMの推

進（ライフサイクルマネジメントの

生産性向上） 

テーマ3:街・地域づくりのDX推進（エリア

マネジメントに資するDX） 

テーマ4:建設コンサルタント企業のDX推進 

 

3. 次年度の活動について 

制度設計における重要課題および DX の取り

組み検討（テーマ 1～3）に関して協議を継続実

施するとともに、「DX 推進の環境整備」と「成

長と分配の好循環の実現」に向けた以下の検討

課題に関する協議を推進していく予定である。 

Ⅰ.BIM/CIM の必要経費について 

 Ⅰ-①BIM/CIM 標準歩掛の策定 

 Ⅰ-②BIM/CIM経費の計上 

Ⅱ.DX､ﾃﾚﾜｰｸ等に対する一般管理費について 

 Ⅱ-①一般管理費等係数の見直し 

 Ⅱ-②低入札価格調査基準価格の見直し 

 

（未来塾対応ＷＧＷＧ長 堤 安希佳） 
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5-2 支部助成審査検討ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 支部助成審査検討 WGの開催 

令和 3年 7月 7日に WG を開催し、各支部から出

された助成申請を審査した。 

 

(2) 活動の目的 

本WGの目的は、支部助成金審査ガイドラインに

沿って、各支部申請活動の目的を審査し、交付す

る助成金を整理し、常任委員会（中期行動計画関

連）へ提案することである。申請に対する採択の

判断規準は、「ガイドライン」に従い以下を基本

とする。 

a) 協会の社会貢献活動にふさわしいもの 

b) 一般市民を対象とし、協会活動への理解が

深められるもの（会員を主体としたものは、

場合により一部除外も考慮） 

c) 公共事業のあり方などを発注者に働きかけ

る活動 

 

(3) 令和 3年度の活動 

支部から申請された活動予定案件に対して WG

を開催して審査し、支部助成金の趣旨に沿うか沿

わないかを吟味・確認し、今年度の申請案件は基

本的にすべて採択した。昨年に引き続き、各支部

の活動予定が、新型コロナの影響を受けるものも

あるため、助成金配分時には当初配分と、コロナ

禍の状況を踏まえた実施後配分とに分けて、助成

金の執行をするものとした。最終的に別表のよう

に 31件が実施され、実施案件の助成金の実績総額

は 23,842 千円であった。それぞれの活動は協会の

活動方針に即しており、有効なものであると判断

した。 

なお、助成対象となる活動については、社会貢

献活動、広報活動、発注者への各種働きかけ等と

されており、協会会員を対象とした支援を意図し

た活動は対象としていない。申請事案において、

会員、非会員双方を対象とした企画における助成

金の取り扱いについては、今後の検討課題である。 

2. 次年度の活動について 

次年度も予算枠は25,000千円を基本とし、「ガ

イドライン」に基づき募集・審査を行う予定で

ある。本助成金は中期行動計画の支部での実践

活動を助成するものであるが、各支部は工夫を

凝らした多彩な活動を展開していると考える。 

令和 3年度 支部助成金支給実績 

 

（支部助成審査検討ＷＧＷＧ長 菅原 正道） 

支部 活動名 
助成額 
（千円） 

北海道 

① 大学・高専生への広報活動の継続 150 

② 社会資本整備に関する講演会の実施 800 

③ 出前講座の継続 242 

東北 

① R2 年度高校生「橋梁模型」作成発表会 300 

② 令和 3 年度支部「講演会」の開催 1,700 

③ 技術系学生に対しての業界説明会の開催 700 

関東 

① 「グローカル関東」発行 2,400 

② 出前講座 300 

③ 大学生への情報発信（WEB サイトの構築） 200 

④ まちづくりや環境保全テーマの講習会 100 

北陸 

① 建設コン PR 冊子及び PR グッズの制作 1,750 

② 出前講演等 155 

③ 「合同企業セミナー」への参画 300 

④ 大学主催のイベントへの参画 56 

⑤ 「官民連携による建設業界説明会」への参画 427 

⑥ ボランティア活動への参画 312 

中部 

① 中部の広報活動の推進 2,420 

② 地域への貢献活動 380 

③ 自律した技術者の育成支援活動 200 

近畿 

① 広報誌「クリエイトきんき」の発行 1,500 

② 近畿の社会資産共有活動 800 

③ 建設コンサルタントの魅力発信広報活動 700 

中国 

① 社会貢献活動への参画 1,200 

② 地域貢献と建設コンの認知度 1,200 

③ 魅力ある建設コンの広報活動の推進 100 

四国 

① 
(1)支部広報誌「jcca しこく」の発行 
(2)大学・高専・高校へ業界説明会の実施 

720 

② 支部若手の会の活動支援 150 

③ 学校教育・生涯教育への支援活動 1,580 

九州 

① 地域の夢・アイデア募集事業 650 

② 地域の夢・アイデア交流事業 1,500 

③ 地域の夢・アイデア実現化事業 850 

合  計 （31 件） 23,842 
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5-3 災害対策・ＢＣＰ検討ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 災害対応 WG 並びに災害対策・BCP 検討 WG の

開催 

a) 委員会開催回数：令和 3年 7月 1日（1回） 

b) 演習     ：令和 3年 9月 1日 

(2) 災害時対応演習の実施 

令和 3年度の災害時対応演習は、中部支部管

内で大規模地震が発生したことを想定し、災害

対策本部・災害対策中部現地本部・中部支部以

外の各支部の災害対策支部の設置に基づく連

絡・伝達網の確認を行った。 

なお、本年度は、昨年度と同様に、本部と各

支部とをビデオ会議システムにて接続し、演習

を行うことができた。 

(3) 演習の主要目的 

演習の主眼は、以下に示す連絡・伝達網およ

びその機能のチェックとした。 

a) 災害対策本部、災害対策現地本部ならびに災

害対策支部との連絡・伝達網が正常に機能で

きるか否かを検討する。 

b) 支部と会員各社との連絡網が正常に機能で

きるか否かを検討する。 

c) 会員会社はできるだけ同時に各社ごと演習

を行い、その成果を検証する。 

d) 本部、現地本部、リエゾン、9 支部において

ビデオ会議システムを用いた連絡確認を実

施する。全ての拠点をビデオ会議システムに

て接続した演習としては今回 2 回目となる。 

(4) 災害時対応演習実施状況 

平成 11 年度より継続実施している防災演習

の想定災害発生地域の最近の実施地域は表 1の

通りであり、次年度は九州支部が対象となる。 

今年度の災害時対応演習の特徴としては、災

害対策本部、災害対策現地本部、リエゾン、9

災害対策支部をビデオ会議システムにて同時接

続し、リアルタイムに情報連絡を行うとともに、

主要な事項についてメール送信・受信を行った。 

 

表1 災害時対応演習における想定災害発生支部 

年 度 想定災害発生支部 

令和元年 近畿支部 

令和 2年 東北支部 

令和 3年 中部支部 

令和 4年 九州支部 

(5) 災害時対応演習の課題 

演習後の各支部からの実施報告から以下の

ような課題が明らかになった。 

a) 全支部へのメール送信や様式の添付を徹

底するため、メールの配信や確認に関する

手順をシナリオに明確にする必要がある。 

b) 各支部から会員企業への連絡を行うこと

をシナリオに明確にする必要がある。 

c) 支部と会員企業との連絡時間を考慮した

シナリオの見直しの必要がある。 

d) 被災地域の支部が機能不全に陥る可能性

があるため、被災支部のバックアップ体制

の具体化が必要である。 

 (6) 本省の市町村支援検討会への参画 

災害復旧事業の実務を担う体制や経験・ノ

ウハウが不足する市町村等に対し、関係機関

との災害協定の締結や入札方式の内部規定化

等の平時からの取組を促し円滑な災害復旧を

促進するため、｢人材･体制の確保｣､｢業界との

連携｣､｢予算の確保｣ の観点から、既存の支援

制度・取組や好事例、留意点等をガイドライ

ンとしてとりまとめることを目的としている。 

 

2. 次年度の活動について 

(1) 令和 3年度災害時対応演習の課題の対策検討 

(2) 令和 4年度災害時対応演習の実施（九州支部） 

(3) 災害時に円滑な対応を行うための検討 

・災害時のコンサルタントの更なる活用策 

・災害時にコンサルタントが果たすべき役割

の明確化 

・災害協定締結の基本的な考え方 

（災害対策・ＢＣＰ検討ＷＧ 

ＷＧ長 堤 安希佳） 

1010



6. 支 部 

 

6-1 北海道支部 

 

1. 支部の現況 

(1) 令和2年度 末会員数 62社 

(2) 令和3年度 新規加入社 0社 

(3) 令和3年度 退会社数 1社 

(4) 令和3年度 末会員数 61社 

 

2. 令和 3年度の活動実績 

  2-1 地域への貢献活動 

(1) 防災出前授業 

場 所：稚内市立稚内中央小学校 

    札幌市立澄川小学校 

(2) 防災カードゲームを用いた出前講座 

場 所：札幌市北区太平児童会館 

    千歳市ほくおう児童館 

(3) 大学生へのPR講座 

場 所：北海道大学 

 

  2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 意見交換会・実務者懇談会 

 寒地土木研究所、北海道開発局札幌開発建

設部、北海道建設部、NEXCO東日本北海道支

社との意見交換会 

 プレキャスト活用等に関する意見交換会 

 北海道開発局、札幌市との実務者懇談会 

 さっぽろ建設産業活性化推進協議会 

(2) 講習会・研修会・説明会（オンライン含む） 

 令和3年度 災害復旧技術講習会 

 改正民法および公共土木設計業務等標準委

託契約約款に関する講習会 

 補強土壁チェックリスト説明会 

 オンラインセミナー 計 5回 

 コンプライアンスに関する研修会 

 令和3年度 土研新技術ショーケース 

 コンプライアンス講習会 

 総合評価における賃上げ企業の加点につい

ての説明会 

3. 令和 4年度の活動予定 

  3-1 地域への貢献活動 

(1) 「社会資本の体験・見学会」の開催 

(2) 防災カードゲームを用いた出前講座 

(3) 大学生、高専生、一般市民へのPR活動 

(4) 冬季歩行者のための砂撒き活動 

 

  3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 意見交換会・実務者懇談会 

 『要望と提案』意見交換会 

 北海道開発局各開発建設部（4 箇所程度）、 

北海道建設部との意見交換会 

 北海道開発局、札幌市との実務者懇談会 

(2) 講習会・講演会・研修会 

 オンラインセミナー 5回程度 

 コンプライアンスに関する研修会 

 社会資本整備の今後の動向に関する勉強会 

 

4. その他 

会員のニーズ、発注者・他団体等からの要望を

的確に把握し、協会本部とも連携して積極的に活

動していきたい。 
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6-2 東北支部 

 

1. 支部の現状 

(1) 令和 2 年度末会員数    104 社 

(2) 令和 3 年度入会会員数    2 社 

(3) 令和 3 年度退会会員数    0 社 

(4) 令和 3 年度末会員数    106 社 

 

2. 令和 3 年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

(1) 社会貢献活動 

行政機関と共催の高校生対象の橋梁模

型作品発表会の開催(Web 開催) 

(2)一般市民を対象とした講演会 

   社会資本整備の必要性を広く社会に訴 

える講演会として「東日本大震災から 10 

年」を 11 月 19 日に開催(入場者を 50 名 

に制限して一般のみ参加。会員へは後日 

Web 配信) 

(3) 新技術展示会「EE 東北'21」に実行委

員として参画〈集合および Web〉 

    出展者数 319 社、出展技術数 934 技術 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会 

 河川講習会 

 環境講習会（Web開催） 

 ICT委員会(動画を作成HPへ掲載) 

 本部委員会の講習会（マネジメント、 

エラー防止）（Web開催） 

 独占禁止法の遵守に関する研修会 

 (Web開催） 

＜新型コロナ感染症拡大により中止＞ 

① 道路・構造  ② 地盤・防災 

(2) 現場見学会 

  ＜新型コロナ感染症拡大により中止＞ 

① 道路、構造 ② 河川、環境 ③ 地盤・防災 

(3) 官公庁職員研修への研修講師の派遣 

国、県市職員研修に講師を派遣＝29 講

座 67 名派遣 

(4）意見交換会 

・ 東北地方整備局           2回 

・ 東北6県および仙台市   各1回 

(5) 会誌「JCCA 東北」発行 

  2 回発行  1 回の発行部数 1,150 部 

 

3. 令和 4 年度の活動予定 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 行政機関と共催の高校生対象の橋梁模

型作品発表会の開催 

(2) 社会資本整備の必要性を広く社会に訴

える講演会の開催 

(3) 新技術展示会「EE 東北'22」に実行委

員として参画 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 会員各社の技術者のための技術習得を

目的とした道路・構造・河川・環境・

地盤・防災・ICT 各委員会の現場見学

会、講習会、勉強会を実施する 

(2) 国、県市職員研修に講師を派遣する 

(3) 東北地方整備局及び東北 6 県、仙台市

と意見交換会を実施する 

(4) 会員企業の相互の親睦を深め、健康増

進、リフレッシュを図るための交流会、

スポーツ行事を実施する 

(5) 会誌「JCCA 東北」を年 2 回発行する 

(6) 「東北土木技術人材育成協議会」によ

る「基礎技術講習会」等に参画する 

(7) 「若手の会」による若手技術者との講

習会・官民交流会等を実施する 

 （8）支部サーバーを利用し講習会等の動画

視聴や各種情報を掲載する 

 

4. その他 

大震災からの復興に係る基盤インフラ

整備についてはほぼ完成してきたが、激甚

化する台風や地震も頻発しており、災害対

応への強化に取り組んでいく。 

また、会員等を対象とした講習会や現場

見学会についても、「新型コロナウイルス感

染症」の状況を見ながら〈Web 開催〉も含

めて取り組んでいく。 
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6-3 関東支部 

 

1. 支部の現況 

(1) 令和 2年度末 会員数     153 社 

(2) 令和 3年度入会会員数      4 社 

(3) 令和 3年度退会会員数       1 社 

(4) 令和 3年度末 会員数     156 社 

(5) 地域研究員 令和 2年度末     9 社 

(6) 地域研究員 令和 3年度末     7 社 

 

2. 令和 3年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

(1) 社会に向けた情報発信 

市民に向けた情報発信として、広報誌「グロー

カル関東 VOL.15 ～特集・今おもしろい土木～」

を発行。令和3年度は4,500部を印刷し、就職を控

えている大学・高専の土木系学部・就職担当部署

のほか、関東一円の自治体・図書館・大学などに

送付した。 

(2) 環境講習会の開催 

「公共緑化空間の整備・維持～グリーンイン

フラの実装推進～」のテーマで講習会をオンラ

インで開催。会員企業の他、学生や非会員も参

加した。 

(3) 出前講座 

栃木県立今市工業高校建設学科の1年生を対象

に、出前講座を開催した。建設コンサルタントの

仕事と土木喉魅力を伝える講義で、2019年度から

実施し、今年度で3回目。 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 経営者セミナー等 

第1回（令和3年4月20日）、 第2回（令和3年10

月27日）、第3回（令和4年1月14日）を予定した

が、コロナ禍に配慮し全て中止とした。 

(2) 研修会・講習会、現場見学会 

 新入社員研修会を令和3年4月12日、13日実施

した。参加は52社355名と年々増加傾向。 

 講習会については、支部主催・共催を14件開

催、地域委員会主催・共催を9件開催した。 

 ZOOMによる現場見学会を試行。 

(3) 意見交換会 

 関東ブロック（関東地方整備局）を1回。 

 東京都財務局・建設局、長野県、千葉県、 

栃木県、山梨県、神奈川県、群馬県、埼玉県、

茨城県を各1回、合計10回実施。 

 高速道路株式会社（NEXCO）3支社を各1回、

合計3回実施。 

(4) 講師派遣 

 自治体からの要請に対し、12件、28人を派遣

した。 

(5) 福利・厚生行事 

 野球・テニス・ボウリング大会の厚生事業は、

コロナ禍に配慮し、すべて開催中止。 

(6) 就職PRサイトの開設 

 建設コンサルタントへの就職を検討している

学生向けに、「建設コンサルタントとは」

「建設コンサルタントの仕事」「会員企業の

採用情報」を閲覧できるサイトを、令和4年3

月1日に解禁となった2023年採用活動に合わせ

本格運用。 

 

3. 令和 4年度の事業計画 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 社会に向けた情報発信 

広報誌「グローカル関東 VOL.15 」を発行予

定。特集など構成は現在、企画中。 

(2) 環境講習会の開催 

一般市民も対象とした環境講習会を開催予定。 

(3) 出前講座 

引き続き実施予定。 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 経営者セミナー3回開催予定 

(2) 研修会・講習会、現場見学会（専門委員会並び

に地域委員会開催、関東地整との共同開催等） 

(3) 意見交換会（関東地整、1都8県、NEXCO・3社） 

(4) 講師派遣 

(5) 福利・厚生行事 

 野球・テニス・ボウリング大会の厚生事業 
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6-4 北陸支部  

 

1.支部の現況 

(1) 令和 2年度末会員数     61 社 

(2) 令和 3年度入会会員数     0 社 

(3) 令和 3年度退会会員数     0 社 

(4) 令和 3年度末会員数     61 社 

 

2.令和３年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

(1) 社会貢献活動 

石川県内で外来種植物除去活動を実施した。 

(2) 中学校等へ出張 PR活動 

行政機関等と連携して、中学校・高等学校

31 校へ建設コンサルタントの仕事と魅力

について出張 PR活動を実施した。 

(3) 高等学校への出前講座及び現場見学会 

新潟県立新潟工業高等学校の生徒を対象

に「道路設計演習」について講義と現場見

学会を実施した。 

(4) 大学等への出張 PR活動 

管内の 10 大学 12 学部への PR 冊子の配布

と説明会を実施した。 

 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会 

・建設環境講習会（録画配信） 

・橋梁技術講習会（ライブ・録画配信） 

・建設環境体験セミナー 

・まちづくり講演会（ライブ配信） 

・業務研究発表会（録画配信） 

・若手技術者 WG セミナー（ライブ配信） 

・河川研修会（録画配信） 

・道路トンネル研修会（ライブ配信） 

・独占禁止法等遵守研修会（録画配信） 

・BIM/CIM 官民合同講習会（録画配信） 

(2) 意見交換会 

・北陸地方整備局 1回 

・新潟県、富山県、新潟市 各 1回 

(3) 講師派遣 

・北陸地方整備局     2 研修  9 名派遣 

・新潟県土木部       3 研修  5 名派遣 

・富山県土木部       1 研修  1 名派遣 

・新潟県建設技術ｾﾝﾀｰ  1 研修 15 名派遣 

・PC 建設業協会       1 研修  4 名派遣  

(4) 会員の受注状況調査 

四半期毎に取りまとめ支部会員へお知らせ 

(5) 会誌「雪の音」発行 年 3回/各 500 部 

 

3.令和４年度の活動予定 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 美化清掃・外来種植物除去活動の継続 

(2) 中学校等への出張 PR活動の継続 

(3) 高等学校への出前講座の継続 

(4) 大学等への出張 PR活動の継続 

(5) 一般市民も対象としたイベントへの参加の

継続 

 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 会員各社の技術者のための技術習得を目的

に、道路・河川等の施設現場見学会及び各種

講習会、研修会、勉強会を継続して実施 

なお、上記事業は CPD 認定プログラム予定 

(2) 品質の確保・向上に向け「要望と提案」に基

づいて発注者との意見交換会の開催を継続 

(3) 発注者等における技術職員の教育訓練の研

修会・講習会への講師派遣を継続 

(4) 会員各社の受注状況調査を継続 

(5) 会誌「雪の音」年 3回発行を継続 

 

4.その他 

(1) 今後、地域に貢献する事業や次世代を担う

子供達への情報発信を積極的かつ継続的に

実施し、その成果を積み重ねて地域住民との

コミュニケーションをより深めていきたい。 

(2) この目的を達成させるため、技術力をより

向上させるための支部活動を充実させたい。 

(3) 更に、地域社会から協会活動をより理解し

ていただくために工夫した広報活動を実施

していきたい。 
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6-5 中部支部 

 

1. 支部の現況 

(1)令和2年度末会員数   101社 

(2)令和3年度入会会員数   1社 

(3)令和3年度退会会員数   2社 

(4)令和3年度末会員数    100社 

 

2. 令和3年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

(1) 社会貢献活動 

a)「河川技術セミナー」の開催 

・11月17日(水) ウインク愛知 

（参加者126名 官公庁職員含む） 

・頻発する豪雨災害を踏まえ、支部会員の

他、学校関係者、国、自治体の技術者等

を対象にセミナーを開催し、河川技術者

の技術力向上を図るとともに、技術者ど

うしの交流の輪を広げる目的で、セミナ

ー後に交流会を実施した。 

(2) 大学生等への建設コンサルタントPR 

a)「学生交流ひろば」にブース出展 

 （参加学生数225名） 

・土木を学ぶ大学生・高校生らが集まる「建

設技術フェア2021」に支部単独ブースを出

展。女性技術者も加わり、PR動画を用いる

などして、建設コンサルタントの仕事と役

割などについて伝えた。 

b)「大学等での業界説明会」 

・中部地域の大学・高専での業界説明会に出

向き、建設コンサルタントの仕事と役割を

説明した。（支部主催：4校） 

c)「JOB Café in名古屋」の開催 

 （参加学生数14名） 

 ・11月20日（土） 名駅モリシタビル 

 ・建設コンサルタントを知りたい学生との

交流の場として支部「若手の会」が開催。 

 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講演会、講習会、見学会 

・第31回建設コンサルタント業務技術発表会 

・河川技術セミナー 

・ICT委員会 BIM/CIMセミナー  2回 

・道路検討G(講習・見学会等)   4回 

・河川検討G(講習・見学会等)    4回 

・構造土質検討G(講習・見学会等) 4回 

・都市計画検討G(講習・見学会等) 4回 

(2) 意見交換会(本部主催を含む) 

・中部地方整備局         2回 

・静岡・愛知・三重      各 1回 

・中日本高速道路（株）        1回 

(3) 講師派遣 

・愛知県 技術研修  8研修23名派遣 

・三重県 技術研修  4研修6名派遣 

(4) 支部広報誌「図夢 in 中部」発行 

・2回発行 1回の発行部数 1,000部 

(5) 女性職員の働き方アンケート 

・支部女性の会が会員企業を対象に実施 

・アンケート結果は会員企業に配信 

 

2-3 災害支援 

(1) テックフォース支援（熱海市） 2社 

(2) 被災調査等支援（5カ所）    7社 

 

 3. 令和4年度の活動予定 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 名古屋市内での打ち水活動に参加する。 

(2) 一般市民対象の広報企画を実施する。 

(3) 「南海トラフ地震対策中部圏戦略会議」に

参画し、地域の防災力向上に貢献する。 

 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 会員各社の技術者のための技術研鑽を目

的に、道路・河川・橋梁・都市計画・ICT

等に関する講演会、講習会、現場見学会及

び勉強会を実施する。 

(2) 中部地方整備局をはじめとする発注機関

との意見交換会を実施する。 

(3) 中部地方整備局とのCIM勉強会等に積極参

加し、会員企業への情報提供を図る。 
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6-6 近畿支部 

 

1. 近畿支部の現況 

(1) 平成 2年度末会員数    116 社 

(2) 令和 3年度入会会員数    1 社 

(3) 令和 3年度退会会員数    1 社 

(4) 令和 3年度末会員数    116 社 

 

2. 令和 3年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

(1) 災害時協定書締結および支援要請 

市町村の災害時支援を目的とした（一財）近

畿市町村災害復旧相互支援機構と災害時協定

を締結した。 

兵庫県県土整備部および京都市建設局から

災害協定に基づく支援要請があり、緊急対策業

務に従事した。 

(2) 大学生・高専生への建設コンサルタント PR 

建設コンサルタントの魅力と社会的地位向

上および担い手確保を図るため、大学生・高

専生を対象にした学校訪問・キャリア支援活

動を行った。コロナ禍であったため WEB 会議

を活用した。 

(3) 一般市民への建設コンサルタント PR 

参加者を限定しない「建設技術展 2021 近畿」

に参加した他、建設コンサルタントの役割を紹

介し、認知度向上を図れるよう各種イベントの

主催、共催、後援を行った。 

(4) 会誌「クリエイトきんき」第 32号発行 

建設コンサルタントの魅力や活動を広く一

般に広めるため、親しみやすい内容に編集し会

誌を発行した。 

(5) 発注者技術職員研修への講師派遣 

近畿地方整備局や地方公共団体の技術職員

研修での講師依頼を受け、要望に応じた講師を

派遣した。 

(6) 地域との意見交換会 

円滑な業務の推進を図るため地域特性を踏

まえた課題等について、支部管内の 2 府 4 県、

2政令指定都市と意見交換会を実施した。 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会の開催 

・発注者からの情報周知 

・独禁法講習会 

・働き方研究委員会主催ウェビナー 

・近畿地方整備局河川部、道路部との合同現

地研修会 

(2) 品質向上委員会 

近畿地方整備局との共同で業務における各

種課題について、改善に有効な施策を検討した。 

(3) 研究委員会活動 

支部会員の技術力向上、技術者の能力向上

を図るため各研究テーマを設定し、研究を行っ

ている。令和 3年度はインフラメンテナンス研

究委員会、道路研究委員会、ICT 研究委員会、

河川研究委員会が活動した。また、インフラメ

ンテナンス研究委員会は最終報告会、道路研究

委員会はシンポジウムを開催した。 

 

3. 令和 4年度の活動予定 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 大学生・高専生への建設コンサルタント PR 

(2) 一般市民への建設コンサルタント PR 

(3) 会誌「クリエイトきんき」第 33号発行 

(4) 発注者技術職員研修への講師派遣 

(5) 災害発生時、協定書に基づく支援要請対応 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会 

（2）研究発表会 

(3) 品質向上委員会 

(4) 研究委員会活動 

コロナ禍であるが、WEB 会議等を活用し開催を検

討する。 

  

4. その他 

近畿支部会員の技術力向上を図り、近畿地域に

おける社会資本整備に貢献する。 

また主催する委員会、研修会、研究発表会、厚

生行事等の更なる発展と充実を図る。 
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6-7 中国支部 

 

1. 支部の現況 

(1) 令和 2年度末会員数   51 社 

(2) 令和 3年度入会会員数  0 社 

(3) 令和 3年度退会会員数  0 社 

(4) 令和 3年度末会員数   51 社 

2. 令和 3年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

社会貢献活動 

(1) 防災講演会の開催 

他団体・一般参加者等を含めて事前防災・

事後防災のあり方、大規模災害への備えに係

る講演会を 2回 Web により開催。 

(2) 防災教育 

小学生、高齢者、災害被災地域の人々に対

して、地域の危険箇所や避難方法をみんなで

考える防災教育を 6 所で実施。令和 3 年度は

コロナ感染対策として、ハザードマップ作成

をグループ作成から個別作成に切り替えて実

施。 

(3) 地域計画委員会活動 

昨年令和 2年度に、広島市の地下街「シャ

レオ」において『まちなかの居心地調査』を

実施。令和 3年度は、「シャレオ」の「多目的

スペース」を活用して、居心地の良い空間と

なる無料休憩所を試験的に創出。壁面には広

島のまちづくりに関する年表や主なトピック、

委員会の活動紹介ポスター等を展示。将来の

まちづくり等に関する要望を付箋に書いても

らう、利用者向けの参加型コンテンツも用意。 

また、新たな自転車マップとなる Web 版と

して、Google Map のマイマップ機能を活用し、

広島市中心部の観光名所やレンタサイクル

「ぴーすくる」のポート、市営駐輪場等の情

報等を掲載した試行版を作成。 

(4) 若手の会の活動 

子供たちに身近なものから土木の魅力を

感じてもらい、土木により興味を持ってもら

うための新たな土木実験アイデアを検討す 

るとともに、生産性向上に関する講演会開催

や国交省との意見交換会開催に向けた検討

を実施。 

(5) まちづくり出前授業 

まちのやさしさ（ユニバーサルデザイン）

や環境について、小学生を対象に総合的な学

習時間に出前授業を実施。 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会 

・PC 技術講習会(オンライン開催) 

・工事現場見学会 

(2) 意見交換会 

・中国地方ブロック意見交換会 

・中国地方整備局意見交換会 

・鳥取県意見交換会 

・広島県意見交換会 

・広島市意見交換会 

・岡山県意見交換会 

(3) 講師派遣 

・中国地方整備局技術研修 8コース 

・広島市技術研修 2 コース 

・岡山県建設技術センター2コース 

・広島県技術研修 2 コース 

 (4) 広報活動 

・JCCA中国 VOL.50号 発刊 600 部 

3. 令和 4年度の活動予定 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 小学生、高齢者等を対象として、防災教育

を継続して実施する。 

(2） 他団体、一般参加者を対象として防災講演

会を開催する。 

(3) まちづくりフォーラムを開催する。 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会、現地見学会等を継続開催する。 

4. その他 

(1) 地域における関連企業、関係団体との連携

を図り講演会を開催する。 

(2) 中国地方整備局主催の水防総合演習に防災

委員会活動 PR展示を行う。 
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6-8 四国支部 

 

1. 支部の現況 

(1) 令和 2年度末会員数      56 社 

(2) 令和 3年度入会会員数     0 社 

(3) 令和 3年度退会会員数     1 社 

(4) 令和 3年度末会員数      55 社 

 

2. 令和 3年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

(1) 社会貢献活動 

学校教育・生涯教育への支援活動をテーマ

に、四国 4 県部会で環境学習会等の実施を検

討した。高知県部会では、遊ぼう「アジロ山」

自然体験学習を開催。徳島、香川、愛媛各県

部会では開催が中止となった。 

(2) 大学・高専・高校への業界説明会の実施 

四国の土木・建設工学系学科の大学及び高

等専門学校の学生を対象にリーフレット、ポ

スターの配布、「建設コンサルタントの役割

と仕事」等について、支部若手の会メンバー

によるプレゼンの実施、建コン PR 動画の視

聴リンク案内や Web 会議、アンケート等を実

施した。 

四国管内の 4大学 2高専で実施。 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会 

・鋼橋及び PC 橋に関する技術講習会はコロ

ナ禍の状況により中止とした 

・独禁法遵守に関する講習会 

・ドローン操作訓練 

・本部委員会が開催の講習会 

マネジメントセミナー 

R2 品質セミナー 

PM セミナー2021 

ICT セミナー 

(2) 現場見学会 

・道路・橋梁＝高知県吾川郡いの町羽根          

 国道 33 号仁淀川橋耐震補強(その 3)工事 

国道 33号仁淀川橋耐震補強(その 4)工事 

(3) 意見交換会 

・四国地方整備局 2回 

・徳島県、香川県、愛媛県、高知県 各 1 回 

・四国地方整備局との賀詞交歓会 

(4) 講師派遣 

・四国地方整備局     3 回 7 名派遣 

・徳島県県土整備部    3 回 17 名派遣 

・香川県建設技術センター 2回 2 名派遣 

・香川高等専門学校    1 回 1 名派遣 

(5) 設計成果品質向上に関する取り組み 

・四国地方整備局と設計成果・品質向上委

員会（Web 会議） 1 回 

・四国地方整備局と建コン協四国支部との

勉強会(Web 会議) 1 回 

・香川社会基盤メンテナンス推進協議会・

設立総会(香川高専) 1 回 

 (6) 広報活動 

   ・支部広報誌「JCCA しこく」第 5号を発刊 

(7) 専門委員会の発足 

   ・四国支部初の専門委員会となる河川委員会

を発足 

 

3. 令和 4年度の活動予定 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 徳島、香川、愛媛、高知の各地域において、

学校教育・生涯教育への支援活動を継続実

施する。 

(2) 大学・高専等への業界説明会を実施する。 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 会員各社の技術者のための技術講習会、現

場見学会等を実施する。 

(2) 四国地方整備局をはじめとする発注機関と

の意見交換会を継続して実施する。 

(3) 四国地方整備局の若手職員との交流会を継

続実施する。 

(4) 研修講師の派遣を行う。 

(5) 支部広報誌「JCCA しこく」発行を継続する。 

(6) 河川委員会の本格始動 
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6-9 九州支部 

 

1. 支部の現況 

(1) 令和 2年度末会員数   153 社 

(2) 令和 3年度入会会員数   3 社 

(3) 令和 3年度退会会員数  1 社 

(4) 令和 3年度末会員数  155 社 

2. 令和 3年度の活動実績 

2-1 地域への貢献活動 

(1) 社会貢献活動 

夢アイデア事業として、「まちづくりに関す

る提案の募集」を行い46編の作品が集まった。 

12 月 4日（土）には TKP ガーデンシティ博

多新幹線口において「夢アイデア交流会」を

オンラインで開催。土曜日にもかかわらず、

産官学、会員、一般から 99 名の方の参加を

得て、活発な議論と交流ができた。 

夢アイデア実行委員会では、過年度の応募

作品の「夢アイデアの実現化」をサポートす

るために実施していたが、今年度もコロナ禍

により多くのイベントが実施できず、「九州

まちづくりプロジェクト」のみを実施した。 

(2) 現場見学会の実施 

新型コロナ対応ガイドラインで従来型の現 

場見学会は禁止としたが、河川技術委員会と

道路技術委員会は工事現場等に委員を派遣

し、オンラインで現場見学会を開催。 

(3) 大学生への建設コンサルタント PR 

・九州建設技術フォーラムでの学生参加が見

送られたため、リクルーティング動画をホ

ームページに掲載。 

・琉球大学キャリアデザイン講座での建コン

技術者の PR講演（オンライン）。 

2-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会 

・河川技術講演会、道路技術講演会 

・河川技術セミナー、リカレント教育 

・環境都市等技術講習会、地域品質セミナー 

・多くのものがオンラインで開催。 

(2) 意見交換会 

・九州地方整備局、沖縄総合事務局 各 1回 

 九州地方整備局実務者意見交換会 1回、業

務円滑化調整会議 1回 

・8 県（福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮

崎、鹿児島、沖縄）及び 3政令市（福岡市、

北九州市、熊本市）計 11 回（対面会議 6

自治体、WEB 会議 4 自治体、書面回答 1 自

治体） 

(3) 講師派遣 

・九州地方整備局、福岡県、宮崎県、鹿児島

県への講師派遣 計 20 名 

(4) 支部便りの発行 

・2回発行（ネット配信） 

3. 令和 4年度の活動予定 

3-1 地域への貢献活動 

(1) 社会貢献活動 

・夢アイデア事業の実施（夢アイデアの募集、

夢アイデア交流会の開催） 

・夢アイデア実行委員会では、「ヤギ・羊 ECO

プロジェクト」、「思い出 NAVI プロジェク

ト」、「九州郷づくり共助ネットワーク研究

会」、新規プロジェクト等を実施 

(2) 現場見学会の実施 

・河川、道路、環境部門で実施 

(3) 大学生への建設コンサルタント PR 

・九州建設技術フォーラムでの学生へ PR、若

手技術者交流会でのインターンシップ学生

への PR等を実施 

3-2 会員企業等への貢献活動 

(1) 講習会・講演会・研修会 

・河川、道路、環境都市等部門で各種講習会、

講演会等を実施（多くはオンラインで開催） 

・GIS講習会、ICT セミナー、情報セミナー、

地域品質セミナー等を実施（多くはオンラ

インで開催） 

・コンプライアンスに関する講習会を実施 

(2) 発注機関への要望と提案（意見交換会の開

催） 

(3) 会員企業への各種情報の提供 

(4) 支部会員名簿の作成、配布 
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7-1 倫理・表彰委員会 

 

 倫理・表彰委員会は、令和元年 6月 1日に旧倫

理委員会と旧表彰委員会を統合して発足した。 

令和 3年度においては、表彰関係として、各部

会長等から推薦のあった令和 4年協会表彰候補者

の審議を行うとともに、広報事業専門委員会が募

集した「懸賞論文（学生論文）」について審査決

定した表彰候補者の審議・承認を行った。 

 

1. 表彰関係 

(1) 審議日時 

  令和 4年協会表彰候補者の審議については、

3月 16 日（水）13時 30 分から新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止の観点から WEB 方式の併用

により、委員長、副委員長 2名、委員 10 名の全

委員の参加の下、委員会を開催した。 

(2) 各部会長等推薦関係に関する審議内容 

委員会においては、事務局から令和 4年協会

表彰に関して各部会長、各支部長から推薦のあ

った候補者として、規則第 13 条第 2 号（功績

賞）に該当する候補者 本部 3部会から 3件、

3支部から 3件、計 6件、92 名、規則第 14 条第

1 号（功労賞）に該当する候補者 本部 1 部会

から 1 件、17 名、規則程第 14 条第 2 号（功労

賞・永年勤続）に該当する候補者 5名について、

推薦事由等の説明がなされた。 

上記の説明及び各委員から提出された意見に

基づき選考した結果、倫理・表彰委員会として

次のとおり候補者を選考し、規則第 17 条の規

定に基づき、令和 4 年 4 月 20 日開催の常任理

事会に答申することとした。 

a) 規則第 13 条第 2号（功績賞）該当候補者 

・本部   情報部会 ICT 委員会(19 名) 

・本部   資格・CPD 部会 RCCM 資格制度 

      委員会(17 名) 

・東北支部 技術部会(11 名) 

・関東支部 技術部会技術委員会河川専門 

委員会(27 名) 

 

 b) 規則第 14 条第 1号(功労賞)該当候補者 

・本部  技術部会品質委員会品質向上 

専門委員会(17 名) 

c) 規則第 14 条第 2号（功労賞・永年勤続） 

該当候補者 

・本 部 事 務 局  宮 本 由美子 

  ・東北支部事務局  大須賀 美 香 

  ・本 部 事 務 局  小 林  雅 文 

・本 部 事 務 局   中 野    聡 

・関東支部事務局  下 向 かず子  

 

(3) 懸賞論文関係に関する審議内容 

 委員会においては、広報事業専門委員長か 

ら報告及び審議要請のあった「懸賞論部（学 

生論文）2021 年度審査課結果」について、事 

務局から説明がなされ、各委員からの意見を 

聴取し、審議の結果、広報事業専門委員会の 

審査結果のとおり、承認することに決した。 

 

2. 倫理関係 

令和3年度における倫理関係の審議は行わ 

れなかった。 

 

（倫理・表彰委員会委員長 中村 哲己） 
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7-2 働き方改革推進特別本部

1. 主な活動の記録

(1) 特別本部開催はないが、常任理事会の中で

適宜、報告を実施

(2) 主な討議テーマ

a) 働き方改革セミナーについて

b) 災害時の緊急対応における残業時間の

実態について

c）テレワーク等に関するアンケート調査等 

(3) 働き方改革セミナーの開催

「建設コンサルタント 経営シンポジウム」

と題して、2部構成で開催。第 1部では財務委

員会主体で経営分析説明会を中心としたセミ

ナー、第 2 部で働き方改革 WG 主体に働き方改

革に関するセミナーや意見交換会を実施した。 

会員会社の経営者、働き方改革推進部署の社

員等に参加頂き盛況に開催できた。 

a) 日時：令和 3年 10 月 15 日（金）

13：30～16：20（第 2部） 

b) 場所：オービッククラウドアカデミー東京

他 3会場（名古屋、大阪、福岡）同時配信

c) プログラム：1）テレワークアンケート調

査結果報告、2）（株）テレワークマネジ

メント・鵜澤 純子先生による「企業戦略

としてのテレワーク」と題した基調講演、

3）鵜澤 純子先生と協会代表会社 4社によ

る意見交換会を実施。 

d) 参加者： 4会場合計で 124 名

e) アンケート調査結果：回答数 97 名で、特

に基調講演では約 99％が「大変参考に」ま

た「参考に」なったとの回答を頂いた。

f) 次年度の開催検討：アンケート調査結果を

踏まえセミナーについて検討予定。

(4) 災害時の緊急対応における残業時間アン

ケート調査の実施

労働基準法改正に伴い第33条許可の申請

状況や残業時間の実態を把握するため、令

和 2 年度に発生した災害を対象にアンケー

トを実施し、「要望と提案」の根拠資料と

して反映した（回答 45社 139 業務）。 

(5) テレワーク等に関する実態調査の実施

令和 2 年度のテレワーク実施状況把握の

ためアンケート調査を実施（回答 149 社）。

あわせて発注者との Web 会議実施状況につ

いても実態調査を実施した（回答4003業務）。

両調査とも調査報告書を協会 HPに掲載。 

2. 次年度の活動について

(1) 次年度のセミナーについて

働き方改革が定着してきたこともあり次

年度のセミナーは経営セミナーとして開催

する方向で検討を予定。経営セミナーの中

で必要に応じ働き方改革をテーマとするか

検討を実施。 

(2) 発注者との Web 会議実態調査

発注者との Web 会議実態調査については

継続して令和 4年度も実施予定。

(3）災害時の緊急対応における残業時間アンケ

ート調査について

地震や台風被害などの災害発生状況を踏

まえ必要に応じアンケート調査実施を検討。 

（働き方改革推進特別本部 

本部長 野崎 秀則） 
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7-3 ＤＸ推進特別本部 

 

1. DX 推進特別本部の概要 

(1) 経緯 

 令和 3年 7月｢生産性向上推進特別本部｣を発展

的に改組､DX への取り組み検討の推進組織とした。 

(2) 目的 

①建設コンサルタントとして､建設事業におけ

る DX推進について検討し､受発注者協働によ

る働き方改革や､建設事業の生産性向上､今後

の街･地域づくり､会員企業の生産性向上に貢

献する｡ 

②活動成果を開示･共有することにより､建設コ

ンサルタントのプレゼンスの向上と会員企業

全体の DX推進の底上げを図る。 

(3) テーマ 

テーマ1:受発注者協働による働き方改革に

資するDX推進 

テーマ2:i-ConstructionおよびBIM/CIMの推

進（ﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの生産性向上） 

テーマ3:街・地域づくりのDX推進（ｴﾘｱﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄに資するDX） 

テーマ4:建設コンサルタント企業のDX推進 

2. 主な活動の記録 

(1) 受発注者協働による働き方改革に資する DX

推進 

・入札･契約段階､業務遂行段階､納品段階の電

子化により効率化を図る｢あるべき姿｣を検討 

・入札･契約段階､納品段階での作業･書類の完

全電子化に向けて､電子入札ｼｽﾃﾑ､電子契約ｼｽ

ﾃﾑの機能追加､機能改善､運用改善を提案 

・業務遂行段階における業務遂行段階における

電子活用に向けて､ASP の活用促進策として

特記仕様書へのASP活用の明記､ASPの活用す

る機能､格納ﾃﾞｰﾀ･書式などの運用ﾙｰﾙの設定

を提案 

(2) i-Construction および BIM/CIM の推進 

・ﾌﾟﾛｾｽ間でﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの構築を図

る｢あるべき姿｣を検討 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの構築として､調査･

設計･積算･工事･維持管理において､ﾃﾞｰﾀ連携

が適切にできる 3D ｿﾌﾄの開発目標の明確化､

3D ﾓﾃﾞﾙの照査機能の開発､ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの

ﾃﾞｰﾀを活用するためのｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ(API)の開発

のあり方の検討の必要性を提案 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの運用として､

BIM/CIM ﾓﾃﾞﾙを管理･継承するﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制･

役割(CIM ﾏﾈｰｼﾞｬｰ)の検討の必要性を提案 

･国土交通省 BIM/CIM 推進委員会､東京大学工学

研究科 i-Construction ｼｽﾃﾑ学寄付講座協調

領域検討会への参画 

(3) 街・地域づくりの DX推進 

・ｽｰﾊﾟｰｼﾃｨやｽﾏｰﾄｼﾃｨなどの取り組みを参考に､

防災､観光､物流､ｴﾈﾙｷﾞｰ等の街･地域づくり関

連分野における DX 推進やﾃﾞｰﾀ利活用のある

べき姿を設定するために､街･地域づくりに貢

献できる DX技術の整理､海外先進事例および

国内事例の整理を実施 

(4) 建設コンサルタント企業の DX推進 

・会員企業全体の DX推進の底上げを図る｢ある

べき姿｣を検討 

・会員企業全体の DX 推進として､業務ﾌﾟﾛｾｽの

変革における DX技術の共有･活用を検討 

・協会本部における DX推進として､会員企業の

経営に役立つ情報の提供､協会本部及び会員

企業間､委員会活動における情報交換の仕組

みの構築を検討 

・会員企業間の連携の仕組みの構築を検討 

2. 次年度の活動 

・テーマ 1、テーマ 2 について、地方ブロック

意見交換会「要望と提案」に反映するととも

に、国土交通省本省との協議を推進する。 

・テーマ 3について、DX 推進やデータ利活用の

あるべき姿を設定するとともに、未来予測に

基づくコンサルタントとしての役割や提供す

るアイデアや技術を検討する。 

・テーマ 4について、会員企業全体の DX推進に

資する情報提供、協会本部における DX推進の

具体化を推進する。 

（ＤＸ推進特別本部本部長 野崎 秀則） 
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8. 常設部会、委員会及び専門委員会等 
 

8-1 対外活動部会 
 

1．対外活動部会の構成 

部会は野崎部会長、重永副部会長、酒井副部会

長のほか会員理事で構成し、関連委員会として対外

活動委員会（発注者別 WG 含む）、白書委員会および

広報戦略委員会を置いている。  

 

2．設立の目的と活動の成果 

本部会は、建設コンサルタントの地位の向上を

目指して発注機関との意見交換会を行うほか、関

連情報を整理して関係者に伝え、また関連組織と

協働することを目的としている。 

昭和59年より協会の最重要活動として、実態調査

によるデータや支部の意見も反映した「要望と提案」

により、発注機関と意見交換を行っている。安定し

た事業量の確保による会員の経営基盤の改善や将来

の担い手確保・育成、働き方改革、生産性向上・技

術力向上・品質向上等に対してその成果は大きく、

その他、報酬の継続的改善、技術力に基づく選定（プ

ロポーザル）の促進、就業環境改善に資する納期の

平準化への取り組みやコンサルタントの役割の拡大

などに大きな進展が見られる。 

一方、建設コンサルタント白書は、様々な視点

から関連情報を幅広く発信し、建設コンサルタン

トの認知度と社会的地位の向上に寄与している。 

また広報戦略委員会は、一般国民も対象に、建

設コンサルタントのイメージアップに係る幅広い

戦略的な広報活動を推進している。 

 

3．主な活動の記録 

(1) 要望と提案、建設コンサルタント白書の編集 

標記資料は対外活動委員会及び白書委員会の

もと、令和 2 年秋に編集を開始し、令和 3 年 1

月の対外活動部会、全国 9支部とのメール等に

よる協議、常任理事会の審議を経て、令和 3年

度「要望と提案」と【調査資料集】を令和 3年

5月末に完成した。一方、「建設コンサルタント

白書」を 8月末に完成した。 

「要望と提案」は、①担い手確保・育成のた

めの環境整備、②技術力による選定、③品質の 

確保・向上を 3本柱とし、根拠資料として会員

の実態調査データによる【調査資料集】を作成

している。「建設コンサルタント白書」は基礎資

料のほか、「要望と提案」の根拠、分析データな

どを収録し簡素化を図った。 

(2) 令和 3年度意見交換会の開催 

昨年同様、国土交通省（本省）、8つの地方ブ

ロック（北海道開発局とは中止）、4 高速道路会

社と水資源機構、国土技術政策総合研究所（国

総研）・土木研究所（土研）、沖縄総合事務局と

の意見交換会を開催した。別途、水管理・国土

保全局,道路局との意見交換会を計画していた

が、水管理・国土保全局とは延期となった（道

路局とは2年ぶりに令和4年2月18日に開催）。 

8月 2日 ： 九州地方整備局 
8月 3日 ： 中国地方整備局 
8月17日 ： 四国地方整備局 
8月25日 ： 北陸地方整備局 
8月30日 ： 近畿地方整備局 
8月31日 ： 東北地方整備局 
9月 6日 ： 関東地方整備局 
9月 9日 ： 中部地方整備局 
10月 6日 ： 東日本高速道路(株) 
11月 2日 ： 西日本高速道路(株)  
11月 8日 ： 沖縄総合事務局 
12月 7日 ： 中日本高速道路(株) 
12月14日 ： 首都高速道路(株)  
12月21日 ： 国総研、(独)土研 
12月24日 ： (独)水資源機構 
2月28日 ： 国土交通省本省 

(3) 令和 3年度対外活動部会の開催 

令和 4年 1月 13日に開催し、令和 4年度の意

見交換会、関連委員会の活動方針等を討議した。 

(4) 令和 3年度本部・支部意見交換会の開催 

令和 4年 2、3月に WEB会議方式により、全支

部と意見交換会を開催した。 

 

4．次年度の活動 

引き続き「要望と提案」、「建設コンサルタント

白書」を充実させ、発注者、各支部等との意見交

換により、また戦略的な広報活動により、協会の

認知度向上と会員サービス活動を継続する。 

(対外活動部会部会長 野崎 秀則) 
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8-1-1 対外活動委員会 

 

1. 対外活動委員会の概要  

(1) 対外活動委員会の活動目的 

建設コンサルタントの現状と課題を踏まえた、

発注者に対する「要望と提案」、その根拠資料

としての【調査資料集】、それらを説明するた

めの概要版の作成、及びこれに基づく発注者と

の意見交換を主な活動としている。 

(2) 委員の構成 

「要望と提案」と【調査資料集】に各部会及

び各支部の意見が反映されることを意図し、対

外活動委員会の委員は各部会代表委員会及び各

支部代表で構成している。加えて、委員会での

議論に基づき、「要望と提案」と【調査資料集】

の原案をなるべく対外活動委員会の委員自身が

執筆するため、「要望と提案」と【調査資料集】

の内容に直接関連する委員会委員長も委員とし

ている。 

 

2. 主な活動の記録 

(1) 意見交換会の開催と「要望と提案」の作成 

令和 3年度は対外活動部会において、a)各地

整と地整管内自治体及び沖縄総合事務局、b)道

路会社 4社（東・中・西日本高速、首都高速）

と(独)水資源機構、c)国総研と(独)土木研究所

d)国土交通省本省の四種の意見交換会を行った。 

これらの意見交換会の種類毎に、昨年度の「要

望と提案」の内容をベースに、取り巻く環境の

変化や最新の実態調査結果を踏まえて、「要望

と提案」と【調査資料集】を当委員会ならびに

各関係委員会が中心となって更新・作成した。 

(2) 委員会等の開催 

4回の対外活動委員会と各対外活動 WG（道路

会社向け、水資源機構向け、国総研・土研向け）

を開催した。対外活動委員会はすべて白書委員

会との合同開催とし、主に令和 3年度の道路会

社向け・国土交通省本省向け、ならびに令和 3

年度地方ブロック向け「要望と提案」、【調査

資料集】の内容を協議した。 

(3) 「要望と提案」、【調査資料集】及び概要版 

令和 3年度地方ブロック意見交換会「要望と

提案」、【調査資料集】を作成するとともに、

令和 3年度地方ブロック意見交換会「要望と提

案」、【調査資料集】及び概要版を作成した。 

令和 3 年度地方ブロック意見交換会「要望と

提案」、【調査資料集】及び概要版は、令和 2

年度と令和 3年度前半における対外活動委員会

での協議、常任理事会・運営会議の意見、対外

活動部会の意見、及び本部・支部意見交換会で

の意見を踏まえて以下のような項目について作

成した。 

Ⅰ．担い手の確保・育成のための環境整備 

【建コン協 働き方改革 スローガン：完全週休 2日・

深夜残業ゼロの実現（長時間労働の解消）】 
 

（１）建設産業全体の働き方改革と生産性向上に向けた

受発注者協働による取組み推進・強化 

（２）受発注者協働による災害対応に向けた環境整備 

（３）企業経営の安定と処遇改善に向けての環境整備 

（４）人材確保・育成、新たな事業推進形態の環境整備 

 

Ⅱ．技術力による選定 

（１）国におけるプロポーザル方式・総合評価落札方式

等の適確な運用・改善 

（２）地方自治体における発注方式の改善（技術力を基

本とした選定・発注の仕組みの導入促進） 

（３）地域の担い手づくりのための地域コンサルタント

の活用の拡大と育成 

 

Ⅲ．品質の確保・向上 

（１）受発注者それぞれの役割を踏まえたエラー防止へ

の取組み 

（２）詳細設計及び三者会議等における総合的な品質の

確保 

（３）維持管理・更新事業等における技術的課題の改善 

【調査資料集】A4 判 約 200 ページで構成 

概要版  A4 判 PPT 約 30 ページで構成 

 

 

3. 次年度の活動について 

次年度も、今年度と同様の活動を継続する。 

 

（対外活動委員会委員長 中村 哲己） 

2424



8-1-2 道路会社業務検討ＷＧ（NEXCO） 

 

1. 道路会社業務検討 WGの概要 

(1) 道路会社業務検討 WGの活動目的 

高速道路会社との意見交換を実効化、具体化

するために設置された。双方の実務者からなる

実務者検討会の運営を主な活動としている。 

(2) WG の構成 

WG は東日本・中日本・西日本の各高速道会社

業務検討チームで構成され、各チームは本部委

員あるいは支部委員で構成されている。 

各高速道路会社との実務者検討会は、協会側

メンバーと道路会社側メンバーで構成され、業

務に関する具体的課題解決に取り組んでいる。 

2. 主な活動の記録 

過去の意見交換会やアンケート調査から抽出

した施工管理、大規模更新・修繕、設計、積算な

どの課題に取り組んだ。新たな課題として新型

コロナウィルスが発生し今後の業務改善に役立

つよう取り組みを議論している。また、実務者検

討会の実施においても新型コロナウィルスの影

響で人数を制限したり、ウェブ会議で行ったり

した。 

(1) 東日本高速道路会社 

２回の実務者検討会とその準備会を開催した。 

a) 施工管理員育成 

新規の施工管理員の育成について NEXCO 職

員向け研修への参加や、NEXCO 業務の短期間で

の習熟を可能にする手法について議論を進め

る。（3会社共通） 

b) 積算 

特に橋梁の基本設計の内容について NEXCO 3

会社と建コン協で調整を継続中。（3会社社共

通） 

c) 特記仕様書 

記載内容の明確化など改善が進んでいる。 

d) 働き方改革 

ウィークリースタンスはかなり遵守される

ようになった。（3会社共通） 

e) 設計変更ガイドライン 

令和 3年 7月に設計変更ガイドラインが改訂 

された。 

(2) 中日本高速道路会社 

3 回の実務者検討会とその準備会を開催した。 

a) 耐震補強設計 

依然として不調不落が多く NEXCO 業務に支

障をきたす可能性があるため、応札意欲が湧

く改善について議論を継続中。（3会社共通） 

b)サイバーセキュリティ対応 

ランサムウェアによる事故が発生したた

め、今後の対応について議論するとともに

建コン協の状況を報告した。 

c) 施工管理業務 

将来的な人員不足の昂進に備え、業務簡略

化や書類削減など効率化の推進について議

論を進めている。（3会社共通） 

d) BIM/CIM業務 

建コン協も参加して i-Construction の検

討会を実施中。 

(3) 西日本高速道路会社 

3 回の実務者検討会とその準備会を開催した。 

a) 既存資料のデータベース化 

4 車線化や改築事業の効率的な実施のた

め既存資料の保存や検索性を上げることが

重要で、データベース化について要望して

いく。（3会社共通） 

b) 設計成果品のミスの削減 

設計数量の算出ミスが多く見られるとの

施工管理アンケートからも指摘が上がって

おり、建コン協のミス削減の努力が求めら

れた。（3会社共通） 

3. 次年度の活動について 

次年度は、不調不落の削減、業務の効率化、電

子化、リモート化についても議論を深める。また、

働き方改革への対応強化、施工管理業務の効率

化、管理員教育の改善による少人数での施工管

理業務の遂行、設計変更ガイドラインの継続的

な見直し、BIM/CIM業務の確立などを目標に実務

者検討会を実施する。 

 

（道路会社業務検討ＷＧ(NEXCO) 

ＷＧ長 鈴木 卓） 
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8-1-3 道路会社業務検討ＷＧ（首都高） 

 

1. 道路会社業務検討 WG(首都高)の概要 

(1) 道路会社業務検討 WG(首都高)の活動目的 

首都高速道路株式会社との意見交換会をより

実効化、具体化するために設置された WGであり、

首都高と協会双方の実務者からなる実務者検討

会の運営を主な活動としている。 

(2) WG(首都高)の構成 

WG の委員は、対外活動委員会や技術委員会な

どの委員を中心に構成している。 

なお、首都高速道路株式会社との実務者検討

会は、協会側メンバーと首都高側メンバーで構

成されており、業務に関する具体的な課題解決

に取り組んでいる。 

 

2. 主な活動の記録 

(1) WG(首都高)の開催 

令和 2年度の意見交換会において明らかにな

った業務実施上の課題を解決するために実務者

検討会を開催し、さらに実務者検討会と並行し

て本 WGを開催した。 

検討課題については、事前に協会案を作成し、

実務者検討会で首都高側と協議して課題解決を

図ることにした。令和 3年度は 1月 29 日から令

和3年9月7日までに計6回のWGを開催したが、

コロナ禍の影響により昨年度の会議方式は全て

Web 方式で行ったことが大きな特徴である。  

a) 第 1回 WG（令和 3年 1月 29 日） 

令和 2年度意見交換会での意見を受けて、令

和 3年度の実務者検討会における検討方針、維

持管理業務へのコンサルタントの活用及び令和

3 年度首都高業務アンケート調査項目等の検討

を行った。 

b) 第 2回 WG（令和 3年 3月 16 日） 

実務者検討会の検討方針、アンケート調査内

容の確定及び対外活動委員会の状況報告を行っ

た。 

c) 第 3回 WG（令和 3年 6月 3日） 

Web 会議のルールの検討、管理技術者の手持

ち業務量、維持管理業務へのコンサルタントの

活用について検討を行った。 

d) 第 4回 WG（令和 3年 7月 8日） 

令和 3年度「首都高への要望と提案」(案)及

び同付属資料(案)の検討を行った。 

e) 第 5回 WG（令和 3年 8月 17日） 

令和 3年度意見交換会の「首都高への要望と

提案」、付属資料及び説明資料に関する検討を行

った。 

f) 第 6回 WG（令和 3年 9月 7日） 

令和 3年度意見交換会の「首都高への要望と

提案」、意見交換会の議事・説明資料の最終確認

を行った。  

(2) 実務者検討会の開催 

実務者検討会は合計 5回開催した。 

第 1回実務者検討会    令和 3年 2月 17 日 

第 2回実務者検討会    令和 3年 3月  5 日 

第 3回実務者検討会    令和 3年 7月 14 日 

第 4回実務者検討会    令和 3年 8月 26 日 

第 5回実務者検討会    令和 3年 9月 28 日 

 

3. 次年度の活動について 

次年度も引き続き当 WG(首都高)と実務者検討

会を開催するが、会議方式は引き続き Web 会議方

式を基本とする。 

また、首都高側からの要望により特に毎年継続

して要望している案件についての解決を図るべく、

実務者検討会の下部組織として個別に 8WG を設置

し、各検討課題について具体的な方向性を示すこ

ととなった。 

    

（道路会社業務検討ＷＧ（首都高）ＷＧ長  

林 寛之） 
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8-1-5 対外活動委員会ＷＧ（水資源機構） 

 

1. WG 発足の経緯 

(1) 背景 

水資源機構については、平成 24年度に常任理

事会で同様の意見交換会を行うことが望ましい

との決定があり WGが発足された。  

(2) 意見交換準備会 

平成24年9月27日に、水資源機構本社にて、

機構側、副理事長以下 18名、協会側、副委員長

以下 8名が出席して、意見交換準備会が開催さ

れ、機構側から入札契約制度の説明を受け、意

見交換を行い、今後とも協議していくことが確

認された。 

意見交換の後、今後年 1回、同程度のメンバ

ーで意見交換会を行うことが確認された。 

(3) WG の設立 

水資源機構との意見交換会での「要望と提案」

及び【付属資料】を作成するための WG を平成

25 年度から設立し、平成 26 年度には委員会か

ら新たな WG長を選出し、河川計画、河川構造、

ダム・発電（含、地質分科会）、環境の 4専門

委員会の委員長を含めた計 8名体制で検討を進

めている。 

 

2. 主な活動の記録 

(1) WG の開催 

令和 3 年 9 月 14 日に WG を開催し、4 専門委

員会からの意見を反映して、水資源機構に向け

た「要望と提案」及び【付属資料】を作成した。 

(2) 準備会の開催 

令和 3年度の意見交換会の事前協議として、

11月26日に水資源機構本社で、水機構側7名、

協会側 7名が出席して意見交換会準備会を開催

し、双方の資料の確認を行った。 

(3) 意見交換会の開催 

令和 3年 12月 24 日に水資源機構本社で、水

機構側 15名、協会側 16名が出席して意見交換

会を開催した。全体を通して、課題の認識と解

決に向けての方向性を双方で共有した。特に、

働き方改革に伴う履行期間の平準化･柔軟な納

期繰越の活用、WEB 会議を用いた打合せ･検査等

の積極的な導入、技術力による選定の推進、履

行確実性評価の厳格な運用による低入札の防止、

若手技術者活用･育成のための入札制度につい

て、意見交換が行われた。 

 

3. 水資源機構向け「要望と提案」の骨子 

意見交換会に用いた「要望と提案」は以下の通

りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 今後の活動について 

令和 4年度についても、令和 3年度と同様のス

ケジュールで、水資源機構との意見交換会に向け

た「提案と要望」及び【付属資料】を作成し、意

見交換を行う。 

 

（対外活動委員会ＷＧ（水資源機構）ＷＧ長 

富田 邦裕） 

Ⅰ．担い手確保・育成のための環境整備 

(1) 建設産業全体の働き方改革と生産性向上に向

けた受発注者協働による取組み推進・強化 

(2) 企業経営の安定と処遇改善に向けての環境整

備 

(3) 人材確保・育成、新たな事業推進形態の環境

整備 

Ⅱ．技術力による選定 

(1) プロポーザル方式・総合評価落札方式等の適

確な運用・改善 

(2) 履行確実性評価の運用徹底による低入札での

契約防止 

Ⅲ．品質の確保・向上 

(1) 受発注者それぞれの役割を踏まえたエラー防

止への取組み 

(2) 予定価格の適切な設定 
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8-1-6 対外活動委員会ＷＧ（国総研・土研） 

 

1. 対外活動委員会 WG（国総研・土研）の概要 

(1) WG（国総研・土研）の活動目的 

国総研・土研との意見交換会は、地方ブロッ

ク意見交換会にならい、平成25年度から実施さ

れている。平成26年度から対外活動委員会WG

（国総研・土研）を設立し、意見交換会のテー

マ設定、国総研・土研への「要望と提案」の作

成などを行っている。 

(2) WG の構成（委員） 

WG長は常任委員長、副WG長は技術委員長であ

る。その他委員は5名で、総勢7名で構成されて

いる。 

2. 主な活動の記録 

(1) WG の開催実績 

WGは、内部WGのほか、国総研・土研との事前

調整を以下の日程で4回開催した。 

第 1回：令和 3年 10月 28 日（事前調整） 

第 2回：令和 3年 11月 24 日（事前調整） 

第 3回：令和 3年 12月 13 日（事前調整） 

(2) アンケートの実施と「要望と提案」作成 

国総研・土研業務の受注実績がある会員を対

象として、業務遂行上の課題などについてアン

ケート調査を実施した。その結果を反映して、

改正品確法を踏まえた「要望と提案」および付

属資料を作成した。 

「要望と提案」（国総研）の骨子は以下のと

おりである。 

Ⅰ．担い手の育成・確保のための環境整備 

(1) 働き方改革と生産性向上に向けた受発注

者協働の取組み推進 

①発注時期の前倒し(共通) 

②納期（履行期限）の平準化(共通) 

③受発注者協働によるワークライフフバ

ランスの改善(共通) 

④柔軟な契約方法の適用 

(2) 企業経営の安定に向けての環境整備 

①発注量の安定的確保(共通) 

(3) 人材の育成・確保の環境整備 

①若手技術者を育成する入札・契約制度の

導入(国総研) 

②若手技術者への表彰制度の普及(土研) 

③交流研究員に関する制度改定(共通) 

Ⅱ．技術力による選定 

(1) プロポーザル方式による業務発注の継続(国総研)  

(2) プロポーザルの資料閲覧方式の効率化(国総研)  

(3) 業務内容に応じた入札･契約方式の採用(土研)  

(4) 低価格入札の防止(土研) 

Ⅲ．品質の確保・向上 

(1) 品質向上に向けた複数年度契約(共通) 

(2) 業務成績評定の通知（土研） 

(3) 意見交換会テーマの設定 

国総研・土研の意見交換会では、毎年、技術

的意見交換テーマを設定して議論を行ってい

る。今年度は、「DXに関する取り組み」をテー

マに掲げ、国総研・土研ならびに建コン協の取

り組み内容を紹介するとともに、今後協働によ

る更なる技術革新の推進に関して意見交換を行

った。 

(4) 意見交換会の開催 

国総研・土研との意見交換会を令和3年12月

21日に開催した。意見交換会の議事は、下記の

とおりである。 

(1)地方ブロック意見交換会の報告 

(2)建設コンサルタンツ協会からの要望・提案 

 回答・意見交換 

(3)特定テーマ「DXに関する取り組み」 

  意見交換 

3. 次年度の活動について 

次年度も今年度と同様、アンケート調査を実施

し、その結果を要望と提案に反映させ、意見交換

会に臨む。また特別テーマ（個別課題）について

も、WGにて意見交換に相応しいと思われるテーマ

を選定後に、国総研・土研と事前協議を行う予定

である。 

 

（対外活動委員会ＷＧ（国総研・土研） 

ＷＧ長 堤 安希佳） 
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8-1-7 白書委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 白書委員会等の開催 

対外活動・白書合同委員会開催回数 ：4回 

白書委員会 WG 開催回数 ：4回 

 新型コロナウイルス感染症対策のため、委

員会等の開催は、Web 会議およびメール審議

にて実施した。 

(2) 活動の目的 

建設コンサルタントを広く国民一般に認

識・理解してもらうことを目的に、令和4年度

「建設コンサルタント白書」を作成する。 

内容は、建設コンサルタントおよび協会の概

要、建設コンサルタントを取り巻く状況、求め

られる役割とその多様性、および課題と今後の

方向性とし、最終章に建設コンサルタンツ協会

の活動を報告する。 

なお発行済みの令和3年度「白書」では建設コ

ンサルタント並びに協会の魅力発信のため、新

たなインフラ構想提言や支部の若手活動を本

文化するとともに、トピックスも充実させた。 

 

2. 白書の作成方針 

令和4年度「白書」作成の基本方針は、以下のと

おりとする。 

(1) 令和3年度「白書」の基本方針を継承する。 

(2) 協会活動の魅力を発信するため、新たな節「新

しいニーズへの建設コンサルタントの挑戦」を

設け、SDGs、DX、グリーンインフラ、防災・減

災・国土強靱化、アフターコロナおよびインフ

ラ構想の記載を充実させる。 

(3) 『要望と提案』の新たな柱である「DX推進の

環境整備と成長と配分の好循環の実現」に対

応する節も新設する。 

(4) 発行時期は令和4年8月末とする。 

 

3. 白書の目次構成 

(1) 令和 4年度「白書」は令和 3年度と同様、『要

望と提案』との照合がとりやすい目次構成と

する。 

(2) 令和 4年度「白書」も、従来通り、協会ホ

ームページにも掲載する。 

令和 4年度「白書」の目次構成 

4. 執筆・編集体制 

執筆担当委員は、項別に担当委員会から推薦

を受けた。編集担当委員は、項別に白書WG委員

から任命した。 

 

5. 作成部数等 

令和3年度「白書」の配付部数は、協会内部に

700部、発注者に2,400部、RCCM更新講習会に

6,000部の合計9,100部である。なお、協会ホーム

ページにも「白書」の全文を公開した。 

 

6. 次年度の活動について 

令和5年度「白書」を作成する。さらに建設コ

ンサルタント並びに協会の魅力発信ができるよ

う事務局および関係委員会と協働して、充実を

図る。 

（白書委員会委員長 吉津 洋一） 

第１章 建設コンサルタントの概要

     1-1 建設コンサルタントの概要

     1-2 建設コンサルタンツ協会の概要

     1-3 健全な企業経営に向けて

     1-4 建設コンサルタンツ協会の活動方針

第２章 建設コンサルタントを取り巻く状況

     2-1 建設コンサルタントを取り巻く状況

     2-2 公共事業関係費の推移

     2-3 建設生産・管理システムの変化

     2-4 環境配慮経営の実践

     2-5 海外事業環境

第３章 建設コンサルタントの役割とその多様化

     3-1 建設コンサルタントの役割

     3-2 役割の多様化

     3-3 新しいニーズへの建設コンサルタントの挑戦

第４章 建設コンサルタントの課題と今後の方向

     4-1 担い手確保・育成

     4-2 技術力による選定

     4-3 品質の確保・向上

     4-4 DX推進の環境整備と成⻑と配分の好循環の実現

     4-5 生産性の向上

     4-6 災害対応の環境整備

     4-7 適正な地位の確立

     4-8 地域コンサルタントの活動領域の拡大

     4-9 海外事業の現状・課題を踏まえた競争力の強化

第５章 建設コンサルタンツ協会の活動

     5-1 建設コンサルタンツ協会の主な活動

     5-2 災害支援活動

     5-3 技術者教育とその継続

     5-4 業界の将来を担う若手技術者の主体的活動
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8-1-8 広報戦略委員会 

 

1. 広報戦略委員会の概要 

建設コンサルタントは、国内外の社会資本整

備・維持の中で重要な役割を果たしてきている。

しかしながら、その役割・存在価値を国民に周知

理解されていないのが現状と言える。 

業界の担い手確保という観点から、優秀な若者

が興味と期待を持って活躍できる活性化した産業

として建設コンサルタントが認知されるためには、

「安全・安心」「経済活動」「快適な暮らし」を

支える基盤づくり、明るい未来社会のための基盤

づくりを担う産業であることを多くの方々に理解

してもらう工夫が必要である。 

そのため、社会インフラの意義と必要性、建設

コンサルタントの役割・存在価値について、情報

発信や広報活動を効果的かつ戦略的に行うことが

これまで以上に重要であり、協会としての戦略的

な広報を実践するために、協会会員企業における

個別の企業広報活動と協力しながら、国、関連業

界、学会等の広報活動の取組みとの連携や、各団

体での役割分担などに配慮して、効果的な広報の

あり方を整理し、取組みを進める必要がある。 

社会インフラをハード・ソフトの両面から支え

る建設コンサルタントの持続的な発展に向けて、

広報戦略委員会は｢建設コンサルタント(業界)｣の

存在を社会に知らしめることを基本理念に、「人

材の確保」「選択と集中」「適切な役割分担」を

活動方針として定め、広報活動を実践している。 

 

2. 主な活動の記録 

令和 3 年度の広報戦略委員会の活動は、7 月及

び 11 月の 2回にわたり開催した。 

7月に開催した第 1回広報戦略会議では、令和 3

年度の広報活動計画を確認するとともに、3 つの

専門委員会の活動内容を確認し、協会の広報活動

に関する意見交換を行った。協議内容は以下の通

り。 

(1) 令和 2年度広報活動報告及び令和 3年度活動

報告 

・建コン協 HP の会員向けページのリニュー

アルに協力していくことを確認した。 

・フォトコン審査委員長に広報戦略委員会重

永委員長が就任することを確認した。 

(2) 広報専門委員会の活動報告 

・リクルート用動画を YouTube にアップでき

ないかとの意見が出た。※その後、出演者

との契約で掲載できないことが判明した。 

・災害演習時などの際にも JCCA ジャケット・

安全ベストを着用してほしいと本部より要

請があった。 

(3) 広報事業専門委員会の活動報告 

(4) 会誌編集専門委員会の活動報告 

(5) 各支部からの報告 

(6) 広報活動に関する意見交換 

・建コン協 HP の会員向けページのリニュー

アルに協力していく。 

・企画委員会で SDGsに対する建コンメッセ

ージを検討しており、今後連携して広報を

行っていくことを確認した。 

・土木落語の広報効果について検証すべきで

はないか、との意見があり、広報専門委員

会で検討することとした。 

11 月に開催した第 2回広報戦略会議では、3つ

の専門委員会の活動内容を確認し、協会の広報活

動に関する意見交換を行った。協議内容は以下の

通り。 

(7) 広報専門委員会の活動報告 

(8) 広報事業専門委員会の活動報告 

(9) 会誌編集専門委員会の活動報告 

(10) JCCA ジャケット類への企業名記載の取り扱

いについて 

・原則禁止とする。常任委員会にも確認する

こと。 

(11) 広報活動に関する意見交換 

・DX 推進の一環で、建コン協の広報の分析を

してはどうかという提案があった。 

・建コン白書にトピックを掲載していく。 

 

（広報戦略委員会委員長 重永 智之） 
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8-1-9 広報専門委員会 

1. 広報専門委員会の概要 

広報専門委員会は、広報戦略委員会の下部組織

として、広報戦略委員会で検討した年間活動方針

等に基づき活動している。 

戦略的な広報活動の実践のため、専門委員会内

に以下の WGを設け、具体的な活動を進めた。 

(1) 建設関連業イメージアップ促進協議会 

国土交通省建設市場整備課の呼びかけに基づ

き、全測連・全地連と連携して協議会を組織し、

事務局を担当する。活動内容は、主として大学・

高専等への説明会の開催。 

(2) 学生講座 WG 

学生に向けて、建設コンサルタントへの理解

を深める広報活動を検討、実施する。建設コン

サルタントの社会における役割や重要性、魅力

を伝え、職業として目指してもらえるような活

動を企画。 

(3) 一般・社会人広報・ホームページ WG 

社会人を対象とする広報活動の検討、実施と

一般・社会人向けの具体的な広報ツールを制作。

また、協会 HPの運用等に対して改善策を企画提

案。建コンフォト大賞入賞作品を活用したカレ

ンダーの制作。 

(4) 協会イメージアップ企画 WG 

小学生・中学生を対象とする広報活動を検討、

実施。『暮らしの中の土木』として、コンサル

タント、協会のイメージアップ活動を企画。 

2. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の開催 

隔月で専門委員会を開催することとし、令和

3年度は、5、7、8、10、1、4月の 6回を開催。 

(2) 建設関連業イメージアップ促進協議会 

平成 24年度から活動を開始。今年度は高専を

対象に１回のオンライン方式による業界説明会

を開催した。新型コロナウイルス感染症拡大防

止の観点から、Web 会議システムを活用した説

明会を呉工業高等専門学校で実施し、受講者数

は約 50名であった。 

(3) ワーキング(WG)による活動 

a) 学生向け業界説明会資料の制作 

各支部が実施する学生向けの説明会用資料

として、建設コンサルタントの仕事の内容や

魅力を伝えるリクルート説明用パワーポイン

ト及びポスターについて、建コン協の概要な

ど時点修正を行い、印刷のうえ 1 月に配布を

行った。 

b) 建コン協カレンダーの制作 

昨年に続き、建コン協カレンダー（2022 年

版）を制作した。2020 年建コンフォト大賞が

中止となったため、2022 年カレンダーは過去

の入選作品を活用して制作した。10月に 1.92

万部印刷発注し、12月に支部へ配布した。 

c) 学生向けリーフレット・ポスターの制作 

学校説明会等で、建設コンサルタントの仕

事の内容や魅力を伝えるリーフレットの更新

を行った。更新にあたっては、より着目いた

だけるようイラストを活用してインパクトあ

るデザインを採用した。1月に 2万部印刷を行

い、2月に各支部へ配布した。 

d）災害時等に着用するジャケット類の制作 

昨年度、災害時等における建設コンサルタ

ントの貢献を業界内外に示すことを目的に

ジャケット類を製作した。今年度は、令和 2

年度に追加発注した JCCA ユニフォーム（安

全ベスト、腕章）を 6月に各支部へ配布した。 

 e）「土木×落語」の企画（新作落語制作） 

昨年度に YouTube にて配信を開始した柳家

小きん師匠による「土木落語」について、よ

り広範に周知を行うべく、国土交通省の HP

にリンク掲載をしていただいたほか、土木学

会誌への記事掲載、中央エフエム「ドボクの

ラジオ」への出演、またその告知を Facebook

にて行った。 

また土木落語第二弾が完成し、次年度に動

画撮影を予定している。撮影時には「なぜ、

今の職業を選んだのか」をテーマにして小き

ん師匠と建コン協の技術者との対談も行う

予定である。 

（広報専門委員会委員長 土井 和広） 
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8-1-10 広報事業専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

中期行動計画（2019～2022）で広報事業専門委員

会が担務する施策3-1“魅力ある建設コンサルタン

トの広報活動の推進”に沿って、2020年度計画を立

案し、各委員で分担して下記の事項を実施した。 

(1) 広報事業専門委員会の開催 

委員会開催回数：10回（8、3月は休催） 

(2) 学生懸賞論文の募集・表彰 

学生懸賞論文の募集を2テーマから選択する

方 式 で 実 施 し た 。 審 査 結 果 は 会 誌

「Consultant」および協会ホームページに掲載

した。 

(3) 建コンフォト大賞の募集・表彰 

一般対象のフォトコンテスト「第12回建コン

フォト大賞」、中・高校生対象のフォトコンテ

スト「第8回建コンフォト大賞Jr.」を実施した。

審査の結果は、会誌「Consultant」および協会

ホームページに掲載した。 

なお、一般対象の「建コンフォト大賞」では、

グリーンインフラ官民連携プラットフォームの

企画・広報部会の協力のもと「グリーンインフ

ラ特別賞」を新たに設置した。 

(4) 建コンフォト大賞入賞作品の活用 

8月14日から1週間、首都高川口PA休憩施設内

で、今回で8回目となる建コンフォト大賞の入

賞作品展示会を開催した。また、学生への直接

的広報の機会として、10月31日に開催された日

本大学理工学部オープンキャンパスにおいて入

賞作品展示会を開催した。 

(5) 会誌モニタリングと結果のフィードバック 

会誌発刊毎（年4回）に委員全員によるモニ

タリングを行い、その結果を基に委員会に会誌

編集専門委員長を招聘して意見交換を行った。 

【学生懸賞論文の審査結果】 

テーマ（2つより選択） 

①「あなたが市長なら、どのような“まちづ

くり”をしたいですか？」 

②「SDGs達成のために、土木技術はどのように

貢献できるのか？」 

応募結果 総数：21編 

審査結果 

優秀賞：2編 

 熊倉 拓郎氏（長岡技術科学大学大学院） 

谷川 陸氏（京都大学大学院） 

特別賞：2編 

 岩田 尚也氏（富山大学） 

 谷澤 晃平氏（長岡技術科学大学大学院） 

【建コンフォト大賞の審査結果】 

(一般の部)第12回建コンフォト大賞 

テーマ「あなたのお気に入りの“土木施設”」 

応募結果 総数：397点 

審査委員 協会長により委嘱された4名の審査委

員および広報戦略委員長（委員長：

宇於﨑 勝也氏（日本大学教授）） 

審査結果 

最優秀賞： 1点(林 拓巳氏) 

優秀賞 ： 2点(福田 尚人氏、舟山 周氏) 

特別賞 ：10点 

グリーンインフラ特別賞：2点 

  (中・高生の部)第8回建コンフォト大賞Jr.  

テーマ 「“土木施設”を探せ！」 

応募結果 総数：110点 

審査委員 一般の部審査委員長および広報事業専

門委員会委員（10名） 

審査結果 

Jr.最優秀賞： 1点(水野 世空氏） 

Jr.優秀賞 ： 2点(村松 尚都氏、佐藤 茉陽夏氏) 

Jr.特別賞 ：10点 

 

2. 次年度の活動について 

中期行動計画（2019～2022）施策3-1「魅力ある

建設コンサルタントの広報活動の推進」に沿って、

学生懸賞論文および建コンフォト大賞募集・表彰、

建コンフォト大賞入賞作品の活用による広報を中

心に活動する。 

 

（広報事業専門委員会委員長 早川 裕史） 
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8-1-11 会誌編集専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 会誌編集専門委員会の開催 

委員会開催回数：12回（毎月1回） 

(2) 会誌の制作・発行 

a) 会誌発行の主旨及び実績 

建設コンサルタントの活動などを社会に広

報することを目的として、大学などの高等教

育機関及び発注機関ならびに会員会社に配布

すべく会誌「Consultant」を次表のとおり年

4回発行した。 

令和3年度 会誌発行実績 

発行号 発行年月 特集テーマ 

291 号 2021 年 4 月 

パブリックスペースを
みんなでつくるには 

292 号 2021 年 7 月 

斜面のみせる顔 

293 号 2021 年 10 月 

雪国の暮らしを支える
除雪 

294 号 2022 年 1 月 

土木施設を使いつくす 

b) 会誌制作活動 

各号の会誌制作に当たっては、全体編集会

議として位置づけられる月 1回開催の専門委

員会において進捗報告及び課題討議を行う他、

発行予定の約 1 年前から号担当（3 名）で企

画編集会議を随時開催した。そこでは特集テ

ーマの企画提案、関連資料収集や現地取材、

執筆候補者選定や執筆依頼、さらには原稿の

校正や印刷原稿のチェック等を実施した。 

c) その他 

会誌の質向上に向けて、広報事業専門委員

会との連携を強める中で、会誌に対する客観

的な立場からの意見収集に努め、それを会誌

編集に反映させた。 

(3) 土木遺産図書の出版 

悠久の時代から社会を支えてきた土木技

術を一般にアピールし、協会及び建設コン

サルタントの役割を広く知らしめることを

目的として、これまでに『土木遺産～世紀

を越えて生きる叡智の結晶～（ヨーロッパ

編）』『土木遺産 II～世紀を越えて生きる

叡智の結晶～（アジア編）』『土木遺産 III

～世紀を越えて生きる叡智の結晶～（日本

編）』『土木遺産 IV～世紀を越えて生きる

叡智の結晶～日本編 2』『土木遺産 V（ヨー

ロッパ編 2 オリエント編）』をダイヤモン

ド社より発刊してきた。令和 3 年度は、2020

年 2 月にダイヤモンド社より発刊した『土

木遺産 VI：～世紀を越えて生きる叡智の結

晶～アメリカ・オセアニア編』の残部の献

本先を検討した。 

 

2. 次年度の活動について 

基本的に今年度の活動を継続実施する。 

(1) 会誌編集専門委員会の開催 

月 1回の定例委員会を開催する。 

(2) 会誌の制作・発行 

年 4回の会誌制作及び発行を行う。 

 

（会誌編集専門委員会委員長 惣慶 裕幸） 
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8-2 総務部会 
 

1. 総務部会の構成 

・部会長：永冶 泰司 

・副部会長：濵田 忠 

・総務委員長：永田 芳久 

・経営委員長：野本 昌弘 

・財務委員長：鈴木 孝 

・年報委員長：伊藤 誠 

・職業倫理・コンプライアンス委員長 

：増野 正男 

・業界展望を考える若手技術者の会 

代表（オブザーバ）：青柳 竜二 

・事務局：樋口 光良 

  

2. 令和 3年度の主な活動 

(1) 総務部会の開催日 

令和 3年 5月 10 日、7月 7日、9月 1日、 

令和 3年 11 月 8日、 

令和 4年 1月 14 日、3月 2日 

(2) 主な審議事項 

a) 総務委員会に関する事項 

① 建コン賠償責任保険制度の問題点と改善策

の検討 

② 所定外労働時間に関するアンケート調査 

③ ノー残業デー 一斉実施及びアンケート 

調査 

④ ウィークリースタンス実態調査の実施 

⑤ テレワーク等に関する調査協力 

⑥ 委員会･専門委員会の委員公募の取りま 

とめ 

⑦ 対外活動部会からの検討依頼事項に関する

検討 

b) 総務委員会 業界展望を考える若手技術者

の会に関する事項 

① プレゼンテーション力を高めるウェビナー

の開催 

② チームビルディングを学ぶウェビナーの 

開催 

 

c) 経営委員会（働き方改革ＷＧ含む）に関する 

事項 

① 働き方改革セミナーを「経営シンポジウム」

として、財務委員会と合同実施（令和 3 年

10 月 15 日、集合・Web 方式の併用） 

② テレワーク及び Web 会議の実態調査の実施 

③ 人材に関する検討及びアンケート調査の実

施 

④ 災害時の緊急対応に係る残業時間調査の実

施 

⑤ 対外活動部会からの検討依頼事項に関する

検討 

d) 財務委員会に関する事項 

① 財務事項実態調査の実施 

② 経営分析説明会を経営委員会と合同実施 

（令和 3年 10 月 15 日、集合・Web 方式の併

用） 

③ 他委員会への財務資料の提供 

④ 経営システムのクラウド化に向けた検討 

e) 年報委員会に関する事項 

① 令和 2年度年次報告書作成と令和 3年度版

の作成準備 

f) 職業倫理・コンプライアンス委員会に関する 

事項 

① 独占禁止法講習会の開催 

② 令和 2年度職業倫理年次報告書の作成 

③ 独占禁止法遵守のための行動計画による

実施状況の取りまとめ 

④ 制裁措置動向調査の取りまとめ 

⑤ 行動規範（建設コンサルタントの倫理、建

設コンサルタントにおける法令遵守のた

めの行動計画）の改定及び会員周知 

  

（総務部会部会長 永冶 泰司） 
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8-2-1 総務委員会 

 

1. 委員会の開催 

委員会開催回数：7回開催 

適宜委員会を開催、建設コンサルタントビジョ

ン 2014、中期行動計画における総務委員会担当施

策事項を中心に審議した。 

 

2. 実績報告 

(1) 適正な責任担保制度の確立 

建設コンサルタント賠償責任保険制度、第三

者損害賠償保険制度について、加入促進となる

よう、（株）アールアンドディセキュリティ並び

に保険会社と検討継続中である。 

a) 保険に関する改善策等の検討 

PFI、DB 業務についての特約保険、免責等

の条件の緩和などを継続し運営した。改正民

法施行により、瑕疵担保責任が契約不適合と

して取り扱われることとなったが大きな影

響はなかった。 

b) 令和 3年 3月現在の加入状況の把握 

建設コンサルタント賠償保険 195 社（昨年

比 4 社増）、うち測量業務担保のオプション

81社（昨年比 3社増）、第三者賠償保険 94社

（昨年比 3 社増）、PFI 特約 36 社（昨年比 2

社増）。 

(2) 働き方改革の推進 

a) 所定外労働時間等に関する実態調査の実施 

平成 20年度より、所定外労働時間等の実態

調査を実施しており、本年度は新型コロナウ

イルス感染予防対策の影響を考慮して、設問

項目を調整して行い、建設コンサルタント技

術者の職場環境実態として報告書にまとめ

た。 

・令和3年12月アンケート配信：496社 

・回収：198 社（回収率 39.9％） 

報告書を常任委員会及び常任理事会へ報告

後、協会 HPで公開し、「白書」等の協会活動

資料及び「要望と提案」の資料に活用する。 

b) 「協会会員一斉ノー残業デー」実施 

平成 26 年 10 月より継続的に実施。令和 3

年度も 6月及び 10月の全水曜日を対象に「一

斉ノー残業デー」を実施した。実施後のアン

ケート調査により退社率・実施による課題や

効果等の状況を把握し、報告書としてまとめ

公表した。 

・10月実施アンケート配信：495社 

・回収：190 社（回収率 38.4％） 

・実施率：93.2%、平均退社率：74.4% 

c) ウィークリースタンス等の実態調査 

ワークライフバランスの改善を目的とした

実態調査を前年度に引き続き 4月に実施した。

結果は要望と提案の附属資料などの参考デ

ータとした。また、発注者側の施策の有無な

どの調査も行った。当面はウィークリースタ

ンスなどの実態把握を継続し、その後、全体

的な就業環境改善へとつながるよう検討を

継続している。 

 

3. その他報告事項 

(1) 対外活動・白書委員会への参加 

「白書」及び「要望と提案」に関わる事項の

執筆担当、基礎資料等の作成を担当した。 

(2) 委員の改選への対応 

各委員会・専門委員会の委員の改選時期に当

たったため、公募の有無の確認と、募集・採用

状況を調査し、とりまとめた。 

 

4. 次年度の活動について 

(1) 中期行動計画への対応 

(2) 引き続き（株）アールアンドディセキュリテ

ィと定期的な情報交換を行い、保険制度の健

全な運用を図る。また、制度説明会を開催し

て加入企業数の増加を目指す 

(3) 業界の就業環境改善に資するための検討・施

策の実行 

(4) 働き方改革に関連する検討・施策の実行 

(5) 適宜、協会運営に係る事項の対応・検討 

 

（総務委員会委員長 永田 芳久） 
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8-2-2 業界展望を考える若手技術者の会

1. 委員会の開催

若手の会は、全国各支部から 20～30 代のメンバ

ーを集め活動を展開している。今年度は委員公募を

行い、7月より体制を新たに始動した。 

若手の会は、月1回程度の会合とあわせて、他支

部の若手組織との連携や業界外の異業種との連携

を図っている。今年度はオンライン上にて、定例会

を 7回、イベントを 2回開催した。 

2. 実績報告

(1) プレゼンテーション力を高めるウェビナー

コロナ禍によりコミュニケーションのあり

方が変わり、オンラインを介したコミュニケー

ションでは意図を的確に伝えるためには対面よ

りも丁寧かつわかりやすい伝え方を意識する必

要がある。そこで、伝えたいことを的確に伝え

る手法としてプレゼンテーション力を高めるウ

ェビナーを開催した。 

(2) チームビルディングを学ぶウェビナー

新体制の若手の会では、チームの心理的安全

性を高め、メンバーのパフォーマンスを引き出

すチーム作りを目指し、1on1 ミーティングやビ

ジネスチャットツール、グループワーク、オフ

サイトミーティング等を取り入れ、コミュニケ

ーション方法も試行錯誤している。若手の会の

チーム作りに限らず、生産性向上を目的とした

働き方改革やコロナ禍により働き方が劇的に

変化する中で、これからの時代にふさわしい組

織像や最新の組織論を学び、「若手からボトム

アップでチームを構築・変革」する具体的な方

法・知見を学ぶことを目的にチームビルディン

グを学ぶウェビナーを開催した。 

講義後にはグループ（37 名参加）に分かれ、

講義で得た学びや気付きを共有した。 

3. 次年度の活動について

代表及び委員が新体制となった今年度は、コロ

ナ禍の影響もあり完全オンラインで定例会及び

イベントの運営となった。次年度は新型コロナウ

ィルスの感染状況にも配慮しつつ、全国各支部の

若手組織代表者会議や若手の抱える課題に寄り

添うセミナー、アンケートの実施のほか、業界外

の異業種との連携等を図り、「業界活性化の一大

ムーブメントを起こす」というミッションに向け

て、試行錯誤をさらに進めていきたいと考えてい

る。 

（業界展望を考える若手技術者の会委員長 

青柳 竜二） 
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8-2-3 経営委員会 

8-2-4 働き方改革ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会（WG）開催回数：7回 

(2) 主な討議テーマ 

a) 働き方改革セミナーの企画・開催 

b) アンケート調査について 

c) その他経営に関する事項の検討や企画 等 

(3) 働き方改革セミナーの開催 

「建設コンサルタント 経営シンポジウム」

と題して、2部構成で開催。第 1部では財務委

員会主体で経営分析説明会を中心としたセミ

ナー、第 2 部で働き方改革 WG 主体に働き方改

革に関するセミナーや意見交換会を実施した。 

会員会社の経営者、働き方改革推進部署の社

員等に参加頂き盛況に開催できた。 

a) 日時：令和 3年 10 月 15 日（金） 

13：30～16：20（第 2部） 

b) 場所：オービッククラウドアカデミー東京  

他 3会場（名古屋、大阪、福岡）同時配信 

c) プログラム：1)テレワークアンケート調査

結果報告、2)基調講演；（株）テレワーク

マネジメント・鵜澤 純子先生による「企

業戦略としてのテレワーク」と題した講演、

3)鵜澤先生と協会代表会社4社による意見

交換会 

d) 参加者：4会場合計で 124 名 

e) アンケート調査結果：回答数 97 名で、特

に基調講演では約 99％が「大変参考に」ま

た「参考に」なったとの回答を頂いた。 

f) 次年度の開催検討：アンケート調査結果を

踏まえセミナー内容について検討を予定。 

(4) アンケート調査 

a) 人材に関するアンケート調査 

継続実施している「担い手確保、女性技

術者およびシニアの活用等」に関するアン

ケート調査について、令和 2 年度に関する

報告書を取りまとめ協会 HPに掲載した（回

答数 150 社）。 

また、令和 3 年度分については Web 版ア

ンケートに改良して実施予定。 

b) 災害時の緊急対応における残業時間アンケ

ート調査の実施 

労働基準法改正に伴い第33条許可の申請

状況や残業時間の実態を把握するため、令

和 2 年度に発生した災害を対象にアンケー

トを実施し、「要望と提案」の根拠資料と

して反映した（回答 45社 139 業務）。 

(5) 白書への執筆 

白書の編集委員、執筆委員として、白書

WG および白書委員会に参加すると共に、白

書編集、執筆を行った。 

(6) テレワークに関する実態調査の検討 

令和 2 年度のテレワーク実施状況把握の

ためアンケート調査を実施（回答 149 社）。

あわせて発注者との Web 会議実施状況につ

いても実態調査を実施した（回答4003業務）。

両調査とも調査報告書を協会 HPに掲載。 

発注者との Web 会議実態調査については

継続して令和3年度の実施状況を確認予定。 

 

2. 次年度の活動について 

(1) 働き方改革が定着してきたこともあり次年

度のセミナーは経営セミナーとして開催す

る方向で検討を予定。 

(2) 継続実施予定の発注者との Web 会議アンケ

ート調査結果の取りまとめと「要望と提案」

へ反映予定。 

(3) 人材に関するアンケート調査については、

全体の傾向として変化が少ないため、隔年

での実施とする等、次年度に方針を検討。 

(4) その他、関連委員会への出席による協会活

動内容の情報共有、ならびに協会内の調査、

分析結果資料の検討など。 

 

（経営委員会委員長 野本 昌弘） 

（働き方改革ＷＧＷＧ長 野本 昌弘） 
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8-2-5 財務委員会

1. 主な活動の記録

(1) 委員会開催回数：5回

WG 開催回数：10 回

経営分析資料の作成、財務データ分析及び

経営分析説明会の開催、電子帳簿保存法改正

の対応について検討した。 

(2) 「令和 2 年度建設コンサルタンツ協会加盟

会社の経営分析」冊子の取りまとめ

会員会社の経営に役立つ有用な情報を提供

するために、昭和 60年以降毎年継続している

「協会加盟会社の経営分析」を実施し、分析

結果を協会ホームページに掲載した。 

(3) 「建設コンサルタンツ協会加盟会社の経営

分析説明会」の開催

協会加盟会社の経営分析データを用いて、

現状の市場環境や財務数値の経年比較などを

グラフ化し、より分かり易い経営分析説明会

を実施した。 

a) 開催日及び開催場所

 令和 3年 10月 15 日 東京 

(同日ライブ配信) 

名古屋・大阪・福岡 

b) プログラム

 令和 2年度加盟会社の経営分析 

 インボイス制度について

 電子帳簿保存法の改正ポイント 

c) 講師

 財務委員長（鈴木 孝） 

 財務省職員 

 株式会社オービック 

d) 参加者：91 名

2. 次年度の活動について

今年度の活動内容を継続して実施すると同時

に、四半期毎に年度決算期が到来した会員会社

の財務データを収集し、会員企業の経営に有用

な情報の提供について検討する。 

(1) 「建設コンサルタンツ協会加盟会社の経営

分析」の取りまとめと公開 

(2) 「建設コンサルタンツ協会加盟会社の経営

分析説明会」の開催

(3) 会員企業に対して経営に役立つ有用な情報

の提供

(4) 経営分析システムのクラウド化の実施

（財務委員会委員長 鈴木 孝）
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8-2-6 年報委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の記録（令和 2年度年次報告の発刊） 

令和 2 年度年次報告の発刊に向けて、以

下のとおり4回の委員会を開催した。 

a) 令和 3年 6月 4日 第 1回委員会 

（新型コロナウイルスの影響によりオン

ライン型式で実施） 

各委員会から提出された年次報告（3 月

19 日執筆依頼、5 月 10 日締め切り）の一

次校正について、提出が遅れている 2 件を

除き完了したことが報告された。これらの

一次校正結果をもとに修正の是非や方法に

ついて審議を行い、これを考慮して二次校

正を開始するものとした。なお、二次校正

は 6 月 29 日までに終了させることとした。 

b) 令和 3年 7月 2日  第 2回委員会 

（新型コロナウイルスの影響によりオン

ライン型式で実施） 

全ての原稿が入稿され、二次校正が完了

したことが報告された。 

これらの原稿について、細部の校正方針、

疑問点等を再確認し、印刷会社に体裁等の

細部修正の依頼を行った。 

c) 令和 3年 7月 29日  第 3回委員会 

（新型コロナウイルスの影響によりオン

ライン型式で実施） 

細部修正後の最終全原稿を確認し、一部

修正を行った。また、国交省資料（巻末に

掲載するコンサルタントの登録状況等の参

考資料）を含め、これらの HP への掲載準

備を行った。なお、本年度も冊子の配布は

行わないものとした。 

  8 月中旬に協会一般向け HPに掲載した。 

d) 令和 4年 2月 10日  第 4回委員会 

（新型コロナウイルスの影響によりメー

ル審議で実施） 

令和 3 年度年次報告の原稿依頼文書、執

筆要領および依頼先委員会の確認を行った。 

執筆依頼は令和 4 年 3 月 18 日に行い、

原稿締切りは 5 月 9 日にすることを決定し

た。 

(2) 今後の予定（令和3年度年次報告の発刊） 

令和 3 年度年次報告の発刊における、令

和 4年度の予定は下記のとおりとする。 

a) 5 月初旬 3 年度年次報告原稿の入稿後、

協会の電子会議室を利用し、一次校正

を開始するものとする。 

b) 6 月初旬 一次校正結果について各委員

から報告を求め、課題や統一すべき事

項について審議する。これをもとに二

次校正を開始する。 

c) 7 月初旬 二次校正結果を再確認し、必

要な修正を行い、委員会等からの原稿

を確定する。 

d) 7 月下旬 国交省および事務局資料編の

内容について確認を行い、最終校正を

行う。 

e) 8 月初旬 協会一般向け HP への掲載を

行う。 

 

2. 次年度の活動について 

今年度の活動を継続実施する。 

（令和 3 年度年次報告の発刊と令和 4 年度

年次報告の発刊準備） 

 

（年報委員会委員長 伊藤 誠） 
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8-2-7 職業倫理・コンプライアンス委員会 

 

1. 主な活動の記録 

職業倫理・コンプライアンス委員会は、令和元年

度に「職業倫理啓発委員会」と「コンプライアン

ス委員会」が合併してできた委員会であり、その

主な活動は以下に示すとおりである。 

(1) 協会内の職業倫理・コンプライアンス普及

等体制の再確立 

委員会の活動目的に、令和元年度に改定さ

れた倫理綱領の普及・啓蒙が柱に据えられた

こと等を踏まえ、それまで職業倫理とコンプ

ライアンスの両領域を専門委員会で細分化し

て活動していた経緯を改め、全体として一つ

の委員会として活動する体制を再確立した。 

(2) 倫理規範・行動計画の検討 

従前から存在した「建設コンサルタント技

術者の倫理」ならびに「建設コンサルタントに

おける独占禁止法等遵守のための行動計画」

について、年月を経て陳腐化しつつあったの

で、令和元年度に改定された「倫理綱領」と整

合させた、「建設コンサルタントの倫理」なら

びに「建設コンサルタントにおける法令遵守

のための行動計画」として令和 4 年 3 月に改

定した。 

(3) 啓蒙活動の実施 

独占禁止法等遵守のための行動計画の実施

状況調査、独禁法制裁措置動向調査等の啓蒙

活動を継続的に実施した。 

加えて、令和 3 年 7 月に本部主催独占禁止

法に関する講習会をビデオ視聴方式で開催し

た。 

(4) 年次レポートの作成 

令和 2 年度職業倫理・コンプライアンス年

次レポートを作成し、令和 3年 11月に協会 HP

に掲載した。 

(5) 委員会の開催 

職業倫理・コンプライアンス委員会では、

重要テーマを抱えていたため、集合会議形式

及び WEB会議方式による委員会活動を計 7回

開催した。 

a) 集合会議形式による委員会は、令和 3 年

4月/5月/7月/8月の計 4回開催した。 

b) WEB 会議形式による委員会は、令和 3 年

10 月/令和 4 年 2 月/3 月の計 3 回開催し

た。 

c) 計 7回の委員会の全てにおいて、「倫理規

範・行動計画」について検討し、令和 4年

3月に「建設コンサルタントの倫理」なら

びに「建設コンサルタントにおける法令

遵守のための行動計画」として常任理事

会で承認された。 

d) 委員会では、「行動計画実施状況調査」、

「独禁法制裁措置動向調査」、「令和 2 年

度職業倫理・コンプライアンス年次レポ

ートの作成」等について、活動状況を確

認・議論して、その結果は協会 HPを通じ

て会員企業に周知した。 

(6) 今後の予定 

令和 3年度の委員会年次レポートは、令和 4

年 7月の常任委員会に報告する予定である。 

 

2. 次年度の活動について 

(1) 「職業倫理行動規範」及び「職業倫理啓発の

手引き」の改定 

令和3年度に「建設コンサルタントの倫理」

ならびに「建設コンサルタントにおける法令

遵守のための行動計画」を改定した。本改定の

内容を踏まえて、「職業倫理行動規範」及び「職

業倫理啓発の手引き」を令和 4 年度中に改定

する。 

(2) 啓蒙活動の実施 

行動計画実施状況調査、本部主催独占禁止

法講習会の開催、独禁法制裁措置動向調査等

を継続的に実施し、啓蒙活動を推進する。 

(3) 年次レポートの作成 

職業倫理・コンプライアンス遵守状況等を

モニタリングし、年次レポートに取り纏める。 

（職業倫理・コンプライアンス委員会委員長 

増野 正男） 
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8-3 企画部会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 企画部会の開催 

部会開催回数：9回（6、8、3月を除く毎月） 

(2) 企画部会の組織 

企画部会は企画委員会、国際委員会、地域コ

ンサルタント委員会、業務システム委員会の 4

委員会で構成される。 

(3) 委員会の活動 

a) 企画委員会 

企画委員会では各専門委員会・WG の提案に

ついて審議･検討し、企画部会に上申した。 

・ 登録･法制度専門委員会：自治体登録制度

活用促進方策の検討状況報告 

・ 契約のあり方専門委員会：標準約款改定

に関する Q＆A（HP 公開）の報告／損害賠

償責任、準委任契約、著作権のあり方に

関する検討状況（国交省勉強会）報告 

・ 土木・建築連携まちづくり専門委員会：

JCCA･JIA 合同シンポジウム実施結果報告 

・ 建設コンサルタントの新たな役割検討

WG：建設コンサルタントの新しい事業展

開の可能性や事業展開を協会として支援

する方策に関する検討状況の報告 

・ 報酬のあり方検討 WG：現状の報酬制度の

課題と今後の報酬形態のあり方の検討状

況（提言骨子案）報告 

・ 持続可能な社会構築検討 WG：SDGs に関す

る建設コンサルタントの取り組みのあり

方の検討状況（白書原稿骨子）報告 

・ 損害賠償責任検討 WG：損害賠償責任の検

討状況（国交省勉強会）報告 

・ 資格制度等検討 WG：新たな資格制度創設

へ向けた検討状況報告 

b) 国際委員会 

会員企業の国際市場対応能力向上の支援を

目的として、関連情報の収集、広報及び協会

機関誌への継続掲載を行った。また、協会会

員企業の海外展開を支援する目的で、国土交

通省からの講師を招聘し、「インフラシステ

ム海外展開 国交省セミナー ～コンサルタ

ントへの期待～」と題するウェビナーを開催

し、海外業務理解促進に貢献した。 

c) 地域コンサルタント委員会 

支部及び本部より選出した代表委員からな

る 3つの WG（地域コンサルタントの経営分析

WG、入札･契約制度検討 WG、地域･広域連携検

討 WG）を組織し、地域コンサルタントの役割、

経営環境、新たな入札契約制度等を検討した。

特に今年度は、地域コンサルタントに配慮し

た入札契約制度（国土交通省）の動向調査な

どに注力した。 

d) 業務システム委員会 

コンサルタント業務の形成･選定･契約･実

施の各段階における諸課題の整理、解決策の

提案、実行に関することを目的に技術競争の

実態調査、入札･契約に関わる各種制度の実

態把握と検討を選定･契約専門委員会と業務

形成･実施専門委員会で行った。特に今年度

は、業務量の平準化を実現するための提案や

自治体の価格競争案件における技術競争案

件の割合、建コン協の DX 推進（業務効率化

の促進）等について検討を行った。 

2. 他委員会との連携状況、関連作業 

(1) 他委員会との連携 

各委員長は常任委員会へ出席し、適宜、企画

部会から提案を行った。また、企画委員長及び

業務システム委員長は未来塾メンバーとして

国交省技術調査課との会議へ出席するととも

に、協議テーマの検討方針を議論した。 

(2) 関連作業 

関連委員会で作成した令和 2年度の「要望と

提案」、「白書」及び「中期行動計画」に関する

作成資料、執筆原稿の総括を行った。 

3. 次年度の活動について 

原則として今年度の活動を継続実施する。 

（企画部会部会長 中村 哲己） 
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8-3-1 企画委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

委員会開催回数:10 回 

(2) 委員会の構成 

当委員会の構成は、次に示す通り 3つの専

門委員会と 5 つの WG で構成されている。詳

細な活動内容については専門委員会・WGの年

報を参照されたい。 

・登録・法制度専門委員会 

・土木・建築連携まちづくり専門委員会 

・契約のあり方専門委員会 

・建設コンサルタントの新たな役割検討 WG 

・報酬のあり方検討 WG 

・持続可能な社会構築検討 WG 

・損害賠償責任検討 WG 

・資格制度等検討 WG 

(3) 委員会の活動 

a) 企画委員会 

各専門委員会・WGの提案について審議・検

討し、企画部会及び常任委員会に上申した。 

また、建設コンサルタントの DX 推進につ

いて検討を行い、検討書案をとりまとめた。 

b) 登録・法制度専門委員会 

登録制度活用を促すための自治体向けア

ンケートの内容と方法の検討を行った。令和

4 年度にアンケートを WEB 方式により実施予

定である。 

c) 土木・建築連携まちづくり専門委員会 

JCCA×JIA（公益社団法人日本建築家協会）

協働シンポジウムをライブ配信で開催した。

参加者数は 175 名であった。 

d) 契約のあり方専門委員会 

令和 2年 9月に作成し、協会会員向けに公

表した「民法改正に伴う公共土木設計業務等

標準委託契約約款の改正の要点と今後の検

討課題」に関する Q&A を作成し、協会 HP 上

に公開した。また、契約上の従前からの課題

である「著作権」、「損害賠償責任のあり方」、

「準委任契約の扱い」をテーマに国土交通省

と勉強会を計 3回開催した。 

e) 建設コンサルタントの新たな役割検討 WG 

インフラを取り巻く環境の未来予想に基づ

き、建設コンサルタントの新たな役割（「イン

フラマネジメントの拡大」、「地方公共サービ

スの技術支援」、「事業主体、アライアンス」）

に関する提言の素案を作成した。 

f) 報酬のあり方検討 WG 

会計法や地方自治法に基づく現状の報酬制

度の問題点やアベイラビリティ・ペイメント方

式等の新たな業務形態の考え方を整理し、報酬

のあり方の提言（「成果連動型民間委託契約方

式の導入」、「新たな付加価値を生み出すイン

センティブを取り入れた報酬形態の構築」）に

関する骨子を作成した。 

g) 持続可能な社会構築検討 WG 

SDGs17 ゴールを建設コンサルタントのビジ

ネスの切り口として捉え、将来のリスクと機会

を見据えた長期経営のあり方について検討し、

その成果を令和 4 年度建設コンサルタント白

書原稿に反映した。 

h) 損害賠償責任検討 WG 

上記 d)に記載の通り、国交省との勉強会を 3

回開催した。 

i) 資格制度等検討 WG 

新たな資格の必要性、対象業務、求められる

能力、活用方法及び資格試験のあり方について

検討し、「土木分野における新たな資格の創設

について」（検討書）をとりまとめた。また、

将来の業務独占資格の実現を目指して、民間資

格を創設へ向けた検討を行った。 

 

2. 次年度の活動について 

「資格制度等検討 WG」は令和 3 年度末で解散

する。その他の専門委員会及び WGは、協会内の

関連委員会と連携を強化し、今年度の活動を継

続的に実施する｡ 

 

（企画委員会委員長 天野 光歩） 
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8-3-2 登録・法制度専門委員会 

 

1. 主な活動記録 

(1) 活動目標 

・登録制度の検討と提案（建設コンサルタ 

ント登録の適正化、制度の活用促進） 

・法制化の提案（法制化の必要性、建設コ 

ンサルタントの責務、地位の確立） 

(2) 委員会の開催等 

・委員会開催:6回（4月～3月） 

(3) 主な内容 

a) 昨年度に引き続き、登録制度の活用に関す

る自治体向けのアンケート実施に向けた検

討を行った。今年度は具体的なアンケート項

目の確定及び Web入力方式を含めたアンケー

トの実施方法について検討を行った。 

b) 今年度も資格制度等検討 WG の検討動向を

把握するのみとなった。 

 

2. 実績報告 

a) 第 1回委員会:令和 3年 5月 20日 

・登録制度:平成 27年に自治体向けに実施し

た「建設コンサルタント登録制度の活用実

態に関するアンケート調査」の更新調査を

実施するため、アンケートの質問事項見直

しについて協議。従前同様として経年変化

を確認する項目、質問を見直し、より回答

しやすくする項目等について検討。 

・法制化:資格制度等検討 WGの検討状況の説

明。 

b) 第 2回委員会:令和 3年 7月 8日 

・登録制度:アンケートの質問事項見直しに

ついて継続協議。細かい表現の修正を図り

質問事項の専門委員会案を確定。PR要素の

充実化としてパンフレットや巻末に資料を

添付する案を追加検討。また対象を 47都道

府県と 20政令指定都市に絞ることを確定。 

・法制化:作業無し。 

c) 第 3回委員会:令和 3年 9月 17日 

・登録制度:アンケートの実施方式を従前の

紙方式から Web入力化方式が可能か、その

手法を含めた議論、検討を実施。 

・法制化:作業無し。 

d) 第 4回委員会:令和 3年 10月 14日 

・登録制度:アンケートの Web 入力化につい

て、①協会 HP活用案、②外部システム案の

2 つに絞り、それぞれのメリット・デメリ

ットについて議論。外部システムで利用可

能なものについて検討。 

・法制化:作業無し。 

e) 第 5回委員会:令和 3年 11月 18日 

・登録制度:アンケートの Web 入力化につい

て、①協会 HP案での委託先との調整や、②

外部システムの比較検討を実施。②につい

ては複数案の中から機能面等を考慮し 3案

に絞り込み継続調査することとした。 

・法制化:作業無し。 

f) 第 6回委員会:令和 4年 1月 20日 

・登録制度：前回選定した 3つの外部システ

ム案についてセキュリティー面、費用面等

を 踏 ま え た 比 較 検 討 を 実 施 。 結 果

Microsoft Forms を選定。次回、実際試用

し、実用可能か課題抽出を図ることとした。 

・法制化：資格制度等検討 WGの検討資料につ

いて説明。過年度本委員会にて検討した事

項との差異について確認。 

 

3. 次年度の活動について 

・登録制度:次年度は Web 入力によるアンケー

ト方法の確定、アンケート実施のスケジュー

ルや配布等における課題抽出等の検討を推し

進める。併せてパンフレットの更新等他の活

用促進手法についても継続して検討する。 

・法制化:「資格制度等検討 WG」の動向を踏ま

え、引き続き専門委員会での検討・議論を進

める。 

 

（登録・法制度専門委員会委員長 戸田 秀夫） 
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8-3-3 土木・建築連携まちづくり専門委員会 

 

1．主な活動記録 

(1) 活動目標 

今年度は、「美しい国づくり専門委員会」から

「土木・建築連携まちづくり専門委員会」に専

門委員会の名称を変更した初年度の活動となっ

た。専門委員会名称の変更は、「美しい国づくり」

の実現に向けた土木と建築等を含めた専門家と

しての取り組みの活動については一定の効果を

得たと判断し、以下の 2つの方針で新たな活動

を開始する事とした。 

a) 土木分野と建築分野の協働について、従来の

景観やデザインの領域だけでなく、企画・調

査・設計・監理全般を対象に多様な社会環境

に応じた協働の在り方を探求する。 

b) 過年度より活動している「美しい国づくり」

の実現に対して、我々建設コンサルタントが

取り組んできた活動・成果について記録に残

し、情報発信を行う。 

(2) 委員会の開催等 

・委員会開催（勉強会）：メールによる審議（4 月

～2 月） 

・JCCA/JIA 合同 WGでの議論（勉強会）：10 回

（4 月～2 月） 

・JCCA×JIA 協働シンポジウム開催：1 回（令

和 4年 2月） 

(3) 主な内容 

a) JCCA×JIA 協働シンポジウムのテーマ、協

働のあり方について議論し、登壇者などの

調整と確定を行う。 

b) JCCA/JIA 合同 WSでの議論の深度化 

c) デザイン紀行の執筆準備 

2．実績報告 

(1) 委員会：令和 3年 4月～令和 4年 2月メール

による審議が主体、過年度の活動等を踏まえ、

今年度の活動方針・意見交換や協働シンポジウ

ムの企画準備、勉強会の企画などを行った。 

(2) JCCA/JIA 合同 WS：JIA 都市まち委員会の WG

に参加、(1)のシンポジウムの企画検討、協働の

あり方について議論を深めた。 

(3) デザイン紀行の執筆：(1)の委員会に合わせ、

土木分野のデザイン事例を視察調査した結果を

「デザイン紀行」として取りまとめ準備。 

(4) 第14 回シンポジウム：令和4年2月26日（土）

にメインテーマを「土木と建築の協働、その可

能性を探る」とし、「駅・駅広を中心とした地方

都市のまちづくり事例から「都市・まち」を考

える」をサブテーマに実施した。シンポジウム

は、ライブ配信かつ、CPD 認定プログラムとし

て開催、参加者は 175 名。CPD 受講証受取り時

に実施したアンケートでは、106人中 90名の方

が、満足したとの回答が得られた。 

  シンポジウムの基調講演は、「多様な主体とま

ちづくりを考える」と題して乾 久美子氏（建築

家）が講演された。パネルディスカッションは、

モデラーが福島 加津也氏（建築家、JIA委員）、

パネラーは、乾 久美子氏に加えて、小野寺 康

氏（都市設計家）、新屋 千樹氏（国土交通省）

に登壇頂いた。パネルディスカッションでは、

都市の結節点である駅・駅広などを中心とした

地方都市のまちづくりを主に題材に挙げ、様々

な関係者と垣根を超えた協働によって、どうや

って都市・まちを元気にしたのか、そして同じ

く都市・まちに関わる私たちに、今後どのよう

な可能性があるのか等について興味深い議論が

交わされた。 

3．その他報告事項 

過年度シンポジウムの活動成果の公開方法につ

いて検討をしている。 

4．次年度の活動について 

「土木・建築連携まちづくり専門委員会」の活

動は、土木分野と建築分野の協働について、従来

の景観やデザインの領域だけでなく、企画・調

査・設計・監理全般を対象に多様な社会環境に応

じた協働の在り方を探求していく。また、連携の

対象は、建築分野だけにとどまらず、造園（ラン

ドスケープ）分野との連携も視野にいれて活動を

進めていく。 

 

（土木・建築連携まちづくり専門委員会委員長 

 水谷 智充） 
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8-3-4 契約のあり方専門委員会 

 

1. 専門委員会の活動内容 

(1) 位置づけ 

当専門委員会は、契約の考え方、契約の構成、

契約の種類、法的整理など、契約のあり方全般

に関する調査研究を行う専門委員会である。 

協会内での様々な検討結果に基づき、協会内

での情報共有を図るとともに発注者との共通認

識を持つことを目的として活動を行った。 

(2) 活動形態・テーマ 

原則毎月 1回専門委員会を開催し、他の委員

会や支部と協働しつつ契約に係る下記案件につ

いて検討を行った。 

a) 国土交通省との勉強会の実施 

b) 契約のあり方講習会の開催(中止) 

c) 標準約款に関する FAQ作成 

d) RCCM 自主学習システム教材の内容確認  

(3) 活動内容 

a) 国土交通省との勉強会の実施 

土木設計業務の契約等に関する従前からの

課題(著作権、損害賠償責任のあり方、準委任契

約の扱いなど)について、国土交通省(建設市場

整備課、技術調査課)と建設コンサルタンツ協会

(当専門委員会、損害賠償責任 WG)とで継続的な

議論を行い、各課題の明確化、解決の方向性に

ついて両者で共通認識を得ることを目的とした

勉強会を令和 2 年度に開始し、令和 3 年度に 2

回実施した。 

b) 契約のあり方講習会の開催 

例年、複数の支部を対象に「建設コンサルタ

ント契約の課題」等をテーマに講習会を開催し、

大森文彦弁護士を講師に招いて講演いただいて

いるが、令和 2,3年度は新型コロナ感染対策防

止のため講習会開催を中止した。 

c) 標準約款に関する FAQの作成 

標準約款改正を機に、協会内に「契約のあり

方相談窓口」開設の前段として、FAQを作成し、

令和 3 年 9 月に協会 HP に掲載した。今後、内

容を精査しながら必要に応じて改善する予定

である。 

d) RCCM 自主学習システム教材の内容確認 

RCCM 更新対象者の自主学習システムの管理

一般分野「建設コンサルタントの著作権」につ

いて、教材・演習問題の内容確認を行った。 

 

2. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の開催 

・専門委員会を 10回開催 

(2) 国土交通省との勉強会を実施(2回) 

  ・第 5回（令和 3年  5月 11日） 

  ・第 6回（令和 3年 12月 10 日） 

   

（契約のあり方専門委員会委員長 清水 隆史） 
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8-3-5 建設コンサルタントの新たな役割

検討ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) WG の開催 

WG 開催回数：9回（企画委員会と同一日に開催） 

(2) WG の活動内容 

当 WG は、中期行動計画（2019～2022）の施策

「1-1 社会資本整備のあり方と建設コンサルタ

ントの役割の提案」を担当し、国民ニーズと社

会環境の変化を踏まえて、今後の社会資本整備

のあり方や建設コンサルタントの果たすべき役

割を検討し提案することを目的としている。 

a) 建設コンサルタントの新たな役割検討 

インフラを取り巻く環境の未来予想に基づき、

建設コンサルタントの新たな役割（「インフラ

マネジメントの拡大」、「地方公共サービスの

技術支援」、「事業主体、アライアンス」）に

関する検討を行った。 

検討に際しては、インフラストラクチャー研

究所と合同協議により検討を進めた。 

① 建設コンサルタントの活動領域の拡大 

建設コンサルタントの活動領域は、これまで

の社会資本整備事業における発注者の補助的立

場からコンサルタントとしての自立的立場への

転換に加え、自らが事業主体になる集団へと転

換していく必要があることを議論した。 

・ インフラのマネジメント（政策・エリア・

事業） 

・ 地方公共サービスの技術支援 

・ アドバイザー、トータルコーディネーター、

顧問 

・ 新しいいまちづくりの計画立案・設計・管

理・運営（スマートシティ、スーパーシテ

ィ等） 

・ 気候変動、エネルギー等の地球規模の課題

に対する調査・アドバイザー等 

・ 官公庁（公共）施設の活用（観光、再生可

能エネルギー等） 

・ 事業主体（SPC）、アライアンス（異業種

との連携） 

・ 新しいまちづくりの計画立案・設計・管

理・運営や新規参入事業者支援、防災技術

支援等 

② 地方公共サービスの技術支援の検討 

地方公共サービスの技術支援として事例整理

を行った。また、地方公共サービスの支援ツー

ルとしてオンライン型コンサルティングについ

て検討を行った。 

・ 業務として成立している技術支援の事例 

・ 専門家による自治体等支援制度の事例 

・ 広域連携による公共サービス提供の事例 

・ 官民連携（PPP）を推進する仕組みの事例 

 

2. 次年度の活動について 

これまでの議論を踏まえ、以下について検討す

る。 

(1) 建設コンサルタントの新たな役割検討 

事業主体（SPC）、アライアンス（同業他社と

の連携、異業種との連携）、地方公共サービス

の技術支援といった新たな役割の検討を行う。 

(2) 建設コンサルタントのイノベーションを誘発

する協会の取組検討 

協会会員への DX の推進施策の提案を検討す

る。検討に際しては、インフラストラクチャー

研究所と合同協議により検討を進めるとともに、

必要に応じて地域コンサルタント委員会へ意見

照会を行う。 

(3) 提言書のまとめ 

令和元年度からの議論の経緯を踏まえ、提言

書をとりまとめる。 

 

 （建設コンサルタントの新たな役割検討ＷＧ 

ＷＧ長 村上 広） 
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8-3-6 報酬のあり方検討ＷＧ 

1. WG の概要 

(1) 活動目的 

報酬のあり方検討 WG は、建設コンサルタン

ト業界の報酬・積算体系の問題点・課題を整理

するとともに、新たな報酬・積算のあり方につ

いて検討することを目的としている。 

また、検討成果は本省意見交換会や未来塾等

を通じて発注者へ情報提供し、必要に応じて改

善提案を行うこととしている。 

令和 3年度は、マネジメントシステム委員会

との意見交換を行うとともに、新たな報酬のあ

り方についての提言（案）を議論した。 

(2) WG メンバーの構成  

WG の構成メンバーは以下の 5名である。 

WG 長：㈱建設技術研究所 杉本 龍志 

委 員：㈱建設技術研究所 清水 隆史 

大日本コンサルタント㈱ 月野 郁也 

㈱復建エンジニヤリング 戸田 秀夫 

日本工営㈱  吉原 信幸 

2. 主な活動報告 

(1) WG の開催 

WG は、企画委員会の開催に合わせて、以下の

日程で計 10回行った。                

① 令和 3年 5月 26 日 ② 令和 3年 6月 2日※ 

③ 令和 3年 6月 18 日  ④ 令和 3年 7 月 15 日  

⑤ 令和 3 年 9 月 21 日 ⑥ 令和 3 年 10 月 22 日 

⑦ 令和 3年 11 月 24 日 ⑧ 令和 3年 12 月 20 日 

⑨ 令和 4年 2月 18 日 ⑩ 令和 4年 4月 12 日 

※6 月 2 日は、マネジメントシステム委員会との

意見交換会を実施。 

(2) 検討内容 

以下について検討を行った。 

① マネジメントシステム委員会への聞取り内容 

② 報酬形態別の報酬の方式について 

③ 成果連動型成功報酬方式について 

④ 新たな報酬のあり方についての提言案 

 

3. 検討内容の概要 

 検討した内容の概要を以下に示す。 

① マネジメントシステム委員会へ以下を中心

に意見交換を行った。 

・事業促進 PPP の現状と課題について 

・積算体系が改善された次の段階として、高

度なマネジメント能力を有する技術者への

インセンティブの必要性や報酬体系につい

て 

② 報酬形態別の報酬の方式として、以下につ

いて整理した。 

・ECI 方式 

・PPP/ PFI 手法 

③ 成果連動型成功報酬方式として、以下につ

いて整理した。 

・アベイラビリティ・ペイメント（A/P）方式 

・ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB） 

・増加税収財源措置 

（Tax Increment Financing：TIF） 

④ 新たな報酬のあり方についての提言案を策

定した。 

これまで議論してきた現行報酬・積算体系の

問題点・課題を通して、現行制度の改善による

報酬のあり方として 3つの提言案、新たな報酬

のあり方として 2つの提言案をそれぞれ議論し

た。 

4. 次年度の活動について 

令和 3年度に検討した上記について、次年度は

マネジメントシステム委員会へ、事業促進 PPP 業

務等にたずさわる高度なマネジメント技術者の報

酬のあり方についてさらに意見交換を行う。 

また、提言内容をわかりやすく示し訴求力を高

めるために、新たな報酬のあり方についての提言

案を 1～2枚程度にまとめるものとする。 

 

 （報酬のあり方検討ＷＧＷＧ長   杉本 龍志） 
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8-3-7 持続可能な社会構築検討ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

委員会開催回数:9回 

（企画委員会と同一日に開催） 

(2) 委員会の活動経緯 

前年度（2020 年度）は協会会員各社が SDGs

に取り組む動機付けとなるよう、SDGs 経営の

重要性を白書で発信した。 

本 WG 発足 3年目となった 2021 年度は、前

年度白書のメッセージを踏まえ、業界内外に

発信できる“SDGs に関する提言”の検討を主

に行い、その検討成果を R4 年度建設コンサ

ルタント白書にとりまとめた。 

(3) 委員会の活動内容 

a) 提言の対象（ターゲット）の検討 

SDGs に関する提言では、業界内外に発信す

ることを想定し、発信する対象として 5つの

ターゲットを設定した。その上でそれぞれの

ターゲットに対し、発信したいメッセージの

主旨について検討を行った。5 つの対象とメ

ッセージの主旨は以下の通り。 

・ 一般、学生向け；建設コンサルタントの役

割 

・ 投資家向け；建設コンサルタントの事業

活動と SDGs の親和性 

・ 会員企業向け；ESG 投資の急増、ESG 指標

と SDGs の関連、SDGs 経営の重要性 

・ 異業種向け；様々なステークホルダーと

の協働、ビジネスマッチング 

・ 世界に向けて；海外における高品質なイ

ンフラ整備 

b) SDGs に取り組む意義の検討 

建設コンサルタントは、自社の事業と親和

性の高い社会課題の解決に取り組み、共通言

語として SDGs を掲げることで、様々なステー

クホルダーとのマッチングが生まれ、新たな

市場や事業領域が展開されるビジネスチャ

ンスが拡がる。またイノベーションや技術開

発の促進、ブランド力強化に繋がるなど、

SDGs に取り組む意義について検討した。 

c) SDGs の目標と建設コンサルタント事業 

地域のあらゆる課題解決に取り組む建設コ

ンサルタントは、気候変動や自然災害に対し

て強靭で持続可能なまちづくりを考え、グリ

ーンインフラ、カーボンニュートラルといっ

た長期的でグローバルな課題解決にも取り

組み、サステイナブルな社会の実現に貢献し

ている。このように建設コンサルタントの事

業活動は SDGs そのものであると捉え、SDGs17

ゴールに対する建設コンサルタントの取り

組み事例をとりまとめた。 

d) 様々なステークホルダーとの連携事例 

従来の建設コンサルタントの事業の枠組み

を超え、官・学、NPO 法人、異業種企業など、

幅広いステークホルダーとの連携による社

会課題解決への取り組みが始まっている。WG

では企画委員会委員の協力により、建設コン

サルタントと異業種との連携事例を収集し

整理した。 

e) 建設コンサルタント白書での発信 

ESG 投資が急増するなか、SDGsへの取り組

みを建設コンサルタントのビジネスの切り

口と捉え、SDGs を長期経営ビジョンに反映

し、持続可能な企業経営を目指すことが重要

であることを、令和 4年度建設コンサルタン

ト白書において発信した。 

 

2. 次年度の活動について 

本年度に継続して、以下の活動を進める。 

(1) 協会会員各社の支援となるような、SDGs 経

営に関する提言、リーフレットの作成 

(2) 外部プラットフォームの実態調査、プラッ

トフォームへの登録検討 

 

 （持続可能な社会構築検討ＷＧ 

ＷＧ長 山本 誠二） 
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8-3-8 損害賠償責任検討ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) WG の開催 

WG 開催回数:3 回 

コアメンバー会議:5 回 

(2) WG の活動経緯 

建設コンサルタントの損害賠償責任の

あり方について、令和元年まで企画委員会

「契約のあり方専門委員会」にて検討され

てきたが、検討のスピードを上げて協会と

しての提言等を作成し発注機関への働きか

けを行うために、令和元年 12 月に別途、本

WG が設置された。 

(3) WG の活動内容 

a) 検討概要 

建設コンサルタント業務は、多くが公

共土木設計業務等標準委託契約約款(以

下、標準約款)に基づき実施されている

が、委託契約は民法における請負契約と

位置付けられ、設計ミス等が生じた場合

に、「企業の責任範囲が不明確」、「賠

償責任範囲が無限に拡大するリスクを

背負っている」などの課題がある。建設

コンサルタントの損害賠償責任のあり

方を検討し、各企業が契約当事者として

公正な契約が締結できるよう、標準約款

のさらなる改正などを発注機関へ提案

することが必要であることから、以下の

4 項目について検討を実施した。 

① 建設コンサルタント業務の契約 

② 建設コンサルタントの損害賠償責任 

③ 損害賠償責任のあり方 

④ 標準約款等の改正案の提案 

本 WG 15 名の委員が上記を分担して、

「損害賠償責任の上限金額設定」、「準

委任型約款の検討」について、前年度か

らの継続検討を実施した。 

 

 

b) 国土交通省との勉強会の実施 

土木設計業務の契約等に関する従前か

らの課題(著作権、損害賠償責任のあり

方、準委任契約の扱いなど)について、

国土交通省(建設市場整備課、技術調査

課)と建設コンサルタンツ協会(契約の

あり方専門委員会、本 WG)とで継続的な

議論を行い、各課題の明確化、解決の方

向性について両者で共通認識を得るこ

とを目的とした勉強会を開始し、令和 3

年度に 2 回実施した(令和 2 年度から合

計 6 回実施)。 

 

2. 次年度の活動について 

弁護士等の専門家ヒアリング、保険会社

へのヒアリングを行い、検討内容をブラッ

シュアップした上で、協会として対外的に

働きかけていくための提言作成を継続検討

する。 

 

（損害賠償責任検討ＷＧ 

ＷＧ長 清水 隆史） 
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8-3-9 資格制度等検討ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) WG 会議の開催 

当 WG の会議は、WG メンバー全員からなる WG

会議と集中的に議論や作業を行うコアメンバー

会議で構成されている。会議の開催回数は次の

通りである。 

・WG 会議：1回 

・WG メール審議：1回 

・WG コアメンバー会議：18回 

・会長報告会：2回 

(2) WG の活動 

新たな民間資格創設へ向けて、以下の項目に

ついて国土交通省技術調査課へ相談しつつ議論

を進め、令和 3 年 11 月 17 日の常任理事会にて

検討状況を報告した。その後、本 WG設立当初か

らの議論を踏まえて、最終検討書をとりまとめ

た。 

・新たな資格創設の必要性 

・対象業務 

・既存資格（技術士等）との関係 

・評価すべき能力 

・資格の活用方法 

・資格試験における評価方法 

 

2. 次年度の活動について 

当初の予定どおり、本 WGは令和 4年 5月に解

散する。 

 

（資格制度等検討ＷＧＷＧ長 天野 光歩） 
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8-3-10 国際委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の体制 

令和3年度は、委員長、副委員長2名と9名の

委員からなる12名体制で委員会の運営を行なっ

た。 

(2) 施策と具体的行動目標 

国際委員会は、中期行動計画2019～2022にお

いて施策「国際市場展開の推進」を担当。主と

して「国際市場展開能力の強化」を行動目標と

した国際業務に関する情報提供等の活動を実施

した。 

(3) 委員会の開催 

委員会は令和3年7、9、10、12月、令和4年

2、4月の計6回開催した。 

(4) 企画部会、常任委員会等への参加 

月例の企画部会に参加し国際委員会の活動報

告を行うとともに活動方針について協議を行っ

た。また、国際委員会からの派遣委員として常

任委員会に参加した。 

(5) 海外業務に関する広報 

建設コンサルタントの国際市場展開能力強化

の施策として、国際コンサルタント市場を紹介

する記事を協会誌の『国際委員会だより』に継

続的に掲載し広報を行った。 

・第45回 「ポストコロナの海外コンサルタン

トの展望に係るJICAセミナー」開催報告 (そ

の1) 

・第46回 「ポストコロナの海外コンサルタン

トの展望に係るJICAセミナー」開催報告 (そ

の2) 

・第47回 「国土交通省 インフラシステム海外

展開行動計画」（2021年6月決定）の概要 

・第48回 「対応力の強化が求められるPPP（官

民連携）〜インフラシステム海外展開促進の

ために〜」  

(6) ウェビナー「インフラシステム海外展開 国

交省セミナー ～コンサルタントへの期待

～」の開催 

国土交通省総合政策局から講師をお招きし、

同省が策定した“インフラシステム海外展開行

動計画2021”の内容に関するウェビナーを実施

した。（1月18日、参加142名） 

(7) 令和3年度建設コンサルタント白書の執筆 

令和3年度建設コンサルタント白書の「2-5 

海外事業環境」「4-8 海外事業の現状・課題を

踏まえた競争力の強化」の部分について国際委

員会が担当し、執筆を行った。 

・「2-5 海外事業環境」 

(1)世界のインフラ整備の需要と我が国のイン

フラ輸出戦略 

1) 「持続的な開発目標：SDGs」達成への

貢献と「質の高いインフラ」 

2) 世界のインフラ整備の需要とその変化 

3) 我が国のインフラシステム輸出促進の

動向 

4) 海外業務でのリスク管理の増大 

(2) 受注量と業務特性 

1) 受注量 

2) 分野と地域 

・「4-8 海外事業の現状・課題を踏まえた競争力

の強化」 

(1) 多様化・拡大する国際市場への参入 

(2) 国際契約約款への対応 

(3) 今後の市場環境の変化に即した官民の連携 

(4) 人材育成の強化 

 

2. 次年度の活動について 

令和4年度の活動予定は以下のとおりである。 

(1) 国際委員会の開催（原則隔月） 

(2) 企画部会、常任委員会等への参加 

(3) 協会誌の『国際委員会だより』の継続 

(4) 建設コンサルタント白書の部分執筆 

(5) 中期行動計画関連委員会への参加 

(6) 海外展開に関する情報収集 

(7) 海外進出促進施策の検討･調査・情報提供の

実施（前年度に引き続き、セミナー、ワーク

ショップの開催を予定） 

（国際委員会委員長 内藤 誠司） 

5252



 

 

8-3-11 地域コンサルタント委員会 

 

1. 委員会の概要 

地域コンサルタントに関する課題解決をタイム

リーかつ効果的に協会活動に反映し、地域コンサ

ルタントの健全な発展を図ることを目的とする。 

委員会は各支部（9 名）と本部委員・顧問（副

会長）（5名）の合計14名で構成されている。 

 

2. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

 令和 3年度の委員会は年5回開催した。いずれ

もコロナ禍に配慮し、オンライン方式（Web）によ

り実施した。 

 なお、地域の会員の生の声を聞き、委員会活動

への反映・委員会活動の理解促進などを図るため、

平成26年度より地方開催を行っているが、令和 3

年度はコロナ禍のため中止とした。 

(2) 経営分析（継続調査） 

a) 協会財務データによる売上高等の調査 

売上高 15億円以上・未満で企業区分を行い、売上

高・利益率・職員数の経年推移等の指標に基づき

経営状況を調べた。 

 

 

 

 

 

 

 

図.地域コンと広域コンの売上高の推移 

b) 5 団体調査に基づく受注実態調査 

 当協会を含む5団体の受注調査結果に基づき、

売上高15億円以上・未満で企業区分を行い、国土

交通省と地方自治体ごとに、受注件数、受注額等

の経年的な推移を調べた。 

(3) 総合評価落札方式のモニタリング調査 

 令和3年6～7月の2ヵ月間に発注された国土交

通省総合評価落札方式業務を対象に、地域要件の

運用状況、選定・落札結果などについて調査した。

（「要望と提案」、「白書」等に活用） 

(4) 国土交通省による地域配慮の現状調査 

 地域防災力の維持、技術力の向上、健全な育成

などの観点から、国土交通省においては地域コン

サルタントの受注に向けた地域配慮が行われてい

る。昨年度に続き、「業務チャレンジ型」などの入

札契約方式の試行状況を調べた。今年度は地方整

備局ごとの各試行における地域配慮の具体的要件

と地域コンサルタントの受注状況などの実態を掘

り下げ運用上の課題について整理した。（「要望と

提案」等に活用） 

(5) 国土交通省による一括審査方式の活用調査 

一括審査方式について地方整備局ごとの活用状

況と地域コンサルタントの受注実態を調べた。

（「要望と提案」等に活用） 

(6) 多様な主体と地域コンサルタントとの連携可

能性に関する調査 

広域コンサルタントと地域コンサルタントとの

JVによる業務受注の事例、地域コンサルタントと

大学や異業種との連携の事例などについて調べた。  

 

3. 次年度の活動について 

・引き続き協会財務データによる経営実態の調査、

5 団体調査による受注実態調査を継続実施し、

地域コンサルタントの経営動向を把握する。ま

た総合評価落札方式のモニタリング調査を継続

実施し地整局ごとの地域要件の運用と地域コン

サルタントの受注状況を把握する。 

・国土交通省による「業務チャレンジ型」などの

地域配慮試行の現状調査と一括審査方式の活用

調査を継続実施し、それらの運用状況と結果に

ついて検証する。特に一括審査方式の活用調査

では本制度の地域コンサルタントにとっての優

位性について掘り下げを行う。 

 

（地域コンサルタント委員会委員長 小見 直樹） 
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8-3-12 業務システム委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 業務システム委員会の開催 

  委員会開催回数：6回（4月～3月）Web 会議 

(2) 業務システム委員会の組織 

業務システム委員会は、コンサルタント業務

の形成・選定・契約・実施の各段階における諸

課題の整理、解決策の提案、実行に関すること

を目的に、選定・契約専門委員会、業務形成・

実施専門委員会から構成される。 

(3) 委員会の活動 

 委員会では、2つの専門委員会の報告ならび

に関連する他の委員会からの要請に基づき、目

的達成のための検討方法、成果のイメージ、改

善方法などを議論し、各専門委員会と委員会が

連携して実態把握のための調査と解決策の提

案を行った。また、業務評定点、表彰の実態調

査は委員会による継続調査として令和 2 年度

業務について、各支部に国土交通省開示の地整

別業務評定点の平均値と表彰の実態、その運用

について調査し、参考となる事項を整理、提供

した。 

a) 選定・契約専門委員会 

・ 技術力による選定拡大の推進：平成 9 年度

の発注案件から、継続的に実施しているプ

ロポ、総合評価に関する調査であり、令和 3

年度の契約業務について例年通り実施した。

集計・分析結果は HPに掲載予定である。 

・ 地方自治体の入札契約方式に関する実態調

査：平成 17年度より継続して都道府県、政

令指定都市を対象として、令和 2 年度業務

の入札契約方式に係わる諸制度の実態を調

査した。 

・ 国交省の落札結果の分析：各地方整備局公

表データをもとに令和 3 年度発注業務を対

象に標記分析を実施し、発注状況や落札率

の実態ならびに総合評価方式の課題につい

て整理した。 

・ 建コン協の DX 推進（業務効率化の促進）：

入札・契約段階、納品段階での作業・書類の

完全電子化に向けた実態把握を行い、問題

点・課題及び解決策について提案をとりま

とめた。 

b) 業務形成・実施専門委員会 

・ 契約時期と納期月に関する調査：改善提案

に対する業務の契約月、納期月の平準化の

状況を確認するため、令和 2 年度業務を対

象に委員会内企業を対象にアンケート調査

を実施し、納期の平準化に向けた解決策を

シミュレーションし、提案を取りまとめた。 

・ 設計変更ガイドラインの運用実態調査：標

記制度や各地整の補足資料が積極的に活用

されているか、またその課題について委員

会内企業を対象に実態調査を実施した。 

・ 若手・女性技術者の活用実態調査：人材育成

を目的とした試行運用が拡大してきた当該

制度について各地整の運用実態を調査し、

望ましいあり方について検討、提案した。  

・ 建コン協の DX 推進（業務効率化の促進）：

業務遂行段階における電子活用として、ASP

及び遠隔臨場の積極的活用に向けた実態把

握を行い、問題点・課題及び解決策について

提案をとりまとめた。 

2. 他委員会との連携状況、関連作業 

(1) 他委員会との連携 

  委員長は企画部会へ活動報告を行うとともに、

対外活動委員会、地域コンサルタント委員会、

常任委員会へ出席し連携活動を行った。また、

未来塾メンバーとして国交省技術調整課との会

議へ出席し、検討テーマについて議論した。 

(2) 関連作業 

  各専門委員会で作成した令和 4年度の「要望

と提案」、「白書」に関する作成資料、執筆原

稿の総括を行った。 

3. 次年度の活動について 

令和3年度に検討・提案した建コン協のDX推

進（業務効率化の促進）を除き今年度活動を

継続する。 

（業務システム委員会委員長 木村 誠一） 
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8-3-13  選定・契約専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の開催 

委員会開催回数：令和 3 年度 7 回（4 月～3

月、Web 会議、対面会議を含む）。 

専門委員会の開催は企画部会、業務システム

委員会等のアドバイスに基づき担当WGの検討項

目を審議した。下記活動報告書は協会会員への

情報提供として協会ホームページに掲載する。 

(2) 適正なプロポーザル、総合評価落札方式検討 

a) プロポーザル・総合評価落札の各方式の現状

把握及び年次報告書の作成 

プロポーザル方式の拡大を踏まえ、各発注機

関の実施状況把握を目的に協会会員企業へアン

ケート調査を実施し、結果を取りまとめた。 

作成経費の推移、課題や改善点を整理とりま

とめ、概要版、報告書を作成した。会員企業の問

題点認識に対する分析結果は白書に掲載した。 

b) 国土交通省の総合評価落札方式のデータ収

集整理、課題と適正な選定方式の提案及び報

告書の作成 

各地方整備局の入札調書開示データを収集し、

契約形態別の発注件数、金額、競争入札の落札率、

総合評価落札方式の落札率、技術点差、無効率、

逆転率等の把握と課題を整理した。 

四半期毎に概要版、半期毎に報告書を作成し

た。分析結果は白書、要望と提案にまとめた。 

c) 積算の効率化に向けた現状と課題の検討 

既往活動の成果により各地方整備局では積算 

条件などが開示され、一定の改善効果が認めら

れたため、一旦活動を休止した。 

(3) 地方自治体への技術による選定の普及提案 

地方自治体の選定・契約制度の現状把握と 

報告書の作成。未来塾対応を併せて実施した。 

a) 都道府県・政令指定都市の入札契約方式等に

関する実態調査（継続） 

地方自治体の選定・契約制度（指名基準 

入札契約方式、成績評定、優良業務表彰等）の

現状を把握するため、各支部へアンケート調査

を実施した。総合評価落札は発注件数、発注率

とも経年増加傾向と把握され、取りまとめ結果

は報告書、白書に掲載した。 

b) 都道府県・政令指定都市の価格競争案件に

おける技術競争の可能性調査  

建コン 16 社にアンケートを実施し地方自治

体から価格競争で受注した業務数から技術競争

の可能性のある大型案件業務の受注件数を把握

し技術競争が可能な案件割合を推定した。検討

結果について要望と提案としてまとめた。 

(4) DX推進(テ-マ１)契約段階・納品段階の対応 

受発注者協働による働き方改革を目指した、

建コン推進 DX の取りくみ内容を具体化し「あ

るべき姿」を設定した。 

「電子入札システム」「電子契約システム」の

現状機能、運用実態、追加機能についてアンケ

ート調査・分析し取りまとめた。業務形成委員

会と連携して未来塾対応を行うとともに要望と

提案、報告書としてまとめた。 

2. 企画部会・業務システム委員会等との関連 

(1)「要望と提案」と「白書（現状と課題）」 

要望と提案、白書は対外活動部会等の提示によ

り「技術力による選定」の原案作成及び、関係す

るバックデータを作成。DX 推進(テーマ 1)につ

いては要望と提案としてまとめた。  

(2) 中期行動計画実施計画のフォロー 

当専門委員会に関する年次計画及び実施計を

作成し実施状況について活動報告を行った。 

3. 次年度の活動について 

(1) プロポーザル及び総合評価落札方式のアンケ

ート、現状把握と基礎データをまとめる。 

(2) 適正な総合評価落札方式を各地方整備局の発

注、落札実績から課題整理し改善提案する。 

(3) 都道府県、政令市の選定・契約制度の実態調

査と価格競争案件の技術競争可能性を検討する。 

(4) 地方自治体への技術競争普及提案のため、特

徴的な自治体へヒアリング行い、他自治体に 

  拡大のための提案をまとめる。 

 

  （選定・契約専門委員会委員長 飯沼 達夫） 
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8-3-14 業務形成・実施専門委員会 

 

1. 専門委員会設置の目的 

業務形成、業務実施の各段階における実質的

な諸問題に関する調査・研究を行い、対外発信

を行うことを目的としている。 

 

2. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の開催 

専門委員会開催回数：10回（4月～3月） 

適時、専門委員会を開催し、業務システム委

員会等からの連絡や依頼事項と各 WG 活動の内

容を審議した上で提示した。 

(2) 必要な工期の確保・納期の平準化に関する実

態調査(令和 3年度業務内全業務) 

国土交通省では、早期発注・業務履行期限平

準化に向けて取り組んでいる。 

その目的は、発注業務が年度末に納期が集中

しているため、十分な照査時間の確保不足や就

労環境の悪化の一因となっており、その改善に

より品質の確保と就業環境の改善を図ることで

ある。 

令和 3年度は、令和 3年 4月～令和 4年 3月

の間に契約工期の全部または一部が含まれる業

務を対象とし、令和 3年度内の業務負荷の実態

把握調査を実施した。 

令和 3年度調査では、納期変更後3月納期業

務(実績)は56%と令和2年度と変わらなかった。

また、国土交通省の最終的な履行期限の目標値

(50%)に対しても上回っている。 

令和 3年度の当初契約時 3月納期業務(実績)

は 40%と令和 2 年度と変わらなかった。また、

協会提案の目標値当初発注納期(30%)を上回っ

ている。 

本調査では年度末の提案書作成の状況につい

て実態把握をしている。プロポーザル業務等に

おける公示日は 2 月の比率が 17%程度と高く、

提案書締切日は 3 月の比率が 20%程度と高くな

っている。令和 2年度にやや集中が緩和された

が、平成元年度と同等で依然業務の納期と、翌

年度業務の提案書作成時期が年度末に重なって

いる状況がうかがえる。 

さらに本調査では、適正な工期の確保、繰越

の柔軟な対応により、照査期間を確保し品質確

保を目指したアンケートも同時に実施している。

令和 3年度受注業務で4月以降に繰り越された

業務の比率は 15.0%で、令和 2年度の 15.6%に比

べて 0.6ポイント下がっている。 

一方、当初より契約工期が 4月以降であった

ものを加えると 29.2%から 32.4%へと増加して

いる。ただ、今後とも更なる繰越の運用が求め

られる。 

(3) その他 

業務システム委員会からの依頼により、「設

計変更ガイドライン適用」、「計画系業務の労

働環境改善を図るための調査」、「若手技術者

の活用調査」等の各種実態調査(アンケート調

査)を令和3年の3月から4月にかけてアンケー

ト調査を実施し、アンケート結果を集計中であ

る。これらのアンケート結果の分析を実施し、

実態把握・改善に向けた提案を行う予定である。 

 

3. 企画部会、業務システム委員会等との関連作業 

本年度は、「受発注者協働による働き方改革に

資するＤＸ推進」の内、業務遂行段階の実態調査

を実施し、課題抽出と対策提案を実施した。 

令和 3年度「建設コンサルタント白書」の「三

者会議の運用実態」「適切な工期設定による業務

量の平準化」「適正な発注ロットの確立に向けて」

に関して、原稿執筆を担当した。 

 

4. 次年度の活動について 

以下の WGについては次年度以降も継続して活

動する予定である。 

・発注業務の契約月と納期調査 

・設計変更ガイドラインの適用実態調査 

・計画系業務の労働環境改善を図るための調査 

・若手技術者の活用調査 

 

（業務形成・実施専門委員会委員長 浅野 豊） 
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8-4 技術部会 

 

1. 主な活動の記録 

技術部会は、主に傘下の統括技術委員会、マ

ネジメントシステム委員会、品質委員会の 3委

員会の共通の課題、常任委員会、常任理事会等

の上位委員会への提案、報告事項の事前協議の

場として活動した。 

(1) 部会の開催及び概要 

技術部会の開催日及び主要議事について以

下に示す。（全て Web 会議開催） 

a) 6 月 2日 第 1回技術部会開催 

・未来塾報告（未来塾室長会議） 

・新 WG について（正式 WG開催前の協議） 

  ・内閣府 PPP/PFI 推進室との意見交換会報告 

  ・品質向上推進ガイドラインの改定 

b) 6 月 30 日 第 2回技術部会開催 

・未来塾報告（個別テーマ） 

・アセットマネジメント専門委員会について 

・CM 市場調査アンケート協力依頼 

・千葉県「事業促進 PPP に関する勉強会の開

催」対応結果報告 

c) 9 月 3日 第 3回技術部会開催 

 ・未来塾報告（自主研究と部会との位置づけ、 

 被災状況把握技術等の取組紹介） 

・東大寄付講座（協調領域検討会）について 

・第 3回道路技術懇談会について 

 d) 10 月 6日 第 4回技術部会開催 

・橋梁保全事業のあり方 WG活動報告 

・令和 3年度業務研究発表会開催報告 

・共通仕様書・歩掛改定要望について 

・令和 3年度マネジメントセミナー開催報告 

・令和 3年度品質確保アンケート調査 

・令和 3年度品質セミナーに向けて 

e) 11 月 4日 第 5回技術部会開催 

・共同研究について 

・未来塾関連報告（DX推進成果進捗、未来塾

補佐会議報告） 

・共通仕様書、歩掛改定要望について 

・国総研・土研意見交換会について 

・JAAM 研究・実践発表会への論文投稿 

・一般市民を対象にした Web アンケート調査 

f) 12 月 1日 第 6回技術部会開催 

・未来塾報告（第 1回個別調整会議） 

・マネジメントシステム ISO 認証取得状況に

関するアンケート調査依頼 

・令和 3年度 PM セミナー実施計画 

・条件明示チェックシートに関する実態調査 

g) 2 月 2日 第 7回技術部会開催 

・令和 4 年度業務研究発表会開催方法 

・未来塾報告（テーマ別中間報告、第 2 回個

別調整会議に向けて（プロポ、仮設、施工

計画） 

・国総研・土研との意見交換会（特定テーマ） 

・事業促進 PPPワーキング開催報告 

・システム改善専門委員会勉強会開催 

・「浜松市域“RE100”」ヒアリングと現地視察

について 

h) 3 月 2日 第 8回技術部会開催 

・（新）協調領域検討会設置について 

・未来塾報告（DX推進、施工条件明示チェッ

クシート、施工計画、プロポ拡大） 

・ISO20887 勉強会について 

・環境配慮専門委員会 講演会開催報告 

・PM セミナー2021 報告 

・令和 3年度品質確保アンケート調査 

・令和 3年度品質企業ヒアリング実施報告 

・「品質の確保・向上に向けて」講習会開催 

・条件明示チェックシートに関する国交省の

取組状況 

(2) 対外活動 

・ 国交省関連の各種委員会専門委員として参画 

・ 国交省関連の有識者会議メンバーとして参画 

・ 研修会、講習会の講師として派遣 

2. 次年度活動について 

 傘下の 3委員会の課題整理や提案、共通話題の

提供、常任理事会、本省からの依頼事項等につい

て、協議、情報提供の場として引続き活動する。 

 

(技術部会部会長 重永 智之) 
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8-4-1 統括技術委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

偶数月に 6回開催した。開催しない奇数月

もメール等を活用し、協議と情報交換を実施

した（各委員会月次報告、技術部会・常任理

事会の審議・指示事項の周知・対応等）。 

 (2) 未来塾検討テーマへの対応 

a) プロポーザル拡大に向けた対応 

プロポーザル拡大に向けた方向性（チェッ

クリストの活用、地域コンサルへの拡大方策）

を本省に提案し、斜め象限を補完するチェッ

クリストを運用した場合、特に交通基盤分野

（道路・橋梁）において、プロポーザル方式

に代わる案件が相当数あることを報告した。 

また、「施工計画」における発注者側からの

要望事項に対する歩掛乖離に関する問題解消

策として、施工条件が厳しい総合評価業務は

チェックリストを用いてプロポーザル方式に

変更することで、技術力に応じ、品質の向上

に資することを提案した。 

b) 施工計画・仮設設計における課題対応 

全国の不利益事象が生じたときの発注者と

の協議状況を再ヒアリングし、事例毎に共通

する課題、留意事項を抽出した。問題の本質

は、受発注者間のコミュニケーションが正し

くできていないことであるとの認識のもと、

発注者側では特記仕様書での条件明示のあり

方等検討していく一方、協会側では、個別業

務で受注者が発注者に対し質疑、要望するこ

とを促し、モニタリングしていく。今後も、

不利益事象の発生防止に向けて協議していく。 

c) 施工条件明示チェックシートの運用 

発注者、設計者、施工者の役割分担を明確

化し、事業の円滑化を促進することを活用目

的とする。関東地整と建コン協関東支部との

協議状況も踏まえ、令和 4年度に目的や内容、

実施方針を整理し、令和 5年度試行開始を目

指す。 

(3) テーマ設定型技術公募への対応 

新技術活用促進を目的とした NETIS活用方

式の 1つである「テーマ設計型（技術公募）」

に対し、昨年度の内容を見直し、選別した。 

(4) 国総研・土研との意見交換会の開催 

統括技術委員会（専門委員会含む）の活動

実績や今後の共同研究に関する具体案等の

話題提供を行った。土研・国総研それぞれと

DX 推進の取組について情報交換を行い、新技

術活用や BIM/CIM 納品化の検討を行った。 

(5) 共通仕様書、標準歩掛の改訂要望の提出 

改訂の理由（優先順位だけではなく、なぜ

必要なのか、全国的に大きな影響があるのか、

乖離による不調等）を記載し提出した。今後

も戦略を踏まえて対応していく。 

(6) 統括技術委員会の横断的活動（主要事項） 

a) 国総研研究評価委員として、国総研研究

に対する意見具申を行った。(年 2回開催） 

b) 生産性向上 WG、維持管理対策 WG、業務体

系 WG、公益活動 WG、業務研究発表会 WG、

新しい生活様式の道路空間 WG の活動を実

施した。 

c) 「業務研究発表会」の企画・運営に参画し、

令和 3 年 9 月 14 日にオンライン開催にて

実施した。（論文応募数 105編） 

d) 雑誌「土木施工」の編集委員への参加 

 

2．次年度の活動について 

a) 事業計画に基づく技術委員会の定例的活動 

b) 分野横断的な諸テーマの検討 

c) 技術部会からの指示事項の検討 

d) 3技術委員会からの要望検討、上位機関への

上程 

e) 業務研究発表会開催と他行事の対応・支援 

f) NETIS関連の対応 

g) RCCM 自主学習・教材の作成・更新 

h) 国交省等調査への対応 

i) 土研、国総研との技術交流 

j) 白書・対外活動への支援、他 

（統括技術委員会委員長 菅原 正道） 
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8-4-2 生産性向上ＷＧ 

 

1. WG 活動目的 

建設事業全体の生産性向上並びに DX 推進に向

けた国交省による BIM/CIM 原則適用を目的として

i-Construction（建設生産性改革）を推進する。 

特に、BIM/CIM を 3 次元情報連携におけるマネ

ジメントツールとして、また国際標準としての活

用など､これからの建設生産・管理システムの構築

に向けた産学官一体となった取り組み検討を実施

する。 

(1) BIM/CIM に関する技術動向等の情報共有 

(2) ICT および BIM/CIM 活用促進 

(3) 会員企業の技術者教育の推進 

2. 主な活動の記録 

BIM/CIM活用促進に向けた委員会活動等を通じ、

要領基準類の整備・更新協力及び関連情報の共有

を図った。 

(1) 生産性向上 WG の開催 

・今年度の検討課題等に対する幹事会開催

(R3/6/11）及び第 1回 WGを WEB 開催(R3/7/9) 

・関係基準類の改定素案の内容確認や意見照会

等について対面活動を避け、WEB 及びメール

審議等により対応した。 

・各種委員会情報は DCB を活用し，情報共有を

図った。 

(2) BIM/CIM 関連の対外活動への参加 

・BIM/CIM 推進委員会及び関連 WGへの委員派遣 

・BIM/CIM 推進委員会（R3/9/7､R4/2/21） 

・基準・国際検討 WG（R3/6/25、R4/1/27） 

・実施体制検討 WG（R3/7/26、R3/12/15､R4/3/9） 

・活用促進 WG（R3/5/25、R3/8/24､R3/12/2､

R4/2/3） 

(3)i-Construction、ICT 導入推進に向けた活動 

・i-Construction 推進コンソーシアム企画委員

会（R3/6/7） 

・ICT 導入協議会（R3/7/14、R4/2/28） 

・ICT 導入普及促進 WG（R3/8/27､R3/12/27､

R4/3/27）。同パワーアシストスーツ導入検討

WG（R3/9/15） 

・コンクリート生産性向上検討協議会（R4/3/1） 

(4) 発注者研修並びに会員企業の技術者教育等に

資する教育コンテンツの充実 

・当 WG と連携する情報部会 ICT 委員会におけ

る関連技術情報を共有し､教育コンテンツを

作成した．2地整での研修講師を派遣した。 

・国交省ポータルサイトの事例充実に協力した。 

(5) 「DX 推進特別本部」への個別検討報告 

・DX 推進に向けた BIM/CIM 活用のあり方等（テ

ーマ２）について検討状況を報告した。 

(6) 産官学との関連技術情報の共有 

① 国交省 

 各種要領基準のフォローアップに協力した。 

 3 次元モデル作成にかかる意見交換を実施し､

業務フロー及び実施体制等を共有した。 

 国総研 DX センターの機能要件（ストレージ､

API､ASP等）にかかる意見交換を実施した。 

② i-Construction東大寄付講座 

 各業界団体におけるユースケースを共有した。 

 第 2期に向けたデータ連携における協調領域

としての API 開発のあり方検討を開始した。 

 第 1期記念シンポジウムに登壇（設計領域） 

③ bSI､bSJ 

 国際土木委員会に専門委員として委員を派遣

し，bSI が主導する国際サミット関連の情報

を共有した。 

 bSJ によるソフト間の互換性確保のための

IFC 検定の実施に関し，3次元 CAD ソフトウエ

アに求める機能要件を設計側から提示した。 

④ 日建連等業界団体 

 施工計画モデル（4 次元）や仮設数量の算定

等に有効な 5次元モデルのあり方に関する意

見交換を実施し､関連委員会に提示した。 

⑤ NEXCO 中日本 

・i-Con 推進検討会に参加し､3次元モデル活用

に関する要領基準類の検討に協力した。 

3. 次年度の活動について 

国土交通省が掲げる「2023 BIM/CIM の原則化」

に向け､技術検討支援や情報収集等を継続する。 

（生産性向上ＷＧＷＧ長 加藤 雅彦) 
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8-4-3 維持管理対策ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

社会資本の維持管理・更新がより効率的に推

進する一助となることを目指し、新たな技術や

維持管理・更新にかかる全体システム等を提案、

発信していくための協会内の推進組織として、

平成 25年 6月に設置された。当 WGは WG 長のほ

か、8分野の委員から構成されている。 

(1) WG の活動内容 

a) 道路橋メンテナンス技術講習開催方法検討 

令和 3年 4月～令和 4年 3月 

b) 維持管理業務歩掛調査における自由意見の

分析方法検討  

令和 3年 4月～令和 3年 10 月 

(2) 道路橋メンテナンス技術講習の開催 

平成 27 年度から 3 年にわたり全国各地区で

開催してきたが、受講者数が大きく減少するな

か、平成 30 年度は休止とし、国土交通省（国

道・技術課、国土技術政策総合研究所）と当講

習のあり方や今後の方針について協議を行い、

令和元年度は東京地区に限り開催となった。 

当講習の課題の一つであった受講者へのイン

センティブに関しては、平成 28年度以降、達成

度確認試験（「学科試験」ならびに「実技試験」）

を実施し、合格者には（一財）橋梁調査会の「道

路橋点検士補」の受験資格（学科試験のみ）が

与えられている。また、東京地区限定開催とな

った令和元年度は、自治体職員を対象に同様の

講習（橋梁初級Ⅰ）を開催する関東地方整備局

の協力のもと、現地実習は橋梁初級Ⅰと同じ場

所、資料を提供していただくなど、協会の負担

は過年度に比べて大幅に軽減された。しかしな

がら、受講者数は相変わらず少なく、受講者の

確保は重要な課題として残存している。 

令和 2年度以降、新型コロナウイルス感染症

の拡大が継続する状況から、集合形式による研

修の開催は困難となり、令和 3年度も 2年連続

して開催休止の決定を余儀なくされた。 

そのような中で、令和 4 年 3 月 22 日に開催

された国土交通省の社会資本整備審議会道路分

科会第 16 回道路技術小委員会では、令和 5 年

度以降、直轄管理橋梁の点検・診断業務におい

て担当技術者に一定の資格等を要件として求め

ることが提示されており、当講習の修了が担当

技術者の資格等要件に加わる見込みである。 

令和 4年度の開催にあたっては、この点検資

格等の取得義務化を念頭に置き、本講習の安全

安心な開催方法や開催場所などについて、国土

交通省と連携しながら検討を進めることが重要

である。また、当講習の開催に対応する組織体

制の強化の必要性から、今後の運営について検

討が必要である。 

(3) 維持管理業務歩掛調査における自由意見の分

析方法検討 

令和 2年度に国土交通省（技術調査課、国道・

技術課）が実施した橋梁・道路トンネル定期点

検業務にかかる歩掛実態調査では、自由意見の

記入欄を追加していただき、点検実施会員企業

の意見を集約している。 

今年度は、回収した多様な意見等の整理、分

析を行い、国土交通省へ取りまとめ結果を報告

した。この取りまとめ結果に関しては、今後の

「要望と提案」に反映させるとともに、発注者

に向けて積算基準の改定を働き掛ける。 

 

2. 次年度の活動方針 

過年度の活動を継続するが、主な活動である

点検・診断技術の習得・向上を目指す道路橋メン

テナンス技術講習については、直轄管理橋梁で

の点検資格等の取得義務化を念頭に置き、持続・

継続実施と課題解決に向けた取り組みについて

具体的な対応策を提言していく。 

また、近年進歩し続ける点検技術・手法の適正

な報酬設定のほか、体系化が進んでいないその

他の工種においても各工種に見合った適正な業

務システムを提案する。 

 

（維持管理対策ＷＧＷＧ長 山手 弘之） 
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8-4-4 業務体系ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 活動目標 

建設コンサルタントの事業領域のうち、主とし

て、社会資本の建設事業や維持管理・更新事業に

おける建設コンサルタントの役割について、建設

コンサルタンツ協会としての基本的な考え方につ

いて検討する。  

検討成果として、建設コンサルタントの役割に

関する基本的な考え方が明確化されることにより、

建設コンサルタンツ協会として、様々な発注者、

施工者との協議において、一貫性のある意見を発

信することが可能になることが期待される。 

検討内容としては、平成 28年度「要望と提案」

に盛り込まれた「修繕工事の技術的課題に対応し

た入札契約制度の参考例、「修繕工事」の入札契約

方式比較表（案）」、さらに「「新設工事」の入札契

約方式比較表（案）」を基本として、各入札契約方

針における特性の整理、検討を行う。具体的には、

調査・計画、概略・予備設計、詳細設計、施工と

いった各段階における役割分担、さらに発注者を

補完する役割、各入札契約方式のメリット、デメ

リットとしての品質、生産性の評価内容の妥当性

等について検討する。 

 

2. 実績報告 

(1) 橋梁保全業務に関する調査、設計及び施工の

契約方式等のあり方の検討 

社会資本の建設事業や維持管理・更新事業にお

ける建設コンサルタントの役割について、主に以

下の点について検討を行った。 

a) 橋梁修繕事業における具体的な課題検討お

よび設計者と施工者の連携による課題解決

の検討 

・鋼橋においては（一社）日本橋梁建設協会（以

下、橋建協）と、PC橋においては（一社）プ

レストレスト・コンクリート建設業協会（以

下、PC 建協）と各々の共同勉強会を実施し、

双方の課題と連携による課題解決に向けた調

達制度を検討し基礎資料を作成した。 

・事業や業務特性等に応じた入札契約方式の得

失の整理について試行業務等を参考に以下の

方式について従来方式との比較を整理した。 

   設計の受注者が工事段階で関与する方式 

(R－1方式)  

   工事の受注者が設計段階から関与する方式

(R―2方式) 

・上記について、国土交通省（R2/1）「国土交通

省の直轄工事における技術提案・交渉方式の

運用ガイドライン」との整合を検討し整理を

行った。 

 

3. その他報告事項 

(1) 要望と提案に関する事項の調査、執筆 

維持管理・更新事業における技術的課題の改善、

修繕設計の技術的課題に対応した入札契約制度の

選定に関わる検討に関して、基礎資料等の作成を

担当した。（今期は修正分のみ） 

(2) 「橋梁保全事業の在り方」報告書制作 

過年度より実施してきた日本建設業協会との

協働研究において、活動成果として報告書を作成

した。外部開示は次年度を予定している。 

 

4. 次年度の活動について 

・橋梁保全事業における調査、設計及び施工の

契約方式のあり方 

・事業特性等に応じた多様な入札契約方式におけ

る建設コンサルタントの役割、関与のあり方 

上記 2つの個別課題について、建設コンサルタ

ントの設計者としての役割、関与のあり方、契約

方式について、継続して検討、提案を行う。 

また、設計者と施工者の連携による契約方式に

関しても引き続き両協会（橋建協、PC建協）と具

体的な課題について検討を行う。 

 なお、日本建設業協会とは「橋梁保全事業の在

り方」については外部発表及び講習会の企画検討

を行う。 

                       

（業務体系ＷＧＷＧ長 岩上 憲一） 
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8-4-5 公益活動ＷＧ 

1. 設置目的と組織 

(1) 公益活動 WGの設置目的 

本 WGは、建設コンサルタント会員全般の技術力

向上と公益活動を目的として、以下の方策に取り

組んでいる。 

①  本省・国総研・土研と建コン協との技術的

連携・協議事項に関する窓口機能 

②  コンサルタント相互の技術支援制度の創設 

③  発注者からの技術相談窓口の設置 

④  国総研・土研との分野別実務者レベルの意

見交換会の開催 

⑤  本部・支部活動成果（技術資料）の共有な

らびに発注者への配布 

⑥ その他 会員相互および公益に関する活動 

(2) 組織 

令和元年 5月組織改編に伴い、統括技術委員会

副委員長代表 4名から構成される組織となった。

活動が道路および道路構造に関する技術的事項に

限定されているため、現時点では組織を縮小し、

課題に関係する委員のみで構成されている。 

2. 活動記録 

 本 WGは、本省国道・技術課、技術調査課、国総

研・土研の道路・橋梁担当者及び研究者と建コン

協との窓口としての活動が主である。委員自ら実

施することの他に、改定道路橋示方書連絡 WG、道

路橋技術相談窓口対応 WG、道路構造物専門委員会

と連携して活動している。 

令和 3年度の公益活動 WGの主たる活動は、国総

研との共同研究の体制構築と研究の実施である。

本年度、参画した国総研との共同研究は、以下の

2題である。  

(1) 既設道路橋群の維持管理計画の継続的改善に 

関する共同研究(以下 維持管理計画) 

本研究体制は研究責任者の下、道路性能評価手

法、将来推計手法の統一、法定点検の解釈基準の

統一の 3つの WGから成り立っており、それぞれ各

WG長を中心に研究活動を行っている。なお、本研

究は、国総研の他、京都大学、大阪大学、京都府、

茨城県との共同の下で実施されている。 

中間報告として、「性能保証型インフラアセッ

トマネジメントの実現に向けて」（2月 22日 京

都大学主催共催建コン他）が開催され、研究成果

の一部が発表された。 

(2) 道路橋の性能評価技術に関する共同研究（以

下、性能評価） 

 本研究は、性能評価手法に関する研究であり、

国総研、日本橋梁建設協会、プレストレス・コン

クリート建設業協会、日本建設業連合会との共同

研究である。本研究は、令和 4年度も継続となり

令和 5年 3月終了予定である。 

(3) 建設コンサルタンツ協会が取り組む品質管理

について講演（令和 3年 11月 12日） 

土木学会鋼構造委員会主催第 41 回鋼構造基礎

講座 「H29 道示改定後の鋼道路橋の設計に関する

課題と取り組み」の 一環として「道示による設計

成果の品質確保の取り組み」につて発表した。発

表内容は以下の通り。 

1.建設コンサルタンツ協会の紹介 

2.これまでの改定道示に対する品質確保に関す 

る活動（ 2.1 品質確保に向けた活動内容 

2.2 技術相談窓口の開設と運用 2.3 照査

計算（ダブルチェック）実施要領の配布 2.4  

ダブルチェック（照査計算）結果  2.5  計

算ソフトウエアの機能の確認  2.6 照査マ

ニュアルの作成） 

3.第三者照査の実態調査 

4.今後の照査体制の検討 5.まとめ 

(4) 意見照会対応 

道路協会から依頼の下記の 2書籍について、意

見照会を行った。 

a) 鋼・合成構造標準示方書_総則・構造計画・ 

設計編  

 b) 杭基礎設計施工便覧 

(5) 道路協会委員選出依頼対応 

a) 道路協会コンクリート小委員会 SWG 委員選出 

(6) その他 

1月 20日 「橋、高架の道路等の技術基準改

定に伴う設計要領委員会」オブザーバー参加 

（公益活動ＷＧＷＧ長 鈴木 泰之） 
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8-4-6 業務研究発表会ＷＧ 

 

1. WG 設置主旨 

本 WG は、建設コンサルタントの継続教育の一環

として、平成 13年度より開催される「建設コンサ

ルタント 業務研究発表会」を円滑に開催するため、

令和元年度より設置された。業務研究発表会は、

「業務における優れた成果や自主研究開発成果の

発表を通じて、互いの技術の研鑽を図ること」を

目的としており、それを具現化するための検討・

準備を実施する WGであり、今回で 21回目の開催

となった。 

 

2. 主な活動の記録 

毎年 9 月の業務研究発表会開催に向けて、イン

フラストラクチャー研究会と共同して、主に以下

の活動を実施した。 

(1) ワーキングの開催（計 4回の開催） 

今期はコロナ状況により、メール審議開催や

Web/会場開催（会場参加人数の削減）で協議を

行った。 

a) 第 1回 運営会議（4月 7日） 

 今年度開催にあたり、決定事項、確認事項

をメール配信し意見照会を実施した。 

b) 発表論文 一次審査会（6月 11 日） 

 応募総数 105 件より、新規性・市場性・論

理性という観点で審査を実施し、4分野で各 8

編、合計 32 編を選定した。（査読期間：5 月

20 日から 6 月 13 日、審査結果発表：6 月 25

日） 

c) 業務研究発表会 反省会（10 月 14 日） 

 開催結果を報告、各種データを集計・分析・

考察して概要を共有し、次年度に向けて課題

抽出と改善策を協議した。 

(2) 業務研究発表会の開催 

インフラストラクチャー研究会並びに（一社）

建設コンサルタンツ 協会の共同主催による

「第 21回建設コンサルタント業務研究発表会」

の二次審査会を令和 3 年 9 月 14 日（火）、建設

コンサルタンツ協会本部にて開催した。 

今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の

観点から、協会会議室よりオンラインライブ配

信にて発表及び授賞式を行った。 

その結果、「河川・水防災」、「交通・道路・橋

梁」、「都市・マネジメント」、「新技術・新領域」

の4分野 32編より、最優秀賞2名、優秀賞2名、

特別賞 4 名が選考され、同日オンライン表彰式

を開催した。 

なお、オンラインライブ配信であったことも

あり、聴講者の延べ人数は 1,577 名となり、従

来開催を大幅に上回る発表会となった。 

今回は残念ながら、基調講演、発表会終了後

の海外視察報告会ならびに懇親会は中止となっ

た。また、協会機関紙「Consultant」に昨年同

様、開催結果を掲載した。 

 

3. 次年度の活動について 

22 年目となる業務研究発表会であるが、コロナ

禍の影響は収束していないこと、また今年度オン

ライン配信での開催により聴講者が増大した効果

も踏まえ、引き続きオンライン開催を予定してい

る。昨年の課題、経験を活かし、発表については

録画配信、質疑応答はオンラインでの開催とし、

発表者通信環境が評価へ影響しないよう配慮した

開催準備を進める。またアフターコロナの新しい

生活様式にも着目し、これまでの知見を活かした

業務研究発表会の改革を検討する。 

コンサルティング・エンジニアの技術研鑽とい

う目的をより充実させ、昨今の働き方改革にも呼

応した、誰もが参加できる機会としての業務研究

発表会を目標とする。活動計画は次の通りである。 

・第 1 回 運営会議（2 月 16 日）前年度に前倒

しで開催し、令和 4年度開催方針について協

議 

・発表論文 一次審査会（6月 10日） 

・令和 4年度 業務研究発表会（9月 13 日） 

 9:30 開始 ～ 17:00終了（オンライン開催） 

・業務研究発表会 反省会（10 月初旬） 

 

(業務研究発表会ＷＧＷＧ長 中山 敬邦) 
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8-4-7 新しい生活様式の道路空間ＷＧ 

 

1. WG 設置主旨 

コロナ禍において人とモノの動きに変化が生

じ、生活様式や社会経済構造も変化した。また、

多様化するニーズを満たす道路空間の実現に向

けて「ほこみち（歩行者利便増進道路）制度」

等の施策が展開されている。こうした背景より、

新しい生活様式に相応しい道路空間創出と、そ

こから生まれる新たなまちづくりの実現に向け

て、建設コンサルタントの立場より、広い技術

者の連携と民間視点による新たな方策等を検

討・発信する事を目的として、「新しい生活様式

の道路空間 WG」は設立された。 

 

2. 主な活動の記録 

ほこみちや新しいモビリティ、カーブサイドの

有効活用など、新たな道路空間の活用方策に関す

る調査・研究および道路行政への提案を行い、道

路から沿道のまちづくりへの展開の一翼を担うこ

と、成果の会員への発信・普及を行うことなどを

主な活動内容として、WG活動を開始した。 

・先進的な道路空間利用の事例整理（国内外）  

・新しい生活様式を実現する個別方策の検討 

・民間事業者と建コンとの連携方策の検討 

・先進的道路空間整備を展開する技術体系検討  

・ほこみちフォーラム（仮称）への参加・発表 

・道路行政への提言書作成および公表 

WG 構成員は多様な分野・年代からの参画を意図

して協会内で公募し、17名を選出し、これにイン

フラ研にも参加頂き、共同研究することとした。

また WGには適宜、行政・学識経験者、関連業界な

どから講師として参加頂くこととした。 

(1) ワーキングの開催（計 6回の開催：Web 併用） 

a）第 1回 WG 会議（6月 22 日） 

 基調講演「道路空間の新たな活用に向けて」 

（日本道路協会研究顧問 池田 豊人 様） 

b）第 2回 WG 会議（7月 16 日） 

基調講演「誇れる満ちるほこみち戦略」 

(㈱スコップ代表取締役社長 山名 清隆 様) 

c）第 3回 WG 会議（9月 1日） 

基調講演「どこまで弾けるか＊ほこみち！」 

（SOWING WORKS 代表 町田 誠 様） 

d)第 4回 WG 会議（10月 7日） 

 2チーム編成・リーダー紹介と、ほこみちイ

ンスパイアフォーラム参加について協議 

e)第 5回 WG 会議（11月 10日） 

 各チーム活動報告と、ほこみちインスパイ

アフォーラムの発表等について協議 

f)第 6回 WG 会議（12月 16 日） 

 ほこみちインスパイアフォーラムの報告お

よび本 WGのアウトプット等について協議 

(2) チーム会議の開催（主に Web 会議開催） 

第2回 WGで組成した次の2チームにて具体的

な検討ならびに政策提言への活動を実施した。 

a）モビリティ・荷捌きチーム 

愛されるまちづくりを目指し、賑わいを支え

るモビリティと荷捌きのあり方を検討 

b）賑わいチーム 

道路を暮らしの基礎とし、「衣・食・住」そ

れぞれの観点より“賑わいの創出”を検討 

(3) ほこみちインスパイアフォーラム 2021 参加 

今年度の調査・研究成果として、中間とりま

とめを行い、ほこみちプロジェクト事務局、国

土交通省道路局主催の同フォーラムに参加した。 

・日時：令和 3 年 12 月 10日 

・会場：竹芝ポートホール 

 

3. 次年度の活動について 

令和 3 年度の活動成果をもとに、2 チームでの

活動と WGでの全体議論を継続し、新しい生活様式

に相応しい道路空間活用の方策を提言する。活動

計画は次のとおりである。 

・WG 会議：毎月 1回程度の開催予定 

・チーム会議：WG開催の間に適宜開催 

・提言書：9月頃を目途としてとりまとめ予定 

・セミナー・報告会の開催（10月初旬） 

 

(新しい生活様式の道路空間ＷＧ 

ＷＧ長 藤井 久矢) 
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8-4-8 国土基盤技術委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

技術委員会は統括技術委員会開催翌月の第

2水曜日を開催日とし、計 3回（6、9、11 月）

WEB で開催した。また、統括技術委員会から

の依頼を受けて、メール等を活用し、協議と

情報交換を随時実施した。 

(2) 傘下委員会活動の情報共有 

本委員会の傘下にある 7委員会（河川計画、

河川構造物、砂防・急傾斜、海岸・海洋、ダ

ム・発電、港湾、土質・地質）の委員会活動、

イベント・セミナーの開催状況について情報

を交換した。特にコロナ禍におけるイベン

ト・セミナーの開催方法等を共有し、同様の

活動を行う際の参考とした。 

また、各委員会で計画されたイベント・セ

ミナーについて、審議・承認を行った。 

(3) 統括技術委員会指示事項の審議・対応 

a) 詳細設計での総合的品質確保 

施工計画における成果の明確化について、

傘下の専門委員会に事例収集を行い、課題

の抽出と報告を行った。 

b) プロポーザル方式拡大方策 

    要望と提案の一つとして、業務内容に応

じた適切な発注方式の見直し検討について、

主にプロポーザル方式を拡大するための具

体案や改善方法について、昨年度に引き続

き意見交換を行った。 

c) DX の展開について 

    建設コンサルタントが活用している DX

関連技術を、傘下の専門委員会より抽出し

パワーポイント資料としてとりまとめた。

また、四国地方整備局との意見交換に向け

ては、災害発生時に活用できる技術として、

UAV、レーザースキャナ、水中ロボットを活

用した被災調査事例の資料もとりまとめ提

出した。 

 

(4) 各種活動 

a) 緊急復旧堤防の法面補強技術に関する新

技術 WGへの参加 

破堤した際の緊急復旧堤防の法面補強工

法の新技術に対する審議を行う WG へ参加

した。WGでは従来工法の課題を解消する新

工法について適用性、作業性、コスト等に

ついて議論し、NETIS に登録可能な技術の

選定を実施した。 

b) 市町村における災害復旧事業の円滑な実

施のためのガイドライン検討会への参加 

    近年各地で災害が頻発しているなか、大

規模な被災をうけた市町村におけるマンパ

ワー不足、円滑な業者の確保に苦慮する事

例が増加している。本検討会では、大規模

災害時にも市町村が円滑に災害対応できる

よう支援方策の在り方を検討しガイドライ

ンを作成するものであり建設コンサルタン

トの立場から検討会に参加した。 

 

2．次年度の活動について 

令和 4 年度は、前年度の取り組みを引き続き

実施するとともに、個々の委員会活動を基本と

しながら、国土基盤技術委員会として共同・連

携した活動についても行っていく。 

・事業計画に基づく技術委員会の定例的活 

動の実施 

・統括技術委員会からの指示事項、検討事へ

の対応 

・統括技術委員会への要望の検討、上程 

・傘下技術委員会活動の情報共有と連携の可

能性検討（共同でイベント・セミナーの開

催など） 

・RCCM 自主学習・教材の作成・更新 

・国交省等依頼事項、各種相談への対応 

・その他 

 

（国土基盤技術委員会委員長 伊藤 豊） 
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8-4-9 河川計画専門委員会 

 

1．主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

専門委員会を計 9 回（4 月～12 月）開催し、

河川講習会の企画・運営について審議した。委員

会は、新型コロナウィルス感染症拡大の影響に

より、令和2年に引き続きWEB会議で実施した。 

(2) 河川講習会の実施 

第 30 回河川講習会を実施した。新型コロナウ

ィルス感染症拡大の影響により、令和 2 年と同

様に WEB 形式を採用した。テーマは「流域治水

と地域防災・まちづくりの現状について」として、

東京工業大学環境・社会理工学の中井検裕教授、

土木研究所河川生態チームの中村圭吾上席研究

員にご講演いただいた。 

a) 開催日時 

令和 3年 11 月 2日(火) 14:00～16:40 

b) 講演テーマと講演者 

リスクのマネジメント 

東京工業大学 環境・社会理工学院長 

教授 中井 検裕 

② グリーンインフラとその評価手法 

～官民連携プラットフォーム技術部会の取

組みを中心として～ 

土木研究所 河川生態チーム 上席研究員 兼  

自然共生研究センター長 中村圭吾 

c) 参加者：参加者は 535 名と前年の 524 名と

同程度となった。WEB 開催としたことで集合

形式の場合に参加が難しい地域の技術者か

ら多くの参加が可能となっている。 

d) 講演概要：中井教授は、令和 3年 5月に公

表された「水災害対策とまちづくりの連携

のあり方」検討会に座長として参画されて

おり、国土・都市計画の研究者として提言・

ガイドラインの作成にどのような考えを反

映したかご講演いただいた。 

次に、グリーンインフラ官民連携プラット

フォームの技術部会長を務められている中村

上席研究員には、気候変動による災害激甚化

に対応した「防災」を進める上で必要なグリ

ーンインフラの役割や取組みについてご講演

いただいた。 

 

 

河川講習会の WEB 配信画面 

(3) 研修会への講師の派遣 

全国建設研修センターより要請を受け、「地域

の浸水対策」と「河川整備計画」をテーマとした

自治体職員向け研修会へ講師派遣を行った。 

(4) 国土交通省との意見交換について 

水防企画室からの要請を受け「内外水一体型

氾濫解析モデル」に関する意見交換会、水管理・

国土保全局からの要請を受け、河川技術評価委

員会、河川砂防技術基準検討委員会へ参加した。 

(5) RCCM自主教材の改訂 

建コン自主学習システム専門委員会からの要

請を受け、RCCM 自主教材の改訂の必要性につい

て確認を行い、修正作業を実施した。 

 

2．次年度の活動について 

会員からの開催要望が多い河川講習会や対外的

活動（講師派遣、意見交換会等）は継続し、コロ

ナ禍において中止している他イベントについて、

開催形式等を委員会で検討し、適宜て実施する。 

 

（河川計画専門委員会委員長 伊藤 猛） 

① まちづくりとの連携を視野に入れた水災害
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8-4-10 河川構造物専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 河川構造物専門委員会の開催 

委員会開催回数：9回 

技術委員会をはじめ各委員会（SWG 含む）か

らの報告・連絡、及び、河川構造物専門委員会

での取組み内容について、検討・審議を行った。

コロナ禍の状況を考慮して全ての委員会を

Teams による WEB会議で実施 

(2)  令和3年度河川構造物の耐震性能照査指針並

びに河川砂防技術基準[設計編](樋門・水門)の改

訂に伴う講習会の企画・実施 

令和 2年度に改定となった「河川構造物の耐

震性能照査指針」や令和元年度から継続的に改

訂が進められている「河川砂防技術基準[設計

編]」については実業務への運用が始められてい

る。改訂版は国土交通省のホームページ等で公

開されているものの、改定後の基準の解釈は技

術者にゆだねられる面が多く、悩みながら業務

にあたっている状況であった。 

以上の事項をふまえ、基準改定の背景や解釈

について理解を深める機会が必要と考え本講習

会を企画した。講習会にあたっては、改定に携

わった国土交通省水管理・国土保全局並びに土

木研究所の担当者の方を講師にお招きし、協会

全体の技術力向上に寄与できるような講習会を

実施することができた。 

(3) 照査特別 WGへの参画、品質セミナー講師派遣 

照査特別 WGへ委員を派遣し、設計ミス防止の

ための「品質セミナー」に向けて、河川構造物

の設計におけるエラー事例の収集と、エラー事

例を基にしたテキスト、セミナー用 PPTを作成

した。また、今年のセミナーは、ビデオ配信に

よる実施となったため、撮影時の講師を 1名派

遣した。セミナーでは、河川構造物のエラー事

例の紹介とともに、河川計画のエラー事例につ

いても紹介した。そして、河川管理施設の特殊

性、新しい設計法への対応、設計時の情報伝達

の重要性、設計条件の妥当性確認、会計検査の

指摘事項などに関する講演を行い、エラー防止

の重要性等について説明した。 

(4) 全国建設研修センターへの講師派遣 

（一財）全国建設研修センターで開催される

「河川構造物設計研修」に対して、平成 21年度

より共催で取り組み、河川構造物の特徴・設計

の考え方、基礎工設計・演習、擁壁の構造設計

手法、樋門の設計・演習に関する 4 日間の研修

に対してテキストを作成し講師を3名派遣した。 

(5) 国土地理院 PRISM運営委員会への参加 

国土地理院では、測量分野で、i-Construction

の施策である「ICT の全面的な活用」の推進に

向け、PRISMの活用に向けた活動を行っている。

本委員会では、測量から設計、設計から施工へ

のデータのやり取り等に必要な方法や技術につ

いて建設コンサルタントの立場として参加し意

見交換を行った。 

(6)その他 

主な活動を以下に示す。 

a)  対外活動委員会 WG(水機構)への参画 

b)  維持管理対策 WG への参画 

c)  業務研究発表会 WGへの参画 

d)  RCCM 自主学習教材改定作業 

 

2. 次年度の活動について 

・照査特別 WGへの参画・品質セミナーテキス   

ト作成と講師の派遣 

・「河川構造物設計研修」講師派遣 

・RCCM 教材の改訂作業への参画（継続） 

・各種委員会（CIM 関連等）への参画 

・河川構造物の技術に関するセミナー 

・詳細設計照査要領（堰）の改訂版作成 

・災害発生時は、災害対応とその活動報告 

 

  （河川構造物専門委員会委員長 伊藤 豊） 
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8-4-11 ダム・発電専門委員会 

   

1. 主な活動の記録 

令和3年度においては、新型コロナウイルスの

蔓延を防止するため対策を講じながら、下記に示

すイベント、WGについて、専門委員会を通じて企

画、準備し、開催または作業を実施した。 

① ダム設計に関する技術勉強会 

② 地質技術報告会（地質分科会） 

③ 現地見学会（地質分科会） 

④ 若手技術者の意見交換会 

⑤ CMED会との意見交換会 

⑥ RCCM自主学習教材改訂 

(1) 専門委員会の開催 

専門委員会開催回数：8回（Web会議） 

(2) 協会活動等への協力・支援 

a) 照査特別WG 

照査特別WGに参画し、ダム分野におけるエラ

ー事例の収集と要因分析に基づく品質セミナー

のテキスト作成に協力した。エラー事例として

は、設計2事例、調査2事例を作成した。 

b) BIM/CIM推進委員会、ダムCIM-サブWG 

BIM/CIM 活用ガイドライン（案）改定に向け

て、国土交通省 国土技術政策総合研究所（国土

基盤技術委員会経由）からの意見聴取依頼に応

じ、第4編 ダム編に関する意見を専門委員会内

で集約し提出した。 

c) 水資源機構対外活動委員会WG 

水機構対外活動委員会WGからのアンケート依

頼に応じ、水資源機構への要望を専門委員会内

で集約し提出した。 

(3) ダム設計に関する技術勉強会 

ダム設計業務に従事する中堅の設計・地質技術

者を対象として、技術レベルの向上および研鑽を

目的とし『ダム設計に関する技術勉強会』を開催

した。 

・開催日：令和3年10月26日 

・開催方法：Webライブ配信 

・講師：永山 功様 日本工営(株)技術参与 

・テーマ：『科学の目から見たダム設計技術―

仕様設計と性能設計―』 

(4) 地質技術報告会 

ダム関連の地質・設計技術者を対象に、技術力の

向上と交流を図ることを目的として、地質技術報

告会を開催した。 

・開催日時：令和3年8月28日 

・開催方法：Webライブ配信  

・テーマ ：「地質技術と防災・減災」 

(5) 現地見学会 

ダムの調査・設計に関わる技術者を対象に、ダ

ム建設 現場において技術向上の啓発を目的とし

て「現地見学会」を開催した。  

・開催日時：令和3年10月28～29日 

・開催場所：南摩ダム（建設中)、他 

(6) 若手技術者の意見交換会 

プレゼンテーション能力・技術力向上を図るこ

とを目的とし、「ダムの調査・計画・設計に関す

る業務」に関し、若手技術者6名による発表と意

見交換及び有識者による特別講演を開催した。 

・開催日：令和3年11月12日 

・開催場所：ベルサール九段（Web同時配信） 

・若手技術者の発表：6名 

・特別講演講師：箱石 憲昭様 (財)ダム技術セ

ンター ダム技術研究所首席研究員 

・特別講演テーマ：「ダム再生の必要性と増設

放流設備の設計」 

(7) CMED会との意見交換会 

ダム工事総括管理技術者会(CMED 会)との意見

交換を開催した。 

・開催日：令和3年12月1日 

・開催場所：銀座ブロッサム 

・テーマ：「働き方改革」、「魅力向上（業界

内での魅力回復」、「コンクリートダムの温度ひ

び割れの現状と対応」 

 

2. 次年度の活動について 

次年度においても「1.主な活動の記録」に示し

た活動を継続的に実施する予定である。 

 

（ダム・発電専門委員会委員長 葛西 良実） 
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8-4-12 港湾専門委員会 

 

1．主な活動の記録 

(1) 港湾専門委員会の開催 

専門委員会の開催：6回／年 

WG への参加：随時 

(2) 施設研修会の開催 

港湾に関わる技術者の技術力向上を目的に、

日本海側の主要港湾の一つである金沢港と伏木

富山港を現地見学した。 

今年度はコロナウイルス感染防止の観点から、

現地参加とオンライン配信を併用するハイブリ

ッド方式とした。 

(現地参加者 26 名：委員各社から 2名ずつ、オ

ンライン参加者 67名 

プログラム番号 202111040001、202111040002) 

a) 開催日：令和 3年 11 月 9日（火） 

b) 場所：①金沢港クルーズターミナル 

：②伏木富山港 新湊地区海王丸パーク 

：③伏木富山港 多目的国際ターミナル 

c) 施設研修内容 

① 物流・人流拠点として地域経済の活性化に資

する金沢港の概要、事業計画の紹介等 

② 加賀五彩を纏い、多様なアメニティを有する

金沢港クルーズターミナルの概要 

③ 日本海経済圏における物流・人流拠点として

期待されている伏木富山港の概要、事業計画

の紹介、海の憩いの場として賑わう海王丸パ

ークの視察 

④ 伏木富山港の中心的役割を担っている新湊

地区多目的国際ターミナルの視察 

（以上、オンライン配信併用） 

⑤ 富岩運河環水公園見学（現地参加者のみ） 

d) 説明者 

① 国土交通省北陸地方整備局 金沢港湾・空港

整備事務所 企画調整課 南課長 

② 石川県金沢港湾事務所 甲部次長 

③ 国土交通省北陸地方整備局 伏木富山港湾

事務所 古池所長 

④ 伏木海陸陸送株式会社 久保常務取締役 

今年度の研修会はオンライン配信を併用した

初の試みとなった。参加人数はこれまでで最も

多く、会員アンケートの分析では人数制限なく

遠方からも容易に参加できることが評価され、

今後も同様な方式を継続する方針とした。 

(3) 講演会の開催 

港湾に関わる技術者の港湾技術研鑽を目的に

有識者による講演会を開催した。 

a) 開催日：令和 2年 12 月 9日（木） 

b) 会場：主婦会館プラザエフより配信 

（参加 161 名：オンライン受講） 

今年度は昨年同様にオンライン配信による講

演とした。 

① 地震直後の係留施設利用可否判断について 

国立研究開発法人 海上・港湾・空港技術

研究所 地域防災研究領域 野津領域長 

② 港湾施設のライフサイクルマネジメントと

維持管理 

一般社団法人 沿岸技術研究センター  

横田参与 

③ カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

に向けた取組 

国土交通省 港湾局 産業港湾課 

伊藤企画調整官 

(4) 照査特別 WG 活動への対応 

港湾分野におけるエラー事例の収集と分析

（新たに 11事例を追加）、品質セミナー用のテ

キスト更新、オンデマンド配信した品質セミナ

ーの講演収録へ対応した。 

(5) RCCM 更新 CD-ROM 教材の見直し 

｢港湾及び空港｣部門の RCCM 更新 CD-ROM 教材

の専門技術内容と問題の見直しを実施した。 

(6) 各課題に対する意見照会等への対応 

当協会内の維持管理対策 WG や関連する協会

（港コン協や設計士会）へ対応した。 

2．次年度の活動について 

港湾施設研修会と技術講演会の開催や RCCM 教

材更新、エラー防止検討や品質セミナーへの協力

等の活動を予定している。 

(港湾専門委員会委員長 横井 和幸) 
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8-4-13 砂防・急傾斜専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 砂防・急傾斜専門委員会の開催 

専門委員会開催回数：10回 

令和 3年 4月から翌年 1月まで月 1回のペー

スで専門委員会を開催し、本年度検討項目の審

議及び技術部会等への報告・連絡等を行った。 

(2) 活動の目的 

近年、気候変動に伴う集中豪雨の増加や地震

の頻発等により、土石流・がけ崩れ・地すべり

等の土砂災害が全国的に多発している。令和 3

年 8 月 11 日からの前線に伴う大雨では、西日

本（広島県・佐賀県等）を中心に多くの土砂災

害が発生した。令和 3年の土砂災害発生件数は、

42 都道府県において 972 件（令和 4 年 3 月 18

日現在）に上り、死者・行方不明者 33名、人家

被害 291 戸の被害が生じている。 

当専門委員会では、これら災害調査等の支援

を行うとともに、砂防技術の向上を図る観点か

ら、頻発する土砂災害に対する取り組みや砂防

業務の課題等を整理検討し、それらに基づき委

員会活動を実施した。 

(3) 令和 3年度の活動 

a) 当専門委員会の活動状況パンフレット（令和

2年度版）を作成した（A3版表裏 1枚）。 

会員及び国土交通省・都道府県砂防部局等に配

布し、当専門委員会の活動の周知を図った。 

b) 国土交通省砂防部保全課、砂防計画課幹部と

の意見交換会を 11月 11 日に実施し、砂防関係

業務の現状と課題について意見交換を行った。 

c) 第 15回砂防現地見学会は、新型コロナ感染

症対策が十分に確保できないことから中止と

した。 

d) 令和 2 年度業務等に関するエラー事例の収

集・分析資料を作成し、取りまとめを行った。

品質セミナーは、ビデオ配信で実施した。また、

東京都のエラー講習会に講師を派遣した。 

e) 第 12 回砂防講習会は、コロナ感染症対策の

ため JCCA Web 講習システムによる録画配信と

し、令和 4 年 2 月 1 日より配信開始している。

講師として、国土交通省砂防部保全課 伊藤 

仁志課長に「近年の砂防事業の課題と展望」、

（一財）砂防フロンティア整備推進機構 田村 

圭司研究第二部長に「砂防関係施設の長寿命化

計画について」、筑波大学生命環境系 内田 太

郎准教授に「砂防における「観測」から得られ

た知見の例と課題」を講演いただいた。また、

当専門委員会から「砂防・急傾斜専門委員会 WG

からの話題」として、「学生を対象とした砂防

技術の広報活動」等の WG活動の紹介を行った。 

f) 砂防業務改善について、これまで作成してき

た照査要領の効率的利用を目指し「Excel版照

査要領」の試行運用を行った。また、「補強・

改築設計基準」および「土石流対策調査・計画

における歩掛の課題」について国土交通省砂防

部と意見交換を行い、課題認識の共有を図った。 

g) 若手技術者交流会については、10 月 15 日に

立命館大学学生説明会を、10月 22 日に日本大

学学生説明会を Web 方式で開催し、立命館大学

では 54名、日本大学では 47名の学生参加があ

った。 

h) その他、今年度より「ブロック積砂防堰堤活

用事例集」の取りまとめに着手した。 

 

2. 次年度の活動について 

令和 4 年度は、砂防部との意見交換会等を踏

まえ業務の諸課題を再整理し、それらの解決策

を提案する。 

・ 第 15 回砂防現地見学会実施を検討 

・ 品質セミナーにおいて、エラー事例の収 

集・分析、講師派遣を実施 

・ 第 13 回砂防講習会を開催 

・ 国土交通省砂防部との意見交換会を開催 

・ 令和 3年度版活動パンフレットを作成し、   

  会員及び関係機関に配布 

・ 若手技術者育成のための砂防若手技術者 

との交流会や学生説明会を実施 

 

（砂防・急傾斜専門委員会委員長 後藤 宏二） 
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8-4-14 海岸・海洋専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

海洋分野の新たな市場開拓を主な目的として

沿岸域の総合的な管理等に関わる情報収集、情

報交換等の委員会を 7回(4 月、5月、6月、7月、

9 月、10 月、12 月)開催した。今年度は、新型

コロナ感染症拡大防止のため、7 回の会議のう

ち、5回は Web 会議とした。 

(2)ヒアリング・意見交換会の開催 

海岸・海洋セミナーの開催に先立って、地域

に根ざした沿岸域管理と海岸域のまちづくりの

ために建設コンサルタントが担うべき役割等を

議論することを目的に、下記に示す 4回のヒア

リング・意見交換会を実施した。 

 ・R4.8.25 鈴木 善友氏(宮城県土木部河川課) 

 ・R4.9. 1 森 信人氏（京都大学防災研究所） 

 ・R4.9. 6 横木 裕宗氏（茨城大学） 

 ・R4.9.29 高薮 出氏（気象庁気象研究所） 

(3) 海岸・海洋セミナー（第 13回）の開催 

気候変動に関連して海岸行政が大きな転換期

を迎える中、これからの海岸保全のあり方につ

いて考え、建設コンサルタント業務の拡大と役

割について議論することを目的としてセミナー

を実施した。 

a) テーマ：「気候変動の影響とこれからの海岸

保全のあり方」 

b) 日時：令和 3年 11月 5日（金）13:00～17:00 

c) 場所：建設コンサルタンツ協会(Web 配信) 

d) 参加者数：240 名 

e) 講演概要 

【講演 1】「IPCC WG1 第 6次評価報告書と日本

付近の気候変動」 

気象庁気象研究所 気候・環境研究部 第一

研究室 主任研究官 高薮 出氏 

IPCC WG1 AR6 と日本の気候変動 2020、SROCC

（海洋・雪氷圏特別報告書）から“極端現象”

などの最新の気候変動の特徴や海面上昇による

災害リスクの変化について御講演いただいた。 

【講演 2】「気候変動による沿岸外力の将来変化

と我が国の海岸保全への影響」 

京都大学 防災研究所 沿岸災害研究分野 教

授 森 信人氏 

IPCC AR6 や日本の沿岸域の波浪や潮位の沿

岸外力の将来変化、気候変動に対する適応策に

関して御講演をいただいた。 

【講演 3】「沿岸域における適応策の経済評価

（海面上昇による浸水影響を対象として）」 

茨城大学理工学研究科（工学野）都市システ

ム工学領域 教授 横木 裕宗氏 

海面上昇による浸水影響を対象として、沿岸

域における適応策の経済評価について御講演い

ただいた。 

【講演 4】「まちづくりと一体となった海岸整備 

宮城県大谷海岸の事例」 

宮城県土木部河川課 総合治水対策専門監 

鈴木 善友氏 

まちづくりと一体となった海岸整備の取組と

して、宮城県大谷海岸の事例について御講演い

ただいた。 

【全体討議】 

上記の講演者と高知工科大学 システム工学

群 教授 佐藤 愼司氏、国土技術政策総合研究

所 河川研究部海岸研究室 室長 加藤 史訓

氏による全体討議を実施し、気候変動の影響下

における海岸保全のあり方について講師の方か

ら多くの意見を頂いた。 

(4) RCCM 自主学習教材の改訂について 

RCCM 自主学習教材に関し、「河川、砂防及び

海岸・海洋」の講義の一部資料の改訂を行った。 

2. 次年度の活動について 

これまでの活動内容を踏まえ、以下の活動を継

続的に行う予定である。 

・沿岸域の総合的な管理に関わる情報収集と検

討課題の把握 

・海岸の現地視察と意見交換会 

・令和 4 年度海岸･海洋セミナーの開催による

技術情報の発信 

（海岸・海洋専門委員会委員長 神保 正暢） 
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8-4-15 土質・地質専門委員会 

 

1. 専門委員会の委員及び活動体制 

令和 2 年度に引き続き、16 名のメンバーで活

動を行った。 

年間計画に基づく通常の活動は、3班のワーキ

ンググループ（地盤評価 WG、調査結果品質確保

WG、照査特別 WG 対応）で企画・実施準備を担当

し、実務・実行にあたっては専門委員会全体で

対応する方針で運営した。 

その他、技術委員会から指示・要請を受けた

課題に対しては、その都度全委員にて対応した。

また、地盤品質判定士協議会、土木研究所など

外部組織からの要請課題についても対応した。 

 

2. 主な活動の記録 

 (1) 毎月の定例専門委員会等の開催 

（令和 4年 2月及び 3月は除く） 

 

委員全員が参加する専門委員会は、今年度は

新型コロナ感染症対応として、基本、WEB 会議方

式（4月～1月）と、12 月のみ対面で開催した。 

(2) 活動の概要  

令和 3 年度活動の概要は下表 1. 2.に示すと

おりである。 

 

3. 次年度の活動について 

基本的に、今年度の活動を踏襲・継続する。

「地盤技術講演会」と「調査計画の立て方（令

和 4年度版、道路・河川事業編）」の発行、「RCCM

自主学習教材」テキストの修正、設計技術者向

け調査結果チェックリストの更新等を中心とし

た活動を行う。開催方式は、web 会議方式とする。 

 

（土質・地質専門委員会委員長 門田 浩一） 

 

 

 

 

主な活動 概    要 

地盤評価 WG 「第 27 回設計技術者のための地盤技術講演会」及びテキスト修正 

・オンラン開催：令和 3年 12 月 2日（木） 参加者 571 人（212 社） 

今年度は新型コロナ感染症対応によりオンラン配信による開催とした。 

内容は昨年度に引き続き、午前を基礎編、午後を応用編の 5 時間構成の終日

開催とした。アンケートでは、講演内容等に好評の意見を多数頂くとともに、

講演内容のさらなる充実（災害対応等の追加）や講演方法（チャットによる

質問受付等）についての要望もあり、来年度開催へ反映し内容の充実を図る。 

調査結果品質確保 WG ・土質・地質調査に係るチェックリストの更新検討 

品質セミナーにて紹介している設計技術者向け土質・地質調査チェックリ

ストの改善・更新に向け活動を継続し、21チェック項目を追加した。 

・「調査計画の立て方（令和 4年度版、河川事業編）」の改訂版作成 

令和二年度の道路事業編に引き続き、河川事業編の全面改訂を行った。 

照査特別 WG担当 エラー事例収集とセミナーテキスト修正、セミナー講演会対応を行った。ま

た、東京都「技術情報活用研修」に講師を 1名派遣した。 

活動内容 概   要 

地盤品質判定士協議会 地盤品質判定士の試験分科会・検定委員会・監理委員会に委員 4名を派遣 

土木研究所 自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル(改訂案)への意見徴収 

1. 活動概要(1) 年間計画活動 

2. 活動概要(2) 対外的な活動 
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8-4-16 交通基盤技術委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

交通基盤技術委員会を奇数月に6回（5月、

7月、9月、11 月、1月、3月）開催した。 

委員会内容は、委員会・専門委員会・WGの

月次報告、技術部会・常任理事会・統括技術

委員会の審議・指示事項の周知・対応等につ

いて実施した。 

(2)未来塾検討テーマへの対応 

a) プロポーザル拡大へ向けた対応 

現状のプロポーザルと総合評価の適用判断

が発注者により異なる現状及び課題を整理し、

今後の改善運用に向けて、意見の徴収や提案

事項の整理を実施した。 

b) 施工条件明示チェックシートの運用 

設計者の責任範囲の明確化と、設計条件・

設計思想を施工者に確実に伝達するために、

制度化に向けた対応を継続して、「施工条件明

示チェックシート」の運用に向けた関係者間

での協議を進めている。 

c) 仮設設計・施工計画課題問題への対応 

仮設設計の問題点について、事例の収集を

行い、その原因の分析を実施し解決できる提

案を検討した。また、施工計画における共通

仕様書・標準歩掛と執行実態の乖離について、

事例を収集し課題と対策の方向性について検

討を実施した。 

d) DX を推進する取り組み 

まち・地域づくりにおける DXを推進する取

り組み事例として、「まち・地域づくりにおい

て、活用できるデジタル技術の事例」（まち・

地域のスマートシティ化への取り組み（交通

の高度化、維持管理の効率化、エネルギー な

ど）について収集・整理を実施した。 

(3) 共通仕様書、標準歩掛の改訂要望の提出 

現行の共通仕様書及び標準歩掛について国

交省技術調査課に改訂要望を提出する資料

（共通仕様書、標準歩掛のそれぞれについて）

の作成と改訂の優先順位を提示した。 

(4) 国総研共同研究への参加 

a) 道路橋の性能評価技術に関する共同研究 

実施する研究員は、道路構造物専門委員会

から人選し、性能評価を求められる部分の抽

出、特殊な橋梁形式の事例について収集した。 

b) 既設道路橋群の維持管理計画の継続的改

善に関する共同研究 

実施する研究員は、道路構造物専門委員

会・近畿支部・道路専門委員会から人選し、

インフラアセットマネジメント体系の運用に

必要なデータ整備、道路性能評価指標、将来

推計（LCC）の標準化、法定点検における性能

検証のためのロジックツリーの検討、法定点

検の解釈基準の作成等を実施している。 

(5)「設計業務等標準積算基準書の解説」改訂に

関する編集委員会への参画 

積算基準書の改訂に関する編集委員会に参

画し、編集作業、改訂内容に関する解説動画

を作成した。また、次年度の講習会開催に向

け、講習会動画の作成、講師派遣者の選定を

実施し、講習会の準備を進めている。 

 

2．次年度の活動について 

令和 3年度も交通基盤技術委員会として、本

年度事業を引続き実施する。 

・事業計画に基づく委員会の定例的活動 

・当委員会が対応すべき分野横断的なテー

マの検討、特に統括技術委員会の各 WG

で検討する課題への対応 

・各専門委員会からの要望への対応、上位

機関への上程 

・RCCM 自主学習・教材の作成・更新 

・国交省等との連携・調査・検討への対応 

・土研、国総研との技術交流 

・白書・対外活動への支援等 

 

（交通基盤技術委員会委員長 石村 佳之） 

7373



8-4-17 交通・安全専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 交通・安全専門委員会の開催 

委員会開催回数：9回 

（令和 3年 8月、令和 4年 2月,3月は休会） 

(2) 自主研究 

令和 3年度は、『with･after コロナにおける

交通・安全分野のあり方に関する調査研究』を

主テーマに3つのサブテーマを設定し、交通・

安全に関する技術向上と新たな市場開拓に向け

て実施した。 

自主研究はサブテーマ毎にワーキングを設置

して進めた（【WG①：交通計画（国土構造、交

通需要）に関する研究】、【WG②：公共交通・

物流分野のあり方に関する研究】）、【WG③：

道路空間のあり方に関する研究】）。【WG①】

では全国における新型コロナウイルス状況下の

交通分析事例を収集・整理し、新しい生活様式

の特徴やアフターコロナを見据えた対策方針・

事例を踏まえた上で、ニューノーマルに向けた

新たな都市・交通政策メニューを整理した。【WG

②】では新型コロナによる公共交通分野・物流

分野への影響、新型コロナに対応した公共交通

分野・物流分野の計画・方針、新型コロナに対

応した公共交通分野・物流分野の取組み事例を

整理した。【WG③】では with･after コロナを踏

まえた道路空間整備の課題・ニーズ及び取組み

事例を整理した。各 WGともに各テーマにおいて

想定される課題やあり方、建設コンサルタント

としての役割をとりまとめた。 

(3) セミナーの開催 

「3D 都市モデルの活用及び最近の交通安全

事業」をメインテーマとして開催した。 

a) 開催日：令和 4年 2月 22日（火） 

b) 開催方法：WEB開催（ZOOM によるオンライ

ン開催） 

c) 参加者数：70名 

d) 講演①：国土交通省都市局都市政策課課長

補佐 内山様より「Project PLATEAU－3D

都市モデルの整備・活用・オープンデータ

化の取組について」として講演を頂いた。 

e) 講演②：千葉工業大学創造工学部教授 赤

羽様より「最近の交通安全事業及び同事業

におけるビッグデータ分析の適用につい

て」として講演を頂いた。 

(4) 現地見学会の開催（未実施） 

自主研究テーマに関連して、現地見学会を実

施予定であったが、新型コロナウイルス感染の

影響等により開催を見送った。 

(5) 最新関連情報の収集 

交通・安全に関わるトピック的な事項につい

て、今後の展開方向、建設コンサルタントとし

ての関わりなどを議論した。令和3年度におけ

る主な内容は以下のとおりである。 

a) ニューノーマル時代の安全・快適な移動と

経済の活性化に向けた公共交通利用者の

行動変容を促す社会実験の状況 

b) カーボンニュートラルに向けた道路分野

の取り組み状況 

c) 東京 2020 オリ・パラ大会交通規制等の実

施状況 等 

(6) 外部組織への活動支援等 

a) 国交省大学 道路交通安全〔事故対策コ

ース〕への講師派遣 

 

2. 次年度の活動について 

令和 4年度においても、交通・安全分野に関す

るテーマを設定し（自主研究テーマ検討中）、建

設コンサルタントの関わり方について検討する予

定である。また、研究テーマの内容に合わせてセ

ミナー、現地見学会、フィールドワーク等を実施

する予定である。 

 

 （交通・安全専門委員会委員長 福島 賢一） 
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8-4-18 ＩＴＳ専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

専門委員会を 9回（4、5、6、7、8、9、11、

12、1 月）開催した。専門委員会を開催しない

月も E-mail を活用し、協議と情報交換を実施し

た（WGの月次報告、指示事項の周知・対応等）。 

(2) 勉強会・活動報告会 

web セミナー方式で、年次報告会・勉強会を

実施した。 

将来のモビリティとして期待されている空飛

ぶクルマや MaaS に着目して、以下 2名の有識者

を招き、ご講演頂いた。 

・慶応義塾大学大学院 SDM 研究所顧問 

（システムデザイン・マネジメント学科 元

教授） 中野 冠 様 

演題：空飛ぶクルマの現状 

・一般財団法人 計量計画研究所 理事兼研

究本部企画戦略部長 牧村 和彦 様 

演題：MaaS 時代の交通まちづくりとデ

ータ連携 ～建設コンサルタン

トの役割と期待～ 

(3) WG 活動 

a) ITS に関わる技術、施策の調査 

交通・ITS に関連する新たな技術的・社会的

な潮流である AIおよび MaaS に着目し、最新動

向を収集するとともに、今後、建設コンサルタ

ントが取り組むべき課題等を整理した。 

・ AI 技術に関する今後の建設コンサルタン

トの役割として、教師データの抽出、従来

手法と AI 手法の使い分け・組合せ活用、

効果的な活用方策や改善提案等を整理 

・ MaaS に関する今後の建設コンサルタント

の役割として、企画・全体計画立案、実証

実験、MaaS 運用、システム開発、データ解

析等を整理 

b) ビッグデータの活用可能性検討 

近年各所で取得・蓄積並びに活用が進んでい

るビッグデータについて、主に交通分野に関す

る最新動向を調査し、ビッグデータの活用可能

性を検討した。 

・ ビッグデータを提供する各社に個別問い

合わせを行い、詳細を確認し、ビッグデー

タカタログの深化を実施 

・ 活用ニーズからビッグデータを逆引きで

きるカタログ（プロトタイプ）を作成 

c) ITS を活用した次世代モビリティの調査 

新型コロナ感染拡大での新たな生活様式や、

デジタル化の推進等、近年の世の中の変化に伴

い、ITS 分野・デジタル交通分野における新た

な取り組みを調査し、国内での次世代のモビリ

ティの方向性を検討した。 

・ マイクロモビリティ等、個別化していくニ

ューモビリティの最新動向 

・ 地域生活や都市活動を支える自動配送ロ

ボット 

・ 次世代モビリティとしてのドローン 

・ 海外の事例・ウィズコロナにおけるモビリ

ティの方向性 

・ 新たなモビリティ活用に向けた法改正の

動向 

 

2. 次年度の活動について 

次年度も今年度の検討テーマを継続して検

討し、以下の活動を実施する。 

・ WG の定例的活動 

・ WG 以外の ITS に関連する諸テーマの検討 

・ 上位委員会からの指示事項への対応や関

連委員会、SWG 等と連携した検討 

・ 勉強会・講演会の開催 

 

（ＩＴＳ専門委員会委員長 松本 章宏） 
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8-4-19 道路専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 道路専門委員会の開催 

委員会開催回数：9回（4月～1月） 

 

(2) 対外活動 

a) RCCM 登録更新教材の更新 

「道路」及び「トンネル」について改訂作業

を行った。両分野とも、法や基準の改訂に伴う

修正、出典や演習問題の整理・調整を実施した。 

b) 視察（支部との連携強化） 

例年実施していた、道路交通技術に関する施

設の現地での知見・知識取得や支部との交流を

目的とした視察は、昨年度に続き、本年度もコ

ロナ禍を踏まえ取りやめとした。支部との交流

強化や知見・知識の修得は、委員会として必要

かつ重要課題と認識しているため、次年度は、

社会状況を踏まえた上で実施を検討する。 

c) WG 活動 

当委員会では、以下の主な 5つの WGの活動記

録について記述する。 

① 設計システム WG 

委員会社の若手技術者が集まり、「性能照査

型道路計画・設計」に対して、これまでの研

究を継続して活動を行った。昨年度に引き続

き、「機能階層型道路ネットワークのためのガ

イドライン(案)」(交通工学研究会発刊)をブ

ラッシュアップするため事例検討を継続した。 

② 品質向上 WG 

過年度から継続し、設計ミス防止、品質向

上を目指した「品質セミナー」の実施に向け

てのエラーの事例集収集、作成及びセミナー

講師として参画した。「道路・トンネル」部門

は多数受講され、高評価を得た。 

③ 勉強会 WG 

令和4年1月に道路専門委員会セミナー「高

精度 3 次元地図データと今後の活用」を開催

した。本年度も、コロナ禍の開催となったこ

とから、セミナーは当専門委員会委員のみ参

加し、協会員へは後日（3 月）、協会 HP から

のアクセスによるビデオ配信とした。 

・ 講師：ダイナミックマップ基盤株式会社 

   営業部執行役員営業担当部長 

            山下 元之 様 

・ 目的：今後の道路インフラのあり方を考え

るうえで、自動走行などのシステムが使用

する高精度な地図（HD マップ）の特性と

その利活用方法等の知見・知識を習得する。 

・ 背景：近年、高速道路等の自動走行に注目

が集まっており、今後の道路インフラのあ

り方を考えるうえで、自動走行などのシス

テムが使用する高精度な地図の特性とそ

の利活用について理解することが重要で

ある。また、効率的かつ有効な道路管理の

必要性が高まっている。 

・ 内容：最先端・高度技術の高精度 3次元地

図データ技術を中心に、自動走行に向けた

道路インフラの基礎となる地図データの

概要や、今後の活用方法、国や地方自治体

による防災・減災対策への適用紹介など。 

④ 対外活動 WG 

NEXCO 総研とは設計歩掛、首都高速道路

(株)とは歩掛、仕様書等の意見交換を行った。 

上記の他、働き方改革による就業環境改善

についても意見交換を行った。 

⑤ 無電柱化 WG 

無電柱化 WGでは、昨年度の継続で、国土交

通省 無電柱化推進部会コンサル WG に参加し、

低コスト化に向けた技術開発を推進した。 

d) CIM・i-Constructionへの取り組み 

国交省、及び国土地理院の活動に参加した。 

 

2. 次年度の活動について 

今年度の活動を継続実施するとともに道路、

トンネルを取り巻く課題に取り組む。 

 

（道路専門委員会委員長 石村 佳之） 
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8-4-20 道路構造物専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会・WG・対外活動記録 

a) 道路構造物専門委員会開催：11回（定例） 

b) 各 WG への参加：随時（公益活動 WG、生産性

向上 WG、維持管理対策 WG、業務体系 WG、道路

会社業務検討 WG、対外活動委員会 WG、照査特

別 WG、改定道路橋示方書連絡 WG、設計ソフト

ウェア連絡 WG、道路橋技術相談窓口 WGなど） 

c) 対外活動（外部機関委員会等）への参画：随

時（日本道路協会 各種便覧・WG等12委員会、

土木学会 各種指針等 3 委員会、その他 国

交省・一般社団法人・国総研等 10委員会への

対応） 

(2) 設計体系・新たな技術等に関する検討 

a) H29 道路橋示方書による設計事例を収集し、

課題や対策の共有を実施した。 

b) 各社の CIM対応状況と効率化に関する情報共

有、 BIM/CIM 推進委員会活動、CIM の諸基準

改定・試行による評価・調査から維持管理ま

でのプロセス検証・ソフト開発への協力・実

務者への展開検討など、関係する WG活動へ参

加し、「i-Construction」推進に取り組んで

いる。 

c) H29 道示適用の各種設計便覧作成に関して、

日本道路協会主催の WGに参加した。（道路橋

補修便覧、伸縮装置便覧等） 

d) 設計・計画便覧作成については、成果に記載

されるべき内容を具体的に記述するための視

点や事例を取り纏めることを目的として、記

載内容の検討を進めている。 

e) 国土技術政策総合研究所との共同研究「道路

橋の性能評価技術に関する共同研究」、「既

設道路橋群の維持管理計画の継続的改善に関

する共同研究」へ参加し、道路橋の新技術導

入に向けたガイドライン策定、道路橋の管理

指標や状態評価指標・維持管理計画の策定に

貢献している。 

f) 土木学会主催の各委員会や基準改定・策定活

動へ協会委員として参加した。 

g) 各種協会との共同により将来に向けた活動

を実施（橋建協：橋梁保全事業のあり方 WG、

PC建協：PC4協会との意見交換会） 

(3) 契約・報酬等に関する検討（国交省・各高速

道路会社） 

a) 契約に係る業務共通仕様書・設計歩掛につい

て、実態に即した内容を検討し改善へ向けた

協議を実施した。 

b)各高速道路会社との「実務レベルの課題を解

決するための実務者懇談会」に係る資料の作

成を行い懇談会に参画した。 

(4) 成果品の品質確保、向上のための活動 

a) 施工条件明示チェックシート（案）活用へ向

けて、必要性の整理および各機関との協議を

進めた。 

b) 橋梁詳細設計業務における照査について、

H29道示に適合した照査要領案を作成し、運用

に向けた活動を進めている。 

c) 技術部会の関連専門委員会・各 WGとともに、

オンライン開催した「令和 3 年度品質セミナ

ー“エラー防止のために”」の内、橋梁に関

する事例収集・テキスト作成を担当した。 

(5) 道路構造物に係る意見照会やアンケート等へ

の対応 

主に橋梁の設計体系、設計技術、契約・報酬

等に関する意見照会やアンケートへの対応を実

施した。 

 

2. 次年度の活動について 

次年度も関係する WG や関係機関等との活動を

継続実施し、新たな課題への対応も実施する。 

・橋梁等の道路構造物に関する設計体系や構造

設計技術、報酬等に係る検討、国交省・国総

研等との共同研究や意見交換会への参加 

・成果品の品質確保・向上のための活動 

 

（道路構造物専門委員会委員長 小原 淳一） 
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8-4-21 鉄道専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

専門委員会の開催回数：9回 

（通常開催 1回、WEB 会議 8回） 

(2) 鉄道専門委員会セミナーの開催 

若手および中堅技術者を対象とした、鉄道に

関するセミナーを年 1回開催した。 

※通常は年 2回の計画としているが、コロナ

禍のため 1回した。 

・12 月 16 日（木） 協会会議室 

「鉄道とまちづくり－コロナ禍と脱炭素の流

れの中で」 

講師 谷口 守氏 

筑波大学 システム情報系社会工学域 教授 

参加者 30 名 

(3) 「品質セミナー」のためのエラー事例の収集

と分析を実施。 

昨年に引き続き、委員出身各社からエラー

事例を収集し整理した。昨年までの 168 例に

13 例を追加し 181 例とした。 

また、今年度は品質セミナーに参加した。

なお、当委員会は隔年参加のため、来年度は

不参加予定。 

(4) RCCM 教材の改訂 

RCCM 自主学習システム教材の改訂は、誤字

脱字、章立てのルールなど軽微な変更を行った。 

同時に演習問題については、章毎の問題数

のバランスに配慮し、新規問題の追加および削

除を行った。 

(5) 「鉄道土木の計画・調査・設計報酬積算の手

引き」（改訂第 11 版）に関る改訂および普及

活動 

「鉄道土木の計画・調査・設計報酬積算の手

引き」（改訂第 11版 第 2版）について、発注

機関等からの問合せにより計 10 部を配布した。

また、建コンの一般用ホームページに掲載して

いる正誤表についても、必要に応じて随時、更

新する。 

(6) 「報酬積算の手引き」（改訂第 11版）に関す

る質疑対応 

「鉄道土木の計画・調査・設計報酬積算の手

引き」（（一社）建設コンサルタンツ協会 改

訂第 11 版）に対する質疑について対応した。

質疑件数は、8件であった。 

(7) 独立行政法人 鉄道・運輸機構との協議 

独立行政法人 鉄道・運輸機構と設計歩掛や

業務関連について意見交換会（隔年）を行った。

また、継続審議が必要な課題については、必要

に応じて実態調査も含めた対応を行い、前向き

に協力していく。 

 

2. 次年度の活動について 

次年度の活動としては、「鉄道専門委員会セ

ミナー」開催を開催する予定である。エラー事

例の収集と分析及び品質セミナーWG の参加、

RCCM の自主学習システム教材改訂、「鉄道土木

の計画・調査・設計報酬積算の手引き」（第 11

版）の普及を実施する。加えて、内容の見直し

を行い、小改訂することを考えている。 

また、鉄道・運輸機構に対しては、意見や要

望を提示し協議を継続していく。 

その他、鉄道総合技術研究所や鉄道・運輸機

構の窓口として、技術標準の改定に伴う資料の

収集と展開などの役目を果していく。 

 

（鉄道専門委員会委員長 横田 昌也） 
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8-4-22 無電柱化ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 無電柱化 WGの開催 

WG 開催回数：1回（7月） 

委員への意見照会：2回（9月、3月） 

(2) 活動報告 

a) 無電柱化推進技術検討会への対応 

平成 28 年 12 月の無電柱化推進法施行を背景

に、防災性の向上、安全性・快適性の確保、良

好な景観形成の観点から無電柱化に取り組んで

きたが、近年の災害の激甚化・頻発化によりそ

の必要性が一層高まっている。さらに令和 3 年

5月に「無電柱化推進計画」が策定され、無電柱

化整備の更なる低コスト化、事業のスピードア

ップ化が求められており、無電柱化のより一層

の推進に向け、国土交通省道路局環境安全・防

災課の要請により、令和 2 年度に設立された無

電柱化推進技術検討会へ参加し、低コスト化や

事業のスピードアップにおける課題の抽出等に

取組んでいる。無電柱化推進技術検討会は、学

識者の他、電力、通信、民間、UR都市機構、コ

ンサルの代表者で構成され、WG検討結果はコン

サル WGとして報告した。 

・無電柱化推進技術検討会：書面報告（3 月） 

b) 無電柱化 WG 活動 

令和元年度に新基準（「道路の無電柱化低コス

ト手法導入の手引き(案)Ver.2」、および各地整

電線共同溝マニュアル）が発出・改訂され、無

電柱化事業の更なる推進に向け、事業のスピー

ドアップや低コスト化に取組んでいる。しかし

ながら、新基準の適用にあたり、課題が散見さ

れることから、更なる設計事例の蓄積のため令

和 3 年度の設計事例を含め収集・整理をしてい

るところである。 

c) 合意形成 WG への参画 

①無電柱化事業における集中的な施工の実施に

関するヒアリング 

無電柱化の施工の効率化の検討のため、電線

共同溝工事における各工事を同時または連続し

て実施する「集中的な施工」に関するヒアリン

グへ対応した。 

・合意形成 WG：ヒアリング（6月） 

②合意形成に係る技術ガイト策定への参画 

令和 2年度の「基礎編」に続き、「本編」に関

する会議に出席し、技術ガイド(案)に対し設計

者の立場から意見を提示した。 

・合意形成 WG：会議出席（3月） 

d) 面整備事業における無電柱化推進 WGへの参

画 

官または民で行なわれる面的整備事業におけ

る無電柱化推進を目的に令和 2 年度に「面整備

事業における無電柱化推進 WG」が設立され、国

土交通省都市局市街地整備課の要請により、当

WG へ参加している。WGでは無電柱化推進のため

のガイドラインの策定に取り組んでおり、設計

者の立場から意見を提示した。 

・面整備事業における無電柱化推進 WG：会議

出席（3月） 

e) 活動成果 

今年度も昨年度に続き各会議に出席し、無電

柱化整備の低コスト化やスピードアップにつ

いて、設計コンサルのこれまでのノウハウ・経

験を活かし、設計者の立場から、実現に向けた

積極的な意見を提示した。また、各種ガイドラ

イン策定へのプロセスの一端を担った。 

 

2. 次年度の活動について 

無電柱化の更なる推進のため、無電柱化事業の

低コスト化・スピードアップ化に向け、引き続き

活動を継続するとともに、技術的ノウハウの普及

に努めていく。 

 

（無電柱化ＷＧＷＧ長 沼田 和宏） 
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8-4-23 改定道路橋示方書連絡ＷＧ 

 

1. 設置目的と組織 

(1) 改定道路橋示方書連絡 WG設置目的 

国土交通省は道路橋示方書の改定作業を行ない、

平成 29年 7月に通達、同 11月に道路橋示方書・

同解説が発刊された。 

建設コンサルタンツ協会の会員が速やかに改定

道路橋示方書の内容を理解し、調査・設計業務に

反映させるためには、改定道路橋示方書の速やか

な普及が望まれる。 

このため、早期に改定道路橋示方書の改定のポ

イントと内容を周知すると共に、勉強会・講習会

等を開催して会員の理解を深めることを目的とし

て、本 WGが設置された。 

本 WGは組織改編により、技術部会交通基盤委員

会の下で、改定道路橋示方書連絡 WGとして位置付

けられた。設置目的と組織の構成は、従前と変わ

らない。 

(2) 組織 

委員長、副委員長は、道路協会道路橋示方書橋

梁委員会委員または傘下の小委員会の委員。委員

は、既存の委員会（本部統括技術委員会、支部技

術委員会、道路橋技術相談窓口対応 WG代表、公益

活動 WG、道路構造物専門委員会、設計ソフトウエ

ア連絡 WG）からも選出し、組織横断的な構成とな

っている。事務局：インフラ研（現道路橋技術相

談窓口事務局） （委員 19名、事務局除く） 

2. 活動内容 

令和 2年度の改定道路橋示方書連絡 WGは、以下

の 3つのテーマについて、検討を行った。 

(1) 設計・計画便覧作成について 

改定道示 WGの自主活動として、改定道路橋示方

書改定内容を反映した照査マニュアルを作成した。

さらに、照査に先立ち設計成果作成段階からこの

マニュアルに示される照査項目を満たす成果作成

のためには、何らかの参考図書が必要となる。そ

のため設計計画便覧を作成することになり、この

準備に着手した。 

(2) 設計照査の在り方と第三者照査の必要性 

「建設コンサルタンツ協会が目指す照査のあり

方」について、本省から見解を求められ、アンケ

ートの実施結果を踏まえ、現状の課題と将来のあ

り方を取りまとめた。 

(3) ダブルチェックの実態調査と収束のさせ方 

 橋梁詳細設計では、事務連絡により異なる二つの

手法で設計計算を行われることが求められている

が、計算ソフトウエア毎に結果に差異が生じる場

合がある。この実態把握と対応を行った。 

3.活動経歴 

(1) 令和 2年度 3月 11日 改定道路橋示方書連絡

WG開催 議題・設計計画便覧作成の体制と執筆要

領について・建設コンサルタントが行う設計照査

の在り方について・ダブルチェック結果のアンケ

ートおよび収束のさせ方について 

(2) ダブルチェック結果整理およびベンダーへの

問合せ（鋼橋）・ダブルチェックベンダー問合せ

回答整理（鋼橋） 

(3) 設計計画便覧執筆開始 

(4) 11 月 19 日 本省・国道・技術課にて ダブ

ルチェック・第三者照査の継続について打診、橋

梁照査要領作成について 

(5) 12 月 2日 設計フロー打合せ 国総研・土研・

橋建 

(6) ダブルチェック・第三差照査終了に関する意

見照会 

(7) 建コンとしての意向を国道・技術課へ提案 12

月 14 日アンケート結果本省国道・技術課提出 

(8) 本省から「改定道示に対応した設計歩掛設定

方法の提案依頼、詳細設計照査マニュアル作成依

頼」あり（道路構造物専門員会と協働） 

(9)  1 月 24 日 本省技術調査課 照査設計照査

マニュアル打合せ（道路構造物 専門員会協働） 

(10) 2 月 17 日 設計フロー 土研・橋建・建コ

ン協議（床版と桁との合成作用およびずれ止めの

設計上の留意点について） 

4. 次年度活動予定 

新たな示方書改定の動向把握および対応、計画

便覧作成に向け取り組んでいく。 

（改定道路橋示方書連絡ＷＧＷＧ長 鈴木 泰之） 
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8-4-24 道路橋技術相談窓口対応ＷＧ 

 

1. 設置目的と組織 

(1) 道路橋技術相談窓口対応 WGの設置目的 

本 WG は、令和元年 5 月までは、公益活動 SWG

の中で活動してきた組織を独立させたものである。   

会員から寄せられた道路橋示方書に関する技術

相談に対応し会員の技術力向上に資すること、ベ

ンダーが行うソフト開発と連携し、会員がより使

い易いソフトウエアー開発の一助とすることを目

的としている。主たる活動は以下のとおりである。 

a) 道路橋示方書等技術基準に対する会員から

の質疑応答 

b) 技術基準に関する意見照会 

c) 国総研・土研との分野別実務者レベルの意 

見交換会への参画 

d) ソフトウエアベンダーとの連携 

(2) 組織 

技術部会交通基盤委員会の下に位置付けられて

おり、分野別に以下の委員から構成されている。

なお、事務局としてインフラ研の参加を頂いてお

り、会員と本 WGとの連絡を担っている。 

総括（3名）・鋼橋（5名）・PC橋（7名）・下

部構造（4名）・基礎構造（5名）・耐震構造（6

名）・擁壁・函渠（5 名）・事務局（インフラ研 

1名） 合計 36名 

2. 活動記録 

(1) 道路橋示方書等技術基準に対する会員からの

質疑応答 

道路橋示方書等技術基準に関する会員からの質

疑は、以下の手順で受け付け、回答を行っている。 

会員⇒支部窓口⇒事務局⇒本部回答委員⇒国総

研・土研確認⇒本部回答委員⇒事務局⇒会員 

本活動の特徴は、会員からの質問をそのままの

形で国総研・土研へ転送するのではなく、本部回

答委員による回答（案）を添えていることである。 

なお、自明である質問内容、過去と同一の質問

内容、道路協会 HPに既に回答がある内容について

は、国総研・土研に確認を取ることなく、本部回

答員から事務局を経て、会員に回答している。 

また、これまでに寄せられた質問と回答は、会

員向けに建コン HPに公開されている。 

本活動は国総研の建設コンサルタント成果の品

質向上・レベル向上のため必要な活動であるとの

認識の下、国総研・土研の全面的な協力を頂き、

平成 25年 9月から運営されているものである。 

質問・回答状況は、以下のとおりである。 

a) 平成 27年 4月～平成 28年 3月 15 件 

（内訳 基礎 1件、下部工 3件、耐震構造 9件 

コンクリート構造 1件、鋼構造 1件） 

b) 平成 28年 4月～平成 29年 3月 11件 

（内訳 基礎 1 件、下部工 3 件、耐震構造 5

件、鋼構造1件、函渠擁壁 1件） 

c) 平成 29年 4月～平成 30年 3月 7件 

（内訳 コンクリート橋 1 件、下部工 2 件、

耐震構造 3件、函渠擁壁 1件） 

  d) 平成 30年 4月～平成 31年 3月 39件 

  (内訳 コンクリート編 10 件、下部工 9件、 

  耐震構造 15件、鋼橋 4件） 

e) 平成 31年 4月～令和 2年 3月 25件 

  (内訳 共通編 2件、鋼橋 4件、コンクリート

編 4件、下部工 2件、基礎工 7件、耐震構造 

6件) 

f) 令和 2年 4月～令和 3年 3月 21 件 

  (内訳 共通編 5件、鋼橋 3件、コンクリート

編 3件、下部・基礎工4件、耐震構造 6件) 

 g) 令和 3年 4月～令和 4年 3月 15 件 

(内訳 共通編 1件、鋼橋 4件、コンクリート

編 4件、下部・基礎工4件、耐震構造 2件)  

(2) その他の活動 

・道路協会橋梁委員会橋梁総括構造小委員会質

問対応 WG参画 

・改定道路橋示方書連絡 WGへ委員派遣 

・道路協会技術図書意見照会。 

3. 次年度の活動について 

次年度も関連するWG（改定道路橋示方書連絡WG、 

公益活動 WG）と連携して建コン会員及びソフト

ウエアベンダーからの質疑対応を行うとともに、

建コン会員の道路橋示方書の正しい理解に向け努

める。 

（道路橋技術相談窓口対応ＷＧＷＧ長 

 鈴木 泰之） 
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8-4-25 設計ソフトウェア連絡ＷＧ 

 

1．主な活動の記録 

(1) 組織 

道路構造物専門委員会4名、道路専門委員会 1

名、河川構造物専門委員会 1名より構成。 

(2)「既存設計用ソフトウェアのアンケート」の整

理･分析 

設計ソフトウェア連絡 WGは、エラー防止対策

の一環として、ソフトウェアの提供者であるソ

フトウェア会社(ベンダー)とそれを利用する建

設コンサルタントが、相互に抱える課題を認識･

共有し、双方成果(ソフトウェア・設計計算書)

の品質の確保と向上を目的とする。 

道路設計および河川構造物設計ソフトウェア

については、アンケート調査結果の整理・分析

及びソフトウェア会社への要望等の整理を行っ

た。 

(3)「国交省設計業務におけるダブルチェック」の

実施方法等の検討 

前年度、改定道示 WGが実施した「国交省設計

業務におけるダブルチェックの実施状況につい

ての概略調査」の結果を把握し、その調査結果

を基に、詳細な計算確認項目の抽出およびその

作業手順について、改定道示 WGと調整・確認を

行った。併せて、設計者のツールとしてより有

用となるように、既存設計ソフトウェアに対す

る要望・意見を把握するための「ソフトウェア

必要機能の照査リスト」調査票を作成し、改定

道示WG･設計ソフトウェアWGの協働でアンケー

ト調査を実施した。本年度は、その調査結果に

対して、さらに建設コンサルタントの要望、そ

の要望に対するソフトウェア各社の見解を取り

まとめ、今後のソフトウェア改善に向けての資

料とした。 

 

2．次年度の活動について 

令和 4年度は以下の活動を継続的に実施する。 

(1) 設計ソフトウェアに関するアンケート調査(不具

合・改善要望・提案)の実施 (構造・道路・河川) 

(2) 設計ソフトウェアに関するアンケート調査課題

収集と整理・分析 

(3) 協会ホームページへアップロードされている 

エラー事例の保守と新たな事例等の追加 

(4) 改定道示 WGへの参加 

 

 

（設計ソフトウェア連絡ＷＧＷＧ長 石井 岳生） 
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8-4-26 社会マネジメント技術委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

令和 3年度は、社会マネジメント技術委員会

を 3回（7月、12 月、2月）開催した。 

社会マネジメント技術委員会を開催しない月

でもメール等を活用し、後述する上位委員会か

ら依頼される検討事項や傘下の専門委員会に関

する情報交換を実施した（専門委員会・WGの月

次報告・イベント報告、統括技術委員会・技術

部会の審議・指示事項の周知・対応等）。 

(2) 専門委員会の事業内容等について 

本技術委員会傘下の専門委員会における令和

3年度の主な活動内容等について以下に示す。 

a) 都市計画専門員会：①毎年継続実施してい

る RCCM 教材作成は、都市計画関連制度の動

向に合わせて随時改定を実施。②「都市計画

講習会」の今年度開催は中止とした。 

b) 参加型計画専門委員会：①10月、11 月で現

地視察勉強会を実施、②11月に「多様化する

社会変化に対応する市民参加型計画のあり

方」と題して、参加型計画専門委員会講習会

を開催、③11月には過年度から取組んできた

「シーニックカフェちゅうるい」を対象とし

た SROI の実践的な取組みをとりまとめた。 

c) 政策・事業評価専門委員会：①11月に流域

治水をテーマとしたセミナーを開催、②12月

に「交通結節点」、「ほこみち」の現地視察を

実施、③事業評価手法に関する動向を中心に

各地整の事業評価監視委員会の開催状況や整

備効果の内容に関するとりまとめを実施。 

d) 環境専門委員会：①RCCM 教材作成など現在

の取り組みを継承、②11月には環境専門委員

会セミナーを開催、③令和 4年 3月に日本生

態学会での動植物系研究者に対し、建コン業

界の紹介を実施、④外部委員会への出席とし

て、令和 3年度公共工事の環境負荷低減施策

推進委員会(国交省)の委員委嘱を受けて、環

境専門委員長が出席。 

e) 施工管理専門委員会：①継続して実施して

いる RCCM 教材を作成、②会員各社が受注し

た施工管理業務の実態についてアンケート調

査を実施し、契約内容、職場環境等の調査を

行い報告書としてとりまとめた。 

f) 国土情報専門委員会：①流域情報基盤によ

る次世代型流域治水に係る研究を実施。具体

的には気候変動による水災害リスクの増大に

備え、これまでの河川管理者等の取組だけで

なく、流域全体で水害を軽減させる検討を実

施、②会員向けセミナーの開催は見送った。 

g) 自動運転 WG：①研究テーマ（オリンピック

のフィードバック、各種最新動向等）につい

て情報の収集・整理、②10月には自動運転走

行支援用 3次元地図を整備しているダイナミ

ックマップ基盤（株）と意見交換を実施。 

(3) 個別検討テーマへの対応 

統括技術委員会等からの依頼事項の中で主

な検討内容について以下に示す。 

a) まちづくりの DX 

傘下の専門委員会各社の取組み事例を収

集・整理すると共に、国土基盤技術委員会、交

通基盤技術委員会で収集された事例含めて、活

用場面や取組分野などの整理を行った。 

b) その他 

  プロポ拡大に関する事例収集や共通仕様

書・歩掛改定要望への意見集約、令和 4年度

白書（初稿）への意見などへの対応を行った。 

2．次年度の活動について 

社会マネジメント技術委員会として、令和元年

度から始まった本事業を引き続き実施する。 

(1) 事業計画に基づく技術委員会の定例的活動 

(2) 委員会が対応すべき分野横断的な諸テーマの

検討、特に技術部会や統括技術委員会等から依

頼される各種検討事項等への対応 

(3) 令和 4年度については、特に「まちづくりの

DX」に関するとりまとめの年度となるため、イ

ンフラ研との協働を含め、それらを中心に活動

する。 

（社会マネジメント技術委員会委員長 篠崎 毅） 
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8-4-27 都市計画専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

 (1) 委員会の開催 

本年度は、コロナ禍により対面での専門委員

会は開催できなかった。 

専門委員会はすべて電子メールを活用した

電子会議により実施した。 

 (2) 委員 

今年度は、新規に 1名の登録と 2名の委員の

交代があり、以下の 11名で活動した。 

表 1 委員会メンバー 

No 氏名 会社名（略称） 

備
考
 

1 宍戸 一之 三井共同建設コンサルタント(株)  

2 湯浅 敦司 (株)オオバ  

3 西崎 将 (株)建設技術研究所  

4 小杉 健二 (株)パスコ  

5 田辺 晋 (株)エイト日本技術開発 ◎ 

6 梶田 陽介 (株)千代田コンサルタント  

７ 松本 雅俊 パシフィックコンサルタンツ(株)  

8 小坂 知義 セントラルコンサルタント(株)  

9 川本 卓史 (株)オリエンタルコンサルタンツ  

10 堀口 雄嗣 (株)復建エンジニヤリング  

11 上野 一弘 日本工営（株）※新規登録  

下線：新規委員    ◎委員長 

 

(3) 主な活動 

a) RCCM 試験問題の作成 

毎年継続業務として実施しているものであ

り、都市計画専門委員会から 2名が問題作成

委員として参加し、問題作成を行った。 

b) RCCM の教材（CD-ROM）作成 

今年度は、RCCM 教材の一部修正を行った。 

c) 業務研究発表会への支援 

毎年、協会で実施している「業務研究発表

会の運営委員及び一次審査員として、委員会

メンバー1名が参加した。 

ｄ) 都市計画専門委員会の独自活動 

一昨年から行っている「都市計画講習会」

について、今年度は、開催を検討したが、コ

ロナ禍による影響もあり、講師の選定や WEB

での実施の準備不足もあり、中止とすること

になった。 

 

表 2 近年の都市計画講習会開催実績 

 テーマ 

平成 30 

年度 

テーマ：「防災まちづくりと事前復興

まちづくりについて」 

講師： 

①「東京の防災まちづくりと事前復興

まちづくり）」 

首都大学東京/東京都立大学名誉教授

/明治大学研究・知財戦略機構研究推

進員/日本災害復興学会特別顧問（前

会長）           中林 一樹 氏 

 

②「復興まちづくりのための事前準備

ガイドラインについて」 

国土交通省 都市局 都市安全課都市

防災対策企画室 

          課長補佐 荒井 知己 氏 

令和元

年度 

テーマ：「都市のスポンジ化対策につ

いて」 

講師： 

①「人口減少時代の都市計画」 

首都大学東京 都市環境学部 

都市政策科学科 饗庭 伸 教授 

  

②「都市のスポンジ化について」 

国土交通省 都市局 都市計画課 

        課長補佐 松村 知樹 氏 

 

2. 次年度の活動について 

RCCM 試験問題の作成については要請に応じて

対応していく。 

RCCM 教材作成については、今後も都市計画関

連制度の動向に合わせて、随時改定を行う。 

「業務研究発表会」など協会本部等からの参

加要請等に対し、適宜対応していく。 

都市計画専門委員会の独自活動については、

WEB での開催も視野に入れて、新たなテーマで講

習会を開催する予定である。 

 

（都市計画専門委員会委員長 田辺 晋） 
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8-4-28 参加型計画専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

本専門委員会は、公共事業における市民参加の

あり方と建設コンサルタントの対応検討を目的と

して、平成 17年より活動をしている。 

(1) 委員会の開催 

令和 3 年度の活動は、専門委員会を 10 回開

催、講習会 1回、論文発表 1回、内部勉強会 3

回、事例調査 1回を Web と集合会議の併用で実

施した。主な活動は、下表の通りである。 

 

表 1 専門委員会の開催と主要活動状況 

回
数 

日付 活動項目 

1 4/20 年度計画の設定と WG取組み内容 

2 5/11 勉強会・講習会の開催方針 

3 6/15 勉強会・事例調査の実施計画 

4 7/13 勉強会・事例調査の内容確認 

5 8/17 講習会の方針検討 

6 9/14 講習会の実施計画 

7 10/12 講習会の内容確認 

- 10/21 会津若松スマートシティ勉強会 

8 11/16 講習会の役割分担・勉強会確認 

- 11/19 論文発表・勉強会（ちゅうるい） 

- 12/2 事例調査（出石まちづくり公社） 

- 12/3 藤沢スマートシティ現地勉強会 

9 12/14 委員会及び講習会の開催 

10 1/11 今後の活動の意見交換 

－ 2/16 幹事会：次年度の活動について 

 

(2) 活動概要 

多様化する社会変化に対応する市民参加型

計画の対応を検討するため、ICT を活用した参

加型計画手法の検討、地域組織主体のまちづく

り運営の事例調査、新たな都市・地域づくりの

参加型計画の事例調査等の取り組みを行った。

それらの成果をとりまとめて講習会を開催し

た。また、ホームページを活用した広報活動を

積極的に実施し、講習会開催告知や関連情報の

発信などを行った。ホームページの閲覧者は

45,000 ビューを越えた。 

事例調査、勉強会、講習会等の個別活動内容

は、以下の通りである。 

a) 新たな都市・地域づくりの内部勉強会 

新たな都市づくりの事例として、スマートシ

ティ会津若松、藤沢のスマートシティ（Fujisawa  

SST）の市民参加の状況を含めた現地視察勉強

会を行い、講習会の基礎資料とした。 

b) SROI に関する論文発表及び現地勉強会 

過年度から取り組んできた「北海道シーニッ

クカフェちゅうるい」の SROI の実践的な取り

組みを、寒地技術シンポジウム報告論文として

投稿し発表した。また、現地活動団体と勉強会

を行い、成果確認、今後の活用について協議し

た。 

c) 出石まちづくり公社の事例調査 

講習会の報告事例とするため、住民が参加し

て地域経営を実施している TMO の（株）出石ま

ちづくり公社にヒアリング調査を行った。 

d) 参加型計画専門委員会講習会 

12 月に「多様化する社会変化に対応する市

民参加型計画のあり方」と題して、まちづくり

における ICT の活用やスマートシティでの参

加の取組みについて、事例を交えて委員会から

の研究報告（中間）として紹介した。また、シ

ビックテックの実践事例として、東 健二郎氏

（一般社団法人 コード・フォー・ジャパン）

を招いて講演いただいき、テーマについて議論

した。Web 方式で開催し約 100 名が参加した。 

 

2. 次年度の活動について 

新たな都市・地域づくりにおける参加のあり方

や、建設コンサルタントの役割、対応すべき参加

型技術や連携技術等について、外部との勉強会も

開催しながら検討する予定である。 

 

（参加型計画専門委員会委員長 伊藤 将司） 
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8-4-29 政策・事業評価専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 活動目標 

当専門委員会は、主に道路系・河川系の計画

系業務に関連する政策や事業評価に関する内容

を取扱うものとし、セミナー等の企画・開催、

各種政策の最新動向把握や事業評価制度の検討、

政策が展開されている現地の踏査・研究を通じ、

協会員や委員の実務的技術習得と技術水準の向

上を目的としている。 

(2) 専門委員会の開催 

a) 専門委員会の開催回数：5回（WGは適宜開催） 

b) 3 つの WGによる活動 

c) セミナー1回と現地視察 1回を実施 

(3) セミナーWG 活動 

河川、道路分野を中心に事業評価や政策評価

に関わる最新動向を収集・整理し本委員会の場

での情報提供とセミナーの企画・開催を行った。 

a) セミナーテーマ：「動き出した流域治水、そ

の本質と実効的具体化に向けた課題を論じる」 

① なぜ流域治水なのか？～行政行為全般の歴

史的転換の一環として～ 

・今求められる行政の基本姿勢の転換 

・考えるエンジニアに変身はできるのか？など 

② 流域治水 ～公平性とリスクマネジメントの

ジレンマ～ 

・流域という「場」をどのように捉えるか？ 

・流域圏における合意形成の進め方 など 

b) 講師 2名の講演とパネルデョスカッション 

・政策研究大学院大学 家田 仁 特別教授 

・東大大学院工学系研究科 知花 武佳 准教授 

・パネラー：講師 2名と建コン委員から 2名 

c) 開催日時： 

 令和 3年 12 月 16 日（木）13：30～16：40 

d) 会場：WEB 開催（事務局は外部会議室） 

e) 参加者数：283 名（事前申し込みは 386 名） 

なお、講師の要望により、主催を社会マネジメ

ント技術委員会とし、国土基盤技術委員会の協

賛、事務局と費用負担は当専門委員会という形

での開催となった。 

また、本セミナーの動画については、編集後に

CPD 推進専門委員会へ提出した。 

(4) 政策評価 WG 活動 

令和 3年度は、国交省で積極的な施策展開がな

されている「交通結節点」や「ほこみち」に着

目し、国内における取り組みや導入事例などを

とりまとめて委員会内で共有すると共に、12 月

には関西（奈良、大阪、京都）を中心に現地視

察を実施した。 

(5) 事業評価制度 WG 活動 

今年度は下記 5 項目に関する動向把握調査を

中心に各地整の事業評価監視委員会の開催動向、

整備効果の内容に関する結果をとりまとめた。 

a) 事業評価手法に関する調査 

b) 事業評価に関する勉強会の企画検討 

c) 事業評価制度に関する動向把握 

d) 整備効果に関わる動向調査 

e) DXに関する先進事例調査 

2. 次年度の活動について 

セミナーWG は、政策・事業評価等に関する最

新情報・話題等を基に、道路分野、河川・港湾

分野を中心としたセミナーの企画・開催を行う。 

また、それら分野に係る政策・事業評価に関

する最新の話題・トピック等の情報を幅広く収

集し、委員会の場で共有する。 

なお、来年度のセミナーについては、道路交

通系をテーマでの実施を想定している。 

政策評価 WG では、先進性・全国拡散性の視点

から、国土交通省審議会等の動きを調査し、着

目すべき施策（スマートシティやシェアリング

や新たなモビリティ、グリーン社会など）を選

定し、それら施策について現地視察を念頭にお

いた詳細の情報収集・整理を実施する。 

事業評価 WGでは、事業評価制度や事業評価関

連マニュアルに関する調査、全国各地整の事業

評価監視委員会の動向、整備効果や DXに関する

事例・動向調査等を実施する。 

 

（政策・事業評価専門委員会委員長 篠崎 毅） 
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8-4-30 環境専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の開催 

令和 3（2021）年 4 月より 2 ケ月毎に 1 回の

計 6回開催し、技術部会、社会マネジメント技

術委員会からの報告事項、依頼事項に関する審

議、当専門委員会の活動及びイベントに関する

協議を行った。また、当専門委員会開催時には

勉強会を実施している。今年度より開催方式を、

話題提供、討議・意見交換とした。 

10 月は河川系 WG より「グリーンインフラの

社会実装に向けて」、12 月は横断領域 WG より

「グリーン社会の実現に向けた国土交通省の取

り組み」に係る話題提供を受け、意見交換を実

施。今後も委員会毎に継続予定。 

(2) 協会員を対象にした環境セミナーの開催 

当環境専門委員会では、毎年環境セミナーを

協会員向けに開催している。今年度は、以下の

内容の講演会をオンライン形式で実施した。 

演題：気候変動の影響への適応に関するオン

ラインセミナー「気候変動と生態系」 

講師：国立環境研究所 気候変動適応センタ

ー 気候変動影響観測研究室 

  室 長 西廣 淳 氏 

 研究員 小出 大 氏 

開催日：11/19（金）、参加人数：87名 

開催方式：新型コロナウイルス感染拡大防止

に配慮し、Webによる配信で実施し、協会

会員の方には、後日、建コン HPより動画

を視聴できる形式とした。 

環境セミナー開催後、実施記録を報告書及び

概要版にまとめた。 

(3) RCCM 更新テキスト(建設環境)の更新 

更新講習用のテキスト（PPT）について、最新

情報に更新すべき個所を抽出し、各委員で分担

して追加更新を行い、演習問題も更新した。 

今年度は、「グリーンインフラ」、「河川環

境」、「循環型社会」の充実など大幅な改定を

行った。 

(4) 協会本部、技術部会等からの依頼対応 

a) 建設コンサルタンツ白書の執筆依頼対応 

・河川系 WGの WG長 1名を選任。グリーンイ

ンフラに関する部分の執筆を担当 

b) 統括技術委員会、社会マネジメント技術委員

会からの意見照会、情報提供依頼対応 

c) 未来塾からの意見照会、情報提供依頼対応 

・河川系 WGの委員 1名を選任。河川水辺の

国勢調査業務に関する歩掛調査等を担当 

d) 業務研究発表会一次審査員・運営補助 

・横断領域 WGの委員 1名を選任。一次審査及

び研究発表会当日の運営補助を務めた。 

e) 対外活動委員会 WG（水資源機構）委員受嘱 

・当専門委員長が受嘱し委員会対応した。 

(5) 外部団体からの協力依頼への対応 

a) 「第 69 回日本生態学会大会」キャリア支援セ

ミナーへの参加（3/17）。オンライン開催（zoom

ミーティング）で参加し、建コン業界の PR、

質疑応答を行った。 

2. 外部団体の委員会等、委員受嘱 

(1)国交省「公共工事の環境負荷低減施策推進委員

会」委員受嘱 

・当専門委員長が受嘱し委員会対応した。 

3. 次年度の活動について 

建設コンサルタント業務の中で環境に関する

相互の技術水準の向上を目的とし、技術動向や

最新の知見を収集し、会員企業・発注者・関係

団体等への情報発信を行う。 

・専門委員会の開催：年 6回（2ケ月に 1回） 

・環境セミナーの開催：年 1 回（2 会場）。新

型コロナウイルス感染拡大防止に配慮を必要

とする場合は、Web形式の開催方式とする。 

・RCCM 更新テキスト(建設環境)の更新 

・協会本部、技術部会等からの依頼対応 

・外部団体からの意見照会、協力依頼対応 

・新規イベントの検討と実施： 

支部や関連機関との意見交換会、当専門委員

を対象とする講演会、セミナー等の開催 

 

（環境専門委員会委員長 大塚 宣昭） 
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8-4-31 施工管理専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の開催 

専門委員会開催回数：5回（下表参照） 

(2) 施工管理業務実態調査 

対外活動委員会は、毎年 NEXCO 3 社と意見交

換会を実施している。その場に提出する「要望

と提案」の資料とするため、令和 2年度に会員

各社が受注した施工管理業務の実態についてア

ンケート調査を実施し、契約内容、職場環境等

の調査を行っている。 

a) 調査回答状況（対象：会員会社 496 社） 

・施工管理業務受注会社   92 社(-10%) 

・施工管理業務件数   1,300 件(-2%) 

・総契約額       約 580 億円(+13%) 

※カッコ内は前年度比 

b) 受注件数、総契約額の動向 

令和 2年度の施工管理業務の受注件数は減

少しているが、総契約額は増加している。 

c) 契約方式、発注方式 

国土交通省では総合評価落札方式、NEXCO 3

社では随意契約方式、都道府県・市町村では

指名競争入札方式が卓越している。 

 

d) 職場環境関係 

超過勤務時間は平成 26 年度から減少し、

23.3 時間/月。全発注機関を比較すると NEXCO

が最多で 27.0 時間/月になっている。 

(3) NEXCO（東、中、西）との意見交換 

意見交換会から、担い手の確保・育成のた

めの環境整備および生産性の向上、技術力に

よる選定、品質の確保・向上、施工管理業務

の改善を抽出した。 

(4) RCCM 教材の改訂 

RCCM 自主学習システム教材の「施工計画、

施工設備及び積算」分野について「レベル 2」

の改訂を実施した。 

 

2. 次年度の活動について 

(1) 令和 3年度契約の施工管理業務実態調査の実

施。 

(2) NEXCO（東、中、西）との意見交換会への参画

と検討資料の作成他。 

(3) RCCM 教材の改訂 

 

(施工管理専門委員会委員長 重松 英造) 

 

 

日付 委員会開催 議事概要 

R3. 6.25(金) 第 1回委員会 
・令和 3年度の活動報告と令和 4年度の活動計画の協議 

・RCCM 自主学習システム教材改訂の進め方 他 

R3. 7.16(金) 第 2回委員会 
・施工管理業務実態調査アンケートの準備 

・RCCM 自主学習システム教材改訂の議論 他 

R3. 9.10(金) 第 3回委員会 

・施工管理業務実態調査の調査票回収状況の報告 

・報告書・アンケート原票チェックの分担について協議 

・対外活動 WG報告 他 

R3.11.17(水) 第 4回委員会 
・施工管理業務実態調査報告書の執筆分担について協議 

・報告書作成スケジュールの確認 

R3.12.17(金) 第 5回委員会 
・施工管理業務実態調査報告書（案）の内容について協議 

 

8888



8-4-32 国土情報専門委員会 

1. 主な活動の記録 

DX（デジタルトランスフォーメーション）に関

わる活動が活発化する中、わが業界が取り扱う

国土の健全な保全のために必要となるデータ

（＝国土情報）の流域治水における検討を実施

した。ここで検討する流域治水とは、気候変動

による水災害リスクの増大に備えるため、これ

までの河川管理者等の取組だけでなく、集水域

（雨水が河川に流入する地域）から氾濫域（河

川等の氾濫により浸水が想定される地域）まで

を一つの流域と捉え、流域に関わるあらゆる関

係者（国、都道府県、市町村、企業、住民）が

協働し、流域全体で水害を軽減させる考え方で

ある。これらの実現のための流域治水に必要と

なる情報（流域基盤情報）・その整備更新状況・

情報を効果的に扱うためのデータマネジメント

技術の調査・整理、システム運営や運営組織の

在り方について検討した。 

(1) 委員会の開催 

委員会を 10回（令和 3年 4月～12月、令和

4 年 2 月）なお、令和 3 年度は 14 委員で活動

を行った。 

(2)流域情報基盤による次世代型流域治水の検討

（提言書作成） 

検討には、3つの WG（ユースケース WG,流域

基盤情報 WG、運用システム WG）を設置し各役

割に応じた検討を行った。今後は、本検討結果

に関して有識者へサウンディングを実施、提言

書として取りまとめる。 

WG ①：ユースケース WG 

流域治水において分野横断的な対応が望ま

れる具体的なユースケースを河川の専門技術

者にて検討を行った。検討の結果、「防災の情

報提供・収集・共有」「インフラ施設維持管理」

の 2つのユースケースを対象とした。対象とし

たユースケースを踏まえ、災害発生前・災害発

生時・災害発生後に対応すべきことを整理した。 

WG ②：流域基盤情報 WG 

上記のユースケースの各段階に必要となる

情報を提供するための基盤情報の考え方およ

び行政で保有している情報の整理を行った。加

えて、データの整備の課題、更新の課題を明ら

かにするとともにサステイナブルな更新スキ

ームの在り方を取りまとめた。 

WG ③：運用システム WG 

ユースケースおよび流域基盤情報の検討結

果を踏まえ、流域管理システムを検討した。具

体的には、分野横断的な仕組みにおける登場人

物（各関係機関）の整理、それぞれの立場にお

ける役割および各情報を繋ぐ仕組みとこれら

を束ねる運営組織の在り方を整理した。 

 (3) 会員向けセミナーの開催 

令和 3年度は、研究成果を具体的に取りまと

めるには時間を要することから、会員向けセミ

ナーの開催は見送った。 

2. 次年度の活動について 

令和 4年度は、本年度事業を継続して、主に

以下の研究活動を実施する予定である。 

(1) 令和 3年度成果の運用に向けた検討 

流域治水における国土情報の活用に

よる効果的な活用手法・効果や流域基

盤情報に係る研究を継続する。 

(2) 会員向けセミナーの開催 

(1)の研究成果について活用方法・効果

や流域基盤情報に関する会員向けセミナ

ーを企画・開催する。 

 

（国土情報専門委員会委員長 政木 英一） 
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8-4-33 自動運転ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

自動運転 WGでは、自動運転に関する最新動向等

を収集し、建設コンサルタントとして共通に把握

しておくべき事項を建コン協内で共有するととも

に、社会課題解決に向け、建コンとして協調して

取り組むべき事項等を明らかにすることを目的に

活動を行っている。 

具体的には、①先の東京オリンピックでの取組

み、②自動運転に関する現在までの取組み経緯、

③将来像の変化、④各種最新動向の把握、と言っ

た 4つの調査研究テーマを設定し、それらの整理

を通じ、建コンとして取り組むべき課題等を明ら

かにすることとしている。 

その他、関連企業等からの情報収集なども適宜

行った。また、視察勉強会の実施や、有識者を招

いた講習会等の実施も検討したが、昨年度に続き

コロナ禍が継続する中、これらは次年度に見送る

こととした。また、以上の状況を踏まえ、WG活動

は全て Web 会議にて行った。 

2. 実績報告 

 4 回の WGを開催し、技術委員会、情報委員会か

ら選出の計 9名の委員により、主に以下の活動を

行った。 

(1) 調査研究テーマの調査推進 

a) 東京オリンピックでの取組みについて 

  当初、いろいろな構想があったが、最終的に

行われた選手村での自動運転シャトルバス運行

について調査・整理を行った。 

b) 現在までの取組み経緯の整理 

現在の自動運転分野における路車協調の先駆

けといえる AHS（Automated Highway System：

走行支援道路システム）や、ITS（高度道路交通

システム）における開発分野の達成状況等を再

度振り返り、当 WGでの課題出しの参考とした。 

c) 将来像の変化の整理 

国等が提示している関連する 4つのロードマ

ップ（官民 ITS 構想・ロードマップ等）を横並

び整理し、KPI において建コンが貢献できる領

域を抽出する観点から整理を行った。 

d) 各種最新動向の把握 

以上の動向を踏まえ、自動運転に関する各種

最新動向（車、道路、歩行支援、路車協調、情

報通信、地域実装/提供サービス事例、まちづく

り/生活への影響等）の調査研究を行った。 

(2) ダイナミックマップ基盤社との意見交換 

自動運転向け高精度 3次元地図の提供を行って

いるダイナミックマップ基盤（DMP）社と、同地図

の自動運転での使われ方、地図整備の範囲、技術

仕様、国際標準化対応、地図更新の方法、販売価

格、用途別カスタマイズ、他用途での利活用展開

等について意見交換を行った。 

(3) 今年度活動実績 

第 1 回 WG 令和 3 年  8 月 31日（火） 

 第 2回 WG 令和 3 年 10 月 13 日（水） 

（DMP 社意見交換会併催） 

 第 3回 WG 令和 3 年 12 月 8 日（水） 

 第 4 回 WG 令和 4 年  2 月 8 日（火） 

3. 次年度の活動について 

(1) 調査研究テーマの調査推進 

設定した 4テーマについて引き続き調査研究を

継続すると共に、変化の著しい本分野の特性を踏

まえ、大テーマ並びにサブテーマの区分等は適宜

見直しつつ、調査研究を機動的に進める。（以上は

次年度目途にとりまとめる予定） 

(2) 視察勉強会、有識者講習会等の開催 

 上記テーマの調査研究を進める中で、自動運転

の社会実装が進んでいる地域・事例などを訪問調

査し、地域実装の課題やその解決方法、成功への

鍵などを探る。 

また、有識者等による講習会については、政府

における推進役や学識経験者、関連組織・団体に

おける専門家等を招聘し、自動運転分野における

最新動向の把握や、調査研究テーマのとりまとめ

における補遺とする。 

 

（自動運転ＷＧＷＧ長 市川 博一） 
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8-4-34 マネジメントシステム委員会 

  

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の運営方針 

「システム改善」「環境配慮」「PFI」「PM」

「アセットマネジメント（以下、「AM」と記

す。）」及びの 5 つの専門委員会により、広

くマネジメントの実効性向上と普及拡大を目

指し、管理、業務の両面から活動を進めた。 

委員会の活動目的は次の 5 点に関連する調

査・研究および広報とした。① マネジメント

システムの実効性向上、② 環境配慮の推進、

③ PFI/PPP 市場拡大・啓発活動の取り組み、

④ CM/PM 関連技術の向上・周知とマネジメン

ト領域の拡大への取り組み、⑤ AM の社会実

装への取り組み。 

(2) 委員会の開催 

委員会は 11 回開催した。 

(3) 白書ならびに要望と提案 

「建設コンサルタント白書」で複数パートを

執筆した。また、「要望と提案」においては「人

材確保・育成、新たな事業推進形態の環境整備」

の原稿を作成した。 

(4) マネジメントセミナーの開催 

新型コロナウィルス感染症蔓延のため、昨年

同様にオンラインセミナーとして開催した。 

a) 開催日 ：令和 3年 9月 3日（金） 

b) 配信場所 ：集合会場からの高品位なライブ

配信（後日、見逃し配信あり） 

セミナー実施内容は、「PPP/PFI の政策動向

と事例紹介」、「CM方式の更なる活用に向けて」、

「環境配慮経営の実践に向けて」、「マネジメ

ントシステムの効果的運用に向けて」及び「AM

の社会実装に向けて」の全 5講で、会員参加は

363 社 1,167 名、発注者は 17 名と合計 1,184 名

の参加をいただいた。アンケート調査結果によ

れば、各セッションとも高い評価を得て、「非

常に役立つ」、「役に立つ」との回答が 94～99%、

また 99%以上の方々から今後の継続開催の要望

があった。 

(5) PFI 専門家派遣、PFI セミナーの開催等 

PFI 専門委員会では、内閣府の協力依頼に基

づく地方自治体への講師派遣に 9件対応した。2

月には内閣府 PPP/PFI 推進室と意見交換会を昨

年度に引き続き開催した。また PFI セミナーを

録画配信方式で行い、3月に協会 HPへ掲載した。 

(6) PM セミナーの開催など 

PM 専門委員会では、6月に地方公共団体（829

団体）に対して CMニーズ調査を実施した。また

PM セミナーを 1 月にライブ配信で開催し、426

名が参加し好評を博した。 

(7) 環境配慮の手引き更新、アンケート実施等 

環境配慮専門委員会では、「環境配慮の手引

き」を環境配慮経営の視点で改訂し 2021 年版と

した。また、技術者や企業代表者に環境配慮経

営に関するアンケートを行った。11月に日本ア

セットマネジメント協会（JAAM）で SDGs やグリ

ーンインフラへの取り組みに関する論文を発表

し、1 月には「カーボンニュートラル」等をテ

ーマとした講演会をライブ配信で開催した。 

(8) マネジメントシステムに関する勉強会開催等 

システム改善専門委員会では、ISO 認証に関

する企業アンケート等の実施、日本アセットマ

ネジメント協会（JAAM）への論文発表、「QMS

の実効性向上のヒント～CRM を学ぶ～」と題し

た勉強会を 2月に開催した。 

(9) AM に関する意識調査等 

AM 専門委員会では、12月に国民の AM に関す

る認知度等の調査を実施、1 月下旬に協会会員

企業への AMに関する意識調査を実施。 

(10) その他の活動 

未来塾の下で事業促進 PPPワーキングを国と

開催した。また、土木学会（ISO 対応特別委員

会）への参加する他、JAAM の活動にも協力して

いる。 

2. 次年度の活動について 

引き続き、それぞれの専門委員会活動を通し

て会員企業へのマネジメントシステム等の最新

情報の提供や事業の啓発及び拡大に努める。 

（マネジメントシステム委員会委員長 畔柳 耕一） 
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8-4-35 システム改善専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) システム改善専門委員会の開催 

会員企業が運用しているマネジメントシステ

ムの、改善や実効性向上に資する事例の収集、新

たなマネジメントシステムの導入に有用な情報

を収集することを目的に、12回の専門委員会（集

合 3回、オンライン 9回）を開催した。 

(2) マネジメントセミナーへの参画 

マネジメントシステム委員会主催のセミナー

に、傘下の専門委員会として参加し、「マネジメ

ントシステムの効果的運用に向けて〜負担感軽

減のためにできること〜」と題して講演した。 

事前の会員企業アンケート調査から、実務者の

負担感軽減のために有用と考えられる活動を整

理し、具体的な事例を収集するとともに、会員企

業へ浸透しつつある AMS についても、近年の動

向として認証取得組織数の推移、会員企業の AMS

に対する意識、発注業務におけるインセンティ

ブの現状などを整理し、紹介を行った。 

なお、聴講者からは 600 件を超える意見が寄

せられ、これを整理分析することで会員企業が

抱える QMS 運用上の課題を抽出し、次年度以降

の活動方針策定に利用した。 

(3) ISO 認証に関する企業アンケートの実施 

2021 年 12 月に環境配慮専門委員会との連名

で、企業代表者及び事務局を対象に、会員企業の

マネジメントシステム運用状況や、運用上課題

等に関するアンケート調査を実施して、141 社か

ら回答を得た。なお、アンケート回答から会員企

業の QMS 運用の懸案事項を把握し、次年度マネ

ジメントセミナーのテーマ設定に活かした。 

(4) 外部講師による勉強会開催 

2022 年 2月 24 日に、株式会社 CRM サービスよ

り村上氏を講師としてお招きし、「QMS の実効性

向上のヒント～CRM に学ぶコミュニケーション

とリーダーシップ～」と題しご講演頂いた。 

CRM のヒューマンファクター対策のノウハウをご

紹介いただくことで、マネジメントシステム改善に

つながる新たなヒントを収集する機会が得られ、実

りの多い有意義な勉強会となった。 

(5) QMS 運用に関するヒアリング調査の実施 

会員企業 8社に対して、QMS の運用においてシ

ステムの実効性向上のために取り組んでいる活

動や、運用上の工夫などを収集することを目的

に、オンラインのヒアリング調査を実施した。 

(6) JAAM研究・実践発表会への論文投稿と発表 

専門委員会での AMS に関する調査研究活動で

得た知見を、「建設コンサルタントにおけるアセ

ットマネジメントシステムの普及と活用に関す

る一提案」と題した論文にとりまとめて投稿す

るとともに、2021 年 11 月 18 日に開催された第

5 回 JAAM研究・実践発表会にて発表した。 

(7) AMS に関する情報収集 

公益財団法人日本適合性認定協会（JAB）で公

表される適合組織データを分析し、ISO 55001

（AMS）の適合組織数の年次推移、認証登録区分

や分野の傾向を把握した。 

(8) その他 

公益社団法人土木学会からの委嘱を受け、2022

年 2 月 21 日開催の第 57回 ISO 対応特別委員会

へ委員を派遣した。 

2. 次年度の活動について 

(1) セミナー聴講者の意見や、ISO 認証に関する

企業アンケートの結果をもとに、QMS 運用にお

ける「実務者の負担感軽減」の視点で、ヒアリ

ングなどの機会を活用しながら運用上の好事例

を収集し、マネジメントセミナーで発表する。 

(2) QMS 以外のマネジメントシステムについて、

アンケート調査を通じて会員企業の要望等を把

握し、ニーズに応える有用な情報を提供する。 

(3) 専門委員会の活動を通じて得られた知見を、

積極的に外部に発信してゆく。 

(4) 勉強会により、マネジメントシステムに関す

る最新の研究成果や、より深化した実践可能な

情報を専門家から収集する。 

(5) 関連する外部団体との交流を通じて、積極的

に情報収集や情報交換を図る。 

（システム改善専門委員会委員長 赤坂 保彦） 
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8-4-36 環境配慮専門委員会 

 

1．主な活動の記録 

(1) 環境配慮専門委員会の開催 

専門委員会は 12回開催した（面談方式 1回、

面談及び Web併用方式 2回、Web方式 9回）。 

(2) マネジメントセミナーへの講演 

9 月 3 日のセミナーでは、「環境配慮経営の

実践」に向けて～最近の環境動向と企業・技術

者の取り組みの紹介～」をテーマとして、環境

配慮経営に係る最近の動向や建設コンサルタン

トの取り組み状況、今後に向けた取り組みの方

向を説明した。 

最初に、「2050 年カーボンニュートラルに伴

うグリーン成長戦略」、「国土交通グリーンチ

ャレンジ」、「SDGs アクションプラン 2021」、

「地域循環共生圏」などの政策動向から、建設

コンサルタントが取り組む課題を「業務への環

境配慮」、「持続可能な事業展開」、「社会貢

献・企業価値の向上」の視点から整理した。 

次に、会員企業 157 社、566 人の社員からの

アンケート回答結果による SDGs、グリーンイン

フラ、カーボンニュートラルへの取り組み状況、

キタイ設計㈱の SDGs への実践例とその評価、15

の専門委員会へのアンケートによるカーボンニ

ュートラルに関する活動の予定を説明した。 

最後に環境配慮経営の方向性として、環境・

経済・社会の統合的向上を目指し、マネジメン

トシステムの運用・改善や SDGs の活用により、

企業価値を高めていくことを提案した。 

(3)「環境配慮の手引き 2021」の HP掲載 

これまでの計画・設計業務における環境配慮

の解説に加えて、環境配慮経営の考え方や企業

や社員の役割に関する解説を盛り込み、環境関

連情報サイトへのリンク確認及び最新情報を追

加して、2021 年版として協会 HPに掲載した。 

(4) 日本アセットマネジメント協会研究・実践発

表会への論文発表 

「建設コンサルタントの環境配慮経営からみ

たアセットマネジメントの可能性」と題し、会

員企業が実践している環境に配慮したまちづく

りへの業務活動と地域アセットの係わりを整理

するとともに、その維持管理・運営や公民連携

による事業に継続的かつ効果的に取り組む方法

として、SDGs を含むアセットマネジメントの可

能性を考察し発表した（11月 18日実施）。 

(5) 環境配慮経営に関するアンケートの実施 

技術者を対象として 2021 年 5月に、｢企業代

表者・事務局」を対象として同年 12月にアンケ

ートを実施し、環境配慮経営への取り組み内容、

SDGs 及びグリーンインフラやカーボンニュー

トラルへの取り組み状況などに関して、566 人

の技術者、141社の「企業代表者･事務局」から

回答を得た。 

(6) 講演会の開催 

2022 年 1 月 26 日に、岐阜県立国際園芸アカ

デミー今西 良共学長より「グリーンインフラ  

～緑の維持管理～」、八千代エンジニヤリング

株式会社環境計画部の吉原 哲課長より沿岸域

生態系を活用した環境と経済の好循環について

～ブルーカーボン事業の取組と今後の展望～」

と題する講演会を行った。分野横断・官民連携

の視点から重点的に取り組むべき「グリーンイ

ンフラを活用した自然共生地域づくり」、「港

湾・海事分野におけるカーボンニュートラルの

実現」に向けた講演であり、ライブ配信による

196名の聴講者から多くの意見が寄せられた。 

2．次年度の活動について 

(1) マネジメントセミナーでは、「国土交通省環

境行動計画（2021 年 12月）」などに示されて

いる 2030 年までのグリーンインフラやカーボ

ンニュートラルに関する施策への建設コンサ

ルタントの取り組み状況や課題を整理し、環境

配慮経営の方向性を具体的に提案する。 

(2) 先進的な地方自治体や会員企業に対して、ヒ

アリングや現地見学を行って実例を紹介する。 

(3) カーボンニュートラルやグリーンインフラ関

連業務、持続可能な事業展開、地域貢献や企業

価値向上について「講演会」を開催する。 

（環境配慮専門委員会委員長 荒川 仁） 
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8-4-37 ＰＦＩ専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) PFI 専門委員会の開催 

専門委員会は年度合計で 11回開催した。 

(2) マネジメントセミナー 

「PPP/PFI の政策動向と事例紹介 ～地域に

おける公民連携事業～」という題目で講演を行

った。事例としては、参加者に馴染みの深い道

の駅を題材としつつ、「民間提案制度」及び「コ

ンセッション制度」を取り上げた。その結果、

聴講者が興味をもって聞くことができたものと

考えられアンケート結果は昨年に引き続き高評

価となった。次年度は、更に興味を深めて頂け

るよう更なる改善を図りたい。 

(3) PFI セミナーの開催 

本セミナーは、一昨年まで、会場を借りて開

催していたが、本年度は昨年に引き続きスタジ

オにてビデオ収録し配信する形で実施した。 

テーマとしては、「アフターコロナに向けた

PPP/PFI の取り組み」とした。これは、アフタ

ーコロナでの事業推進の参考となるよう、コロ

ナ下での官民の具体的な取組施策や事例など、

ご講演いただき、新たな施策や取組み事例など

の知見を深め、今後の活用拡大に向けた技術力

の向上を図ることを目的とし以下の 4講の配信

を行っている。 

 

a) コロナ禍における PPP

動向 

内閣府民間資金等活用

事業推進室（PPP/PFI 推

進室） 企画官 

佃 誠太郎 氏 

 

 

b) コロナ禍における人口

20 万人未満自治体での

PPP 成功事例 

～小学校等複合施設～ 

高浜市教育委員会 学

校経営グループ グル

ープリーダー  

岡島 正明 氏 

c) コロナ禍における人

口 20 万人未満自治体

での PPP 成功事例 

～公園の運営管理を

通じた地域活性化の

取り組み～ 

㈱オリエンタルコンサルタンツ 地域活性化推進部 

部長 川本 卓史 氏 

 

d) パネルディスカッション 

～コロナ禍を踏まえた今後の PPP/PFI のあり方～ 

コーディネーター   

東洋大学大学院 経

済学研究科公民連携

専攻 難波 悠 教授 

 

(4) 異業種意見交換会 

昨年度に引き続き 1月に内閣府 PPP/PFI 推進

室と PPP/PFI 推進に関する意見交換会を開催し

た（内閣府参事官、企画官他出席）。意見交換会

では、内閣府側、専門委員会側双方から提案し

たテーマについて意見交換を実施し、最新の動

向やそれぞれの立場からみた PPP/PFI 推進施策

などについて相互理解を深めることができた。 

(5) 講師派遣活動 

地方自治体等の PFI/PPP 推進支援を目的に、

内閣府 PFI 専門家派遣制度に協力する形で講師

派遣活動を行った。今年度は 9件の依頼に対し

て自治体へアドバイスを実施した。 

(6) 国の政策動向の共有  

各回の専門委員会において国（内閣府

PPP/PFI 推進室、国土交通省総合政策局社会資

本整備政策課等）の最新の政策動向について共

有を行った。 

 

2. 次年度の活動について 

PPP/PFI の社会ニーズに対応し、さらに会員に

有意義な情報発信を行い、以下の取組みを通じ

PPP/PFI の推進に努める。 

(1) PFI セミナーの開催 

(2) 異業種（国等）との意見交換会の実施 

(3) 講師派遣活動 

(4) 国の政策動向の共有など  

（ＰＦＩ専門委員会委員長 千葉 雄一） 
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8-4-38 ＰＭ専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) PM 専門委員会の開催 

主に建設コンサルタントがインフラ整備事業

に関する PM/CM 関連業務へ参画し、業容の拡大

を図ることを目的として、令和 3年度の専門委

員会を 11回開催した。 

(2) 令和 3年度マネジメントセミナーへの参画 

マネジメントシステム委員会傘下の専門委員

会として参画した。 

a) セミナーの概要 

・開催日：令和 3年 9月 3日（金） 

・場所：オンラインセミナー  

・聴講者数：1,184 名 

b) PM 専門委員会対応個所「CM方式の更なる活

用に向けて」 

① 発注者支援業務とCM方式の相違や特徴、CM方

式の課題を受け、今後の建設コンサルタントが

目指すCM方式について説明した。 

② CM方式に対する最近の動向について、CM方式

に対する国等の動き、CM 方式・事業促進 PPP

方式の導入状況、CM 方式導入に対する発注者

の意識の変化等について解説した。 

③ CM方式等の現場でのマネジメント業務の特徴に

ついて、震災時（道路事業、港湾事業）、平常

時（公園事業）の 3 事例について、CMR の役割

や効果等を中心に事例紹介した。 

④ 国土交通省「地方公共団体におけるピュア型CM

活用ガイドライン」、土木学会「監理業務標準

契約約款」と建コンが策定した「CM方式活用の

手引き（案）」との関係について解説した。 

(2) CM/PM ニーズ調査の実施 

地方公共団体が、CM/PM に対する認知度や発

注時における課題について、全国市町村以上を

対象（829 団体）にアンケート調査を実施した

（過去 3回、H22、H26、H30 に実施）。 

結果としては、CM方式等に対する認知度は低

い状況に変化はないものの、発注者のマネジメ

ントに対する意識は高くなってきていることが

うかがえた。 

(3) PM セミナーの開催 

a) セミナーの概要 

・開催日：令和 4年 1月 31 日（月） 

・場 所：オンラインセミナー  

・聴講者数：426 名 

b) 講義内容 

① CM方式の定義や特徴等について解説した。 

② CM方式に関する国等の動向とR3年度に実施し

たCMニーズ調査結果の概要について報告した。 

③ 2つのCM業務の事例について紹介した。 

・(国)398 号内海橋災害復旧事業 

・猿楽橋擁壁等更新事業に伴う CM業務 

(4) PM/CM 講師派遣、発注者との意見交換会 

令和 3年度は、千葉県(6/4、10/12）と CM方

式や事業促進 PPP 方式に関する事業説明、導入

時の留意点等について意見交換を実施した。 

(5) 事業促進 PPP 方式に対する国との意見交換 

大臣官房技術調査課と国策定の運用ガイドライ

ンに対して、アンケートやヒアリング等による事例

分析結果に基づき令和3年度は4回の WGを開催し

改定案を提案した。 

・柔軟な設計変更について 

・技術提案書提出期間の適正化について 

・若手技術者の活用について  など 

2. 次年度の活動について 

(1) マネジメントセミナー、PMセミナーの開催に

より、CM 方式に対する技術の習得と CM 方式の

導入促進を図る。 

(2) 支部との意見交換結果を反映した地域での普

及活動（地域でのセミナー、CM方式等の仕組み

の改善状況等の情報提供等）を展開する。 

(3) CM 方式並びに事業促進 PPP 方式の導入事例を

モニタリング・分析・評価して、策定した手引

きの更新や国等への要望と提案の基礎資料に活

かす。 

(4) 地方公共団体等への PM/CM 講師派遣の継続  

や土木学会と連携したセミナー開催等を企画し、

CM方式の普及に努める。 

（ＰＭ専門委員会委員長 畔柳 耕一） 

9595



8-4-39 アセットマネジメント専門委員会 

  

1. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の設置 

アセットマネジメント専門委員会は、主に土

木インフラを対象としたアセットマネジメント

の社会実装の推進に関する調査・研究および成

果の発信・普及を活動の目的として、令和 3年

度に新たに設置された。 

設置にあたり委員公募を行い、13名の委員に

より発足し、専門委員会活動を推進するにあた

り、三つのワーキング（①社会実装 WG、②外部

情報収集・発信 WG、及び③市場拡大 WG）を設置

した。 

(2) 専門委員会の開催 

委員会は 10 回開催した。 

(3) 令和 3年度マネジメントセミナーへの参画 

a) セミナーの概要 

・開催日：令和 3年 9月 3日（金） 

・場所：ライブ配信（後日、見逃配信あり）  

・聴講者数：1,184 名（アンケート回答者） 

b) 講演名：第 5講「アセットマネジメントの社

会実装に向けて」 

c) 講演概要 

・専門委員会新設の趣旨について説明した。 

・社会実装に向けた課題を示したうえで、建コン

が地域の実情にあったソリューションを提示

する必要性などを説明した。 

・先導的な包括的民間委託の事例（東京都府中

市、新潟県三条市）を紹介した。 

・担い手としての建コンの役割として、アセッ

トオーナー側とサービス提供者側の双方が

あることを示すとともに、今後は業務包括範

囲を修繕、更新・新設まで拡大する視点を持

つことの重要性を説明した。 

・社会実装に向けた専門委員会の取組方針とし

て、上記三つのワーキングの今後の活動の視

点を説明した。 

d) 講演後のアンケート結果 

内容に関して「非常に役に立つ」と「役に立

つ」の合計が 98%、説明に関する評価は「非常

に分かり易い」と「分かり易い」の合計が 97％

と非常に高い評価を得た。 

(4)ワーキング活動概要 

a) 社会実装 WG 

アセットオーナーに対するアセットマネジメ

ントの有効性の理解促進により市場拡大を図る

ことを目的とする。令和 3年度は、国民向け Web

アンケートを実施しアセットマネジメントの認

知度等を調査した。 

b) 外部情報収集・発信 WG 

アセットマネジメントに関する動向や国内外

の社会実装されている事例の調査を行い、得ら

れた知見を体系的に整理し、アセットオーナー

や事業者へ情報発信することで意識啓発を図る

ことを目的とする。令和 3年度は、国内外の動

向調査を実施し、先進自治体向けヒアリングの

準備を進めた。 

c) 市場拡大 WG 

建コンとしてのアセットマネジメントへの関

わり方、将来像を見据えて総力結集し、今でき

ること、これからやるべきことを明らかにする

ことにより建コン主導で市場拡大を図ることを

目的とする。令和 3年度は、会員企業向けアン

ケートを実施し、今後のアセットマネジメント

市場の認識や期待等について調査した。 

 (5) その他の活動 

アセットマネジメントの普及は、（一社）日

本アセットマネジメント協会が ISO55001 を軸

とした活動を行っている。専門委員長が同協会

の理事を務めており、適宜、その活動と連絡、

調整しながら取組を進めている。 

2. 次年度の活動について 

専門委員会では、約二か年に渡る活動計画を

策定して取組を進めている。令和 4年度はその

計画に沿った取組を行い、令和 5年度には設置

した三つのワーキングの活動結果を取りまとめ、

市場拡大に向けた提言を取りまとめたい。 

（アセットマネジメント専門委員会委員長 

 水野 高志） 
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8-4-40 品質委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 活動目標 

会員企業の品質確保・向上に資する活動を所

掌する委員会として、設計エラーの実態把握、

エラー防止に向けた品質確保・向上策の提案、

会員企業の意識啓発、発注者への改善要望等を

主な活動目的としている。 

(2) エラー事例収集とデータベース化 

照査特別 WGでは平成 12年度から設計エラー

の事例を収集しており、令和 3年度までに 9分

野で 2,143 事例が集まっている。これらのエラ

ー事例を検索できるデータベースを構築し、会

員企業が利活用できるシステムを構築した。 

(3) 品質確保向上策の実態調査 

国交省が推進している下記の品質確保向上

施策の実施状況を会員企業へのアンケートによ

り調査するとともに、問題点・課題を整理した。 

①-1 詳細設計照査要領 

②-2 赤黄チェック 

③-3 照査技術者による照査報告 

④ 業務スケジュール管理表 

⑤ ワンデーレスポンス 

⑥ 条件明示チェックシート 

⑦ 合同現地調査 

⑧ 3 者会議 

(4) 品質確保向上策の改善検討 

エラー事例から整理したエラーの発生要因

と各種品質確保向上策の関係を整理するととも

に、品質確保向上策の実効性を高めるための改

善策を検討した。 

(5) 品質向上推進ガイドライン（GL）の活用ツー

ルの公開 

平成 23年 7月に発行された品質向上推進 GL

は、会員企業の品質確保向上のための基本的な

方向性が示され、一定の役割は果たしてきた

が、未だに軽微な設計エラーのみならず、重大

エラーが発生している。GL作成以降の活動成

果や収集したエラー事例を活用し、今後の品質

確保向上に向けた GLの活用ツールを作成し会

員 HPに公開した。 

(6) 会員企業の意識啓発 

品質セミナーや品質講習会を WEB で開催し、

会員企業の品質確保向上に対する意識向上を図

った。 

品質セミナー参加者は初 WEB 開催した昨年度

と比較すると減少したものの、全体で 1,784 名

と集合開催形式に比べて大幅に増加し、内容お

よび説明に関して高い評価を得た。また、今年度

は講義数を増やし、セミナー内容を充実させた。 

品質セミナー講義内容 

 プログラム 

第 1 講 品質委員会の活動概況と設計瑕疵

等の動向 

第 2 講 国土交通省品質確保対策への対応 

第 3 講 「品質向上推進ガイドライン」の活

用ツール～現場で使えるツール～ 

第 4 講 「コロナ禍をチャンスに変える」 

～品質管理の工夫～ 

第 5 講 エラー防止

のために 

道路／トンネル 

第 6 講 橋梁 

第 7 講 鉄道 

第 8 講 土質・地質 

第 9 講 港湾 

第 10講 河川構造物 

第 11 講 砂防・急傾斜 

(7) 発注者への要望と提案 

上記活動成果については常任委員会、技術

部会、未来塾対応 WG で審議・報告するととも

に、令和 3年度「要望と提案」や未来塾協議資

料に反映している。 

2. 次年度の活動 

今年度と同様に品質セミナーおよび品質講習会

の WEB 開催を企画する。 

また、品質確保策の改善提案を継続するととも

に、品質向上推進 GL 活用ツールの普及を推進す

る。 

（品質委員会委員長 中嶋 規行） 
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8-4-41 品質向上専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 活動の目的 

品質の確保・向上について、管理技術面から

アプローチしたエラー防止策や業務成果の品質

向上策を提案することを目的とした。専門技術

面のエラー防止については、技術部会の各専門

委員会資料を活用することで、より効果的な活

動となることを目指している。 

(2) 委員会の開催 

・専門委員会の開催：11回 

(3) 品質セミナーへの参加 

・開催時期：令和 2年 11 月 19 日～28 日 

・開催地：オンライン形式（ビデオ配信） 

・主催：技術部会/品質委員会 

・参加者：全体で 1,784 名（内 135 名は発注者） 

当委員会のプログラムは、第 2講「国土交通

省品質確保対策への対応」第 3講「品質向上ガ

イドライン活用ツール」第 4講「コロナ過をチ

ャンスに変える～品質管理の工夫～」とし、各

30分及び 60分の講演を行った。 

(4) セミナーの評価（アンケート結果より） 

セミナー参加者へのアンケートでは、発表内

容は「非常に役に立つ」と「役に立つ」の合計

が 98％（昨年度 99％）、講師の説明は「非常に

分かり易い」と「分かり易い」の合計が 98％（昨

年度 98％）と、昨年同様高い評価となっている。

この評価は、ヒアリングで得た具体の事例に重

点を置いた内容と、事前の準備に時間を割いた

結果と考える。 

自由意見では、下記の a)、b)や実務に直結す

る身近な事例がわかり易いという意見が多くあ

った一方、より掘り下げた内容を望む意見もあ

った。 

a) これまでのエラー事例の活用を含めて作成

された活用ツールは大変興味深い内容でした。

エラーの発生が段階毎体系的に整理されてお

り、実務で使ってみたいと思います。 

b) 弊社もコロナ対策でテレワークを実施した

が、問題点等が共感できる事項が多く、改善点

もなるほどと大変に参考になった。 

(5) 品質講習会の開催 

協会会員向けに以下の講習会を開催した。 

・開催日：令和 4年 2月 17 日(木) 

・場所 ：Zoom ウェビナーによるライブ配信 

・講師 ：二宮 利江 氏（東北大学大学院工学

研究科 研究員） 

・テーマ：生産性向上に関するマインドセット

を学ぶ～しなやかさを科学する～ 

二宮 利江氏（東北大学大学院）をお招きし、

「生産性向上に関するマインドセットを学ぶ」

ということをテーマに、120 分の講義を実施した。

当日の参加者は事務局含め約 350 名。一般視聴

者から 18、委員から 7 の質問に対して回答を頂

き、活発な意見交換が行われた。マインドセッ

トという聞きなれない単語であったが、マイン

ドセットがしなやかであることが生産性向上や

品質確保に重要であることを認識した。 

(6) 品質向上施策の改善提案 

業務スケジュール管理表や条件明示チェック

シートなどの品質確保策に対して、施策の効果な

どに関するアンケートを実施した。結果は、整

理・分析し、今後の改善点を提案した。 

(7) 品質向上推進ガイドラインの改定作業 

平成 23 年度発行の品質向上推進ガイドライン

について、一層効果的に活用するためのツール

として、「リスクと対応の確認ツール」と「照

査ツール」を作成し令和 3年 7月に協会 HPにて

公表した。 

2. 次年度の活動 

令和 4年度は、多様化する働き方の中で会員企

業における品質管理や若手技術者の育成を中心

に、日々の業務執行での工夫や悩みなどをアン

ケートとヒアリングで調査し、品質向上との関

連性を分析の上、とりまとめて令和 4 年度品質

セミナー（10月開催）での発表を予定している。 

また、次年度も会員企業の取り組みについて継

続的な調査を予定しており、さらに品質向上推

進ガイドライン（増補版）の普及や品質向上に

関する講習会の実施を検討する。 

（品質向上専門委員会委員長 青木 毅） 
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8-4-42 照査特別ＷＧ 

 

1. 主な活動の記録 

本WGの主たる活動である「品質委員会/品質セ

ミナー」は平成12年度から継続的に開催している

重要な協会活動であり、今年度で 22回目を数える。 

品質セミナーは「エラー事例を把握することで

同様・類似のエラー発生を防ぐ」、及び「エラー

に対する分析や改善策を把握することで、品質の

維持・向上への具体策やヒントを知る」ことを目

的に、管理・照査技術者、若手技術者などの実務

者層を対象に実施した。 

令和 3年度のセミナープログラムは、品質委員

会による活動概要・業界動向説明、品質向上専門

委員会による各企業の品質確保・向上のための取

組みをコロナ禍での取組も含め紹介、照査特別 WG

からはエラー事例の技術的分析と改善策として道

路、橋梁、土質・地質、港湾、河川、砂防・急傾

斜に隔年開催となる鉄道を加えた7分野での事例

紹介とその解説を実施した。 

(1) 照査特別 WGの構成 

令和 3年度も技術部会の道路、道路構造物、

河川構造物、土質・地質、ダム・発電、砂防・

急傾斜、鉄道、港湾の8つの専門委員会委員に

より WG を組織し、11 月のセミナー開催に向け

て WG活動を推進した。 

(2) 照査特別 WGの開催 

WG開催：5回（4～9月） 

セミナー講師全体リハーサル：1回（10月） 

(3) 品質セミナー資料の作成と更新 

エラー事例は各支部での収集活動を継続する

とともに、本部専門委員会でも収集し、新規に

141 事例を追加した。新規事例も含め、エラー

の技術的分析と対応策を盛り込んだ令和3年度

版のセミナーテキスト『エラー防止のために 

参考資料』（2,143 事例、全 1,285 ページ、ダ

ウンロード配布）ならびにこれに基づくプレゼ

ンテーション資料を作成し、セミナー開催後は

会員 HPへの掲載も行った。 

また、改定された「詳細設計照査要領」の適

用性の確認や港湾専門委員会が独自に作成した

港湾関係・詳細設計照査要領(案)を更新し、配

布した。 

表．令和3年度品質セミナープログラム 

(4) 品質セミナーの開催 

これら準備のもと、全国 9 支部の協力を得て、

「品質委員会/品質セミナー～品質の確保・向上

に向けて～」を 11月にオンラインセミナー（ビ

デオ配信）にて開催した。 

参加者数（全体）は、過去最多の参加者とな

った昨年度よりも減少したが、過去 2番目の人

数（1,784名）となった。 

アンケート結果からは、今後も改善の余地は

あるが発注者も含めて内容等への評価は総じて

高く、継続を望む声が多かった。なお、オンラ

インセミナーによる開催は参加者の要望が多い

ことから今後も継続する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

図．参加者数及び事例収集状況の経年変化 

2. 次年度の活動について 

令和 4年度も引き続き品質セミナーを開催する

予定である。内容の企画については、令和 3年度

のアンケート等を踏まえ、更に満足度が向上する

よう全国各支部や本部専門委員会の協力を得なが

ら、品質委員会、照査特別 WG等で検討する。 

（照査特別ＷＧＷＧ長 磯部 滋） 

①品質委員会の活動概況と設計瑕疵等の動向 

②国土交通省品質確保対策への対応 

③「品質向上推進ガイドライン」の活用ツール 

④「コロナ禍をチャンスに変える」品質管理の工夫 

③エラーの技術

的分析と改善策 

(1) 道路／トンネル 

(2) 橋梁 

(3) 鉄道（隔年開催） 

(4) 土質・地質 

(5) 港湾（毎年開催へ変更） 

(6) 河川構造物 

(7) 砂防・急傾斜 
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8-5 情報部会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 情報部会の開催 

部会開催回数：5回 

(2) 情報部会の構成 

部会の構成員は、部会長、副部会長、情報委

員長、情報副委員長、情報新技術専門委員長、

情報セキュリティ専門委員長、テクリス専門委

員長、ICT 委員長、ICT 副委員長、CIM 技術専門

委員長、ICT 普及専門委員長、事務局である。 

(3) 委員会の活動等 

情報委員会は、情報セキュリティ、情報新技

術及びテクリスに関する情報の協会会員への発

信と RCCM（建設情報分野）の自主学習教材の作

成を担当した。ICT 委員会は、主に BIM/CIM の推

進と ICT の活用に関する活動を担った。 

両委員会が今年度に開催を予定していた講習

会のうち、実習を伴う CIM ハンズオン講習会は

新型コロナ感染症拡大防止の観点から中止し、

GIS 講習会は次年度以降のオンライン開催を目

指しトライアルを行った。その他のものはオン

ラインにより開催し、録画を web 学習システム

により配信した。 

a) 情報技術に関する技術的動向及び協会会員

の活用・対応状況と課題の把握 

テレワークが浸透する中、内外の脅威及びリ

スクに対するセキュリティ対策の仕組みや事例

を取りまとめた。さらに AI 活用に関する技術

情報を収集した。 

b) 他の部会及び外部機関との連携 

国土交通省や JACIC 等が設置した委員会・

WG等への委員派遣、意見照会への対応・意見具

申・情報収集を行った。特に BIM/CIM に関して

は、国土交通省による BIM/CIM 推進委員会関連

の WGへ参加して、BIM/CIM に関する最新の情報

を協会会員へ発信した。また、テクリス専門委

員会は、JACIC 主催のコリンズ・テクリス利用者

会議への出席に加えて、関連事項についての国

交省との意見交換を実施した。 

c) 啓発・普及の活動 

協会会員に向けての啓発・普及活動として下

表に示す各種講習会を企画したが、前述のとお

り実習を伴う「CIM ハンズオン講習会」は中止

し、「GIS 講習会」はトライアル開催のみとなっ

た。情報セキュリティ講習会と ICT セミナーは

インターネットでライブ配信するとともに録画

を web 学習システムで配信した。 

各委員会・専門委員会における活動の詳細は、

個々の報告を参照されたい。 

2. 次年度の活動について 

ランサムウェアに代表されるサイバー攻撃が

頻発し、セキュリティ対策への関心が高まって

いる。情報部会では、セキュリティ対策に関す

る勉強会を行い、その内容を講習会等を通じて

会員企業に情報提供を行っていく。その他、各

種講習会については web 講習会を中心に感染防

止と両立する方法での開催を検討する。 

また、未来塾対応 WGが中心となって検討を始

めている協会としてのデジタル・トランスフォ

ーメーション（DX）推進についても積極的に取

り組む予定である。 

（情報部会部会長 新屋 浩明） 

令和 3年度の啓発・普及活動一覧 

名 称 開催期間 開催場所 参加者数等 担 当 

情報セキュリティ講習会 10 月 8日 

オンライン開催 

* Web 学習システムで録画を

配信（CPD 認定対象） 

申込み人数：506 名 

参加者数 ：前編 418 名 

後編 402 名 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ専門委員

会 

ICT セミナー 12 月 8日 

オンライン開催 

* Web 学習システムで録画を

配信（CPD 認定対象） 

申込み人数：460 名 

参加者数 ：340 名 

ICT 普及専門委員会 

GIS 講習会 11 月 4日 
オンラインによるトライアル

開催 

専門委員会参画企業を対象 ICT 普及専門委員会 

CIM ハンズオン講習会 今年度は中止 
（集合形式の開催が望ましく 

次年度の開催方式を検討） 

（令和元年度は、12回開催 

参加者数：375 名） 

CIM 技術専門委員会 
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8-5-1 情報委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

委員会開催回数:6回（下表参照） 

(2) 活動の目的 

3 つの専門委員会の情報共有と課題検討及び

協会会員への情報提供、協会本部の情報セキュ

リティや新 HP 管理状況確認、及び外部管理サ

ーバ運用モニタリング、さらには RCCM（建設情

報分野）の自主学習教材の作成等を行う。 

(3) 主な内容 

各専門委員会の活動状況を以下に示す。 

a) 情報セキュリティに関する活動 

① 情報セキュリティ講習会 

会員企業を対象とした情報セキュリティ講

習会をウェブセミナーとして開催した。「テレ

ワークとセキュリティ」をテーマに講演を行い、

約 420 人の参加により好評であった。 

② 建コン協 Web 講習システムを利用した公開 

同上講習会の録画を Web 講習システム上で公

開して配信している。（期間限定：2022 年 1 月

～2022年 6月の6ヶ月間、CPD対象） 

③ ランサムウェアをテーマに勉強会開催 

当業界でも事故事例が発生している状況から、

ランサムウェアをテーマに各種視点から外部講

師による委員会内勉強会を実施した。 

b) 情報新技術活用に関する活動 

① 情報新技術のリサーチ 

AI 技術にかかる事例収集と関係技術におけ

る企業訪問調査・Webヒアリング等を実施した。 

② 自動運転 WG への参画 

別途検討が進められている自動運転WGに参

加している。先進事例として、自動運転車両向

けの地図提供企業のヒアリングや、東京オリ

ンピックにおける取組（自動運転シャトルバ

ス等）の確認を実施した。 

c) テクリスの透明性、公正性向上に関する活動 

① JACIC との意見交換 

JACIC よりコリンズ・テクリス利用者会議の

開催概要、ならびに利用者アンケートの実施

内容について説明を受け、意見交換を行った。 

② テクリスに関するアンケート結果の活用 

改良要望等の意見をまとめ、コリンズ・テク

リス利用者会議に向けた JACIC 実施の利用者

アンケートでの要望例として、アンケート回

答協力依頼と共に会員企業へ広報を行った。 

③ 利用者会議への出席 

利用者会議に出席し、テクリスに関するア

ンケート結果をもとに、システム改良等の対

応に関する確認・要望事項について伝えると

共に、発注機関及び JACIC へ引き続き意見交

換の実施を要望し回答を頂いた。 

2. 次年度の活動について 

引続き WEB会議を活用し、委員会・専門委員会

活動を継続実施するとともに、協会会員に対す

る情報技術力向上に関する支援活動を実施する。 

（情報委員会委員長 菊谷 英彦） 

     

 日付 委員会開催 議事概要  

 2021. 4.16 第 1 回情報委員会開催 RCCM 自主学習教材更新/新 HP アクセス状況/専門委員会活動報告  

 2021. 6.10 第 2 回情報委員会開催 副委員長交替の件/新年度予算承認の件/専門委員会活動報告  

 2021. 8.26 第 3 回情報委員会開催 会員企業ランサム被害速報/新 HP アクセス状況/専門委員会活動報告  

 2021.10.26 第 4 回情報委員会開催 ランサム被害と当面対応について/新 HP アクセス状況/専門委員会活動報告  

 2021.12.09 第 5 回情報委員会開催 関連委員会報告/新 HP アクセス状況/専門委員会活動報告  

 2022. 2.10 第 6 回情報委員会開催 会員へのセキュリティ啓発/新 HP アクセス状況/専門委員会活動報告  

     

委員会活動一覧 
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8-5-2 情報新技術専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会開催 

専門委員会開催：7回 

(2) 活動の目的 

建設コンサルタント技術者として、インフラ

整備分野（日常業務遂行分野含む）や新たな業

務形態等に活用が期待できる IT に関する先端

技術をリサーチし、その活用について研究する

と共に、協会員に情報提供を行う。 

(3) 主な内容 

a) 情報新技術のリサーチ 

情報新技術にかかるテーマとして AI 技術に

着目し、下記 2点について調査を実施した。 

①  建設業界における AI活用事例 

 新聞や Web サイトで公表されたプレスリ

リース記事を収集し、橋梁点検支援、道路舗

装損傷診断支援、リアルタイムハザードマッ

プ作成支援、コンクリート品質管理支援等の

AI活用事例を収集し概要をとりまとめた。 

②  大手ITベンダーによるAI研究報告 

群衆行動解析、学習型超解像、光学振動解析、

意思決定最適化等、ITベンダーが公表してい

るAI研究報告を収集し、概要をとりまとめた。 

またAI技術を活用したソリューションを

提供する企業として、表-1 に示す企業を対

象として、個別 Web 調査（新型コロナウィ

ルス対応のため対面方式ではなく Web 方式

で実施）を実施した。 

b) 自動運転 WG への参画 

別途検討が進められている自動運転WGに参加

し、自動運転技術とIT技術への対応について提

案した他，自動運転社会実現に向けた業務提案

や実現シナリオにかかるWGの議論に参加した。 

 

2. 次年度の活動について 

来年度は、AI技術にかかるリサーチを継続す

る他、建設情報に関連した情報技術の動向調査

などを継続的に実施し、有益な情報であれば会

員に情報をフィードバックする予定である。 

（情報新技術専門委員会委員長 佐々木 晋） 

 調査日 訪問先企業 サービス名称 調査概要 

1 令和 3年 

7 月 26 日 

㈱

WorldLink 

&Company 

㈱ SkyLink 

Japan 

橋梁点検シ

ステム 

「点検支援技術（画像計測技術）を用いた 3 次元

成果品納品マニュアル【橋梁編】（案）令和 3 年 3

月国土交通省」に準じたサービスを提供。AI にイ

ンプットする点検画像の撮影と AI エンジン

（SeeCrack）によるひび割れ判定。ドコモの実験

施設において5Gを用いたデータ伝送と組み合わせ

て実証実験を実施。 

2 令和 3年 

8月 31日 

㈱インキュ

ビット 

画像認識 AI

プラットフ

ォーム 

学習済み AI モデル（道路ひび割れ検知・橋梁ひび検

知・さび検知・鉄筋露出検知・道路検出・家屋検出）

の提供によりAIによる点検作業・検討業務のスタート

アップをサポート。学習データ追加と再チューニング

によるオリジナルAIの開発。 

3 令和 3年 

8月 31日 

シリコンス

タジオ㈱ 

AI 教師画像

生成ソリュ

ーション 

3DCG を活用した画像認識における機械学習向け教

師画像生成ソリューションの提供。外観検査、設

備監視、自動運転、人物認識などの AI開発に用い

る教師データを 3DCG により生成。NGデータやレア

データの再現など、教師データとして取り込むこ

とが難しい画像を CG で作成する。 

4 令和 3年 

10月 4日 

伊藤忠テク

ノソリュー

ションズ㈱ 

AI 開発・維

持管理ツー

ル 

AI 開発のための総合環境（AIモデル開発・モデル

管理から適合度評価・モニタリングまでサポート）

の提供。DataRobotによる機械学習ソリューション

の提供。 

訪問調査実施概要 
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8-5-3 情報セキュリティ専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会開催 

専門委員会開催：11回 

 (2) 活動の目的 

建設コンサルタンツ活動における各種の情報セ

キュリティに関する研究を行う。会員各社の情報

セキュリティ対策およびマネージメントシステム

の構築を支援する情報提供を行う。 

建設コンサルタントとしての情報セキュリティ

のあり方について意見交換の場とする。 

 (3) 主な内容 

a) 情報セキュリティ講習会の開催 

建設コンサルタント業界においても、業務

上で重要な情報を取り扱っており、十分な情

報セキュリティ対策が求められる。 

情報セキュリティに関して更なる情報提

供・啓発活動を進めるため、会員企業を対象

とした情報セキュリティ講習会をウェブセミ

ナー（ライブ配信）として開催した。 

本年度は「テレワークとセキュリティ」を

テーマに講演を行い、約 420 人の参加を得て

おり好評であった。 

また会員各社への情報提供の一環として協

会ホームページ（会員限定）に講習会テキス

トを公開した。 

 

＜講習会開催概要＞ 

開催日時：2021 年 10 月 8日（金）13:00～17:00 

開催：ウェブセミナー（ライブ配信） 

主催：（一社）建設コンサルタンツ協会 

配信：株式会社 直伝 スタジオより 

講師：情報セキュリティ専門委員会委員 

CPD：対象プログラム 3.33 ポイント 

ウェブセミナー受講者数：420 名 

 

 

 

 

＜講習会カリキュラム＞ 200 分（CPD 3.33） 

【プロローグ】20 分 

当業界でのテレワークへの取組と情報セキュリティ 

【前編】90分 

運用面から考えるテレワークとセキュリティ 

講演 1 テレワークを意識したルール整備 

講演 2 ペーパーレスへの対応 

講演 3 テレワーク環境への会社関与 

【後編】90分 

技術面から考えるテレワークとセキュリティ 

講演 4 テレワークにおける VPN 環境の整備と 

今後の課題 

講演 5 ゼロトラストとは 

講演 6 クラウド利用時のアカウント統合管理 

 

b) 講習会の録画配信 

10月8日に開催した情報セキュリティ講習会

の録画を「建コン協 Web 講習システム」上で公

開して配信している（期間限定：2022 年 1月～

2022 年 6月の 6ヶ月間、CPD 対象）。 

c) ランサムウェアに関する勉強会 

ランサムウェアの被害が急拡大しており、当

業界でも事故事例が発生している状況から、ラ

ンサムウェアをテーマに各種視点から外部講

師による委員会内勉強会をおこなった。 

日時 講演内容／講演者 

2/8 インシデント対応の事例紹介 

エネルギア・コミュニケーション様 

2/15 包括的なランサムウェア対策について 

伊藤忠テクノソリューションズ様 

3/3 サイバーインシデントへの備えと 

サイバーリスク保険   東京海上日動様 

4/14 

(R4) 

迅速な事業復旧に必要な 

データ保護の重要性     ベリタス様 

 

2. 次年度の活動について 

今後とも当業界における情報セキュリティ対策

について調査研究を進める。 

 

（情報セキュリティ専門委員会委員長 長岡 尚登） 
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8-5-4 テクリス専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会開催 

専門委員会開催：5回 

(2) 活動の目的 

公共事業の発注に大きな役割を果たすように

なったテクリスに関する(一財)日本建設情報総

合センター(JACIC)への業界窓口。 

テクリスの透明性、公正性を向上し、活用の

場を拡大させるための意見交換の場とする。 

(3) 主な内容 

a) コリンズ・テクリスシステムへの対応 

令和 3年 9月 18日(土)～21日(火)にコリン

ズ・テクリスシステムが改良された。JACIC よ

り 9 月 8 日に事前説明頂いた改良内容のうち、

特に留意が必要と思われる点について委員会

にて協議の上、文書にまとめ周知を行った。 

b) コリンズ･テクリス利用者会議への対応 

令和 3年 9月 8日に JACIC より、今年度の利

用者会議開催に関する説明を頂くとともに、利

用者会議の資料とするアンケートの実施につ

いてご説明頂いた。 

利用者会議の資料となるアンケートについ

て、事前説明頂いた設問内容を確認し、委員会

内で整理した要望等をアンケート回答要望例

として広報を行うと共に、アンケート回答への

協力依頼を行った。 

令和 3 年 12 月 7 日コリンズ・テクリス利用

者会議に出席し、コリンズ・テクリスシステム

についての対応等について確認を行った。昨年

度、協会加盟企業に実施したテクリス登録シス

テムに関するアンケート結果をもとに JACIC

へシステム等に関する改良要望を伝えた。 

c) 協会加盟企業のテクリス登録システム利用

者に向けたアンケート調査のとりまとめ 

協会加盟会社に対し、令和 3 年 1 月 25 日～

2 月 12 日の期間で実施したアンケート調査の

取りまとめを行った。 

d) その他 

コリンズ･テクリス利用者会議にて、国土交

通省へ「国土交通省登録技術者資格」のテクリ

ス登録に関する対応について、昨年に引き続き

確認を行った。 

 

2. 次年度の活動について 

協会加盟企業へ実施したアンケート調査の取り

纏めた結果をもとに、コリンズ・テクリス登録シ

ステムに関するシステム改良や数年後のリニュー

アルに向けた改良要望を整理し、コリンズ・テク

リス登録システムの提供元である JACIC との意見

交換を継続的に実施する。 

引き続き JACIC との協議等を通じて得られた情

報については、速やかに協会加盟企業に提供する。 

令和 2年度より実施の「海外インフラプロジェ

クト技術者認定・表彰制度」に基づく国土交通省

の認定を受けている業務のテクリス登録に関する

ことや電子入札、電子契約についても継続して注

視していく。 

 

（テクリス専門委員会委員長 佐藤 美緒） 
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8-5-5 ＩＣＴ委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

委員会開催回数：10回 

(2) 主な内容 

当委員会は、16社 19 名の委員が参加し、DX、

i-Construction、BIM/CIM等のICTを対象とし、

調査・研究と会員企業の啓蒙・普及に取り組ん

だ。その活動は協会内にとどまらず、外部活動

へも参画、連携を図ることで最新情報を収集す

るとともに、それらの情報に基づいて関連講習

会を開催する等、会員企業の生産性向上や働き

方改革に貢献した。 

a) 協会内部での連携 

生産性向上や働き方改革に関する協会内部の

委員会や WGに参加した。また、それらの活動を

通じて得られる最新情報の加盟各社での共有を

図るために、各支部との連携強化を推進した。 

① 未来塾対応 WG への参加 

② 技術部会統括技術委員会生産性向上 WGへ

の参加（ICT 導入協議会、BIM/CIM 推進委

員会、東京大学 i-Construction システム

学講座「協調領域検討会」） 

③ ICT 普及専門委員会を中心とした本部－

支部情報連携体制の整備 

④ RCCM（管理一般分野（BIM/CIM 等））自主

学習教材の改訂 

b) 外部機関との連携 

外部機関との連携を図るため、国土交通省や

(一財)日本建設情報総合センターが設置した委

員会、WGへ委員を派遣し、意見照会対応や意見

具申を行った。 

① BIM/CIM 推進委員会 WG への委員派遣 

② 社会基盤情報標準化委員会への委員派遣 

③ 国際土木委員会への委員派遣 

④ 中日本高速道路「i-Construciton 推進検

討会」への委員派遣 

⑤ 近畿・中部・中国・四国の各地方整備局の

DX推進センターが主催したBIM/CIM関連の

研修において、設計者の視点に基づいた講

義の担当 

⑥ 国土地理院「自己位置推定型レーザスキャ

ナを用いた公共測量に関する調査検討委員

会」への委員派遣 

c) 関係機関との意見交換等 

ICT の導入・推進のため、関係機関との意見

交換を実施した。 

① BIM/CIM 活用業務の標準歩掛のあり方（経

済調査会、国土技術研究センター） 

② BIM/CIM の施工計画及び積算体系への展

開（国土交通省、日本建設業連合会、他） 

d) 電子入札コアシステム 

① 令和3年度 電子入札コアシステム特別会

員会議への参加（令和 4年 1月 19～28日） 

e) 啓発・普及のための活動 

加盟各社の生産性向上と働き方改革を支援す

るために、ICT に関する講習会を地方支部との

共同開催を計画したものの、COVID-19 の影響を

受けて、目標は達成できなかった。しかし、期

中の快復状況を見極めつつ、可能な限りを実施

した。 

① CIMハンズオン講習会：中止 

② GIS講習会：トライアル開催（対象を ICT 

普及専門委員会の所属会社の職員に限定） 

③ ICT セミナー：ウェビナー開催（12 月 8

日、後日協会 CPDサイトで録画配信） 

f) アンケート調査の実施 

協会会員の ICT 関連の対応状況を把握するた

め、「業務における Web 会議と ASPの利用状況

及び BIMCIM 活用業務の実施状況に関する調査」

を実施した。（令和 3年 6月報告） 

 

2. 次年度の活動について 

COVID-19 の快復動向を見極めつつ、本年度の

活動を発展させる方針で、ICT の導入及び推進に

関して、①協会内部及び関連する外部機関との

連携、②最新情報の収集・共有と対外発信、③

会員企業を対象とした講習会の開催を実行する。 

   （ＩＣＴ委員会委員長 小沼 恵太郎） 
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8-5-6 ＣＩＭ技術専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 委員会の開催 

委員会開催回数：9回 

講習会：中止 

(2) 主な内容 

国土交通省が推進しているBIM/CIM（Building 

/Construction Information Modeling, Managem

ent）に関して、協会内で推進、普及することを

目的として、「CIM推進に関わる情報技術調査」を

行った。 

例年開催している「CIM 講習会」については、

新型コロナウィルス感染拡大状況を考慮して令

和 2年度に引き続き令和 3年度も中止とした。な

お、令和 4年度はコロナウィルス感染対策を考慮

しつつ再開を目指す。 

a) CIM 推進に関わる情報技術調査 

令和元年度は、今後の CIM推進に関わる情

報技術に関して以下のとおり調査と意見交

換を実施した。 

① CIM 対応状況調査 

専門委員会の委員各社を対象に CIM 対応状

況についてアンケート調査を実施し、意見交

換を行った。 

② 3 次元点群データの活用等について調査 

3次元点群データの解析・共有サービスや、

点群データの公開状況等について、調査・意

見交換を実施した。 

③ その他 CIM推進に関わる情報技術 

   CIM 推進に有効と思われる情報技術につい

て継続的に意見交換を実施した。 

b) 令和 4年度の CIM講習会開催検討 

CIM 講習会の開催方式については、パソコン

操作を伴う実技形式の講習会であることから、

オンラインでの開催の場合、参加者の通信環境

が一律ではないため進行が困難であり、学習効

果も低いものと考えられる。よって、令和 4

年度も集合形式での実施を計画した。ただし、

開催可否については、実情を踏まえた上で再検

討する。 

 

2. 次年度の活動について 

本年度の活動を継続し、① CIM 推進に関わる

情報技術調査、② CIM ハンズオン講習会の開催

（実施可否は再検討）、③ 関連する対外委員会

への参加を行う。 

なお、① CIM 推進に関わる情報技術調査につ

いては、今年度の議論に基づき以下の次項を中

心に調査を進める予定である。 

・デジタルツインの今後、将来像 

・3Dプリンターの活用 

・ゲームエンジンの活用 

・各種プラットフォームでのデータ提供と API

による連携の現状 

・ソフトウェアのライセンス形態、互換ソフト

ウェア、バージョン互換 

・クラウド利用の現状 

 

（ＣＩＭ技術専門委員会委員長 雫石 和利） 
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8-5-7 ＩＣＴ普及専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 専門委員会の開催 

開催回数：10 回（4月～1月） 

(2) 専門委員会の委員構成 等 

当専門委員会は、全国の協会加盟会社より

21 名（21 社）が参画し、協会加盟会社の ICT

推進のため、各支部と連携し講習会の企画・開

催を実施することを主な目的としている。 

また、上記 21 名中の 9 名が各支部の情報・

ICT 関連委員会に参画しており、本部の情報部

会や ICT 委員会等で収集した情報を各支部へ提

供するとともに、各支部で得られた情報を集約

し本部組織へフィードバックすることで、本部

と支部の情報連携にも寄与している。 

(3) 主な活動内容 等 

a) 今年度の活動内容 

当専門委員会では、例年、「GIS 講習会（ハ

ンズオン形式）」と「ICT セミナー（座学形

式）」を企画・開催しているが、今年度もコロ

ナ禍が収束の兆しを見せていなかったこともあ

り、集合形式での実施が前提である「GIS 講習

会」の開催を見送り、Web で実施可能な「ICT

セミナー」での普及活動に注力した。 

b) ICT セミナーの開催 

「ICT セミナー2021 – BIM/CIM の動向と関連

情報講習会」の標題の下、ウェビナー形式で講

習会を開催した。 

Web によるリアルタイム配信でセミナーを開

催するのは、今回が初挑戦であったが、受講者

アンケートでは「役に立つ」という回答が 95%

を超え、今後も定期開催を要望する声が多数で

あった。 

なお、セミナーの主な内容は、以下のとおり

である。 

① BIM/CIM 令和 5年度の原則適用に向けた

進め方、検討項目、検討概要などの説明 

② 更新部分を中心とした BIM/CIM 関連基

準・要領等に関する解説 

③ ICT 関連技術の紹介 

④ 電子納品要領・基準の改定概要の説明 

⑤ 成果品に用いる電子地図等の著作権問題

に関する解説 

ICT 関連技術については、PLATEAU、SfM、

VR/MR/AR、AI 技術、スマートシティ、MaaS の

他、2022 年から登録が義務化されるドローン

の運用についての説明を行った。 

その他、話題提供として、専門委員会加盟会

社を対象に調査したテレワーク、DX、BIM/CIM

等の推進状況についての報告も行ったが、受講

者アンケートから注目度の高さがうかがえた。 

また、本ウェビナーの募集人数は 300 名を想

定していたが、募集開始後数日で定員に達し、

視聴ができない希望者が多数いたため、協会

CPD サイトで録画配信を行っている。 

c) GIS 講習会のトライアル開催 

来年度もコロナ禍が収束しないことも想定し、

本専門委員会参画会社を対象に、GIS ベンダー

の協力の下、Web 形式での GIS 講習会を施行し

た。結果として、従前とほぼ同レベルの Web に

よるハンズオンも可能であることが確認できた

が、講義時間が長いことや、講師側で進捗が確

認しにくい点もあり、集合式に比べ、若干、受

講者側の負担が高いことも確認できた。 

 

2. 次年度の活動について 

当専門委員会は、今年度に引続き、次年度も

講習会の開催を主体とした活動を行う。 

(1) 「GIS 講習会」については、コロナ禍のため

今年度も開催を見送らざるを得なかったが、

来年度は GISベンダーの協力の元、集合式の

再開、もしくは Web 形式でのハンズオン講習

会の開催を目指す。 

(2) 「ICT セミナー」については、業界内で注目

度が高いBIM/CIMの内容を中心に、DXやテレ

ワーク、ICT 技術等にも着目し、内容を充足

させ講習会の開催を計画する。 

 

（ＩＣＴ普及専門委員会委員長 佐々木 秀典） 
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8-6 資格・ＣＰＤ部会 

1. 主な活動の記録 

(1) 資格･CPD 部会の開催 

部会開催回数：11回 

(2) 資格･CPD 部会の組織 

資格･CPD 部会は、技術者の能力開発と適正な

資格制度の確立を目指しており、RCCM 資格制度

委員会、CPD 委員会の 2 委員会で構成されてい

る。RCCM 資格制度委員会には自主学習システム

専門委員会を設置し、CPD 委員会には CPD 推進

専門委員会と CPD 監査専門委員会を設置して活

動を行っている。 

(3) 委員会の活動 

a) RCCM 資格制度委員会 

RCCM 試験検討 WG、講習会 WG、技術者資格

WGを中心に活動を行った。 

RCCM更新登録に必要な CPD単位数の移行は、

コロナ禍による CPD 取得機会への影響を勘案

し、令和 2 年度からの施行を見送り、令和 3

年度以降 150 単位/4 年、令和 7 年度以降に

200 単位/4年としている。(令和 2年度施行) 

① RCCM 試験検討 WG：コロナ禍により令和 2

年度のRCCM試験は中止せざるを得なかっ

た。令和 3 年度は、準備を整え CBT 方式

に変更して、ペーパーレスで実施した。 

② 講習会 WG：更新講習会は、令和 2年度に

全て Web 形式に移行した。令和 3年度は 2

コンテンツを追加し、継続分と併せ 13コ

ンテンツとした。技術分野について、文

部科学省卓越研究候補者選考の研究分野

を参考に一覧列挙し、その全てをカバー

することとして、新たな講師による 8 コ

ンテンツの追加準備を整えた。 

③ 技術者資格 WG：令和 3年度は、点検･診断

等業務、計画･調査･設計業務とも登録更

新･新規登録の対象事案はなかった。 

④ 自主学習システム専門委員会 

RCCM 登録更新に使用する令和 3 年度の自

主学習教材について、原稿の審査、作成版の

チェックを行った。部分的な改訂を行い、法

制度、技術基準、維持･管理等の学習内容を

充実させた。 

b) CPD 委員会 

協会会員の CPD 取得支援、CPD 監査の実施

と結果の分析、CPD ガイドラインの改定･CPD

形態の追加を中心に活動を行った。 

① 協会会員の CPD 取得支援 

コロナ禍の影響により、CPD 取得が困難な

状況が続いたが、セミナー配信に関するアン

ケートの実施、「録画配信の手順」の作成･

配信、動画配信システムの機能追加を行い、

協会 HP にセミナー動画をより多く配信する

ことにより、CPD 取得機会を増加させた。 

動画配信は、会員企業のニーズ、テーマの

妥当性等を勘案して、58.1 時間の CPD 対象

となる 19セミナーの視聴を可能にした。 

② CPD 監査の実施と結果の分析 

令和2年度のCPD記録登録者の1％相当の

200名を対象として監査を実施した。教育形

態別記録は、講習会等への参加が前年度より

減少したものの 25％と最も多かった。業務

経験が増加し 24％となった。社内表彰申請

の増加が要因と考えられる。自己学習 21％、

企業内研修 21％は昨年と大きな変化はなか

った。 

CPD登録システムの改善や会員のCPD記録

登録の習熟により記録の不備は減少してお

り、CPD記録登録は概ね適正に運用されてい

ることが確認された。 

③ CPD ガイドラインの改定･CPD 形態の追加 

教育分野分類の多様化に伴う利用者の

CPD 登録の適正化、Web 講習への対応を図る

ため、CPD ガイドラインの改定を行った。ま

た、CPD 形態の「技術資格の取得」対象につ

いて検討を行い、対象資格を追加した。 

2. 次年度の活動について 

今年度の活動を継続実施する。なお、各委員

会及び専門委員会活動の詳細は、8-6-1～8-6-6

に示す。 

（資格･ＣＰＤ部会部会長 花岡 憲男） 
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8-6-1 ＲＣＣＭ資格制度委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) RCCM 資格制度委員会の開催 

委員会開催回数： 11 回（4月～3月） 

(2) 講習会 WG ―更新講習会の Web 化― 

令和 2年度、更新講習は集会形式と Web 講習の

併用の当初予定を、コロナ禍の影響により、Web 講

習に「完全移行」した（12コンテンツ）。 

令和 3年度は、新たに 2コンテンツを追加し、

継続分と合わせ 14コンテンツとした。さらに、技

術分野などについて文部科学省卓越研究候補者選

考の研究分野を参考に一覧列挙し、そのすべてを

カヴァーすることとして、新たに講師依頼し 8コ

ンテンツを追加する準備を整えた。 

(3) 技術者資格 WG ―国交省技術者資格登録制

度への対応― 

令和 3年度の国土交通省技術者資格（以下「技

術者資格」という）は、更新・新規ともに登録申

請するものはなかった。 

(4) 試験検討 WG ―RCCM 試験の CBT 方式化― 

令和 2年度、RCCM 資格試験（「資格試験」）は

中止のやむなきに至り、令和 3年度の試験実施は

必須課題であった。このため、資格試験の CBT 方

式化の検討、準備を進めた 

令和 3 年度は、CBT 方式により資格試験をペー

パーレスで実施した。試験期間は、9 月 1 日～10

月 31 日の 2か月間とした。受験者は、全国各都道

府県にある試験センターを事前予約したうえで受

験する仕組みとした。 

試験は全ての会場においてトラブルなく無事終

了した。受験申込者 7,698 名、受験者 5,723 名、

合格者 2,698 名、受験率 74.3％（前回より 5％程

度アップ）合格率 47.1％であった。 

専門技術問題（Ⅳ-2）を、技術者資格（特に点

検・診断業務）登録に係る「確認すべき資格付与

試験等の要件」のエビデンスとすることについて、

CBT 方式を導入による支障の有無について、令和

3 年度試験問題について検証を行い、留意点を参

考意見としてまとめ、関係者に提供した。 

 (5) RCCM 登録に必要な CPD単位の変更 

RCCM 更新登録に必要な CPD 単位数の移行は、

コロナ禍による CPD機会への影響を勘案し、令

和2年度からの施行を見送り、令和3年以降 150

単位/4 年、令和 7年以降推奨単位数の 200単位

/4 年としている。（令和 2年度施行） 

 

2. 次年度の活動について 

a) RCCM 資格制度に関する課題について、基礎

データの収集、関連する委員会等との調整・

協議等を進め、検討する。 

① Web 講習のコンテンツを新規・アップデート

を含め22コンテンツを9月 1日にリリース

する。更新講習受講者に対するアンケート

結果に基づき更新講習内容を検討する。 

② CBT 方式の円滑な実施に向け所用の検討を

進める。また、CBT 試験で技術者資格登録を

申請する他の資格登録団体の対応状況、技

術者資格の要件変更状況に注視し、関係者

と情報共有を図る 

③ 国土交通省技術者資格登録（5年に 1度の更

新が必要）は、平成 29 年度に新規登録した

点検･診断等業務の合計「4 施設分野、9 業

務」について更新登録申請を行う。内訳は、

点検・診断業務として「堤防・河道」「舗装」

「小規模付属物」の 3施設分野、6業務。ま

た、「港湾施設」の 1施設分野に関する 3業

務（計画策定業務、点検・診断業務および設

計業務）である。 

④ RCCM 資格の更新登録に必要とする CPD 単位

の変更についての周知。 

b) RCCM 資格制度にかかる規定の改定を検討す

る。 

c) 受験や登録に関して疑義の生じた場合に当

該事案を審査する。 

 

（ＲＣＣＭ資格制度委員会委員長 熊谷 清） 
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8-6-2 自主学習システム専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 自主学習システム専門委員会の開催 

メール審査 

(2) 令和 3年度作成分の審査 

RCCM登録更新の際に使用する令和3年度分の

自主学習教材について、次のとおり原稿の審

査、作成版のチェックを行った。 

なお審査は、新型コロナウイルスの流行を考

慮して、メールによった。：4回開催 

 

【全面改訂相当】 

施工計画、施工設備及び積算 

【部分改訂】 

建設一般分野：i-Construction、CIM の動向と 

電子納品 

建設一般分野：「公共工事の品質確保の促進 

に関する法律」（品確法）とコン

サルタントの選定・契約 

建設一般分野：建設コンサルタントと倫理 

専門技術分野：河川、砂防及び海岸・海洋 

専門技術分野：港湾及び空港 

専門技術分野：電力土木 

専門技術分野：道路 

専門技術分野：鉄道 

専門技術分野：上水道及び工業用水道 

専門技術分野：下水道 

専門技術分野：農業土木 

専門技術分野：都市計画及び地方計画 

専門技術分野：鋼構造及びコンクリート 

専門技術分野：トンネル 

専門技術分野：施工計画、施工設備及び積算 

専門技術分野：建設環境 

専門技術分野：機械 

専門技術分野：水産土木 

専門技術分野：廃棄物 

専門技術分野：建設情報 

 

 

2. 次年度の活動について 

(1) 継続して、既存の学習教材の更新を進める。 

(2) 自主学習教材の学習内容について、技術者資

格登録制度への申請･登録・更新結果を受け、

法制度、技術基準、維持・管理などについて

充実を図る。 

(3) 内容のレベル、全体の構成、各科目の取り扱

いなど自主学習教材の作成・利用に関する

「教材作成方針」を令和 3年度の実績をもと

に検討する。 

 

（自主学習システム専門委員会 

             委員長 熊谷 清） 
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8-6-3 ＣＰＤ委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1) CPD 委員会の開催 

委員会開催回数：11回 

(2) 主な内容 

令和 3 年度の委員会活動は主に、① 協会会

員の CPD 取得支援、② CPD 監査の実施と監査結

果の分析、③ CPD ガイドラインの改定、CPD 形

態の追加の 3 点を中心に委員会活動を行った。 

a) 協会会員の CPD 取得支援 

協会会員の CPD 取得を支援するため、Web 講

習記録配信を活用することにより、多くの会員

に利用して頂くことを目的として活動した。 

今年度も新型コロナウイルス感染症の影響

により CPD 取得が困難な事態が続いたが、セミ

ナー配信に関するアンケートの実施、「録画配

信の手順」の作成・配信、動画配信システムの

機能追加支援を行い、協会 HP でセミナー動画

をより多く配信することにより、CPD 取得機会

に寄与した。 

Web 講習記録配信の開始以降、視聴者数は増

加しておりCDP取得機会の創出に寄与している。 

2018 年：8,379、2019 年：31,046、2020 年：

36,354、2021 年：54,968（視聴者数） 

動画配信は、会員企業のニーズ、テーマの妥

当性など踏まえて、58.1 時間の CPD 対象となる

下記19セミナーを協会HP上で視聴できるよう

にした。 

職業倫理・コンプライアンス研究委員会、近

畿支部インフラメンテナンス研究委員会、マネ

ジメントシステム委員会、情報セキュリティ専

門員会、海岸・海洋専門委員会、ICT 普及専門

委員会、鉄道専門委員会、ITS 専門員会、砂防・

急傾斜専門委員会、環境専門委員会、道路専門

委員会、PM 専門委員会、環境配慮専門委員会、

東北支部河川講習会、PFI 専門委員会、業務研

究発表会 WG、交通・安全専門委員会、社会マネ

ジメント技術委員会、参加型計画専門委員会 

b) CPD 監査の実施と監査結果の分析 

令和 3 年度の監査として、CPD 記録登録者

200 名を対象として監査を実施した。CPD 記録

の年平均単位数は 47.2 時間/年であり、教育分

野別では専門技術分野が 79％を占め、昨年度

の 75％と同程度であった。教育形態別では講

習会等への出席が 25％と減少したが、昨年と

同様に最も多かった。一方、業務経験が 24％

と大きく上昇し、社内表彰申請の増加が要因と

考えられる。次いで自己学習 21％、企業内研

修 21％は昨年と大きな変化はなかった。 

監査における何らかの指摘、修正を要する

総指摘数が増記録数に占める割合は 5.2％で、

昨年度の 12.2％から大きく減少した。 

CPD 登録システムの改善や会員の登録への

周知等で記録の不備は減少しており、CPD 記録

登録が概ね適正に行われていると判断できる。 

c) CPD ガイドラインの改正、CPD 形態の追加 

教育分野分類の多様化に伴う利用者の CPD

登録の適正化、及び Web 講習への対応を図るた

め、CPD ガイドライン（2022 年 4月第 8版）、

CPD解説書（2022 年 4月第 8版）の改正を行っ

た。また、CPD 形態の技術資格の取得対象につ

いて検討を行い、対象資格を追加した。 

(3) CPD 記録申請等 

a) CPD 記録申請者数 

 令和 3年度：154,148人 

 令和 2年度：125,081人 

b) CPD 記録申請件数 

  令和 3年度：509,500件 

  令和 2年度：404,100件 

c) CPD証明書発行件数 

  令和 3年度：7,790件 

  令和 2年度：7,011件 

 

2. 次年度の活動について 

次年度の委員会活動は主に、① CPD システムの協

会会員への周知、② CPD 記録の監査、③ CPD 取得

の支援、協会認定プログラムの充実、④ 関連学協

会との連携による CPD の活用などを行う。 

（ＣＰＤ委員会委員長 片山 善郎） 
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8-6-4 ＣＰＤ推進専門委員会 

 

1. 主な活動の記録 

(1)CPD 推進専門委員会の開催 

委員会開催回数：8回 

(2)セミナー配信に関するアンケートの実施 

セミナー配信に関するアンケートを実施した。 

(3)「セミナー録画配信の手順」の作成・配信 

WEB 動画配信推進のための手順書を作成し、

セミナー主催者等に配信した。 

(4)動画配信の依頼と事前・当日・事後の作業支援 

主催者に対し、セミナー動画の配信依頼及び

事前・当日・事後の作業支援を行った。 

(5)動画配信システムの機能追加支援 

新たなセミナー録画配信システムの追加機能

開発の支援を行った。 

(6)協会 HPにおけるセミナー動画の配信 

セミナー動画を協会 HPへ公開した。 

2. 活動結果 

(1)CPD 推進専門委員会の開催 

8回の専門委員会を開催した。配信セミナー、

撮影や編集に関する検討等について協議した。 

(2)セミナー配信に関するアンケートの実施 

各委員会長等を対象とし、令和 3年 6月から

運用を開始した新録画配信システムの周知状況、

録画配信の課題把握等に関するアンケートを実

施し、今年度の活動に活用した。 

(3)「セミナー録画配信の手順」の作成・配信 

「セミナー録画配信の手順」（新たなセミナ

ー録画配信システムの概要、配信の手順と分担、

Q＆A）を作成し、セミナー主催者等に配信した。 

(4)動画配信の依頼と事前・当日・事後の作業支援 

令和 3年度のセミナー開催計画を調査し、主

催者に対してセミナー動画の配信を依頼した。

また、事前準備～事後作業等の支援等を行った。 

(5)録画配信システムの機能追加支援 

録画配信システムについて、非会員向け・主

催者向け機能の追加開発を支援した。 

(6)建コン HP におけるセミナー動画の配信 

58.1時間のCPD対象時間となる次の①～⑲の

セミナーを、協会 HP上で視聴できるようにした。 

① 職業倫理・コンプライアンス委員会 独占禁止

法等に関する講習会 

② 近畿支部インフラメンテナンス研究委員会 イ

ンフラメンテナンス研究委員会最終報告会 

③ マネジメントシステム委員会 令和 3年度マネ

ジメントセミナー 

④ 情報セキュリティ専門委員会 情報セキュリテ

ィ講習会 

⑤ 海岸・海洋専門委員会 気象変動の影響とこれ

からの海岸保全のあり方 

⑥ ICT 普及専門委員会 BIM/CIM の動向と関連情

報講習会 

⑦ 鉄道専門委員会 鉄道とまちづくり－コロナ禍

と脱炭素の流れの中で－ 

⑧ ITS 専門委員会 成果報告会・勉強会 

⑨ 砂防・急傾斜専門委員会 第 12回 砂防講習会 

⑩ 環境専門委員会 気候変動の影響への適応に関

するオンラインセミナー 

⑪ 道路専門委員会 道路専門委員会セミナー～高

精度 3次元地図データと今後の活用～ 

⑫ PM 専門委員会 令和 3年度 PM セミナー2021 

⑬ 環境配慮専門委員会 令和 3年度 環境配慮専

門委員会 講演会 

⑭ 東北支部 令和 3年度 東北支部 河川講習会 

⑮ PFI 専門委員会 令和 3年度 PPP/PFI セミナー 

⑯ 業務研究発表会WG 令和3年度建設コンサルタ

ント業務研究発表会 

⑰ 交通・安全専門委員会 交通・安全専門委員会

セミナー 

⑱ 社会マネジメント技術委員会 令和 3年度社会

マネジメント技術委員会セミナー 

⑲ 参加型計画専門委員会「多様化する社会変改に

対応する市民参加型計画のあり方」 

3. 次年度の活動について 

均衡ある CPD取得を支援するため、協会が実施

する CPD プログラムの情報を収集するとともに、

セミナーの録画配信依頼・支援等を行い、会員企

業社員の CPD取得を質・量ともに支援する。 

 （ＣＰＤ推進専門委員会委員長 河村 成人） 
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8-6-5 ＣＰＤ監査専門委員会 

1. 主な活動の記録 

(1) CPD 監査専門委員会の開催 

委員会開催回数：9回 

(2) 主な活動内容 

平成 21 年度より CPD 会員から無作為に一定

人数（被監査者）を抽出し、その会員が登録し

た記録の監査を実施している。今年度は、新シ

ステムに改定後 6年目の監査であり、令和 2年

度登録記録（総記録数 3,274 記録／200 名分）

を対象に監査を実施した。 

2. 監査の実施 

(1) 監査員による監査 

監査は「CPD 監査マニュアル(第 4 版平成 30

年 6月)」に従い、監査員が被監査者個々の登録

記録を精査した。登録記録が適当でなければ、

内容により「削除相当」、「修正相当」、「助

言相当」の 3つの判定レベルで指摘を行い、「CPD

監査個人別チェックリスト」として整理した。 

(2) CPD 監査専門委員会による審査・とりまとめ 

CPD 監査専門委員会は、監査員による指摘内

容の照査を行い、指摘された「削除相当」、「修

正相当」および「助言相当」の判定の適否につ

いて審議し、監査報告をとりまとめた。 

3. 監査結果 

(1) CPD 記録の状況 

今回実施した 200 名の被監査者が取得してい

る CPD 記録の年平均単位数は 47.2 時間／年で

あった。教育分野別・形態別の傾向を図-1,2 に

示す。教育分野別では専門技術分野が 79％を占

めており、昨年度の 75％と同程度であった。教

育形態別は講習会等への出席が比率は減少した

が昨年と同様最も多かった。一方、業務経験が 

 

 

 

 

 

 

図-1 教育分野別傾向 

24％と大きく上昇、社内表彰申請の増加が要

因である。次いで自己学習 21％、企業内研修

21％は昨年度と大きな変化はなかった。 

 

 

 

 

 

 

図-2 教育形態別傾向 

(2) 監査結果 

総指摘数（「削除相当」、「修正相当」およ

び「助言相当」の合計）は 170 件あり、これは

総記録数の 5.2％にあたり、昨年度の同比率

12.2％から大きく減少した。総記録数に占める

「削除相当」の割合は 0.7％、「修正相当」の割

合は 1.7％で、昨年度の「削除相当」0.5％、「修

正相当」2.0％から大きな変更がなかった。一方

「助言相当」の割合は、教育分野表の見直しの

効果等により指摘数が大きく減少した。 

 

 

 

 

 

図-3 総合判定状況 

監査において削除や修正など CPD 単位に影響

する重要な指摘数が総記録数に占める割合は 3

年連続 2.5％前後の低い水準を維持している。

以上から、CPD 登録システムの改善や会員への

周知等で記録の不備は減少傾向にあり、CPD 記

録登録は概ね適正に行われている。よって、CPD

システムは適切に運用されていると判断する。 

4. 今後の課題 

誤登録状況は僅かな割合となっているが、監

査活動を通じた CPD解説書の改定を提案・改善

を図るとともに、指摘が多い事項等を利用者へ

の周知など適切な CPD 登録に繋がる活動を行う。 

（ＣＰＤ監査専門委員会委員長 冨田 克彦） 
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9. 災害対策本部 

 

9-1 災害対応ＷＧ 

  

 災害対応 WG については、5.5-3 災害対策・

BCP 検討 WG並びに災害対応 WGに併せて記す。 
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10. インフラストラクチャー研究所 

 

1. 主な活動の記録 

(1) 社会資本の国民生活に果たす役割と必要性、

その整備における建設コンサルタントの役割に

ついての理解増進 

社会資本の動向および建設コンサルタンツ協

会に関連する情報を官公庁・業界新聞社等のホ

ームページより抽出し、最新情報のリンク集と

して、協会会員に「インフラ研通信」としてメ

ール配信した。 

(2) 望ましい建設生産システムのあり方について

の検討 

契約のあり方専門委員会の事務局として、建

設コンサルタントの業務内容と契約形式の差異

解消や成果品の著作権に関する検討に参加する

ともに、民法改正に伴う公共土木設計業務等標

準委託契約約款の改正に関する FAQ を協会ホー

ムページ（協会会員コーナー）にて公開した。 

(3) 建設コンサルタント技術者及び業界の資質の

向上 

国土交通省と連携して運営する「道路橋技術

相談窓口」の事務局対応を継続的に行った。 

戦後インフラ整備事業を振り返り、建設コン

サルタントの意識向上を図る目的で設立された

戦後インフラ整備事業研究会に幹事・事務局と

して平成 30 年度から継続して企画・運営に参

画した。 

また、講演記録集（6講演分を収録）の編集・

発行（vol.4）を行うとともに、新型コロナウイ

ルス感染拡大防止として令和 2年 2月以降延期

としていた「戦後インフラ 70年講演会」を令和

3年 3月（第 18 回）よりオンライン形式にて再

開した（令和 3 年度は第 19 回～第 28 回を開

催）。 

(4) 社会・経済システムの変革に伴うニュービジ

ネスの開発 

外濠再生に資する調査・研究を、地域住民・

行政・大学・民間企業との連携のもと、継続的

に行った。 

令和 2年 5月より国土交通省のグリーンイン

フラ官民連携プラットフォーム運営委員会およ

び技術部会に参画し、協会員からのグリーンイ

ンフラに関する情報収集や意見・意向把握を行

い、それら結果を運営委員会等への提示・提案

等、橋渡し役を担った。 

また、グリーンインフラ官民連携プラットフ

ォームとの共催による「グリーンインフラの推

進に向けて建設コンサルタントが担う役割」と

題した業界団体セミナーの企画・運営に参画し

た。 

(5) 自主研究 

石田東生筑波大学名誉教授の助言のもと、建

設コンサルタントが携わる可能性のある新たな

業務（民間資金調達・DX 推進等）の発掘に向け

た調査・研究を行った（一部、関連 WG への参画

のもと実施）。成果については報告書に取りまと

め、協会員をはじめ広く一般にも向けて協会ホ

ームページにて公開した。 

今後の日本のインフラ整備の戦略あるいは政

策立案の参考になると考えられる英国の今後の

インフラ戦略をまとめた「国家インフラ戦略」

の翻訳資料を作成した。 

 

2. 次年度の活動について 

インフラストラクチャー研究所のミッション

（使命・任務）を継続的に実施し、建設コンサル

タント業界等にその成果を広報・啓発していく予

定である。 

 

（インフラストラクチャー研究所 今井 稔） 
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11．主な事業・行事、広報活動等 

 

11－1 主な行事・事業 

1) インフラ整備 70 年講演会(ライブ配信) 

             令和 3年 4月～令和 4年 3月 

2) RCCM 資格登録更新講習会(ビデオ配信) 

             令和 3年 4月～令和 4年 3月 

3) 新しい生活様式の道路空間 WG 勉強会(東京

3回･ライブ併用)      令和 3年 6月～9月 

4) 地質技術報告会 (本部/ライブ配信) 

               令和 3年 8月 

5) 災害時対応演習           令和 3年 9月 

6) 業務研究発表会(ライブ・ビデオ配信) 

                      令和 3年 9月 

7) マネジメントセミナー(ライブ・ビデオ配

信)                        令和 3年 9月 

8) RCCM 資格試験(CBT 試験) 

令和3年9月～10月 

9) 経営シンポジウム(東京､名古屋､大阪､福岡

/ライブ配信)              令和 3年 10月 

10) 情報セキュリティ講習会(ライブ･ビデオ配 

信)                       令和3 年10月 

11) ダム設計に関する技術勉強会(ライブ配信) 

                          令和3 年10月 

12) ITS 専門委員会成果報告会・勉強会(ライブ・ 

ビデオ配信)               令和 3年 10月 

13) 品質セミナー“品質の確保・向上に向けて” 

(ビデオ配信)              令和 3年 11月 

14) 砂防講習会(東京、ライブ・ビデオ配信) 

                          令和 3年 11月 

15) 海岸・海洋セミナー(ライブ・ビデオ配信) 

                          令和 3年 11月 

16) 第 30 回河川講習会(ライブ配信) 

                          令和 3年 11月 

17) 環境専門委員会講演会(ライブ･ビデオ配 

信)                       令和 3年 11月 

18) 参加型計画専門委員会講習会(ライブ･ビデ 

オ配信)                  令和 3年 12月 

19) 港湾専門委員会講演会(ライブ･ビデオ配 

信)                       令和 3年 12月 

20) 河川構造物の耐震性能照査指針並びに河川 

砂防技術基準設計編(樋門､水門)の改定に 

伴う講習会(ライブ配信)    令和 3年 12月 

21) 鉄道専門委員会セミナー(ライブ･ビデオ配 

信)                       令和 3年 12月 

22) 政策･事業評価専門委員会セミナー(ライブ 

配信)                     令和 3年 12月 

23) 設計技術者のための地盤技術に関する講演

会(ライブ配信)            令和 3年 12 月 

24) インフラシステム海外展開国土交通省セミ

ナー～コンサルタントへの期待～(ライブ配

信)                        令和 4年 1月 

25) ICT セミナー2021(ビデオ配信) 

令和 4年 1月 

26) PM セミナー建設マネジメント講習会(ライ

ブ･ビデオ配信）           令和 4年 1月 

27) 環境配慮専門委員会講演会 (ライブ･ビデオ

配信)                  令和 4年 1月 

28) 本部と各支部との意見交換会(Web 会議) 

令和 4年 1月～3月 

29) 交通･安全専門委員会講習会(ライブ･ビデオ

配信)           令和 4年 2月 

30) 品質向上専門委員会講習会(ライブ配信) 

                              令和 4年 2月 

31) システム改善専門委員会勉強会(東京/ライ

ブ併用)                 令和 4年 2月 

32) 道路専門委員会セミナー(ビデオ配信) 

令和 4年 3月 

33) 令和 3 年度 PPP/PFI セミナー(ビデオ配信)           

令和 4年 3月 
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11－2 要望活動 

 1) 「要望と提案」について各地方整備局等並

びに管内地方公共団体との意見交換会 

  令和 3年 8月～11 月 

2) (同)関係高速道路会社との意見交換会 

令和 3年 10 月～12 月 

3) (同)沖縄総合事務局との意見交換会 

  令和 3年 11 月 

4) (同) (独)水資源機構との意見交換会 

      令和 3年 12 月 

5) (同)国土技術政策総合研究所及び国立研究

開発法人土木研究所との意見交換会 

  令和 3年 12 月 

6) 「業務量の安定的な確保及び設計業務委託

等技術者単価の引き上げ等について」の要望 

                         令和 4年 2月 

7) 「要望と提案」について国土交通省本省と

の意見交換会 令和 4年 2月 

 

11－3 広報活動 

 1) 会誌「Civil Engineering Consultant」 

291号～294号の発行 

2) 「インフラ整備 70年戦後の代表的なプロジ

ェクト vol．4」の発行 

 3) 会員名簿の発行 

 4) 打ち水大作戦本部「打ち水大作戦 2021」協

賛 

5) 水の週間実行委員会「第 45回水の週間行事」

協賛 

6) (一財)国土技術研究センター・(一財)沿岸

技術研究センター「第 24回国土技術開発賞」

協賛 

7) (公社)土木学会「土木学会デザイン賞」協

賛 

8) (公社)土木学会「第 24回橋に関するシンポ

ジウム」協賛 

9) (一社) 非破壊検査協会『第７回「コンクリ

ート構造物の非破壊検査」シンポジウム』協

賛 

10) (一社) 日本鋼構造協会「土木鋼構造診断

士・診断士補講習会」協賛 

11) (公社)日本下水道協会「下水道展’21 大阪」

協賛 

12) (一社)日本能率協会「メンテナンス・レジ

リエンス OSAKA2021」協賛 

13) (公社)土木学会「土木の日」及び「暮らし

と土木の週間」共催 

14) (一財)全国建設研修センター「2021 年度研

修」共催 

15) (一財)経済調査会「『改訂 3版設計業務等標

準積算基準書の解説』講習会」共催 

16) グリーンインフラ官民連携プラットフォー

ム業界団体共催セミナー～グリーンインフ

ラの推進に向けて建設コンサルタントが担

う役割～共催 

17) 国立研究開発法人土木研究所「令和 3 年度

土木研究所講演会」後援 

18) 国立研究開発法人土木研究所「土研新技術

ショーケース 2021in東京」後援 

19) (公社) 土木学会「第 27 回地下空間シンポ

ジウム」後援 

20) (一財)建設物価調査会「令和 3 年度国土交

通省土木工事積算基準の改定概要説明会」後

援 

21) (公社) 日本コンクリート工学会「3D プリ

ンティングによるコンクリート構造物構築

に関する研究委員会報告」後援 

22) (公社) プレストレストコンクリート工学会

『「季節 PC ポストテンション橋保全技術指

針」の発刊に伴う講習会』後援 

23) (公社)プレストレストコンクリート工学会

『「PC 斜張橋・エクストラドーズ橋設計施工

保全規準」の発刊に伴う講習会』後援 

24) (公社)地盤工学会「実務技術者のための地

盤工学会賞受賞技術･業績講演会」後援 

25) (公社)地盤工学会「河川堤防の調査・検討

から維持管理まで講習会」後援 

26) (公社)地盤工学会「2021 年度第 1 回・第 2

回宅地地盤の評価に関する最新の知見講習

会」後援 

27) (一財)橋梁調査会「令和 3 年度橋梁シンポ

ジウム」後援 
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28) インフラマネジメントテクノロジーコンテ

スト実行委員会「インフラマネジメントテク

ノロジーコンテスト 2021」後援 

29) (一社)日本鋼構造協会「2021 年度鋼構造技

術者育成講習会」後援 

30) (一財)災害科学研究所『「インフラ分野にお

ける DX～AI 活用から DX推進へ～」講演会』)

後援 

31) (一社)交通工学研究会「第 3 回 JSTEシンポ

ジウム」後援 

32) (一社)アセットマネジメント協会「第 5 回

JAAM 研究・実践発表会」後援 

33) ラウンドアバウト普及促進協議会「ラウン

ドアバウトサミット in 長井」後援 

34) (一社)地盤品質判定士会「宅地地盤の品質

評価に関する技術講習会 2021(東京)」後援 

35) (一社)地盤品質判定士会「地盤と建築をつ

なぐ地盤品質判定士をめざして」後援 

36) (一社)地盤品質判定士会「2021 年度住宅地

盤の安全安心講演会」後援 

37) (一社)地盤品質判定士会「2021 年度相談員

研修」後援 

38) (一社)地盤品質判定士会「2021 年度地盤品

質セミナー」後援 

39) 砂防鋼構造物研究会『「鋼製砂防構造物」お

よび「柔構造物」合同 Web 講習会』後援 

40) 日刊建設工業新聞社「BIM/CIM LIVE2021」

後援 

41) 日本建設産業職員労働組合協議会「4週 8閉

所ステップアップ運動」後援 
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（注）この表の始期は、その年の6月1日に始まり、終期は、翌年の5月31日としている。
ただし、平成23年度の終期は、平成24年の総会まで、
平成24年度以降は、総会を始期及び終期としている。

年度 所属会社名

区分

日本工営（株）

（株）建設技術研究所

パシフィックコンサルタンツ（株）

（株）オリエンタルコンサルタンツ

（株）オリエンタルコンサルタンツ

（株）建設技術研究所

パシフィックコンサルタンツ（株）

日本工営（株）

建設コンサルタンツ協会

藤本
貴也

建設コンサルタンツ協会

建設コンサルタンツ協会

建設コンサルタンツ協会

（株）建設技術研究所

日本工営（株）

パシフィックコンサルタンツ（株）

三井共同建設コンサルタント（株）

セントラルコンサルタント（株）

（株）長大

（株）ニュージェック

重永　智之

常務理事

27

副会長兼
専務理事

元

副会長

前川　秀和 酒井　利夫

草野光年専務理事

24

会　長

野崎　秀則

木谷　信之

28 2925

理　事

永冶　泰司

渡邉　浩

平　成 令和

大島　一哉

長谷川  伸一

村田　和夫

高野　登

26 30 32

野崎秀則

長谷川　伸一

村田  和夫

高野　登

藤本貴也

重永智之

樋口光良梅原　守

中村　哲己

廣瀬典昭 西谷　正司 高野　登

草野　光年

馬場　直俊 木原　一行

松本　正毅 森本　浩 吉津　洋一

新屋浩明

廣畑　彰一

（注）この表の始期は、その年の6月1日に始まり、終期は、翌年の5月31日としている。
ただし、平成23年度の終期は、平成24年の総会まで、
平成24年度以降は、総会を始期及び終期としている。

年度 所属会社名

区分

（株）福山コンサルタント

天羽誠二 (株）四電技術コンサルタント

（株）片平新日本技研
（旧（株）片平エンジニアリング）

日本交通技術（株）

開発技建（株）

（株）ドーコン

（株）復建エンジニヤリング

西日本技術開発（株）

玉野総合コンサルタント（株）

（株）オリエンタルコンサルタンツ

復建調査設計（株）

（株）復建技術コンサルタント

中央復建コンサルタンツ（株）

第一復建（株）

八千代エンジニヤリング（株）

大日本コンサルタント（株）

中日本建設コンサルタント（株）

花岡　憲男

永野　光三 兼塚　卓也

植田　薫

2624 325 27

田部井　伸夫

野崎  秀則

福成孝三 小田　秀樹

遠藤　敏雄 菅原　稔郎

平　成

28 元

寺本　邦一

平野　道夫 佐藤　謙二

堀　　充裕

田中　清

29

安藤文人 安藤　文人 川村  栄一郎

村島　正康

理　事

中村　正人 保﨑　康夫

野嶋弘孝

令和

福島　宏治

武山正人 別枝　修 奈良　敬 末澤　等

30 2

高久　晃 新井伸博

上田 直和

2．役員等の変遷 

（1）役員
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（注）この表の始期は、その年の6月1日に始まり、終期は、翌年の5月31日としている。
ただし、平成23年度の終期は、平成24年の総会まで、
平成24年度以降は、総会を始期及び終期としている。

年度 所属会社名

区分
（公財）河川財団
（旧（財）河川環境管理財団

（一財）国土技術研究センター

（一財）みなと総合研究財団
（旧（財）港湾空間高度化環境研究センター）

（一財）日本建設情報総合センター

中央大学

東京都市大学
（旧武蔵工業大学）

東京工業大学

（一社）淡水生物研究所

（一財）建設業情報管理センター

（一社）関西経済同友会

筑波大学

（一財）国際臨海開発研究センター

（一社）共同通信社

横浜国立大学

日本大学

（一財）ITSサービス高度化機構

関西大学

元独立行政法人
労働政策研究研修機構理事長

25 28

中村英夫

中村良夫

國生　剛治

森下郁子

3227 30

木下　誠也

金井　道夫

白石　真澄

金崎幸子

前川宏一

 上田　健

上村　多恵子

石田　東生

岡田　光彦

角田　光男

藤野　陽三

理　　事
松井　邦彦 糸川　昌志

平　成 令和

池淵　周一

292624 元

谷口　博昭 甲村　謙友

大村哲夫 鬼頭　平三 山縣　宣彦

門松　　武

（注）この表の始期は、その年の6月1日に始まり、終期は、翌年の5月31日としている。
ただし、平成23年度の終期は、平成24年の総会まで、
平成24年度以降は、総会を始期及び終期としている。

年度 所属会社名

区分

京都大学

（一財）経済調査会

（株）オオバ

（株）日本港湾コンサルタント

（株）日水コン

中央開発（株）

国際航業（株）

日本交通技術（株）

監　　事

24 25 26 27 28 29

柿沼民夫

土方　聡

30 元 2 3

平　成

理　事

大村　哲夫

瀬古一郎

間山一典

大場　明憲

輪湖　建雄

野村　喜一

瀬古　一郎

森北佳昭

令和

中川　一
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年度 所属会社名

支部

（株）ドーコン

（株）復建技術コンサルタント

（株）建設技術研究所

パシフィックコンサルタンツ（株）

日本工営（株）

（株）オリエンタルコンサルタンツ

開発技建（株）

玉野総合コンサルタント(株）

中日本建設コンサルタント(株）

永野
光三

中央復建コンサルタンツ（株）

（株）ニュージェック

復建調査設計（株）

奈良
敬

（株）四電技術コンサルタント

西日本技術開発（株）

（株）福山コンサルタント

第一復建（株）植田　薫

松本　正毅 吉津　洋一

福成　孝三 小田　秀樹

武山　正人 別枝　修 末澤　等

30 227

村島　正康

福島　宏治

寺本  邦一

九　州

四　国

兼塚  卓也

令和

平野　道夫 佐藤  謙二

遠藤　敏雄 菅原　稔郎

村田  和夫

近　畿

中　国

元292824 26

長谷川  伸一

高野　登

野崎　秀則

23

平　成

25

中　部

北海道

田部井　伸夫

上田　直和

東　北

北　陸

関　東

122

（2）支部長
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委
員

会
名

付
記

平
成

2
4
年

平
成

2
5
年

平
成

2
6
年

平
成

2
7
年

平
成

2
8
年

平
成

2
9
年

平
成

3
0
年

令
和

元
年

令
和

2
年

令
和

3
年

常
任

委
員

会
村

田
　

和
夫

村
田

　
和

夫
村

田
　

和
夫

渡
邉

　
浩

渡
邉

　
浩

兪
　

朝
夫

兪
　

朝
夫

松
田

　
寛

志
松

田
　

寛
志

堤
　

安
希

佳

　
　

未
来

塾
対

応
Ｗ

Ｇ
令

和
元

年
新

設
松

田
　

寛
志

松
田

　
寛

志
堤

　
安

希
佳

　
　

支
部

助
成

審
査

検
討

Ｗ
Ｇ

平
成

1
7
年

新
設

渡
邉

　
浩

渡
邉

　
浩

渡
邉

　
浩

兪
　

朝
夫

兪
　

朝
夫

松
田

　
寛

志
松

田
　

寛
志

松
田

　
寛

志
三

百
田

敏
夫

菅
原

　
正

道

　
　

災
害

対
策

・
Ｂ

Ｃ
Ｐ

検
討

Ｗ
Ｇ

平
成

1
1
年

新
設

平
成

1
2
年

名
称

変
更

令
和

元
年

名
称

変
更

村
田

　
和

夫
村

田
　

和
夫

村
田

　
和

夫
渡

邉
　

浩
渡

邉
　

浩
兪

　
朝

夫
兪

　
朝

夫
松

田
　

寛
志

松
田

　
寛

志
堤

　
安

希
佳

【
常

設
委

員
会

】

　
倫

理
・
表

彰
委

員
会

令
和

元
年

倫
理

委
員

会
・
表

彰
委

員
会

を
統

合
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
重

永
　

智
之

　
災

害
対

策
本

部
平

成
9
年

新
設

大
島

　
一

哉
大

島
　

一
哉

大
島

　
一

哉
長

谷
川

伸
一

長
谷

川
伸

一
村

田
　

和
夫

村
田

　
和

夫
高

野
　

登
高

野
　

登
野

崎
　

秀
則

　
　

災
害

対
応

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

松
田

　
寛

志
松

田
　

寛
志

堤
　

安
希

佳

【
特

別
委

員
会

】

　
働

き
方

改
革

推
進

特
別

本
部

平
成

3
0
年

新
設

村
田

　
和

夫
村

田
　

和
夫

高
野

　
登

高
野

　
登

野
崎

　
秀

則

　
D

X
特

別
本

部
令

和
元

年
新

設
令

和
3
年

名
称

変
更

高
野

　
登

高
野

　
登

野
崎

　
秀

則

【
常

設
部

会
】

　
対

外
活

動
部

会
大

島
　

一
哉

大
島

　
一

哉
大

島
　

一
哉

長
谷

川
伸

一
長

谷
川

伸
一

村
田

　
和

夫
村

田
　

和
夫

高
野

　
登

高
野

　
登

野
崎

　
秀

則

　
　

対
外

活
動

委
員

会
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
中

村
　

哲
己

中
村

　
哲

己

　
　

  
道

路
会

社
業

務
検

討
Ｗ

Ｇ
（
Ｎ

Ｅ
Ｘ

Ｃ
Ｏ

）
平

成
2
2
年

新
設

岡
村

　
秀

樹
岡

村
　

秀
樹

岡
村

　
秀

樹
岡

村
　

秀
樹

岡
村

　
秀

樹
鈴

木
　

卓
鈴

木
　

卓
鈴

木
　

卓
鈴

木
　

卓
鈴

木
　

卓

　
　

  
道

路
会

社
業

務
検

討
Ｗ

Ｇ
（
首

都
高

）
平

成
2
8
年

新
設

池
内

　
武

文
池

内
　

武
文

池
内

　
武

文
半

野
　

久
光

半
野

　
久

光
半

野
　

久
光

　
　

　
 対

外
活

動
委

員
会

Ｗ
Ｇ

（
道

路
会

社
）

平
成

2
5
年

新
設

三
百

田
敏

夫
三

百
田

敏
夫

三
百

田
敏

夫
三

百
田

敏
夫

三
百

田
敏

夫
三

百
田

敏
夫

三
百

田
敏

夫
江

守
　

昌
弘

江
守

　
昌

弘

　
　

　
 対

外
活

動
委

員
会

Ｗ
Ｇ

（
水

資
源

機
構

）
平

成
2
5
年

新
設

岡
本

　
政

明
富

田
　

邦
裕

富
田

　
邦

裕
富

田
　

邦
裕

富
田

　
邦

裕
富

田
　

邦
裕

富
田

　
邦

裕
富

田
　

邦
裕

富
田

　
邦

裕

　
　

　
 対

外
活

動
委

員
会

Ｗ
Ｇ

（
国

総
研

・
土

研
）

平
成

2
6
年

新
設

村
田

　
和

夫
渡

邉
　

浩
渡

邉
　

浩
兪

　
朝

夫
兪

　
朝

夫
松

田
　

寛
志

松
田

　
寛

志
堤

　
安

希
佳

　
　

白
書

委
員

会
平

成
1
7
年

新
設

松
本

　
正

毅
松

本
　

正
毅

永
野

　
光

三
兼

塚
　

卓
也

兼
塚

　
卓

也
兼

塚
　

卓
也

兼
塚

　
卓

也
吉

津
　

洋
一

吉
津

　
洋

一
吉

津
　

洋
一

　
　

広
報

戦
略

委
員

会
平

成
2
4
年

新
設

平
成

2
5
年

特
別

委
員

会
か

ら
同

年
名

称
変

更
大

島
　

一
哉

長
谷

川
伸

一
長

谷
川

伸
一

村
田

　
和

夫
村

田
　

和
夫

野
崎

　
秀

則
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
野

崎
　

秀
則

重
永

　
智

之

　
　

　
広

報
専

門
委

員
会

平
成

2
5
年

新
設

渡
邉

　
浩

渡
邉

　
浩

見
附

　
敬

三
見

附
　

敬
三

宮
内

　
和

則
宮

内
　

和
則

宮
内

　
和

則
宮

内
　

和
則

土
井

　
和

広

　
　

　
広

報
事

業
専

門
委

員
会

平
成

2
5
年

総
務

部
会

か
ら

同
年

名
称

変
更

米
岡

　
威

米
岡

　
威

米
岡

　
威

米
岡

　
威

米
岡

　
威

米
岡

　
威

米
岡

　
威

早
川

　
裕

史
早

川
　

裕
史

早
川

　
裕

史

　
　

　
会

誌
編

集
専

門
委

員
会

平
成

2
5
年

総
務

部
会

か
ら

遠
藤

　
徹

也
遠

藤
　

徹
也

遠
藤

　
徹

也
惣

慶
　

裕
幸

惣
慶

　
裕

幸
惣

慶
　

裕
幸

惣
慶

　
裕

幸
惣

慶
　

裕
幸

惣
慶

　
裕

幸
惣

慶
　

裕
幸

3
．
委
員
会
等
の
変
遷
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委
員

会
名

付
記

平
成

2
4
年

平
成

2
5
年

平
成

2
6
年

平
成

2
7
年

平
成

2
8
年

平
成

2
9
年

平
成

3
0
年

令
和

元
年

令
和

2
年

令
和

3
年

　
総

務
部

会
平

成
1
7
年

経
営

部
会

と
統

合
廣

瀬
　

典
昭

永
冶

　
泰

司
永

冶
　

泰
司

永
冶

　
泰

司
永

冶
　

泰
司

永
冶

　
泰

司
永

冶
　

泰
司

永
冶

　
泰

司
永

冶
　

泰
司

永
冶

　
泰

司

　
　

総
務

委
員

会
浅

見
　

邦
和

浅
見

　
邦

和
浅

見
　

邦
和

永
田

　
芳

久
永

田
　

芳
久

永
田

　
芳

久
永

田
　

芳
久

永
田

　
芳

久
永

田
　

芳
久

永
田

　
芳

久

　
　

業
界

展
望

を
考

え
る

若
手

技
術

者
の

会
平

成
2
7
年

新
設

伊
藤

　
昌

明
伊

藤
　

昌
明

伊
藤

　
昌

明
伊

藤
　

昌
明

伊
藤

　
昌

明
伊

藤
　

昌
明

青
柳

　
竜

二

　
　

経
営

委
員

会
平

成
1
7
年

経
営

部
会

か
ら

吉
田

　
保

野
本

  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘

　
　

　
働

き
方

改
革

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

野
本

  
昌

弘
野

本
  
昌

弘
野

本
  
昌

弘

　
　

財
務

委
員

会
令

和
元

年
か

ら
名

称
変

更
荒

木
　

英
俊

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

鈴
木

　
孝

　
　

年
報

委
員

会
平

成
1
7
年

新
設

鈴
木

　
成

人
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠
伊

藤
　

誠

　
　

職
業

倫
理

・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
委

員
会

令
和

元
年

職
業

倫
理

啓
発

委
員

会
・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
委

員
会

を
西

村
　

秀
和

西
村

　
秀

和
西

村
　

秀
和

西
村

　
秀

和
西

村
　

秀
和

西
村

　
秀

和
西

村
　

秀
和

西
村

　
秀

和
西

村
　

秀
和

増
野

　
正

男

　
企

画
部

会
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
野

崎
　

秀
則

野
崎

　
秀

則
野

崎
　

秀
則

高
野

　
登

高
野

　
登

中
村

　
哲

己
中

村
　

哲
己

中
村

　
哲

己

　
　

企
画

委
員

会
青

木
　

滋
青

木
　

滋
青

木
　

滋
青

木
　

滋
青

木
　

滋
中

嶋
　

規
行

中
嶋

　
規

行
天

野
　

光
歩

天
野

　
光

歩
天

野
　

光
歩

　
　

　
登

録
・
法

制
度

制
度

専
門

委
員

会
令

和
元

年
名

称
変

更
仁
賀

木
康

之
仁
賀

木
康

之
仁
賀

木
康

之
仁
賀

木
康

之
仁
賀

木
康

之
仁
賀

木
康

之
仁
賀

木
康

之
戸

田
　

秀
夫

戸
田

　
秀

夫
戸

田
　

秀
夫

　
　

　
土

木
・
建
築
連
携
ま
ち
づ
く
り

専
門

委
員

会
平

成
1
6
年

新
設

平
成

1
9
年

対
外

活
動

部
会

か
ら

令
和

3
年

名
称

変
更

富
樫

　
茂

樹
富
樫

　
茂

樹
太

田
　

啓
介

太
田

　
啓
介

太
田

　
啓
介

太
田

　
啓
介

太
田

　
啓
介

水
谷

　
智
充

水
谷

　
智
充

水
谷

　
智
充

　
　

　
契
約

の
あ
り

方
専

門
委

員
会

平
成

2
0
年

新
設

薮
内

　
一
彦

薮
内

　
一
彦

薮
内

　
一
彦

薮
内

　
一
彦

薮
内

　
一
彦

橋
場

　
浩

橋
場

　
浩

清
水

　
隆

史
清
水

　
隆

史
清
水

　
隆

史

　
　

　
　
建

設
コ

ン
サ
ル
タ

ン
ト

の
　

　
　

　
新
た
な
役
割

検
討

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

村
上

　
広

村
上

　
広

村
上

　
広

　
　

　
　

報
酬

の
あ
り

方
検

討
Ｗ

Ｇ
令

和
元

年
新

設
杉

本
　
龍

志
杉

本
　
龍

志
杉

本
　
龍

志

　
　

　
　
持
続
可
能
な

社
会
構
築

検
討

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

萩
原

　
久

吉
萩

原
　

久
吉

山
本

　
誠

二

　
　

　
　
損

害
賠
償
責

任
検

討
Ｗ

Ｇ
令

和
元

年
新

設
清
水

　
隆

史
清
水

　
隆

史
清
水

　
隆

史

　
　

　
　
資
格

制
度
等

検
討

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

天
野

　
光

歩
天

野
　

光
歩

天
野

　
光

歩

　
　
国
際

委
員

会
平

成
1
1
年

新
設

西
畑

　
賀

夫
渡
邊

　
眞

道
渡
邊

　
眞

道
渡
邊

　
眞

道
渡
邊

　
眞

道
内

藤
　

誠
司

内
藤

　
誠

司
内

藤
　

誠
司

内
藤

　
誠

司
内

藤
　

誠
司

　
　
地
域

コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト

委
員

会
平

成
2
0
年

新
設

大
平

　
豊

大
平

　
豊

大
平

　
豊

大
平

　
豊

川
口

　
均

川
口

　
均

川
口

　
均

小
見

　
直

樹
小

見
　
直

樹
小

見
　
直

樹

　
業

務
シ

ス
テ
ム

委
員

会
平

成
1
1
年

新
設

令
和

元
年

技
術

部
会

か
ら

寺
井

　
和

弘
寺

井
　

和
弘

寺
井

　
和

弘
河
上

　
英

二
河
上

　
英

二
河
上

　
英

二
河
上

　
英

二
河
上

　
英

二
河
上

　
英

二
木

村
　

誠
一

　
　

  
選
定

・
契
約

専
門

委
員

会
平

成
1
1
年

新
設

令
和

元
年

技
術

部
会

か
ら

為
光

　
美

樹
新

井
　

伸
博

新
井

　
伸
博

新
井

　
伸
博

新
井

　
伸
博

木
村

　
誠

一
木

村
　

誠
一

木
村

　
誠

一
木

村
　

誠
一

飯
沼

　
達

夫

　
　

  
業

務
形

成
・
実
施

専
門

委
員

会
平

成
1
3
年

新
設

令
和

元
年

技
術

部
会

か
ら

福
田

　
浩

昭
福

田
　

浩
昭

福
田

　
浩

昭
浅

野
　
豊

浅
野

　
豊

浅
野

　
豊

浅
野

　
豊

浅
野

　
豊

浅
野

　
豊

浅
野

　
豊

　
技

術
部

会
平

成
8
年

業
務

部
会

か
ら

永
冶

  
泰

司
西

谷
　

正
司

西
谷

　
正

司
高

野
　

登
高

野
　

登
渡

邉
　

浩
重

永
　

智
之

重
永

　
智

之
重

永
　

智
之

重
永

　
智

之

　
　

統
括

技
術

委
員

会
令

和
元

年
新

設
菅

原
　

正
道

菅
原

　
正

道
菅

原
　

正
道

　
　

 生
産
性
向
上

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

加
藤

　
雅
彦

加
藤

　
雅
彦

加
藤

　
雅
彦

　
　

 維
持
管

理
対

策
Ｗ

Ｇ
平

成
2
5
年

新
設

西
谷

　
正

司
西

谷
　

正
司

高
野

　
登

高
野

　
登

渡
邉

　
浩

重
永

　
智

之
勝
山

　
修

山
手

　
弘

之
山

手
　

弘
之

　
　

 業
務
体
系

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

万
名

　
克
実

岩
上

　
憲

一
岩
上

　
憲

一

　
　

 公
益

活
動

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

鈴
木

　
泰

之
鈴

木
　

泰
之

鈴
木

　
泰

之

　
　

 業
務
研
究

発
表

会
Ｗ

Ｇ
令

和
元

年
新

設
藤

井
　

久
矢

藤
井

　
久
矢

中
山

　
敬

邦

　
　

 新
し
い
生

活
様
式

の
道

路
空
間

Ｗ
Ｇ

令
和

3
年

新
設

藤
井

　
久
矢

　
　
国

土
基
盤

技
術

委
員

会
令

和
元

年
新

設
永
矢

　
貴

之
永
矢

　
貴

之
伊

藤
　
豊

　
  
　
河

川
計

画
専

門
委

員
会

平
成

8
年

業
務

委
員

会
か

ら
西

村
　
達

也
藤

原
　
直

樹
藤

原
　
直

樹
藤

原
　
直

樹
天

野
　

光
歩

天
野

　
光

歩
永
矢

　
貴

之
永
矢

　
貴

之
永
矢

　
貴

之
伊

藤
　
猛

　
　

  
河

川
構
造
物

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
館
山

　
晋

哉
館
山

　
晋

哉
館
山

　
晋

哉
館
山

　
晋

哉
館
山

　
晋

哉
佐

藤
　

昭
二

佐
藤

　
昭

二
佐

藤
　

昭
二

伊
藤

　
豊

伊
藤

　
豊

　
  
　
ダ
ム

・
発
電

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
小
林

　
裕

小
林

　
裕

小
林

　
裕

小
林

　
裕

小
林

　
裕

井
根

　
健

井
根

　
健

井
根

　
健

井
根

　
健

葛
西

　
良
実

　
  
　
港
湾

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
星

野
　

正
美

星
野

　
正
美

星
野

　
正
美

星
野

　
正
美

星
野

　
正
美

星
野

　
正
美

川
嶋

　
憲

川
嶋

　
憲

川
嶋

　
憲

横
井

　
和

幸

　
  
　
砂
防

・
急
傾
斜

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
坂
東

　
高

坂
東

　
高

坂
東

　
高

坂
口

　
哲

夫
坂
口

　
哲

夫
坂
口

　
哲

夫
坂
口

　
哲

夫
坂
口

　
哲

夫
坂
口

　
哲

夫
後

藤
　
宏

二
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委
員

会
名

付
記

平
成

2
4
年

平
成

2
5
年

平
成

2
6
年

平
成

2
7
年

平
成

2
8
年

平
成

2
9
年

平
成

3
0
年

令
和

元
年

令
和

2
年

令
和

3
年

　
  
　
海
岸

・
海

洋
専

門
委

員
会

平
成

2
0
年

新
設

原
　

文
宏

原
　

文
宏

原
　

文
宏

原
　

文
宏

原
　

文
宏

加
藤

　
憲

一
加

藤
　
憲

一
加

藤
　
憲

一
加

藤
　
憲

一
神

保
　

正
暢

　
  
　

土
質

・
地
質

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
真
鍋

　
進

真
鍋

　
進

照
屋

　
純

照
屋

　
純

照
屋

　
純

斉
藤

　
泰

久
斎

藤
　

正
朗

斎
藤

　
正
朗

斎
藤

　
正
朗

門
田

　
浩

一

　
　
交
通
基
盤

技
術

委
員

会
令

和
元

年
新

設
鷲

見
　

英
吾

鷲
見

　
英
吾

石
村

　
佳

之

　
　

  
交
通

・
安
全

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
小
金
澤

　
実

小
金
澤

　
実

小
金
澤

　
実

泉
　

典
宏

泉
　

典
宏

福
島

　
賢

一
福

島
　
賢

一
福

島
　
賢

一
福

島
　
賢

一
福

島
　
賢

一

　
  
　
ＩＴ
Ｓ

専
門

委
員

会
平

成
1
0
年

業
務

委
員

会
か

ら
井
上

　
秀

行
井
上

　
秀

行
井
上

　
秀

行
井
上

　
秀

行
松

本
　
章
宏

松
本

　
章
宏

松
本

　
章
宏

松
本

　
章
宏

松
本

　
章
宏

松
本

　
章
宏

　
  
　

道
路

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
阿

部
　
義

典
阿

部
　
義

典
阿

部
　
義

典
阿

部
　
義

典
土

井
　

和
広

土
井

　
和

広
石

村
　

佳
之

石
村

　
佳

之
石

村
　

佳
之

石
村

　
佳

之

　
  
　

道
路
構
造
物

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
田

中
　

英
明

田
中

　
英

明
田

中
　

英
明

小
林

　
幸

浩
小
林

　
幸

浩
小
林

　
幸

浩
鷲

見
　

英
吾

鷲
見

　
英
吾

鷲
見

　
英
吾

小
原

　
淳

一

　
  
　
鉄

道
専

門
委

員
会

平
成

8
年

業
務

委
員

会
か

ら
小
笠

原
令

和
小
笠

原
令

和
小
笠

原
令

和
吉

村
　
剛

吉
村

　
剛

吉
村

　
剛

吉
村

　
剛

吉
村

　
剛

横
田

　
昌

也
横

田
　

昌
也

　
  
　
無
電
柱
化

Ｗ
Ｇ

平
成

2
9
年

新
設

土
井

　
和

広
沼

田
　

和
宏

沼
田

　
和
宏

沼
田

　
和
宏

沼
田

　
和
宏

　
　

  
改
定

道
路
橋
示

方
書
連
絡

Ｗ
Ｇ

平
成

2
8
年

新
設

令
和

元
年

名
称

変
更

鈴
木

　
泰

之
鈴

木
　

泰
之

鈴
木

　
泰

之
鈴

木
　

泰
之

鈴
木

　
泰

之
鈴

木
　

泰
之

　
　

  
道

路
橋

技
術
相
談
窓
口

Ｗ
Ｇ

令
和

元
年

新
設

鈴
木

　
泰

之
鈴

木
　

泰
之

鈴
木

　
泰

之

　
　

  
設
計
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
連
絡

Ｗ
Ｇ

平
成

1
9
年

新
設

田
中

　
英

明
冨

田
　
克
彦

橘
田

　
智

山
下

　
智
康

山
下

　
智
康

山
下

　
智
康

山
下

　
智
康

山
下

　
智
康

石
井

　
岳
生

石
井

　
岳
生

　
　

社
会
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

技
術

委
員

会
令

和
元

年
新

設
篠

崎
　

毅
篠

崎
　

毅
篠

崎
　

毅

　
  
　

都
市
計

画
専

門
委

員
会

平
成

8
年

業
務

委
員

会
か

ら
田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

田
辺

　
晋

　
  
　
参
加
型
計

画
専

門
委

員
会

平
成

1
7
年

新
設

大
島

　
明

大
島

　
明

大
島

　
明

伊
藤

　
将

司
伊

藤
　
将

司
伊

藤
　
将

司
伊

藤
　
将

司
伊

藤
　
将

司
伊

藤
　
将

司
伊

藤
　
将

司

　
  
　

政
策

・
事

業
評
価

専
門

委
員

会

平
成

1
1
年

新
設

平
成

1
3
年

名
称

変
更

平
成

1
6
年

企
画

部
会

・
企

画
委

員
会

か
ら

松
浦

　
郁
雄

志
田
山

智
弘

志
田
山

智
弘

山
崎

　
祐

一
山

崎
　
祐

一
山

崎
　
祐

一
篠

崎
　

毅
篠

崎
　

毅
篠

崎
　

毅
篠

崎
　

毅

　
  
　
環
境

専
門

委
員

会
平

成
8
年

業
務

委
員

会
か

ら
石

川
　
賢

一
石

川
　
賢

一
石

川
　
賢

一
石

川
　
賢

一
石

川
　
賢

一
石

川
　
賢

一
石

川
　
賢

一
滝
澤

え
り
子

滝
澤

え
り
子

大
塚

　
宣

昭

　
　

  
国

土
情

報
専

門
委

員
会

平
成

2
0
年

新
設

政
木

　
英

一
政

木
　

英
一

上
山

　
晃

上
山

　
晃

政
木

　
英

一
政

木
　

英
一

政
木

　
英

一
政

木
　

英
一

政
木

　
英

一
政

木
　

英
一

　
  
　
施
工
管

理
専

門
委

員
会

平
成

8
年

業
務

委
員

会
か

ら
巴

　
尚

志
巴

　
尚

志
巴

　
尚

志
巴

　
尚

志
巴

　
尚

志
重

松
　

英
造

重
松

　
英
造

重
松

　
英
造

重
松

　
英
造

重
松

　
英
造

　
　

  
自

動
運
転

Ｗ
Ｇ

平
成

2
9
年

新
設

令
和

元
年

名
称

変
更

藤
井

　
久
矢

藤
井

　
久
矢

大
森

　
陽

一
大
森

　
陽

一
市

川
　
博

一

　
　
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
シ

ス
テ
ム

委
員

会
平

成
1
1
年

新
設

平
成

1
7
年

名
称

変
更

水
野

　
高

志
水

野
　

高
志

水
野

　
高

志
水

野
　

高
志

水
野

　
高

志
水

野
　

高
志

水
野

　
高

志
水

野
　

高
志

水
野

　
高

志
水

野
　

高
志

　
　

 シ
ス
テ
ム

改
善

専
門

委
員

会
平

成
1
1
年

新
設

平
成

1
7
年

名
称

変
更

野
中

　
昌

明
黒

木
　
隆
宏

黒
木

　
隆
宏

黒
木

　
隆
宏

黒
木

　
隆
宏

黒
木

　
隆
宏

黒
木

　
隆
宏

鵜
殿

　
俊

昭
赤
坂

　
保
彦

赤
坂

　
保
彦

　
　

 環
境
配
慮

専
門

委
員

会
平

成
1
1
年

新
設

平
成

1
7
年

名
称

変
更

篠
　

文
明

篠
　

文
明

篠
　

文
明

荒
川

　
仁

荒
川

　
仁

荒
川

　
仁

荒
川

　
仁

荒
川

　
仁

荒
川

　
仁

荒
川

　
仁

　
　

 Ｐ
Ｆ
Ｉ専

門
委

員
会

平
成

1
1
年

新
設

浜
田

　
幸

一
浜

田
　

幸
一

下
長

　
右

二
下

長
　
右

二
下

長
　
右

二
下

長
　
右

二
下

長
　
右

二
千
葉

　
雄

一
千
葉

　
雄

一
千
葉

　
雄

一

　
 　

Ｐ
Ｍ

専
門

委
員

会
平

成
1
3
年

名
称

変
更

藏
本

　
克

哉
藏

本
　
克

哉
藏

本
　
克

哉
藏

本
　
克

哉
藏

本
　
克

哉
畔

柳
　
耕

一
畔

柳
　
耕

一
畔

柳
　
耕

一
畔

柳
　
耕

一
畔

柳
　
耕

一

　
　

 ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

専
門

委
員

会
令

和
3
年

新
設

水
野

　
高

志

　
　
品
質

委
員

会
令

和
元

年
新

設
中

嶋
　

規
行

中
嶋

　
規

行
中

嶋
　

規
行

　
　

 品
質
向
上

専
門

委
員

会
平

成
1
7
年

新
設

宇
佐
美

正
則

宇
佐
美

正
則

宇
佐
美

正
則

宇
佐
美

正
則

上
田

　
隆

上
田

　
隆

上
田

　
隆

上
田

　
隆

上
田

　
隆

青
木

　
毅

　
　

 照
査

特
別

Ｗ
Ｇ

平
成

1
7
年

新
設

東
　

泰
宏

東
　

泰
宏

東
　

泰
宏

藤
木

　
明

藤
木

　
明

藤
木

　
明

藤
木

　
明

和
田

　
一
嘉

和
田

　
一
嘉

磯
部

　
滋

　
情

報
部

会
平

成
1
1
年
情

報
・
品
質

部
会

か
ら

廣
畑

　
彰

一
廣
畑

　
彰

一
廣
畑

　
彰

一
馬
場

　
直

俊
馬
場

　
直

俊
馬
場

　
直

俊
馬
場

　
直

俊
高

久
　
晃

高
久

　
晃

新
屋

　
浩

明

　
　
情

報
委

員
会

平
成

1
1
年
情

報
・
品
質

部
会

か
ら

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

菊
谷

　
英
彦

　
　

 情
報

新
技

術
専

門
委

員
会

平
成

1
7
年

新
設

小
林

　
一
雄

小
林

　
一
雄

小
林

　
一
雄

小
林

　
一
雄

小
林

　
一
雄

佐
々

木
　
晋

佐
々

木
　
晋

佐
々

木
　
晋

佐
々

木
　
晋

佐
々

木
　
晋

　
　

 情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

専
門

委
員

会
平

成
1
7
年

新
設

長
岡

　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登
長

岡
　
尚

登

　
　

 テ
ク
リ

ス
専

門
委

員
会

平
成

2
2
年

新
設

田
代
恭

一
郎

田
代
恭

一
郎

田
代
恭

一
郎

田
代
恭

一
郎

田
代
恭

一
郎

田
代
恭

一
郎

佐
藤

　
美
緒

佐
藤

　
美
緒

佐
藤

　
美
緒

佐
藤

　
美
緒

　
　
ＩＣ
Ｔ

委
員

会
平

成
1
1
年
情

報
・
品
質

部
会

か
ら

平
成

2
5
年

名
称

変
更

國
島

　
広

高
國

島
　

広
高

國
島

　
広

高
國

島
　

広
高

國
島

　
広

高
小
沼
恵
太
郎

小
沼
恵
太
郎

小
沼
恵
太
郎

小
沼
恵
太
郎

小
沼
恵
太
郎
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委
員

会
名

付
記

平
成

2
4
年

平
成

2
5
年

平
成

2
6
年

平
成

2
7
年

平
成

2
8
年

平
成

2
9
年

平
成

3
0
年

令
和

元
年

令
和

2
年

令
和

3
年

　
　

 Ｃ
ＩＭ

技
術

専
門

委
員

会
平

成
2
5
年

新
設

藤
澤

　
泰
雄

藤
澤

　
泰
雄

藤
澤

　
泰
雄

藤
澤

　
泰
雄

雫
石

　
和
利

雫
石

　
和
利

雫
石

　
和
利

雫
石

　
和
利

雫
石

　
和
利

 　
　
ＩＣ
Ｔ
普
及

専
門

委
員

会
平

成
2
5
年

新
設

加
治
屋

　
昇

加
治
屋

　
昇

亀
田

　
雄

二
亀

田
　
雄

二
佐
々

木
秀

典
佐
々

木
秀

典
佐
々

木
秀

典
佐
々

木
秀

典
佐
々

木
秀

典

　
資
格

・
Ｃ

Ｐ
Ｄ

部
会

平
成

1
7
年

新
設

堀
　
充

裕
馬
場

　
直

俊
馬
場

　
直

俊
花

岡
　
憲

男
花

岡
　
憲

男
花

岡
　
憲

男
花

岡
　
憲

男
花

岡
　
憲

男
花

岡
　
憲

男
花

岡
　
憲

男

　
　
Ｒ

Ｃ
Ｃ
Ｍ
資
格

制
度

委
員

会
平

成
1
7
年

新
設

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

　
　

 自
主
学
習
シ

ス
テ
ム

専
門

委
員

会
平

成
1
7
年

新
設

平
成

2
4
年

名
称

変
更

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

熊
谷

　
清

　
　

 Ｒ
Ｃ

Ｃ
Ｍ
資
格

登
録

更
新

専
門

委
員

会
令

和
元

年
新

設

　
　

Ｃ
Ｐ
Ｄ

委
員

会
平

成
1
6
年

新
設

安
藤

　
文

人
安

藤
　

文
人

光
森

　
泰
紀

光
森

　
泰
紀

光
森

　
泰
紀

光
森

　
泰
紀

光
森

　
泰
紀

片
山

　
善
郎

片
山

　
善
郎

片
山

　
善
郎

　
　

 Ｃ
Ｐ
Ｄ

推
進

専
門

委
員

会
平

成
2
3
年

新
設

令
和

元
年

名
称

変
更

小
柳

　
悟

小
柳

　
悟

鷲
田

　
正

樹
河

村
　

成
人

河
村

　
成

人
河

村
　

成
人

河
村

　
成

人
河

村
　

成
人

河
村

　
成

人
河

村
　

成
人

　
　

 Ｃ
Ｐ
Ｄ
監

査
専

門
委

員
会

平
成

2
3
年

新
設

加
藤

　
雅
彦

加
藤

　
雅
彦

加
藤

　
雅
彦

加
藤

　
雅
彦

加
藤

　
雅
彦

佐
々

木
　
克
尚

巴
　
尚

志
巴

　
尚

志
巴

　
尚

志
冨

田
　
克
彦
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役員等
会長 野崎　秀則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副会長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
副会長兼専務理事 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
常任理事 永冶　泰司 （株）長大
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 田中　清 第一復建（株）
常務理事 樋口　光良 （一社）建設コンサルタンツ協会
理事 天羽　誠二 四国建設コンサルタント（株）
〃 石田　東生 筑波大学
〃 上田　健 （一財）建設業情報管理センター
〃 金井　道夫 （一財）ＩＴＳサービス高度化機構
〃 金崎　幸子 元独立行政法人労働政策研究･研修機構
〃 兼塚　卓也 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 川村　栄一郎 （株）復建エンジニヤリング
〃 木下　誠也 日本大学
〃 木原　一行 セントラルコンサルタント（株）
〃 白石　真澄 関西大学
〃 菅原　稔郎 （株）復建技術コンサルタント
〃 寺本　邦一 開発技建（株）
〃 中川　一 京都大学
〃 保﨑　康夫 （株）片平新日本技研
〃 前川　宏一 横浜国立大学
〃 森北　佳昭 （一財）経済調査会
〃 山縣　宣彦 （一財）みなと総合研究財団
監事 瀬古　一郎 中央開発（株）
〃 間山　一典 （株）日水コン

（部会順・五十音順）

名誉会長 高野　登
相談役 北野　章
〃 廣谷　彰彦
〃 大島　一哉
〃 長谷川　伸一
〃 村田　和夫
顧問 友澤　武昭
〃 小野　和日児
〃 奥野　晴彦
〃 藤本　貴也

支部
北海道支部
支部長 佐藤　謙二 （株）ドーコン
副支部長 竹田　俊明 （株）構研エンジニアリング
〃 相澤　利忠 （株）建設技術研究所
東北支部
支部長 菅原　稔郎 （株）復建技術コンサルタント
副支部長 石塚　三雄 東邦技術（株）
〃 向田　昇 大日本コンサルタント（株）
関東支部

4. 委員会名簿（令和 3年 10 月 1日現在）
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支部長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
副支部長 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
北陸支部
支部長 寺本　邦一 開発技建（株）
副支部長 大平　豊 エヌシーイー（株）
〃 渡辺　正三 大日本コンサルタント（株）
〃 新家　久司 （株）国土開発センター
中部支部
支部長 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
副支部長 後藤　　隆 大日コンサルタント（株）
〃 牧村　直樹 玉野総合コンサルタント（株）
〃 中村　桂久 パシフィックコンサルタンツ（株）
近畿支部
支部長 吉津　洋一 （株）ニュージェック
副支部長 兼塚　卓也 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 﨑本　繁治 （株）オリエンタルコンサルタンツ
中国支部
支部長 小田　秀樹 復建調査設計（株）
副支部長 坪井　俊郎 中電技術コンサルタント（株）
〃 小谷　裕司 （株）エイト日本技術開発
四国支部
支部長 天羽　誠二 四国建設コンサルタント（株）
副支部長 豊﨑　裕司 四国建設コンサルタント（株）
〃 大野　二郎 （株）芙蓉コンサルタント
〃 右城　猛 （株）第一コンサルタンツ
〃 山﨑　秀幸 （株）四電技術コンサルタント
九州支部
支部長 田中　清 第一復建（株）
副支部長 中川　裕 西日本技術開発（株）
〃 渡邊　俊光 日本工営（株）

常任理事会
会長 野崎　秀則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副会長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
副会長兼専務理事 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
常任理事 永冶　泰司 （株）長大
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 田中　清 第一復建（株）
常務理事 樋口　光良 （一社）建設コンサルタンツ協会
監事 瀬古　一郎 中央開発（株）
〃 間山　一典 （株）日水コン
常任委員長 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ

運営委員会（会議）
会長 野崎　秀則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副会長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
副会長兼専務理事 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
委員 天羽　誠二 四国建設コンサルタント（株）
〃 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
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〃 大平　豊 エヌシーイー（株）
〃 大村　善雄 （株）東京建設コンサルタント
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 兼塚　卓也 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 川口　均 シンワ技研コンサルタント（株）
〃 川村　栄一郎 （株）復建エンジニヤリング
〃 木原　一行 セントラルコンサルタント（株）
〃 小谷　裕司 （株）エイト日本技術開発
〃 後藤　隆 大日コンサルタント（株）
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 菅原　稔郎 （株）復建技術コンサルタント
〃 瀬古　一郎 中央開発（株）
〃 髙橋　浩二 （株）日本港湾コンサルタント
〃 田中　清 第一復建（株）
〃 田畑　彰久 いであ（株）
〃 寺本　邦一 開発技建（株）
〃 富田　邦裕 （株）建設環境研究所
〃 中野　宇助 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 永冶　泰司 （株）長大
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 濱田　忠 （株）千代田コンサルタント
〃 土方　聡 国際航業（株）
〃 保﨑　康夫 （株）片平新日本技研
〃 前田　晴人 （株）日本構造橋梁研究所
〃 間山　一典 （株）日水コン
〃 山﨑　秀幸 （株）四電技術コンサルタント
〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 樋口　光良 （一社）建設コンサルタンツ協会
常任委員長 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ

常任委員会
委員長 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副委員長 三百田　敏夫 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 天野　光歩 （株）建設技術研究所
〃 伊藤　誠 （株）復建エンジニヤリング
〃 岩田　敏彦 中日本建設コンサルタント（株）
〃 江守　昌弘 （株）建設技術研究所
〃 大木　高志 （株）復建技術コンサルタント
〃 片山　善郎 八千代エンジニヤリング（株）
〃 川村　栄一郎 （株）復建エンジニヤリング
〃 菊谷　英彦 いであ（株）
〃 來山　尚義 復建調査設計（株）
〃 木村　誠一 日本工営（株）
〃 熊谷　清 朝日航洋（株）
〃 小沼　恵太郎 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 小見　直樹 エヌシーイー（株）
〃 鈴木　孝 （株）長大
〃 土井　和広 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 内藤　誠司 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 中川　裕 西日本技術開発（株）
〃 中嶋　規行 日本工営（株）
〃 永田　芳久 （株）長大
〃 野本　昌弘 （株）長大
〃 福田　茂 四国建設コンサルタント（株）
〃 前川　太 （株）ニュージェック
〃 増野　正男 パシフィックコンサルタンツ（株）
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〃 松橋　良和 （株）ドーコン
〃 水野　高志 八千代エンジニヤリング（株）
〃 深山　譲二 （株）ニュージェック
〃 渡邊　雅樹 開発技建（株）

未来塾対応ＷＧ
ＷＧ長 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副ＷＧ長 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 天野　光歩 （株）建設技術研究所
〃 江守　昌弘 （株）建設技術研究所
〃 小沼　恵太郎 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 三百田　敏夫 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 中嶋　規行 日本工営（株）
〃 永田　芳久 （株）長大
〃 松田　寛志 日本工営（株）

支部助成審査検討ＷＧ
ＷＧ長 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 天野　光歩 （株）建設技術研究所
〃 片山　善郎 八千代エンジニヤリング（株）
〃 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 永田　芳久 （株）長大

災害対策・ＢＣＰ検討ＷＧ
ＷＧ長 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副ＷＧ長 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 浅見　暁 セントラルコンサルタント（株）
〃 池田　勝彦 （一社）建設コンサルタンツ協会
〃 石田　勝己 （一社）建設コンサルタンツ協会
〃 井波　丈明 （株）長大
〃 宇田川　健一 （株）建設技術研究所
〃 岡村　環 （株）四電技術コンサルタント
〃 小山　大介 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 加藤　雅彦 （株）長大
〃 小林　則宏 （一社）建設コンサルタンツ協会
〃 佐藤　喜一郎 （株）復建技術コンサルタント
〃 佐藤　拓也 八千代エンジニヤリング（株）
〃 三百田　敏夫 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 高橋　邦夫 開発技建（株）
〃 塚本　俊弘 中部復建（株）
〃 出本　剛史 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 徳永　博 日本工営（株）
〃 能見　忠歳 応用地質（株）
〃 能登屋　章 （株）建設技術研究所

倫理・表彰委員会
委員長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 永冶　泰司 （株）長大
委員 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　健 （一財）建設業情報管理センター
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 田中　清 第一復建（株）
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
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災害対策本部
本部長 野崎　秀則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副本部長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
本部員 天羽　誠二 四国建設コンサルタント（株）
〃 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 菅原　稔郎 （株）復建技術コンサルタント
〃 田中　清 第一復建（株）
〃 寺本　邦一 開発技建（株）
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 永冶　泰司 （株）長大
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 樋口　光良 （一社）建設コンサルタンツ協会

特別委員会
働き方改革推進特別本部

本部長 野崎　秀則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副本部長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 永冶　泰司 （株）長大
〃 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
本部員 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 瀬古　一郎 中央開発（株）
〃 田中　清 第一復建（株）
〃 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 野本　昌弘 （株）長大
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 間山　一典 （株）日水コン
〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 樋口　光良 （一社）建設コンサルタンツ協会

DX推進特別本部
本部長 野崎　秀則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副本部長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
本部員 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 加藤　雅彦 （株）長大
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 瀬古　一郎 中央開発（株）
〃 田中　清 第一復建（株）
〃 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 永冶　泰司 （株）長大
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 間山　一典 （株）日水コン
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〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 樋口　光良 （一社）建設コンサルタンツ協会

対外活動部会
部会長 野崎　秀則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副部会長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 酒井　利夫 （一社）建設コンサルタンツ協会
委員 天羽　誠二 四国建設コンサルタント（株）
〃 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 上田　直和 中日本建設コンサルタント（株）
〃 小田　秀樹 復建調査設計（株）
〃 兼塚　卓也 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 川村　栄一郎 （株）復建エンジニヤリング
〃 木原　一行 セントラルコンサルタント（株）
〃 佐藤　謙二 （株）ドーコン
〃 新屋　浩明 日本工営（株）
〃 菅原　稔郎 （株）復建技術コンサルタント
〃 髙橋　浩二 （株）日本港湾コンサルタント
〃 田中　清 第一復建（株）
〃 寺本　邦一 開発技建（株）
〃 中村　哲己 （株）建設技術研究所
〃 永冶　泰司 （株）長大
〃 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
〃 保﨑　康夫 （株）片平新日本技研
〃 吉津　洋一 （株）ニュージェック
〃 樋口　光良 （一社）建設コンサルタンツ協会

対外活動委員会
委員長 中村　哲己 （株）建設技術研究所
副委員長 江守　昌弘 （株）建設技術研究所
〃 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 前川　太 （株）ニュージェック
委員 相澤　利忠 （株）建設技術研究所
〃 青木　和之 エヌシーイー（株）
〃 天野　光歩 （株）建設技術研究所
〃 岩田　敏彦 中日本建設コンサルタント（株）
〃 大木　高志 （株）復建技術コンサルタント
〃 金本　満 中電技術コンサルタント（株）
〃 木村　誠一 日本工営（株）
〃 熊谷　清 朝日航洋（株）
〃 小見　直樹 エヌシーイー（株）
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 鈴木　卓 （株）建設技術研究所
〃 富田　邦裕 （株）建設環境研究所
〃 中川　裕 西日本技術開発（株）
〃 中田　淳之介 大日本コンサルタント（株）
〃 永田　芳久 （株）長大
〃 半野　久光 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 水野　高志 八千代エンジニヤリング（株）
〃 金本　満 中電技術コンサルタント（株）
〃 山﨑　秀幸 （株）四電技術コンサルタント

道路会社業務検討ＷＧ（ＮＥＸＣＯ）
ＷＧ長 鈴木　卓 （株）建設技術研究所
副ＷＧ長 上田　浩章 八千代エンジニヤリング（株）
〃 久野　恭弘 東洋技研コンサルタント（株）
〃 町　勉 大日コンサルタント（株）
〃 芳尾　峰二 中央復建コンサルタンツ（株）
委員 浅田　尚 日本工営（株）
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〃 荒木　伸夫 八千代エンジニヤリング（株）
〃 伊藤　均 八千代エンジニヤリング（株）
〃 伊藤　博 （株）片平新日本技研
〃 植永　信昭 （株）片平新日本技研
〃 大塚　篤生 （株）建設技術研究所
〃 大沼　隆雄 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 荻野　晴海 （株）エイト日本技術開発
〃 小野　正知 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 亀田　浩章 日本工営（株）
〃 久保田　裕重 （株）片平新日本技研
〃 蔵下　一幸 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 小林　和久 東洋技研コンサルタント（株）
〃 小林　康晃 （株）綜合技術コンサルタント
〃 齋藤　貴之 （株）近代設計
〃 佐々木　祐司 日本シビックコンサルタント（株）
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
〃 高倉　逸朗 （株）建設技術研究所
〃 高田　修三 復建調査設計（株）
〃 高橋　秀夫 （株）片平新日本技研
〃 巴　尚志 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 中村　之信 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 原　隆士 大日本コンサルタント（株）
〃 宮内　泉 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 森　彩 中央復建コンサルタンツ（株）

対外活動委員会ＷＧ（道路会社）
ＷＧ長 江守　昌弘 （株）建設技術研究所
副ＷＧ長 前川　太 （株）ニュージェック
委員 上田　浩章 八千代エンジニヤリング（株）
〃 大沼　隆雄 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 上泉　俊雄 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 亀田　浩章 日本工営（株）
〃 久保田　裕重 （株）片平新日本技研
〃 重松　英造 （株）建設技術研究所
〃 鈴木　卓 （株）建設技術研究所
〃 巴　尚志 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 半野　久光 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 久野　恭弘 東洋技研コンサルタント（株）
〃 町　勉 大日コンサルタント（株）
〃 宮内　泉 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 芳尾　峰二 中央復建コンサルタンツ（株）

対外活動委員会ＷＧ（水資源機構）
ＷＧ長 富田　邦裕 （株）建設環境研究所
副ＷＧ長 江守　昌弘 （株）建設技術研究所
委員 磯村　敬 八千代エンジニヤリング（株）
〃 伊藤　豊 （株）建設技術研究所
〃 大塚　宣昭 （株）福山コンサルタント
〃 葛西　良実 （株）ニュージェック
〃 平野　寿謙 （株）エイト日本技術開発

対外活動委員会ＷＧ（国総研・土研）
ＷＧ長 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 上村　俊英 （株）建設技術研究所
〃 江守　昌弘 （株）建設技術研究所
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
〃 三百田　敏夫 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 森崎　啓 パシフィックコンサルタンツ（株）
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〃 山手　弘之 日本工営（株）

道路会社業務検討ＷＧ（首都高）
ＷＧ長 半野　久光 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 川原　将 （株）長大
〃 西藤　康浩 日本工営（株）
〃 佐々木　一哉 （株）エイト日本技術開発
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
〃 高橋　亮 （株）千代田コンサルタント
〃 竹平　誠治 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 角田　久典 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 新倉　利之 パシフィックコンサルタンツ（株）

白書委員会
委員長 吉津　洋一 （株）ニュージェック
副委員長 江守　昌弘 （株）建設技術研究所
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 前川　太 （株）ニュージェック
委員 岩田　敏彦 中日本建設コンサルタント（株）
〃 内田　信久 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 大木　高志 （株）復建技術コンサルタント
〃 片山　善郎 八千代エンジニヤリング（株）
〃 神田　和久 開発技建（株）
〃 來山　尚義 復建調査設計（株）
〃 牛来　司 （株）建設技術研究所
〃 津田　毅 （株）エイト日本技術開発
〃 中川　裕 西日本技術開発（株）
〃 中田　淳之介 大日本コンサルタント（株）
〃 中村　秀人 （株）長大
〃 福田　茂 四国建設コンサルタント（株）
〃 松橋　良和 （株）ドーコン
〃 深山　譲二 （株）ニュージェック
〃 山本　晴夫 （株）長大

広報戦略委員会
委員長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 土井　和広 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 天野　光歩 （株）建設技術研究所
〃 兼塚　卓也 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 菊谷　英彦 いであ（株）
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 惣慶　裕幸 国際航業（株）
〃 堤　安希佳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 野本　昌弘 （株）長大
〃 早川　裕史 （株）長大
〃 藤原　憲男 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 前川　太 （株）ニュージェック
〃 牧村　直樹 玉野総合コンサルタント（株）

広報専門委員会
委員長 土井　和広 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 油谷　百百子 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 有賀　圭司 （株）千代田コンサルタント
〃 石井　良尚 （株）ニュージェック
〃 長部　孝彦 八千代エンジニヤリング（株）
〃 倉田　糧造 （株）建設技術研究所
〃 黒川　信敏 いであ（株）
〃 白石　典子 大日本コンサルタント（株）
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
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〃 竹本　靖矢 日本工営（株）
〃 土井　和広 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 西村　寛信 日本工営（株）
〃 野口　善生 八千代エンジニヤリング（株）
〃 村川　卓也 セントラルコンサルタント（株）
〃 小林　則宏 （一社）建設コンサルタンツ協会
〃 高橋　伸彰 （株）復建技術コンサルタント
〃 菊地　美咲 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 熊倉　孝次 （株）クリエイトセンター
〃 木村　孝延 中日本建設コンサルタント（株）
〃 田底　成智 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 來山　尚義 復建調査設計（株）
〃 奈加　博之 ニタコンサルタント（株）
〃 山崎　祐一 日本工営（株）

広報事業専門委員会
委員長 早川　裕史 （株）長大
副委員長 浅沼　加代子 （株）エイト日本技術開発
委員 沖田　寛 （株）建設技術研究所
〃 工藤　徹郎 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 塩川　玲未 日本工営（株）
〃 白石　真彩 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 野田　叔枝 （株）長大
〃 藤井　菜津子 八千代エンジニヤリング（株）
〃 堀谷　秀則 基礎地盤コンサルタンツ（株）
〃 水野　寿行 日本交通技術（株）

会誌編集専門委員会
委員長 惣慶　裕幸 国際航業（株）
副委員長 佐々木　勝 基礎地盤コンサルタンツ（株）
〃 細谷　州次郎 （株）建設技術研究所
委員 油谷　百百子 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 安澤　尚紀 八千代エンジニヤリング（株）
〃 井村　優花 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 加地　智彦 いであ（株）
〃 児島　正之 （株）千代田コンサルタント
〃 高橋　真弓 日本交通技術（株）
〃 高見　元久 （株）ニュージェック
〃 田中　知実 （株）片平新日本技研
〃 谷口　史記 セントラルコンサルタント（株）
〃 山上　英之 大日本コンサルタント（株）
〃 米澤　慶一 日本工営（株）

総務部会
部会長 永冶　泰司 （株）長大
副部会長 濱田　忠 （株）千代田コンサルタント
委員 伊藤　誠 （株）復建エンジニヤリング
〃 鈴木　孝 （株）長大
〃 永田　芳久 （株）長大
〃 野本　昌弘 （株）長大
〃 増野　正男 パシフィックコンサルタンツ（株）

総務委員会
委員長 永田　芳久 （株）長大
副委員長 竹田　久和 日本工営（株）
委員 石井　智弘 大日本コンサルタント（株）
〃 伊藤　昌明 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 大場　健司 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 岸江　洋充 （株）日建技術コンサルタント
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〃 倉田　就介 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 津田　毅 （株）エイト日本技術開発
〃 中島　孝 （株）片平新日本技研
〃 堀川　伸幸 中日本建設コンサルタント（株）

業界展望を考える若手技術者の会
委員長 青柳　竜二 （株）長大
委員 芦野　洸介 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 安東　大輝 （株）千代田コンサルタント
〃 猪狩　祥平 アジア航測（株）
〃 池田　和正 （株）建設環境研究所
〃 石橋　聡悟 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 伊藤　昌明 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 今野　愛美 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 臼倉　和也 （株）エイト日本技術開発
〃 梅津　大佑 （株）ドーコン
〃 大村　りか （株）復建エンジニヤリング
〃 窪山　篤 （株）復建技術コンサルタント
〃 小島　俊平 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 小林　美帆 （株）片平新日本技研
〃 坂田　暁彦 （株）エイト日本技術開発
〃 佐々木　理弦 八千代エンジニヤリング（株）
〃 島崎　正伍 （株）エイト日本技術開発
〃 竹田　昂平 （株）シビテック
〃 田中　アルフレッド麗南斗 （株）長大
〃 田中　悠介 陸奥テックコンサルタント（株）
〃 種　翔太郎 中電技術コンサルタント（株）
〃 千野　駿也 （株）エイト日本技術開発
〃 津田　哲平 （株）建設技術研究所
〃 中垣　文那 （株）ニュージェック
〃 中野　達也 （株）日本海コンサルタント
〃 野田　和秀 大日コンサルタント（株）
〃 畑佐　陽祐 （株）興栄コンサルタント
〃 春名　麻莉 （株）片平新日本技研
〃 西平　貴一 （株）長大
〃 深石　洋 （株）パスコ
〃 福田　悠太 日本工営（株）
〃 藤原　卓也 （株）建設環境研究所
〃 古屋　陽介 （株）日本インシーク
〃 堀田　真由子 （株）建設技術研究所
〃 本田　洋平 （株）ニュージェック
〃 本間　雄太 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 松下　雄一 （株）五星
〃 宮内　芳維 アサヒコンサルタント（株）
〃 村田　亨 開発技建（株）
〃 森　大樹 アサヒコンサルタント（株）
〃 横尾　拓 日本シビックコンサルタント（株）
〃 吉田　淳貴 （株）アンドー

経営委員会
委員長 野本　昌弘 （株）長大
委員 石田　友英 復建調査設計（株）
〃 柿崎　勉 サンコーコンサルタント（株）
〃 笠井　和孝 復建調査設計（株）
〃 木村　邦久 （株）日建技術コンサルタント
〃 蔵重　耕一 中電技術コンサルタント（株）
〃 小谷　満俊 （株）エイト日本技術開発
〃 白石　明 いであ（株）
〃 鈴木　孝 （株）長大
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〃 鈴木　直人 （株）建設技術研究所
〃 手皮　章夫 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 中村　秀人 （株）長大
〃 原田　政彦 大日本コンサルタント（株）
〃 三浦　輝久 （株）日水コン
〃 山内　孝志 （株）千代田コンサルタント

働き方改革ＷＧ
ＷＧ長 野本　昌弘 （株）長大
委員 石田　友英 復建調査設計（株）
〃 柿崎　勉 サンコーコンサルタント（株）
〃 笠井　和孝 復建調査設計（株）
〃 木村　邦久 （株）日建技術コンサルタント
〃 蔵重　耕一 中電技術コンサルタント（株）
〃 小谷　満俊 （株）エイト日本技術開発
〃 白石　明 いであ（株）
〃 鈴木　孝 （株）長大
〃 鈴木　直人 （株）建設技術研究所
〃 手皮　章夫 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 中村　秀人 （株）長大
〃 原田　政彦 大日本コンサルタント（株）
〃 三浦　輝久 （株）日水コン
〃 山内　孝志 （株）千代田コンサルタント

財務委員会
委員長 鈴木　孝 （株）長大
副委員長 伊藤　浩二 八千代エンジニヤリング（株）
委員 荒木　英俊 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 荒巻　正敏 （株）建設技術研究所
〃 小澤　功児 日本工営（株）
〃 柿崎　修一 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 笠井　和孝 復建調査設計（株）
〃 川名　康教 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 中島　徳昭 （株）千代田コンサルタント
〃 西村　泰男 （株）復建エンジニヤリング
〃 表谷　真知子 （株）日水コン
〃 細見　隆之 大日本コンサルタント（株）
〃 増村　明彦 （株）長大

年報委員会
委員長 伊藤　誠 （株）復建エンジニヤリング
委員 平　暁 （株）復建エンジニヤリング
〃 田中　誠 （株）建設技術研究所
〃 長岡　尚登 大日本コンサルタント（株）
〃 山川　宏 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 山手　弘之 日本工営（株）

職業倫理・コンプライアンス委員会
委員長 増野　正男 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 稲垣　裕 日本工営（株）
〃 大智　勝彦 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 小泉　進 （株）建設技術研究所
〃 近藤　敦司 （株）片平新日本技研
〃 酒井　謙一 セントラルコンサルタント（株）
〃 高橋　洋介 （株）長大
〃 竹野　浩一 サンコーコンサルタント（株）
〃 堤　浩介 日本交通技術（株）
〃 中村　実 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 西村　秀和 （株）長大
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〃 服部　唯之 （株）ドーコン
〃 吉村　剛 （株）復建エンジニヤリング

企画部会
部会長 中村　哲己 （株）建設技術研究所
副部会長 兼塚　卓也 中央復建コンサルタンツ（株）
委員 天野　光歩 （株）建設技術研究所
〃 伊藤　恭平 （株）エイト日本技術開発
〃 伊藤　清郷 陸奥テックコンサルタント（株）
〃 氏家　寿之 日本工営（株）
〃 大本　修 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 木村　誠一 日本工営（株）
〃 小見　直樹 エヌシーイー（株）
〃 佐々木　和嘉 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 清水　隆史 （株）建設技術研究所
〃 内藤　誠司 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 宮内　和則 （株）オリエンタルコンサルタンツ

企画委員会
委員長 天野　光歩 （株）建設技術研究所
副委員長 清水　隆史 （株）建設技術研究所
〃 宮内　和則 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 大村　修 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 黒川　信敏 いであ（株）
〃 杉本　龍志 （株）建設技術研究所
〃 月野　郁也 大日本コンサルタント（株）
〃 戸田　秀夫 （株）復建エンジニヤリング
〃 殿最　浩司 （株）ニュージェック
〃 藤原　協 国際航業（株）
〃 三浦　正徳 日本工営（株）
〃 水谷　智充 （株）千代田コンサルタント
〃 村上　広 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 柳橋　巧 セントラルコンサルタント（株）
〃 山本　誠二 （株）日水コン
〃 山本　雅広 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 吉原　信幸 日本工営（株）

土木・建築連携まちづくり専門委員会
委員長 水谷　智充 （株）千代田コンサルタント
委員 池田　忠継 （株）日本港湾コンサルタント
〃 井上 大介 （株）東京建設コンサルタント
〃 高森　真紀子 八千代エンジニヤリング（株）
〃 佐々木　慧 （株）復建エンジニヤリング
〃 杉山　達彦 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 谷浦　睦美 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 中村　翔一 （株）建設技術研究所
〃 成川　健斗 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 屋代　瑞希 パシフィックコンサルタンツ（株）

契約のあり方専門委員会
委員長 清水　隆史 （株）建設技術研究所
委員 明尾　賢 日本工営（株）
〃 大井　龍樹 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 佐野　真也 （株）日水コン
〃 鈴木　忠徳 国際航業（株）
〃 高倉　逸朗 （株）建設技術研究所
〃 田中　救人 （株）エイト日本技術開発
〃 月野　郁也 大日本コンサルタント（株）
〃 橋場　浩 日本工営（株）
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〃 松本　清人 （株）長大
〃 水野　達夫 （株）日本港湾コンサルタント
〃 峯田　広高 八千代エンジニヤリング（株）
〃 薮内　一彦 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 渡邊　恭志 いであ（株）

登録・法制度専門委員会
委員長 戸田　秀夫 （株）復建エンジニヤリング
委員 明尾　賢 日本工営（株）
〃 井上　真之 （株）建設技術研究所
〃 田中　樹由 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 千葉　秀巳 いであ（株）
〃 野地　広志 日本交通技術（株）

建設コンサルタントの新たな役割検討ＷＧ
ＷＧ長 村上　広 三井共同建設コンサルタント（株）
委員 大村　修 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 殿最　浩司 （株）ニュージェック
〃 藤原　協 国際航業（株）
〃 三浦　正徳 日本工営（株）
〃 宮内　和則 （株）オリエンタルコンサルタンツ

報酬のあり方検討ＷＧ
ＷＧ長 杉本　龍志 （株）建設技術研究所
委員 清水　隆史 （株）建設技術研究所
〃 月野　郁也 大日本コンサルタント（株）
〃 戸田　秀夫 （株）復建エンジニヤリング
〃 吉原　信幸 日本工営（株）

持続可能な社会構築検討ＷＧ
ＷＧ長 山本　誠二 （株）日水コン
委員 黒川　信敏 いであ（株）
〃 水谷　智充 （株）千代田コンサルタント
〃 柳橋　巧 セントラルコンサルタント（株）
〃 山本　雅広 中央復建コンサルタンツ（株）

損害賠償責任検討ＷＧ
ＷＧ長 清水　隆史 （株）建設技術研究所
委員 板倉　信也 八千代エンジニヤリング（株）
〃 岡田　彰夫 中日本建設コンサルタント（株）
〃 笠井　和孝 復建調査設計（株）
〃 加藤　達也 大日コンサルタント（株）
〃 倉田　就介 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 志賀　和敬 国際航業（株）
〃 杉本　宏幸 （株）四電技術コンサルタント
〃 竹林　潔 （株）ニュージェック
〃 東瀬　康孝 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 中村　秀人 （株）長大
〃 西畑　賀夫 日本工営（株）
〃 長谷山　弘志 （株）荒谷建設コンサルタント
〃 古川　保和 （株）エイト日本技術開発
〃 三浦　正徳 日本工営（株）
〃 山田　勝 大日本コンサルタント（株）
〃 渡辺　浩行 （株）片平新日本技研

資格制度等検討ＷＧ
ＷＧ長 天野　光歩 （株）建設技術研究所
委員 岩田　敏彦 中日本建設コンサルタント（株）
〃 大西　博文 （株）片平新日本技研
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〃 尾崎　重浩 （株）四電技術コンサルタント
〃 田中　剛 （株）長大
〃 出本　剛史 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 土井　和広 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 難波　龍也 （株）なんば技研
〃 橋場　浩 日本工営（株）
〃 羽生　誠一郎 玉野総合コンサルタント（株）
〃 藤井　照久 復建調査設計（株）
〃 水野　高志 八千代エンジニヤリング（株）

国際委員会
委員長 内藤　誠司 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 氏家　寿之 日本工営（株）
〃 佐々木　和嘉 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 岩元　進 （株）日水コン
〃 加藤　聡 （株）長大
〃 金井　裕史 （株）建設技術研究所
〃 北野　真広 八千代エンジニヤリング（株）
〃 都築　正宏 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 中野　祐三 玉野総合コンサルタント（株）
〃 野末　康博 日本工営（株）
〃 森　勇士 玉野総合コンサルタント（株）
〃 渡辺　幹夫 （株）オリエンタルコンサルタンツ

地域コンサルタント委員会
委員長 小見　直樹 エヌシーイー（株）
副委員長 伊藤　清郷 陸奥テックコンサルタント（株）
〃 木村　誠一 日本工営（株）
委員 青木　正典 （株）第一コンサルタンツ
〃 天野　光歩 （株）建設技術研究所
〃 川口　均 シンワ技研コンサルタント（株）
〃 久保　恵司 共和コンサルタント（株）
〃 鈴木　孝 （株）長大
〃 田邊　広志 （株）修成建設コンサルタント
〃 中里　浩治 （株）シビテック
〃 永田　芳久 （株）長大
〃 西出　剛大 （株）大増コンサルタンツ
〃 野尻　周男 （株）晃和コンサルタント

業務システム委員会
委員長 木村　誠一 日本工営（株）
副委員長 伊藤　恭平 （株）エイト日本技術開発
〃 大本　修 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 浅野　豊 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 飯沼　達夫 日本工営（株）
〃 石月　謙一 大日本コンサルタント（株）
〃 上原　啓一 セントラルコンサルタント（株）
〃 内田　貴之 （株）日水コン
〃 楠本　良徳 大日本コンサルタント（株）
〃 東田　正樹 国際航業（株）
〃 福岡　知久 日本工営（株）
〃 福田　浩昭 復建調査設計（株）
〃 森藤　敏一 （株）建設技術研究所

選定・契約専門委員会
委員長 飯沼　達夫 日本工営（株）
委員 市川　賢二 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 伊東　正積 大日本コンサルタント（株）
〃 内田　貴之 （株）日水コン
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〃 小河原　浩 日本工営（株）
〃 加藤　誠司 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 亀﨑　淳 （株）長大
〃 木山　伸児 （株）エイト日本技術開発
〃 鈴木　保 大日本コンサルタント（株）
〃 関　健 セントラルコンサルタント（株）
〃 椿原　拓己 （株）エイト日本技術開発
〃 中澤　寿美江 八千代エンジニヤリング（株）
〃 野田　敬一 （株）ドーコン
〃 船屋　充 （株）復建エンジニヤリング
〃 松金　伸 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 森田　佳樹 （株）建設技術研究所

業務形成・実施専門委員会
委員長 浅野　豊 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副委員長 石月　謙一 大日本コンサルタント（株）
委員 明尾　賢 日本工営（株）
〃 植木　健一 国際航業（株）
〃 坂本　眞徳 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 田巻　和彦 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 長岡　久嗣 （株）エイト日本技術開発
〃 塙　喜久雄 （株）建設技術研究所
〃 福田　浩昭 復建調査設計（株）
〃 渡邉　智明 八千代エンジニヤリング（株）

技術部会
部会長 重永　智之 パシフィックコンサルタンツ（株）
副部会長 新井　伸博 大日本コンサルタント（株）
〃 富田　邦裕 （株）建設環境研究所
委員 青木　毅 （株）協和コンサルタンツ
〃 石村　佳之 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 磯部　滋 八千代エンジニヤリング（株）
〃 伊藤　豊 （株）建設技術研究所
〃 岩上　憲一 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 加藤　雅彦 （株）長大
〃 畔柳　耕一 八千代エンジニヤリング（株）
〃 篠崎　毅 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
〃 中嶋　規行 日本工営（株）
〃 藤井　久矢 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 水野　高志 八千代エンジニヤリング（株）
〃 山手　弘之 日本工営（株）

統括技術委員会
委員長 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 岩上　憲一 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 加藤　雅彦 （株）長大
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
〃 藤井　久矢 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 山手　弘之 日本工営（株）
委員 伊藤　豊 （株）建設技術研究所
〃 石村　佳之 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 篠崎　毅 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 南口　浩志 パシフィックコンサルタンツ（株）

生産性向上ＷＧ
ＷＧ長 加藤　雅彦 （株）長大
副ＷＧ長 小沼　恵太郎 パシフィックコンサルタンツ（株）
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〃 石村　佳之 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 浅野　豊 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 石村　佳之 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 岩切　昭義 （株）パスコ
〃 亀田　雄二 復建調査設計（株）
〃 國島　廣高 日本工営（株）
〃 小原　淳一 八千代エンジニヤリング（株）
〃 坂森　計則 日本工営（株）
〃 佐藤　大介 （株）東京建設コンサルタント
〃 塩尻　恭士 （株）長大
〃 雫石　和利 （株）ドーコン
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
〃 高田　修三 復建調査設計（株）
〃 高橋　昇一郎 大日本コンサルタント（株）
〃 棚網　亮次 いであ（株）
〃 西　大輔 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 藤澤　泰雄 八千代エンジニヤリング（株）
〃 藤田　玲 （株）建設技術研究所

維持管理対策ＷＧ
ＷＧ長 山手　弘之 日本工営（株）
委員 石垣　直光 日本工営（株）
〃 井上　憲 いであ（株）
〃 植野　公博 （株）オオバ
〃 大石　健二 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 大野　徹也 セントラルコンサルタント（株）
〃 河島　陽平 中電技術コンサルタント（株）
〃 古賀　大陸 （株）エイト日本技術開発
〃 後藤　宏二 八千代エンジニヤリング（株）
〃 小原　淳一 八千代エンジニヤリング（株）
〃 西藤　康浩 日本工営（株）
〃 田口　誠司 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 芳地　康征 （株）建設技術研究所
〃 三浦　義典 八千代エンジニヤリング（株）
〃 盛　伸行 （株）東京建設コンサルタント
〃 森田　大作 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 山口　恒太 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 横田　昌也 日本交通技術（株）
〃 横山　広 大日本コンサルタント（株）

業務体系ＷＧ
ＷＧ長 岩上　憲一 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 石村　佳之 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 小川　宗正 （株）建設技術研究所
〃 黒澤　保 （株）建設技術研究所
〃 小原　淳一 八千代エンジニヤリング（株）
〃 坂本　眞徳 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所

公益活動ＷＧ
ＷＧ長 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
副ＷＧ長 岩上　憲一 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 小原　淳一 八千代エンジニヤリング（株）
〃 山手　弘之 日本工営（株）

業務研究発表会ＷＧ
ＷＧ長 藤井　久矢 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 安海　高明 朝日航洋（株）
〃 金丸　智和 パシフィックコンサルタンツ（株）
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〃 佐藤　律子 日本工営（株）
〃 静　正太郎 （株）日建技術コンサルタント
〃 竹平　誠治 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 田辺　晋 （株）エイト日本技術開発
〃 中山　敬邦 八千代エンジニヤリング（株）
〃 平野　寿謙 （株）エイト日本技術開発
〃 福島　賢一 （株）福山コンサルタント
〃 本田　正修 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 南口　浩志 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 山部　道 （株）日本港湾コンサルタント

新しい生活様式の道路空間ＷＧ
ＷＧ長 藤井　久矢 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 赤松　徹朗 セントラルコンサルタント（株）
〃 形屋　陽一郎 （株）日本海コンサルタント
〃 関口　彰 国際航業（株）
〃 関口　雄也 日本工営（株）
〃 田中　文夫 （株）建設技術研究所
〃 田端　俊彦 （株）長大
〃 土田　香織 いであ（株）
〃 戸谷　奈穂子 八千代エンジニヤリング（株）
〃 長田　拓也 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 野呂　竹志 協和設計（株）
〃 藤村　一雄 （株）ニュージェック
〃 藤善　隆次 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 水木　智英 中電技術コンサルタント（株）
〃 矢内　康司 （株）協和コンサルタンツ
〃 吉野　大介 復建調査設計（株）
〃 渡部　数樹 （株）オリエンタルコンサルタンツ

国土基盤技術委員会
委員長 伊藤　豊 （株）建設技術研究所
委員 伊藤　猛 （株）建設技術研究所
〃 葛西　良実 （株）ニュージェック
〃 門田　浩一 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 後藤　宏二 八千代エンジニヤリング（株）
〃 神保　正暢 （株）建設技術研究所
〃 横井　和幸 （株）日本港湾コンサルタント

河川計画専門委員会
委員長 伊藤　猛 （株）建設技術研究所
委員 天野　卓三 中電技術コンサルタント（株）
〃 五十嵐　武 八千代エンジニヤリング（株）
〃 大橋　真人 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 奥村　博文 （株）日建技術コンサルタント
〃 川上　拓 日本工営（株）
〃 川添　昌紀 セントラルコンサルタント（株）
〃 菊地　博文 （株）ドーコン
〃 小泉　浩正 （株）日水コン
〃 滝口　大樹 いであ（株）
〃 中村　謙一 （株）建設技術研究所
〃 中村　創 大日本コンサルタント（株）
〃 並木　嘉男 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 平野　寿謙 （株）エイト日本技術開発
〃 藤原　賢也 国際航業（株）
〃 増田　尚弥 （株）ニュージェック
〃 茂木　鉄平 （株）東京建設コンサルタント
〃 森兼　政行 中央復建コンサルタンツ（株）
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河川構造物専門委員会
委員長 伊藤　豊 （株）建設技術研究所
委員 磯部　滋 八千代エンジニヤリング（株）
〃 鎌田　誠司 （株）四電技術コンサルタント
〃 齋藤　克矢 （株）ドーコン
〃 齋藤　靖史 いであ（株）
〃 炭田　英俊 日本工営（株）
〃 寺前　裕二 セントラルコンサルタント（株）
〃 西　大輔 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 原木　功 東京コンサルタンツ（株）
〃 本田　正修 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 盛　伸行 （株）東京建設コンサルタント
〃 森田　大作 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 脇本　公朋 （株）ニュージェック

ダム・発電専門委員会
委員長 葛西　良実 （株）ニュージェック
副委員長 磯村　敬 八千代エンジニヤリング（株）
委員 大橋　広治 日本工営（株）
〃 岡﨑　博 （株）ニュージェック
〃 金丸　智和 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 菊地　耕 （株）ドーコン
〃 高津　茂樹 （株）建設技術研究所
〃 人見　美哉 （株）ドーコン
〃 芳地　康征 （株）建設技術研究所
〃 三浦　義典 八千代エンジニヤリング（株）

港湾専門委員会
委員長 横井　和幸 （株）日本港湾コンサルタント
副委員長 石本　健治 （株）エコー
〃 大津　光孝 日本海洋コンサルタント（株）
委員 石河　雅典 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 井上　憲 いであ（株）
〃 尾崎　竜三 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 岸　真裕 （株）ドラムエンジニアリング
〃 北出　圭介 中電技術コンサルタント（株）
〃 佐藤　環 八千代エンジニヤリング（株）
〃 砂場　博明 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 曽根　照人 （株）ニュージェック
〃 谷口　史一 日本工営（株）
〃 吉川　究 （株）東光コンサルタンツ

砂防・急傾斜専門委員会
委員長 後藤　宏二 八千代エンジニヤリング（株）
副委員長 池田　誠 八千代エンジニヤリング（株）
〃 吉村　暢也 （株）コルバック
委員 阿部　征輝 大日本コンサルタント（株）
〃 安海　高明 朝日航洋（株）
〃 大村　拓志 復建調査設計（株）
〃 尾関　信幸 （株）ニュージェック
〃 角田　皓史 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 河井　恵美 中電技術コンサルタント（株）
〃 北原　哲郎 応用地質（株）
〃 木下　龍亮 （株）東京建設コンサルタント
〃 小段　應司 国際航業（株）
〃 小更　亨 （株）パスコ
〃 佐藤　厚慈 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 柴崎　進 （株）復建技術コンサルタント
〃 鈴木　秀幸 （株）オオバ
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〃 高橋　秀明 アジア航測（株）
〃 田口　誠二 明治コンサルタント（株）
〃 敦賀屋　研次郎 国土防災技術（株）
〃 中嶋　雅之 （株）エイト日本技術開発
〃 原田　紹臣 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 細川　清隆 砂防エンジニアリング（株）
〃 松岡　暁 日本工営（株）
〃 松原　智生 （株）建設技術研究所
〃 本山　普士 中央復建コンサルタンツ（株）

海岸・海洋専門委員会
委員長 神保　正暢 （株）建設技術研究所
副委員長 櫻庭　雅明 日本工営（株）
委員 浅野　剛 （株）東京建設コンサルタント
〃 北沢　良之 国際航業（株）
〃 口石　孝幸 いであ（株）
〃 鈴木　信夫 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 高木　栄 八千代エンジニヤリング（株）
〃 立石　賢吾 三洋テクノマリン（株）
〃 山田　貴裕 （株）エコー
〃 山部　道 （株）日本港湾コンサルタント
〃 鷲田　正樹 セントラルコンサルタント（株）

土質・地質専門委員会
委員長 門田　浩一 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 齋藤　和春 セントラルコンサルタント（株）
〃 斎藤　正朗 （株）エイト日本技術開発
委員 東野　圭悟 中央開発（株）
〃 新井　曜子 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 荒金　聡 サンコーコンサルタント(株)
〃 小川　尚之 (株)ダイヤコンサルタント
〃 小野田　敏 アジア航測（株）
〃 川井　正彦 応用地質（株）
〃 清水　公二 （株）ニュージェック
〃 竹下　秀敏 日本工営（株）
〃 髙田　圭太 復建調査設計(株)
〃 田中　智 （株）建設技術研究所
〃 檀上　裕司 （株）東京建設コンサルタント
〃 萩原　協仁 基礎地盤コンサルタンツ(株)
〃 吉川　修一 八千代エンジニヤリング（株）

交通基盤技術委員会
委員長 石村　佳之 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副委員長 福島　賢一 （株）福山コンサルタント
委員 石井　岳生 （株）長大
〃 小原　淳一 八千代エンジニヤリング（株）
〃 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
〃 沼田　和宏 （株）近代設計
〃 松本　章宏 （株）長大
〃 横田　昌也 日本交通技術（株）

交通・安全専門委員会
委員長 福島　賢一 （株）福山コンサルタント
副委員長 永井　寿行 （株）ドーコン
委員 生田　紀子 国際航業（株）
〃 神尾　敬 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 神谷　翔 日本工営（株）
〃 桒原　茜 いであ（株）
〃 児島　正之 （株）千代田コンサルタント
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〃 杉原　良太郎 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 田中　淳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 野尻　敏弘 （株）長大
〃 藤本　浩尚 （株）建設技術研究所
〃 藤原　健一郎 セントラルコンサルタント（株）
〃 前川　修一 （株）復建エンジニヤリング
〃 丸山　健太 （株）復建技術コンサルタント
〃 三瀬　泰久 八千代エンジニヤリング（株）
〃 吉井　健人 大日本コンサルタント（株）

ＩＴＳ専門委員会
委員長 松本　章宏 （株）長大
副委員長 松浦　克之 （株）千代田コンサルタント
〃 山崎　晴彦 国際航業（株）
〃 山田　康右 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 五十嵐　一智 セントラルコンサルタント（株）
〃 伊藤　大 大日本コンサルタント（株）
〃 伊藤　智明 （株）ドーコン
〃 小笠原　誠 （株）四電技術コンサルタント
〃 川又　憲二 日本工営（株）
〃 篠田　直樹 （株）福山コンサルタント
〃 高橋　健二 八千代エンジニヤリング（株）
〃 竹平　誠治 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 田中　創 いであ（株）
〃 西野　孝晴 中電技術コンサルタント（株）
〃 松島　敏和 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 山口　大輔 （株）建設技術研究所

道路専門委員会
委員長 石村　佳之 （株）オリエンタルコンサルタンツ
副委員長 佐藤　大介 （株）東京建設コンサルタント
〃 千田　哲哉 （株）エイト日本技術開発
委員 伊藤　博 （株）片平新日本技研
〃 大沼　隆雄 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 大野　徹也 セントラルコンサルタント（株）
〃 上泉　俊雄 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 河島　陽平 中電技術コンサルタント（株）
〃 黒澤　保 （株）建設技術研究所
〃 古賀　大陸 （株）エイト日本技術開発
〃 西藤　康浩 日本工営（株）
〃 佐々木　慧 （株）復建エンジニヤリング
〃 佐々木　祐司 日本シビックコンサルタント（株）
〃 静　正太郎 （株）日建技術コンサルタント
〃 高木　博康 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 高田　修三 復建調査設計（株）
〃 高橋　真 （株）オオバ
〃 田近　宏則 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 角田　久典 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 内藤　一郎 八千代エンジニヤリング（株）
〃 中村　敏寛 （株）千代田コンサルタント
〃 沼田　和宏 （株）近代設計
〃 服部　唯之 （株）ドーコン
〃 平田　直 いであ（株）
〃 平山　貴司 国際航業（株）
〃 宮内　泉 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 森高　康行 サンコーコンサルタント（株）
〃 山本　佳和 （株）復建技術コンサルタント
〃 米山　喜之 （株）長大
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道路構造物専門委員会
委員長 小原　淳一 八千代エンジニヤリング（株）
副委員長 大塚　篤生 （株）建設技術研究所
〃 明官　均 いであ（株）
委員 青柳　健二 アジア航測（株）
〃 浅田　尚 日本工営（株）
〃 石井　岳生 （株）長大
〃 上田　浩章 八千代エンジニヤリング（株）
〃 内海　知武 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 大内　隆志 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 大西　真人 （株）四電技術コンサルタント
〃 小川　宗正 （株）建設技術研究所
〃 勝谷　康之 （株）千代田コンサルタント
〃 川副　孝行 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 吉川　英行 （株）長大
〃 小島　弘幸 （株）福山コンサルタント
〃 小林　篤司 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 齋藤　貴之 （株）近代設計
〃 椎葉　英敏 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 庄司　和晃 （株）ドーコン
〃 鈴木　紳也 国際航業（株）
〃 瀬戸山　満俊 （株）協和コンサルタンツ
〃 柘植　康範 （株）オオバ
〃 中谷　武弘 （株）エイト日本技術開発
〃 中谷　洋 （株）ニュージェック
〃 中村　之信 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 新倉　利之 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 野原　克明 セントラルコンサルタント（株）
〃 原　隆士 大日本コンサルタント（株）
〃 福田　健 （株）復建技術コンサルタント
〃 森　彩 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 山口　恒太 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 吉田　仁司 復建調査設計（株）

鉄道専門委員会
委員長 横田　昌也 日本交通技術（株）
委員 池端　文哉 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 加藤　健郎 中日本建設コンサルタント（株）
〃 幸原　淳 復建調査設計（株）
〃 小島　淳 八千代エンジニヤリング（株）
〃 小谷　真史 日本工営（株）
〃 千葉　佳敬 ジェイアール東海コンサルタンツ（株）
〃 勅使川原　敦 （株）復建エンジニヤリング
〃 西澤　知孝 （株）千代田コンサルタント
〃 野村　顕 ジェイアール西日本コンサルタンツ（株）
〃 福島　幸司 （株）福山コンサルタント
〃 松山　大介 ＪＲ東日本コンサルタンツ（株）
〃 室谷　耕輔 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 山本　克己 （株）ドーコン
〃 吉田　雄一 （株）復建技術コンサルタント
〃 渡辺　秀行 （株）トーニチコンサルタント

無電柱化ＷＧ
ＷＧ長 沼田　和宏 （株）近代設計
副ＷＧ長 佐藤　大介 （株）東京建設コンサルタント
委員 青木　俊陽 八千代エンジニヤリング（株）
〃 一色田　修 （株）近代設計
〃 片山　慎介 （株）エイト日本技術開発
〃 下元　真路 （株）エイト日本技術開発
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〃 土田　香織 いであ（株）
〃 直塚　一博 （株）建設技術研究所
〃 平岩　達紀 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 平田　直 いであ（株）
〃 藤木　祐作 八千代エンジニヤリング（株）
〃 藤田　盛吾 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 舛本　公治 セントラルコンサルタント（株）

改定道路橋示方書連絡ＷＧ
ＷＧ長 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
副ＷＧ長 岩上　憲一 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 石井　一人 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 石井　岳生 （株）長大
〃 伊礼　貴幸 国際航業（株）
〃 上田　浩章 八千代エンジニヤリング（株）
〃 加藤　久喜 （株）建設技術研究所
〃 金　声漢 （株）エイト日本技術開発
〃 工藤　浩史 （株）ドーコン
〃 鷲見　英吾 八千代エンジニヤリング（株）
〃 田中　智行 中央コンサルタンツ（株）
〃 豊﨑　裕司 四国建設コンサルタント（株）
〃 中浦　孝 （株）長大
〃 西原　史和 日本工営（株）
〃 初鹿　明 大日本コンサルタント（株）
〃 深瀬　修明 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 堀内　深 八千代エンジニヤリング（株）
〃 万名　克美 （株）オリエンタルコンサルタンツ

道路橋技術相談窓口ＷＧ
ＷＧ長 鈴木　泰之 （株）建設技術研究所
委員 新井　明夫 日本工営（株）
〃 有村　健太郎 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 安藤　滋芳 大日本コンサルタント（株）
〃 池田　唯順 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 岩上　憲一 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 上田　浩章 八千代エンジニヤリング（株）
〃 押川　亮彦 （株）エイト日本技術開発
〃 加藤　久喜 （株）建設技術研究所
〃 小原　淳一 八千代エンジニヤリング（株）
〃 小宮　勲 （株）復建エンジニアリング
〃 佐伯　宗大 （株）エイト日本技術開発
〃 茂木　浩二 アイテックコンサルタント（株）
〃 篠原　輝之 大日本コンサルタント（株）
〃 関根　秀明 （株）千代田コンサルタント
〃 田崎　賢治 大日本コンサルタント（株）
〃 田中　淳 基礎地盤コンサルタンツ（株）
〃 戸本　悟史 （株）建設技術研究所
〃 中浦　孝 （株）長大
〃 中田　光彦 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 名古屋　和史 八千代エンジニヤリング（株）
〃 鍋島　信幸 （株）長大
〃 西原　史和 日本工営（株）
〃 橋本　努 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 服部　達也 日本工営（株）
〃 塙　喜久雄 （株）建設技術研究所
〃 林　克弘 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 保坂　勲 （株）日本構造橋梁研究所
〃 三矢　寿 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 南口　浩志 パシフィックコンサルタンツ（株）
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〃 森　敦 （株）エイト日本技術開発
〃 茂呂　充 （株）長大

設計ソフトウェア連絡ＷＧ
ＷＧ長 石井　岳生 （株）長大
委員 青柳　健二 アジア航測（株）
〃 川副　孝行 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 角田　久典 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 中谷　武弘 （株）エイト日本技術開発
〃 森田　大作 パシフィックコンサルタンツ（株）

社会マネジメント技術委員会
委員長 篠崎　毅 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 市川　博一 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 伊藤　将司 （株）福山コンサルタント
〃 大塚　宣昭 （株）福山コンサルタント
〃 重松　英造 （株）建設技術研究所
〃 田辺　晋 （株）エイト日本技術開発
〃 政木　英一 アジア航測（株）

都市計画専門委員会
委員長 田辺　晋 （株）エイト日本技術開発
委員 上野　一弘 日本工営（株）
〃 梶田　陽介 （株）千代田コンサルタント
〃 川本　卓史 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 小坂　知義 セントラルコンサルタント（株）
〃 小杉　健二 （株）パスコ
〃 宍戸　一之 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 西崎　将 （株）建設技術研究所
〃 堀口　雄嗣 （株）復建エンジニヤリング
〃 松本　雅俊 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 湯浅　敦司 （株）オオバ

参加型計画専門委員会
委員長 伊藤　将司 （株）福山コンサルタント
副委員長 今林　周次 （株）エイト日本技術開発
委員 浅野　正史 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 大島　明 国際航業（株）
〃 金子　俊之 （株）福山コンサルタント
〃 川村　一浩 （株）長大
〃 菅藤　学 （株）ドーコン
〃 串田　宗史 サンコーコンサルタント（株）
〃 鈴田　裕三 朝日航洋（株）
〃 高橋　富美 （株）建設技術研究所
〃 橋本　亮 八千代エンジニヤリング（株）
〃 牧野　幸子 （株）ケー・シー・エス
〃 松井　泰友 （株）日建設計
〃 松尾　環 日本工営（株）
〃 松本　好史 （株）ケー・シー・エス
〃 吉岡　正人 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 渡辺　茂樹 （株）オリエンタルコンサルタンツ

政策・事業評価専門委員会
委員長 篠崎　毅 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 船田　尚吾 （株）長大
委員 犬山　晶夫 日本工営（株）
〃 越智　達郎 （株）東京建設コンサルタント
〃 蟹田　晃介 （株）ドーコン
〃 北山　勝巳 （株）オリエンタルコンサルタンツ
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〃 近藤　浩一 いであ（株）
〃 佐野　薫 （株）建設技術研究所
〃 須賀　龍太郎 （株）建設技術研究所
〃 寺村　良平 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 沼賀　潤 セントラルコンサルタント（株）
〃 野田　嗣央 （株）トーニチコンサルタント
〃 三浦　哲也 （株）エイト日本技術開発
〃 吉原　哲 八千代エンジニヤリング（株）

環境専門委員会
委員長 大塚　宣昭 （株）福山コンサルタント
副委員長 佐野　滝雄 アジア航測（株）
委員 入福　恵 （株）四電技術コンサルタント
〃 尾田　敏範 中電技術コンサルタント（株）
〃 川口　真一 （株）ＮＪＳ
〃 小菅　敏裕 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 佐々木　智行 八千代エンジニヤリング（株）
〃 佐藤　律子 日本工営（株）
〃 下條　肇 （株）パスコ
〃 白井　賢治 国際航業（株）
〃 関根　秀明 （株）建設技術研究所
〃 田中　芳寛 （株）協和コンサルタンツ
〃 徳重　恵一郎 （株）千代田コンサルタント
〃 西村　忠真 （株）復建エンジニヤリング
〃 野口　晃男 セントラルコンサルタント（株）
〃 橋本　拓磨 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 前田　研造 いであ（株）
〃 三木　優治 （株）オオバ
〃 皆川　克志 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 簗場　則昭 （株）エイト日本技術開発
〃 吉川　修司 （株）長大
〃 若宮　慎二 復建調査設計（株）

国土情報専門委員会
委員長 政木　英一 アジア航測（株）
委員 荒木　千博 （株）建設技術研究所
〃 上山　晃 （株）建設技術研究所
〃 神波　修一郎　 （株）長大
〃 菊地　英一 （株）長大
〃 高原　遼 （株）長大
〃 竹本　孝 国際航業（株）
〃 西村　修 （株）パスコ
〃 松井　晋 アジア航測（株）
〃 松田　浩一 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 水科　良浩 国際航業（株）
〃 吉岡　正泰 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 吉田　武司 八千代エンジニヤリング（株）

施工管理専門委員会
委員長 重松　英造 （株）建設技術研究所
副委員長 中野　清人 日本工営（株）
委員 石本　和利 セントラルコンサルタント（株）
〃 植永　信昭 （株）片平新日本技研
〃 巴　尚志 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 藤間　啓二 いであ（株）
〃 邉見　次夫 （株）横浜コンサルティングセンター
〃 前田　佳朗 日本振興（株）
〃 升方　充 大日コンサルタント（株）
〃 山内　弾正 （株）日本構造橋梁研究所
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自動運転ＷＧ
ＷＧ長 市川　博一 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 大森　陽一 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 児島　正之 （株）千代田コンサルタント
〃 佐々木　晋 （株）建設技術研究所
〃 高木　博康 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 竹平　誠治 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 沼賀　潤 セントラルコンサルタント（株）
〃 福島　賢一 （株）福山コンサルタント
〃 松本　章宏 （株）長大

マネジメントシステム委員会
委員長 水野　高志 八千代エンジニヤリング（株）
副委員長 畔柳　耕一 八千代エンジニヤリング（株）
委員 赤坂　保彦 （株）ニュージェック
〃 朝倉　俊一 （株）ドーコン
〃 荒川　仁 国際航業（株）
〃 岩下　英知 国際航業（株）
〃 上田　隆 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 奥平　詠太 八千代エンジニヤリング（株）
〃 楠　昌和 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 小仁所　恭一 セントラルコンサルタント（株）
〃 齋藤　義之 日本工営（株）
〃 篠　文明 八千代エンジニヤリング（株）
〃 関口　信康 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 千葉　雄一 （株）建設技術研究所
〃 藤原　重雄 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 藤原　鉄朗 日本工営（株）

システム改善専門委員会
委員長 赤坂　保彦 （株）ニュージェック
副委員長 岩下　英知 国際航業（株）
委員 小仁所　恭一 セントラルコンサルタント（株）
〃 今野　伸市 （株）パスコ
〃 齋藤　義之 日本工営（株）
〃 続石　孝之 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 中埜渡　丈嘉 （株）ドーコン
〃 長谷川　政裕 （株）エイト日本技術開発
〃 福田　雅晴 （株）建設技術研究所
〃 増山　悟之 （株）協和コンサルタンツ
〃 森住　泰雄 （株）長大

環境配慮専門委員会
委員長 荒川　仁 国際航業（株）
副委員長 小仁所　恭一 セントラルコンサルタント（株）
委員 青柳　拓実 八千代エンジニヤリング（株）
〃 小川　愛哉 キタイ設計（株）
〃 篠　文明 八千代エンジニヤリング（株）
〃 柴野　正一 （株）建設技術研究所
〃 徳田　正史 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 轟　正和 （株）長大
〃 西内　康裕 （株）日水コン
〃 平櫛　武 キタイ設計（株）
〃 諸藤　聡子 （株）協和コンサルタンツ

ＰＦＩ専門委員会
委員長 千葉　雄一 （株）建設技術研究所
副委員長 朝倉　俊一 （株）ドーコン
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〃 奥平　詠太 八千代エンジニヤリング（株）
委員 上原　昇 （株）ニュージェック
〃 片山　剛巨 日本工営（株）
〃 志田山　智弘 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 高木　信吉 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 丹野　健斗 （株）長大
〃 千葉　丈雄 中日本建設コンサルタント（株）
〃 長南　政宏 （株）建設技術研究所
〃 戸来　伸一 （株）東京設計事務所
〃 針谷　健太 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 平田　肇 （株）パスコ
〃 町田　宜則 （株）復建技術コンサルタント
〃 道木　健 （株）新日本コンサルタント
〃 山本　英治 （株）福山コンサルタント
〃 若松　亨二 （株）日水コン

ＰＭ専門委員会
委員長 畔柳　耕一 八千代エンジニヤリング（株）
副委員長 楠　昌和 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 藤原　重雄 （株）オリエンタルコンサルタンツ
委員 江川　真一 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 小野　貴之 大日本コンサルタント（株）
〃 兒玉　浩行 （株）エイト日本技術開発
〃 庄野　貴英 （株）日水コン
〃 東條　毅 パシコン技術管理（株）
〃 中牟田　亮 日本工営（株）
〃 松田　千周 （株）建設技術研究所
〃 宮　亨 （株）東京建設コンサルタント
〃 村松　和也 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 安居　邦夫 （株）ウエスコ
〃 横田　悦朗 （株）ニュージェック
〃 渡邊　恭志 いであ（株）
〃 渡辺　憲吾 八千代エンジニヤリング（株）

アセットマネジメント専門委員会
委員長 水野　高志 八千代エンジニヤリング（株）
副委員長 藤原　鉄朗 日本工営（株）
委員 青木　一也 （株）パスコ
〃 朝隈　竜也 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 大町　晋一郎 （株）片平新日本技研
〃 神原　浩 中電技術コンサルタント（株）
〃 栗田　稔 セントラルコンサルタント（株）
〃 鈴木　健彦 八千代エンジニヤリング（株）
〃 関口　信康 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 千田　祐一郎 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 田巻　拓郎 中日本建設コンサルタント（株）
〃 土井　達朗 （株）建設技術研究所
〃 南石　雅明 （株）長大

品質委員会
委員長 中嶋　規行 日本工営（株）
副委員長 青木　毅 （株）協和コンサルタンツ
〃 磯部　滋 八千代エンジニヤリング（株）
委員 石川　正樹 （株）東京建設コンサルタント
〃 大竹　由紀夫 （株）エイト日本技術開発
〃 金井　満 いであ（株）
〃 鈴木　秀幸 （株）オオバ
〃 諏訪部　宏之 大日本コンサルタント（株）
〃 田中　智 （株）建設技術研究所
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〃 服部　達也 日本工営（株）
〃 平田　直 いであ（株）
〃 明官　均 いであ（株）

品質向上専門委員会
委員長 青木　毅 （株）協和コンサルタンツ
副委員長 石川　正樹 （株）東京建設コンサルタント
委員 安宅　貴生 （株）日水コン
〃 今井　重光 セントラルコンサルタント（株）
〃 大竹　由紀夫 （株）エイト日本技術開発
〃 小野　剛史 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 金井　満 いであ（株）
〃 神原　明宏 （株）ニュージェック
〃 工藤　徹郎 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 諏訪部　宏之 大日本コンサルタント（株）
〃 田口　隆男 （株）建設技術研究所
〃 永井　明 （株）千代田コンサルタント
〃 橋本　知尚 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 服部　達也 日本工営（株）
〃 舩橋　文博 （株）東京設計事務所
〃 星　博 八千代エンジニヤリング（株）
〃 細川　和弘 （株）パスコ

照査特別ＷＧ
ＷＧ長 磯部　滋 八千代エンジニヤリング（株）
委員 青柳　健二 アジア航測（株）
〃 大野　徹也 セントラルコンサルタント（株）
〃 鎌田　誠司 （株）四電技術コンサルタント
〃 川副　孝行 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 河邑　智也 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 菊地　耕 （株）ドーコン
〃 黒澤　保 （株）建設技術研究所
〃 小島　淳 八千代エンジニヤリング（株）
〃 小島　弘幸 （株）福山コンサルタント
〃 小更　亨 （株）パスコ
〃 齋藤　克矢 （株）ドーコン
〃 斎藤　正朗 （株）エイト日本技術開発
〃 齋藤　靖史 いであ（株）
〃 西藤　康浩 日本工営（株）
〃 椎葉　英敏 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 庄司　和晃 （株）ドーコン
〃 鈴木　秀幸 （株）オオバ
〃 瀬戸山　満俊 （株）協和コンサルタンツ
〃 曽根　照人 （株）ニュージェック
〃 田中　智 （株）建設技術研究所
〃 徳力　健 （株）長大
〃 原田　紹臣 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 平田　直 いであ（株）
〃 芳地　康征 （株）建設技術研究所
〃 宮内　泉 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 明官　均 いであ（株）
〃 吉田　仁司 復建調査設計（株）

情報部会
部会長 新屋　浩明 日本工営（株）
副部会長 木原　一行 セントラルコンサルタント（株）
委員 遠藤　和志 日本工営（株）
〃 菊谷　英彦 いであ（株）
〃 國島　廣高 日本工営（株）

153153



〃 小沼　恵太郎 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 佐々木　晋 （株）建設技術研究所
〃 佐々木　秀典 （株）エイト日本技術開発
〃 佐藤　美緒 （株）日本港湾コンサルタント
〃 雫石　和利 （株）ドーコン
〃 長岡　尚登 大日本コンサルタント（株）
〃 濱中　拓郎 日本工営（株）

情報委員会
委員長 菊谷　英彦 いであ（株）
副委員長 遠藤　和志 日本工営（株）
〃 木村　紀子 中電技術コンサルタント（株）
委員 岸本　宏一 日本工営（株）
〃 小嶋　均 日本交通技術（株）
〃 小島　広宜 三井共同建設コンサルタント（株）
〃 佐々木　晋 （株）建設技術研究所
〃 佐藤　美緒 （株）日本港湾コンサルタント
〃 末田　俊久 八千代エンジニヤリング（株）
〃 長岡　尚登 大日本コンサルタント（株）
〃 吉田　武司 八千代エンジニヤリング（株）

情報新技術専門委員会
委員長 佐々木　晋 （株）建設技術研究所
副委員長 小島　広宜 三井共同建設コンサルタント（株）
委員 大町　晋一郎 （株）片平新日本技研
〃 柏木　誠 （株）日水コン
〃 小林　一雄 メトロ設計（株）
〃 白井　大介 国土防災技術（株）
〃 中祖　泉 中電技術コンサルタント（株）
〃 人見　淳 大日本コンサルタント（株）

情報セキュリティ専門委員会
委員長 長岡　尚登 大日本コンサルタント（株）
副委員長 吉田　武司 八千代エンジニヤリング（株）
委員 大滝　峰夫 応用地質（株）
〃 小川　裕一 国土防災技術（株）
〃 神原　明宏 （株）ニュージェック
〃 黒木　由利子 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 白井　聡 中央開発（株）
〃 高築　勲 （株）長大
〃 津島　博志 日本工営（株）
〃 西村　紀彦 中電技術コンサルタント（株）
〃 根岸　英一 （株）東京建設コンサルタント
〃 濱田　和朗 （株）建設技術研究所
〃 藤澤　祐一 日本交通技術（株）
〃 松本　和典 セントラルコンサルタント（株）
〃 元家　正道 （株）エイト日本技術開発
〃 吉村　司 （株）協和コンサルタンツ

テクリス専門委員会
委員長 佐藤　美緒 （株）日本港湾コンサルタント
副委員長 岸本　宏一 日本工営（株）
委員 井上　恵美 （株）建設技術研究所
〃 金高　修 八千代エンジニヤリング（株）
〃 川崎　聖 大日本コンサルタント（株）
〃 北村　聰子 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 木村　隆彦 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 斉藤　大地 （株）日建技術コンサルタント
〃 末田　俊久 八千代エンジニヤリング（株）
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〃 杉山　一雅 （株）建設技術研究所
〃 中島　和也 中央開発（株）
〃 福地　好江 （株）日本港湾コンサルタント

ＩＣＴ委員会
委員長 小沼　恵太郎 パシフィックコンサルタンツ（株）
副委員長 國島　廣高 日本工営（株）
〃 佐々木　秀典 （株）エイト日本技術開発
〃 雫石　和利 （株）ドーコン
委員 岩切　昭義 （株）パスコ
〃 加治屋　昇 （株）日建設計シビル
〃 神原　由紀 大日本コンサルタント（株）
〃 黒田　幸智 （株）ニュージェック
〃 古賀　秀幸 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 児玉　直樹 （株）建設技術研究所
〃 佐々木　卓 （株）長大
〃 佐藤　隆洋 日本工営（株）
〃 滝　弘 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 中濵　和人 （株）日本港湾コンサルタント
〃 藤澤　泰雄 八千代エンジニヤリング（株）
〃 森　博昭 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 森田　知行 復建調査設計（株）
〃 吉田　晋暢 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 渡邉　義則 （株）四電技術コンサルタント

ＣＩＭ技術専門委員会
委員長 雫石　和利 （株）ドーコン
副委員長 佐藤　隆洋 日本工営（株）
〃 滝　弘 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 渡邉　義則 （株）四電技術コンサルタント
委員 浅野　善昭 大日本コンサルタント（株）
〃 井上　靖 （株）日本構造橋梁研究所
〃 岩切　昭義 （株）パスコ
〃 王寺　秀介 中央開発（株）
〃 大江　浩之 いであ（株）
〃 大野　亮一 国土防災技術（株）
〃 小嶋　均 日本交通技術（株）
〃 佐藤　好明 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 塚本　博之 （株）エイト日本技術開発
〃 角田　久典 中央復建コンサルタンツ（株）
〃 藤澤　泰雄 八千代エンジニヤリング（株）
〃 藤田　玲 （株）建設技術研究所
〃 前川　修一 （株）復建エンジニヤリング
〃 松浦　達也 （株）日本インシーク
〃 渡部　正浩 セントラルコンサルタント（株）

ＩＣＴ普及専門委員会
委員長 佐々木　秀典 （株）エイト日本技術開発
副委員長 神原　由紀 大日本コンサルタント（株）
〃 古賀　秀幸 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 吉田　晋暢 中央復建コンサルタンツ（株）
委員 荒津　大輔 （株）千代田コンサルタント
〃 上田　祐一 （株）オービット
〃 大森　映宏 協和設計（株）
〃 加治屋　昇 （株）日建設計シビル
〃 河井　恵美 中電技術コンサルタント（株）
〃 北川　知秀 （株）パスコ
〃 北川　譲 （株）ドーコン
〃 佐藤　貴章 中央コンサルタンツ（株）
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〃 末田　俊久 八千代エンジニヤリング（株）
〃 杉山　信太郎 セントラルコンサルタント（株）
〃 須佐　慎 開発技建（株）
〃 妹尾　正也 四国建設コンサルタント（株）
〃 沼田　祐助 日本工営（株）
〃 萩原　圭一 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 原　佑太郎 （株）建設技術研究所
〃 森　暁雄 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 山本　朋広 復建調査設計（株）

資格・ＣＰＤ部会
部会長 花岡　憲男 八千代エンジニヤリング（株）
副部会長 川村　栄一郎 （株）復建エンジニヤリング
委員 片山　善郎 八千代エンジニヤリング（株）
〃 熊谷　清 朝日航洋（株）
〃 河村　成人 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 藤澤　泰雄 八千代エンジニヤリング（株）

ＲＣＣＭ資格制度委員会
委員長 熊谷　清 朝日航洋（株）
副委員長 藤澤　泰雄 八千代エンジニヤリング（株）
委員 石井　良尚 （株）ニュージェック
〃 和泉　繁 大日本コンサルタント（株）
〃 今井　重光 セントラルコンサルタント（株）
〃 大久保　秀一 （株）建設技術研究所
〃 加納　敏行 （株）建設技術研究所
〃 小山　理恵 日本交通技術（株）
〃 佐藤　隆善 （株）建設環境研究所
〃 平　暁 （株）復建エンジニヤリング
〃 高坂　静夫 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 西村　寛信 日本工営（株）
〃 藤本　善久 （株）長大
〃 三澤　博 朝日航洋（株）
〃 水野　雅光 復建調査設計（株）
〃 宮沢　規 （株）東京建設コンサルタント
〃 山本　一浩 八千代エンジニヤリング（株）

自主学習システム専門委員会
委員長 熊谷　清 朝日航洋（株）
委員 鵜飼　昭雄 中日本建設コンサルタント（株）
〃 國島　廣高 日本工営（株）
〃 菅原　正道 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 高坂　静夫 （株）オリエンタルコンサルタンツ

ＣＰＤ委員会
委員長 片山　善郎 八千代エンジニヤリング（株）
副委員長 河村　成人 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 岩田　尚親 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 金子　正士 （株）東京設計事務所
〃 河野　修一 （株）片平新日本技研
〃 鈴木　裕一 （株）建設技術研究所
〃 竹内　徹 セントラルコンサルタント（株）
〃 冨田　克彦 （株）長大
〃 巴　尚志 （株）オリエンタルコンサルタンツ
〃 新穂　孝行 日本水工設計（株）

ＣＰＤ推進専門委員会
委員長 河村　成人 パシフィックコンサルタンツ（株）
委員 伊勢山　亨 （株）復建エンジニヤリング
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〃 内堀　富喜 パシフィックコンサルタンツ（株）
〃 長部　孝彦 八千代エンジニヤリング（株）
〃 斉藤　宏 日本交通技術（株）
〃 中嶋　宏直 セントラルコンサルタント（株）
〃 中西　喜栄 いであ（株）
〃 吉岡　小百合 国際航業（株）

ＣＰＤ監査専門委員会
委員長 冨田　克彦 （株）長大
委員 岩田　尚親 開発虎ノ門コンサルタント（株）
〃 江崎　諭史 （株）片平新日本技研
〃 金子　正士 （株）東京設計事務所
〃 堤　　暢彦 八千代エンジニヤリング（株）
〃 新穂　孝行 日本水工設計（株）
〃 細川　貴久 （株）オリエンタルコンサルタンツ
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5.建設コンサルタントの概要 
 

5-1.建設コンサルタントの登録状況 

 

(1) 建設コンサルタンツ協会加盟会社の登録状況 

 

a). 資本金別会員数（各年度の 4月 1日現在） 

資本金（千円） 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

（社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） 

 

～4,999 
- - - - - - - - - - 

5,000～ 

9,999 
- - - - - - - - - - 

10,000～ 

19,999 
102 21.8 105 22.1 111 22.8 114 23.1 115 23.2 

20,000～ 

49,999 
194 41.4 198 41.7 201 41.3 205 41.6 204 41.2 

50,000～ 

99,999 
100 21.4  99 20.8  100 20.5   99 20.1  102 20.6 

100,000 

～ 
72 15.4 73 15.4 75 15.4 75 15.2 74 14.9 

計 468 100.0 475 100.0 487 100.0 493 100.0 495 100.0 

（注）各年度の会社情報による 
 

b). 営業収入金 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

年間営業収入金合計 

（百万円） 
869,013 868,642 928,257 974,811 1,024,521 

会員数 

(社） 
468 475 487 493 495 

営業収入金平均 

（百万円） 
1,857 1,829 1,906 1,977 2,070 

営業収入金合計対前年 
度伸び率（％） 

  0.5 ▲ 0.0   6.9   5.0   5.1 

営業収入金１社平均対前 
年度伸び率（％） 

 ▲ 2.5  ▲ 1.5    4.2    3.7  4.7 

（注）年間営業収入金合計欄は、4月 1日現在における各会員会社直近の決算期における営業収入金

である。 
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c). 登録部門数登録状況（各年度の 4月 1日現在） 

登録 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

部門数 （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） 

1 16 3.4 17 3.6 18 3.7 17 3.4 19 3.8 

2 25 5.3 22 4.6 22 4.5 23 4.7 20 4.0 

3 48 10.3 46  9.7 44  9.0 51 10.3 50 10.1 

4 45  9.6 49 10.3 61 12.5 55 11.2 56 11.3 

5 65 13.9 71 14.9 73 15.0 69 14.0 73 14.7 

6 68 14.5 69 14.5 72 14.8 73 14.8 66 13.3 

7 49 10.5 49 10.3 39  8.0 45  9.1 53 10.7 

8 36  7.7 30  6.3 33  6.8 38  7.7 36 7.3 

9 34 7.3 40 8.4 40 8.2 36 7.3 28 5.7 

10 16 3.4 16 3.4 16 3.3 16 3.2 21 4.2 

11 13 2.8 10 2.1 12 2.5 14 2.8 16 3.2 

12  12 2.6  14 2.9  14 2.9  15 3.0 16 3.2 

13  9 1.9  10 2.1  12 2.5   8 1.6 8 1.6 

14 12 2.6 12 2.5 12 2.5 10 2.0 10 2.0 

15 6 1.3 7 1.5 5 1.0 7 1.4 7 1.4 

16 4 0.9 2 0.4 3 0.6 4 0.8 2 0.4 

17 1 0.2 1 0.2 2 0.4 3 0.6 5 1.0 

18 3 0.6 4 0.8 4 0.8 4 0.8 2 0.4 

19 4 0.9 4 0.8 2 0.4 2 0.4 4 0.8 

20 0 0.0 0 0.0 1 0.2 1 0.2 1 0.2 

21 2 0.4 2 0.4 2 0.4 2 0.4 2 0.4 

計 468 100.0 475 100.0 487 100.0 493 100.0 495 100.0 
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d). 登録部門別登録状況（各年度の 4月 1日現在） 

登録部門 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

河川、砂防及び海岸・海洋 379 390 396 404 409 

港湾及び空港 102 102 103 103 105 

電力土木 22 23 24 24 23 

道路 410 417 430 438 438 

鉄道 52 53 53 53 53 

上水道及び工業用水道 88 88 88 91 91 

下水道 240 242 246 250 247 

農業土木 181 185 189 193 188 

森林土木 55 54 56 60 57 

水産土木 32 34 36 38 39 

廃棄物 31 31 33 29 30 

造園 71 71 72 71 72 

都市計画及び地方計画 186 186 188 196 203 

地質 129 131 132 131 137 

土質及び基礎 274 278 283 289 285 

鋼構造及びコンクリート 389 402 412 415 421 

トンネル 116 116 117 118 120 

施工計画、施工設備及び積算 131 134 137 134 137 

建設環境 197 194 195 202 206 

機械 10 10 11 12 13 

電気電子 40 41 42 41 41 

       

延部門数 3,135 3,182 3,243 3,292 3,315 

会員数（社） 468 475 487 493 495 

 

e). 技術者数（各年度の 4月 1日現在） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成元年度 令和 2年度 令和 3年度 

会 員 数（社） 468 475 487 493 495 

技術者 
計（人） 41,814 42,873 45,090 46,260 48,514 

平均（人） 89 90 93 94 98 

技
術
者
内
訳 

技
術
士 

計（人） 16,895 17,362 17,846 18,045 18,471 

平均（人） 36 37 37 37 37 

大
学
卒 

計（人） 35,598 36,770 38,174 39,221 41,264 

平均（人） 76 77 78 80 83 
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(2)建設コンサルタント登録規程による建設コンサルタント登録業者（国土交通省資料） 

 

a). 登録業者数等の推移 

年度 
 

コンサルタント数 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

登録業者数 3,944 3,963 3,957 3,956 3,959 

登録部門延数 10,301 10,365 10,433 10,468 10,514 

 

b). 登録業者の都道府県別分布状況 

都道 

府県 

令和 2年度 令和 3年度 
都道 

府県 

令和 2年度 令和 3年度 

業者数 

(社) 

構成比 

(％) 

業者数 

(社) 

構成比 

(％) 

業者数 

(社) 

構成比 

(％) 

業者数 

(社) 

構成比 

(％) 

北海道 273 6.9 271 6.8 滋 賀 38 1.0 38 1.0 

青 森 63 1.6 63 1.6 京 都 55 1.4 54 1.4 

岩 手 39 1.0 39 1.0 大 阪 244 6.2 244 6.2 

宮 城 79 2.0 79 2.0 兵 庫 83 2.1 84 2.1 

秋 田 47 1.2 47 1.2 奈 良 23 0.6 24 0.6 

山 形 44 1.1 43 1.1 和歌山 45 1.1 45 1.1 

福 島 58 1.5 60 1.5 鳥 取 30 0.8 30 0.8 

茨 城 57 1.4 56 1.4 島 根 49 1.2 49 1.2 

栃 木 58 1.5 57 1.4 岡 山 73 1.8 75 1.9 

群 馬 44 1.1 43 1.1 広 島 83 2.1 84 2.1 

埼 玉 87 2.2 90 2.3 山 口 37 0.9 37 0.9 

千 葉 62 1.6 62 1.6 徳 島 38 1.0 39 1.0 

東 京 700 17.7 695 17.6 香 川 34 0.9 33 0.8 

神奈川 92 2.3 91 2.3 愛 媛 36 0.9 38 1.0 

山 梨 32 0.8 32 0.8 高 知 38 1.0 39 1.0 

長  野 88 2.2 89 2.2 福 岡 200 5.1 200 5.1 

新 潟 72 1.8 72 1.8 佐 賀 31 0.8 32 0.8 

富 山 36 0.9 36 0.9 長 崎 63 1.6 63 1.6 

石 川 53 1.3 54 1.4 熊 本 85 2.1 85 2.1 

岐 阜 52 1.3 53 1.3 大 分 55 1.4 56 1.4 

静 岡 71 1.8 71 1.8 宮 崎 78 2.0 79 2.0 

愛 知 132 3.3 131 3.3 鹿児島 67 1.7 66 1.7 

三 重 49 1.2 48 1.2 沖 縄 134 3.4 135 3.4 

福 井 49 1.2 48 1.2 合 計 3,956 100.0 3,959 100.0 
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c). 資本金別登録業者数 

資本金 
(千円) 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

業者数 
(社) 

構成比 
(％) 

業者数 
(社) 

構成比 
(％) 

業者数 
(社) 

構成比 
(％) 

業者数 
(社) 

構成比 
(％) 

業者数 
(社) 

構成比 
(％) 

個人 17 0.4 16 0.4 12 0.3 11 0.3 11 0.3 

その他 151 3.8 159 4.0 161 4.1 161 4.1 163 4.1 

 

～999 
- - - - - - - - - - 

1,000～ 

1,999 
- - - - - - - - - - 

2,000～ 

4,999 
- - - - - - - - - - 

5,000～ 

9,999 
141 3.6 149 3.8 147 3.7 149 3.8 164 4.1 

10,000～ 

19,999 
1,765 44.8 1,762 44.5 1,762 44.5 1,766 44.6 1,762 44.5 

20,000～ 

49,999 
1,158 29.4 1,167 29.4 1,166 29.5 1,167 29.5 1,154 29.1 

50,000～ 

99,999 
364 9.2 364 9.2 368 9.3 362 9.2 361 9.1 

100,000 

～ 
348 8.8 346 8.7 341 8.6 340 8.6 344 8.7 

計 3,944 100.0 3,963 100.0 3,957 100.0 3,956 100.0 3,959 100.0 

（注）「その他」は、社団法人、財団法人及び協同組合等である。 
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d). 登録業者の登録部門数 

登録 

部門数 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

業者数 業者数 業者数 業者数 業者数 

(社) (％) (社) (％) (社) (％) (社) (％) (社) (％) 

1 1,847 46.8 1,849 46.7 1,839 46.5 1,837 46.4 1,828 46.2 

2 741 18.8 752 19.0 747 18.9 741 18.7 746 18.8 

3 479 12.1 470 11.9 458 11.6 462 11.7 465 11.7 

4 259 6.6 275 6.9 284 7.2 269 6.8 265 6.7 

5 199 5.0 201 5.1 205 5.2 211 5.3 223 5.6 

6 142 3.6 135 3.4 138 3.5 154 3.9 144 3.6 

7 74 1.9 81 2.0 84 2.1 84 2.1 89 2.2 

8 60 1.5 58 1.5 60 1.5 58 1.5 54 1.4 

9 52 1.3 47 1.2 39 1.0 40 1.0 42 1.1 

10 17 0.4 18 0.5 22 0.6 19 0.5 23 0.6 

11 14 0.4 17 0.4 20 0.5 19 0.5 17 0.4 

12 15 0.4 16 0.4 19 0.5 17 0.4 17 0.4 

13 12 0.3 11 0.3  9 0.2 10 0.3 11 0.3 

14 13 0.3 10 0.3  9 0.2 11 0.3 12 0.3 

15 5 0.1 6 0.2 7 0.2 7 0.2 6 0.2 

16 3 0.1 4 0.1 3 0.1 2 0.1 3 0.1 

17 2 0.1 4 0.1 5 0.1 6 0.2 3 0.1 

18 4 0.1 3 0.1 2 0.1 2 0.1 4 0.1 

19 3 0.1 3 0.1 3 0.1 3 0.1 3 0.1 

20 1 0.0 1 0.0 2 0.1 1 0.0 1 0.0 

21 2 0.1 2 0.1 2 0.1 3 0.1 3 0.1 

計 3,944 100.0 3,963 100.0 3,957 100.0 3,956 100.0 3,959 100.0 
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)
.
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門
 

平
成

2
9
年
度

 
平
成

3
0
年
度

 
令
和
元
年
度
 

令
和

2
年
度

 
令
和

3
年
度

 

技 術 士 

技 術 者 

認 定 

計 

技 術 士 

技 術 者 

認 定 

計 

技 術 士 

技 術 者 

認 定 

計 

技 術 士 

技 術 者 

認 定 

計 

技 術 士 

技 術 者 

認 定 

計 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 
（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

（
人
）
 

河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
 

8
1
3
 

3
3
5
 

1
,
1
4
8
 

8
3
4
 

3
2
5
 

1
,
1
5
9
 

8
5
6
 

3
2
5
 

1
,
1
8
1
 

8
6
2
 

3
2
6
 

1
,
1
8
8
 

8
7
2
 

3
2
3
 

1
,
1
9
5
 

港
湾
及
び
空
港
 

2
0
9
 

1
6
 

2
2
5
 

2
0
9
 

1
6
 

2
2
5
 

2
1
3
 

1
7
 

2
3
0
 

2
0
5
 

1
8
 

2
2
3
 

2
0
2
 

1
9
 

2
2
1
 

電
力
土
木
 

4
8
 

3
 

5
1
 

5
0
 

2
 

5
2
 

4
8
 

1
 

4
9
 

4
8
 

1
 

4
9
 

4
7
 

2
 

4
9
 

道
路
 

1
,
2
3
8
 

3
8
8
 

1
,
6
2
6
 

1
,
2
8
0
 

3
8
6
 

1
,
6
6
6
 

1
,
3
0
6
 

3
8
4
 

1
,
6
9
0
 

1
,
3
3
5
 

3
6
7
 

1
,
7
0
2
 

1
,
3
5
0
 

3
6
3
 

1
,
7
1
3
 

鉄
道
 

9
1
 

1
1
 

1
0
2
 

8
8
 

1
0
 

 
9
8
 

8
6
 

 
8
 

 
9
4
 

8
6
 

 
8
 

 
9
4
 

8
6
 

9
 

9
5
 

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道
 

2
7
5
 

5
7
 

3
3
2
 

2
7
8
 

5
8
 

3
3
6
 

2
7
6
 

6
2
 

3
3
8
 

2
7
4
 

6
6
 

3
4
0
 

2
7
9
 

6
7
 

3
4
6
 

下
水
道
 

6
6
9
 

1
3
9
 

8
0
8
 

6
6
3
 

1
3
6
 

7
9
9
 

6
6
8
 

1
3
9
 

8
0
7
 

6
5
4
 

1
3
8
 

7
9
2
 

6
4
5
 

1
3
8
 

7
8
3
 

農
業
土
木
 

5
6
5
 

1
7
9
 

7
4
4
 

5
7
0
 

1
7
1
 

7
4
1
 

5
6
8
 

1
7
4
 

7
4
2
 

5
7
6
 

1
7
4
 

7
5
0
 

5
8
3
 

1
7
2
 

7
5
5
 

森
林
土
木
 

1
6
4
 

3
5
 

1
9
9
 

1
7
1
 

3
6
 

2
0
7
 

1
7
4
 

4
1
 

2
1
5
 

1
7
8
 

4
1
 

2
1
9
 

1
8
0
 

4
4
 

2
2
4
 

水
産
土
木
 

5
8
 

1
0
 

6
8
 

5
5
 

 
9
 

6
4
 

6
1
 

 
9
 

7
0
 

6
0
 

1
0
 

7
0
 

5
9
 

1
0
 

6
9
 

廃
棄
物
 

7
3
 

2
 

7
5
 

7
4
 

2
 

7
6
 

7
1
 

2
 

7
3
 

6
9
 

3
 

7
2
 

6
9
 

3
 

7
2
 

造
園
 

1
7
8
 

1
6
 

1
9
4
 

1
7
2
 

1
5
 

1
8
7
 

1
7
3
 

1
4
 

1
8
7
 

1
6
8
 

1
5
 

1
8
3
 

1
6
9
 

1
4
 

1
8
3
 

都
市
計
画
及
び
地
方
計
画
 

7
4
4
 

3
5
 

7
7
9
 

7
5
5
 

3
1
 

7
8
6
 

7
4
7
 

3
0
 

7
7
7
 

7
4
6
 

3
4
 

7
8
0
 

7
3
6
 

3
0
 

7
6
6
 

地
質
 

4
1
0
 

9
 

4
1
9
 

4
0
6
 

9
 

4
1
5
 

4
0
8
 

9
 

4
1
7
 

4
0
7
 

9
 

4
1
6
 

4
1
4
 

1
0
 

4
2
4
 

土
質
及
び
基
礎
 

7
7
1
 

7
9
 

8
5
0
 

7
6
7
 

7
3
 

8
4
0
 

7
6
0
 

7
7
 

8
3
7
 

7
6
8
 

7
9
 

8
4
7
 

7
7
4
 

8
3
 

8
5
7
 

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
 

1
,
0
9
5
 

1
7
4
 

1
,
2
6
9
 

1
,
1
1
2
 

1
7
7
 

1
,
2
8
9
 

1
,
1
1
5
 

1
7
5
 

1
,
2
9
0
 

1
,
1
3
9
 

1
7
6
 

1
,
3
1
5
 

1
,
1
4
0
 

1
8
2
 

1
,
3
2
2
 

ト
ン
ネ
ル
 

2
3
3
 

1
0
 

2
4
3
 

2
3
3
 

 
8
 

2
4
1
 

2
4
2
 

 
9
 

2
5
1
 

2
5
0
 

1
0
 

2
6
0
 

2
5
9
 

1
1
 

2
7
0
 

施
工

計
画

、
施

工
設

備
及
び

積
算
 

4
2
5
 

4
0
 

4
6
5
 

4
2
6
 

3
9
 

4
6
5
 

4
2
4
 

4
0
 

4
6
4
 

4
1
0
 

3
9
 

4
4
9
 

4
1
5
 

3
6
 

4
5
1
 

建
設
環
境
 

5
1
8
 

1
4
 

5
3
2
 

5
3
8
 

1
1
 

5
4
9
 

5
3
7
 

1
0
 

5
4
7
 

5
3
9
 

1
0
 

5
4
9
 

5
4
2
 

9
 

5
5
1
 

機
械
 

2
5
 

5
 

3
0
 

2
8
 

5
 

3
3
 

2
9
 

5
 

3
4
 

2
9
 

5
 

3
4
 

3
0
 

5
 

3
5
 

電
気
電
子
 

1
3
1
 

1
1
 

1
4
2
 

1
2
7
 

1
0
 

1
3
7
 

1
2
9
 

1
1
 

1
4
0
 

1
2
6
 

1
0
 

1
3
6
 

1
2
4
 

9
 

1
3
3
 

計
 

8
,
7
3
3
 

1
,
5
6
8
 

1
0
,
3
0
1
 

8
,
8
3
6
 

1
,
5
2
9
 

1
0
,
3
6
5
 

8
,
8
9
1
 

1
,
5
4
2
 

1
0
,
4
3
3
 

8
,
9
2
9
 

1
,
5
3
9
 

1
0
,
4
6
8
 

8
,
9
7
5
 

1
,
5
3
9
 

1
0
,
5
1
4
 

（
注
）「

都
市
計

画
及

び
地

方
計

画
」

の
登

録
部

門
の
技
術
士
数
に
は
、
一
級
建
築
士
を
含
む
。
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5
-
2
.
 
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
業
務
量
 

 

(
1
)
 
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
協
会
加
盟
会
社
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
単

位
：

件
、

百
万

円
）

 

区
分
 

平
成

2
9
年
度

 
平
成

3
0
年
度

 
令
和
元
年
度
 

令
和

2
年
度

 
令
和

3
年
度

 

件
数
 

受
注
額
 

件
数
 

受
注
額
 

件
数
 

受
注
額
 

件
数

 
受
注
額
 

件
数
 

受
注
額
 

国
土
交
通
省
 

 
9
,
6
7
6
 

1
9
4
,
3
1
9
 

 
9
,
6
0
7
 

2
0
1
,
6
0
5
 

 
9
,
9
1
5
 

2
2
5
,
4
9
6
 

1
0
,
0
2
0
 

2
4
8
,
3
6
1
 

1
0
,
3
3
5
 
 

2
6
4
,
6
4
4
 

都
道
府
県
 

2
9
,
3
6
1
 

2
2
8
,
5
8
4
 

2
9
,
9
7
5
 

2
4
6
,
7
7
6
 

2
9
,
9
9
0
 

2
5
3
,
6
4
1
 

3
0
,
0
3
0
 

2
5
5
,
2
5
8
 

3
0
,
5
1
6
 
 

2
8
3
,
2
7
5
 

政
令
指
定
都
市
 

4
,
3
5
0
 

3
1
,
6
0
6
 

4
,
5
5
8
 

3
5
,
8
1
0
 

4
,
7
5
9
 

3
8
,
8
7
5
 

4
,
6
5
9
 

4
2
,
0
6
1
 

4
,
3
7
2
 
 

4
1
,
1
4
6
 

指
定
都
市
を
除
く
市
町
村
 

2
5
,
1
0
3
 

1
5
6
,
0
7
6
 

2
4
,
8
8
2
 

1
5
5
,
4
8
4
 

2
6
,
1
0
4
 

1
5
3
,
9
3
1
 

2
5
,
5
1
2
 

1
5
9
,
4
9
1
 

2
3
,
4
7
5
 
 

1
4
8
,
4
2
8
 

道
路
関
係
公
団
（
会
社
)
 

1
,
4
0
3
 

4
3
,
4
8
0
 

1
,
3
5
1
 

4
8
,
1
2
8
 

1
,
4
1
6
 

5
8
,
8
1
3
 

1
,
5
7
5
 

5
6
,
2
9
5
 

1
,
5
5
3
 
 

6
6
,
9
5
9
 

社
団
及
び
財
団
 

 
2
,
5
9
3
 

1
4
,
9
1
1
 

 
2
,
7
9
9
 

1
8
,
7
4
6
 

 
3
,
0
4
3
 

1
5
,
4
0
4
 

 
2
,
2
9
4
 

1
7
,
5
3
1
 

2
,
1
6
3
 
 

2
2
,
3
0
8
 

そ
の
他
 

3
3
,
2
4
8
 

2
1
8
,
3
2
4
 

3
4
,
6
2
1
 

2
2
1
,
2
8
6
 

3
3
,
7
5
3
 

2
2
0
,
6
0
9
 

3
1
,
2
4
3
 

2
1
7
,
8
1
5
 

3
0
,
1
2
4
 
 

2
1
3
,
6
7
1
 

国
内
計
 

1
0
5
,
7
3
4
 

8
8
7
,
3
0
0
 

1
0
7
,
7
9
3
 

9
2
7
,
8
3
5
 

1
0
8
,
9
8
0
 

9
6
6
,
7
6
9
 

1
0
5
,
3
3
3
 

9
9
6
,
8
1
2
 

1
0
2
,
5
3
8
 
 

1
,
0
4
0
,
4
3
1
 

海
外
 

7
9
6
 

3
9
,
1
1
7
 

7
8
2
 

3
3
,
6
8
0
 

8
2
9
 

4
1
,
5
3
4
 

7
9
3
 

4
1
,
4
7
6
 

1
,
1
3
7
 
 

3
6
,
7
6
1
 

合
計
 

1
0
6
,
5
3
0
 

9
2
6
,
4
1
7
 

1
0
8
,
5
7
5
 

9
6
1
,
5
1
5
 

1
0
9
,
8
0
9
 

1
,
0
0
8
,
3
0
3
 

1
0
6
,
1
2
6
 

1
,
0
3
8
,
2
8
8
 

1
0
3
,
6
7
5
 
 

1
,
0
7
7
,
1
9
2
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

資
料
提
出
会
社
（
社
）
 

3
9
1
 

4
0
0
 

4
0
2
 

4
0
6
 

4
1
1
 

会
員
会
社
数
（
社
）
 

4
6
8
 

4
7
5
 

4
8
7
 

4
9
3
 

4
9
5
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(
2
)
 
国
土
交
通
省
登
録
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
上
位

5
0
社
、
国
土
交
通
省
資
料
）

 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 （

単
位

：
件

、
百

万
円

）
 

区
 

分
 

平
成

2
9
年
度
 

平
成

30
年
度
 

令
和
元
年
度
 

令
和

2
年
度
 

令
和

3
年
度
 

件
数
 

契
約

金
額
 

件
数
 

契
約
金
額
 

件
数
 

契
約
金
額
 

件
数
 

契
約

金
額
 

件
数
 

契
約

金
額
 

国
内
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

公
共
 

3
5,
2
23
 

4
28
,
52
9 

3
4,
8
39
 

4
50
,
57
3 

3
7,
4
36
 

4
91
,
85
7 

3
7,
1
89
 

5
07
,
75
1 

3
5,
0
33
 

5
16
,
52
2 

民
間
 

1
0,
4
47
 

7
4,
3
00
 

1
1,
4
02
 

8
0,
9
97
 

1
2,
0
29
 

8
7,
8
65
 

1
0,
9
67
 

8
7,
0
88
 

1
1,
1
65
 

8
2,
4
77
 

小
計
 

4
5,
6
70
 

5
02
,
82
9 

4
6,
2
41
 

5
31
,
57
0 

4
9,
4
65
 

5
79
,
72
2 

4
8,
1
56
 

5
94
,
83
9 

4
6,
1
98
 

5
98
,
99
9 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

海
外
 

7
05
 

3
6,
1
94
 

7
08
 

3
2,
2
61
 

7
34
 

4
3,
3
10
 

6
79
 

4
1,
1
15
 

6
72
 

3
3,
8
66
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

総
計
 

4
6,
3
75
 

5
39
,
02
3 

4
6,
9
49
 

5
63
,
83
1 

5
0,
1
99
 

6
23
,
03
2 

4
8,
8
35
 

6
35
,
95
4 

4
6,
8
70
 

6
32
,
86
5 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

対
前
年
度
比
 

0
.9
7
4 

1
.0
1
3 

1
.0
1
2 

1
.0
4
6 

1
.0
6
9 

1
.1
0
5 

0
.9
7
3 

1
.0
2
1 

0
.9
6
0 

0
.9
9
5 
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5-3.建設コンサルタントの経営 

 

(1) 建設コンサルタント経営規模 

 

a) 創業年の状況（令和 3年 4月）                           （単位：社） 

資本金 

   （万円） 

 

創業年 

1,000 未満 
1,000 
～ 

1,999 

2,000 
～ 

2,999 

3,000 
～ 

3,999 

4,000 
～ 

4,999 

5,000 
～ 

6,999 

7,000 
～ 

9,999 

10,000 
以上 

計 

S25 以前 0 1 0 3 0 3 1 16 24 

26～30 0 2 0 4 4 2 3 10 25 

31～35 0 2 6 6 4 4 6 9 37 

36～40 0 12 11 8 15 12 9 17 84 

41～45 0 19 11 13 10 14 12 9 88 

46～50 0 26 30 21 12 7 2 5 103 

51～55 0 17 5 9 3 3 5 4 46 

56～60 0 13 7 1 1 4 1 3 30 

61～H2 0 17 8 4 0 5 3 1 38 

H3～7 0 2 1 1 1 1 0 0 6 

H8 以降 0 4 3 2 0 3 2 0 14 

計 0 115 82 72 50 58 44 74 495 

 

b) 登録部門数の状況（令和 3年 4月）                                                （単位：社） 

資本金 

   （万円） 

 

 

登録部門数 

1,000 未満 
1,000 
～ 

1,999 

2,000 
～ 

2,999 

3,000 
～ 

3,999 

4,000 
～ 

4,999 

5,000 
～ 

6,999 

7,000 
～ 

9,999 

10,000 
以上 

計 

1 0 6 4 4 5 0 0 0 19 

2 0 6 6 5 0 1 1 1 20 

3 0 22 11 5 3 1 4 4 50 

4 0 23 13 11 2 4 2 1 56 

5 0 20 16 11 10 9 3 4 73 

6 0 20 11 6 7 10 8 4 66 

7 0 9 12 8 6 6 3 9 53 

8 0 4 1 7 6 12 2 4 36 

9 0 3 4 5 4 5 4 3 28 

10 0 2 3 3 2 5 0 6 21 

11 0 0 1 3 2 2 4 4 16 

12 0 0 0 3 2 2 5 4 16 

13 0 0 0 1 1 0 0 6 8 

14 0 0 0 0 0 0 4 6 10 

15 0 0 0 0 0 0 2 5 7 

16 0 0 0 0 0 0 1 1 2 

17 0 0 0 0 0 1 0 4 5 

18 0 0 0 0 0 0 0 2 2 

19 0 0 0 0 0 0 1 3 4 

20 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

21 0 0 0 0 0 0 0 2 2 

計 0 115 82 72 50 58 44 74 495 
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c) 技術職員数の状況（令和 3年 4月）                                                   （単位：社） 

資本金 

（万円） 

 

技術職員数(人) 

1,000未満 
1,000 
～ 

1,999 

2,000 
～ 

2,999 

3,000 
～ 

3,999 

4,000 
～ 

4,999 

5,000 
～ 

6,999 

7,000 
～ 

9,999 

10,000 
以上 

計 

30 以下 0 81 47 31 18 17 7 2 203 

31～50 0 22 21 24 13 14 5 4 103 

51～100 0 11 8 9 14 12 8 8 70 

101～200 0 0 5 7 3 7 18 23 63 

201～300 0 1 0 0 0 3 4 10 18 

301～500 0 0 1 1 1 4 2 12 21 

501 以上 0 0 0 0 1 1 0 15 17 

計 0 115 82 72 50 58 44 74 495 

 

d) 技術士数の状況（令和 3年 4月）                                                     （単位：社） 

資本金 

（万円）

 

 

技術士数（人） 

1,000 未満 
1,000 
～ 

1,999 

2,000 
～ 

2,999 

3,000 
～ 

3,999 

4,000 
～ 

4,999 

5,000 
～ 

6,999 

7,000 
～ 

9,999 

10,000 
以上 

計 

2 以下 0 10 5 6 4 2 1 2 30 

3～5 0 37 13 11 6 3 1 0 71 

6～10 0 42 32 18 7 10 10 2 121 

11～20 0 23 23 25 22 24 8 6 131 

21～30 0 2 6 5 7 7 6 5 38 

31～40 0 0 1 2 1 2 2 7 15 

41～50 0 0 1 4 1 0 5 10 21 

51 以上 0 1 1 1 2 10 11 42 68 

計 0 115 82 72 50 58 44 74 495 

 

e) 営業収入金の状況（令和 3年 4月）                                                   （単位：社） 

資本金 

（万円）

 

営業収入金 

1,000 未満 
1,000 
～ 

1,999 

2,000 
～ 

2,999 

3,000 
～ 

3,999 

4,000 
～ 

4,999 

5,000 
～ 

6,999 

7,000 
～ 

9,999 

10,000 
以上 

計 

2 億円未満 0 28 13 7 6 4 2 0 60 

2 億円以上 
～5億円未満 

0 56 33 24 13 12 4 1 143 

5 億円以上 
～10 億円未満 

0 24 21 30 13 16 12 6 122 

10 億円以上 
～20 億円未満 

0 6 11 6 14 12 7 10 66 

20 億円以上 
～50 億円未満 

0 1 4 3 2 10 13 20 53 

50 億円以上 0 0 0 2 2 4 6 37 51 

計 0 115 82 72 50 58 44 74 495 
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(2) 建設コンサルタンツ協会加盟会社の経営分析（各年度 4月） 

 

a) 会員会社 

項 目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

総売上高 
（百万円） 

2,802 2,876 2,997 2,956 3,009   

総資本 
（百万円） 

2,960 3,135 3,256 3,209 3,341   

総売上高総利益 
率（％） 

25.4 26.4 27.3 27.6 28.8 
（目標値） 
35 以上 

総売上高営業利 
益率（％） 

5.3 6.3 6.9 6.9 7.9 
（目標値） 
11 以上 

総売上高経常利 
益率（％） 

5.7 6.7 7.3 7.5 8.5 
（目標値） 
10 以上 

総売上高当期純 
利益率（％） 

 3.0  4.2  4.5  4.9  5.6 
（目標値） 
4 以上 

総資本経常利益 
率（％） 

5.4 6.2 6.7 6.9 7.7 
（目標値） 
15 以上 

総資本当期純利 
益率（％） 

 2.8  3.8  4.2  4.5  5.1 
（目標値） 
6 以上 

自己資本経常利 
益率（％） 

 9.9  11.4  12.3  12.3  13.5 
（目標値） 
37.5 以上 

職員一人当たり 
総売上高（千円） 

18,197 18,679 18,967 18,828 19,042   

技術職員一人当たり
総売上高（千円） 

22,419 23,012 23,597 23,648 23,505   

総資本回転率 
（回転） 

0.95 0.92 0.92 0.92 0.90 
（目標値） 
1.5 以上 

総資本自己資本 
比率（％） 

54.0 54.2 54.7 56.0 56.7 
（目標値） 
40 以上 

流動比率 
（％） 

184.4 195.6 196.5 197.5 201.3 
（目標値） 
130 以上 

固定比率 
（％） 

68.7 66.1 64.5 63.6 60.4 
（目標値） 
100 以下 

対象会社数（社） 382 394 399 412 416   

協会加盟会社（社） 468 475 487 493 495   
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b) コンサルタント業 80％以上 

項 目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

総売上高 
（百万円） 

3,051 3,224 3,324 3,407 3,451   

総資本 
（百万円） 

2,848 3,068 3,231 3,328 3,460   

総売上高総利益 
率（％） 

26.4 27.2 28.0 28.2 29.8 
（目標値） 
35 以上 

総売上高営業利 
益率（％） 

5.4 6.8 7.5 7.3 8.6 
（目標値） 
11 以上 

総売上高経常利 
益率（％） 

5.7 7.1 7.8 7.8 9.0 
（目標値） 
10 以上 

総売上高当期純 
利益率（％） 

3.1 4.5 4.7 5.1 5.8 
（目標値） 
4 以上 

総資本経常利益 
率（％） 

6.1 7.5 8.0 8.0 8.9 
（目標値） 
15 以上 

総資本当期純利 
益率（％） 

3.3 4.7 4.8 5.2 5.8 
（目標値） 
6 以上 

自己資本経常利 
益率（％） 

11.1 13.5 14.6 14.1 15.7 
（目標値） 
37.5 以上 

職員一人当たり 
総売上高（千円） 

18,054 19,074 19,441 19,361 19,500   

技術職員一人当たり
総売上高（千円） 

21,951 23,191 23,746 23,829 23,968   

総資本回転率 
（回転） 

1.07 1.05 1.03 1.02 1.00 
（目標値） 
1.5 以上 

総資本自己資本 
比率（％） 

55.2 55.4 55.2 56.4 56.8 
（目標値） 
40 以上 

流動比率 
（％） 

204.4 206.3 201.2 203.7 206.4 
（目標値） 
130 以上 

固定比率 
（％） 

53.8 52.4 51.9 51.1 48.7 
（目標値） 
100 以下 

対象会社数（社） 161 168 178 171 184   

協会加盟会社（社） 468 475 487 493 495   
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一般社団法人　建設コンサルタンツ協会

委 員 長 伊藤　　誠 （株）復建エンジニヤリング

委　　員 平 暁 （株）復建エンジニヤリング

田中　　誠 （株）建設技術研究所

長岡　尚登 大日本コンサルタント（株）

山川　　宏 パシフィックコンサルタンツ（株）

山手　弘之 日本工営（株）

令和 4 年 8月

令和 3 年度
建設コンサルタンツ協会　年次報告
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